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はじめに 
 

平成 18 年 5 月の日米安全保障協議委員会において最終合意された共同文書では、嘉手納

飛行場以南の米軍施設・区域のさらなる整理・統合・縮小が示されている。これが実現す

れば、沖縄県の人口が集中する本島中南部都市圏において、かつてないほどの大規模な駐

留軍用地跡地が生じることになり、経済社会活動に大きな影響をもたらしていくことが予

想される。 
 
そのため、沖縄県は、これら跡地を沖縄の自立的発展に寄与する貴重な空間として位置

づけ、県土構造の再編も視野に入れた計画的な都市づくりや新しい経済・産業活動の拠点

形成のために有効に利用する必要があるとしている。 
 
一方、現在、沖縄県においては、沖縄振興特別措置法及び沖縄振興計画が 4 年後に期限

を迎えることや道州制の議論など地方分権改革の進展を背景として、将来のあるべき沖縄

の姿とその実現に向けた取り組み等の基本方向を明らかにすべく、概ね 2030 年を目標年次

とする「沖縄２１世紀ビジョン（仮称）」を策定しているところである。 
 
駐留軍用地跡地の有効利用は、沖縄県の将来を左右する重要な役割を担うことが期待さ

れており、今後策定される同ビジョンの検討においても重要なテーマの１つとなる。 
 
これらの背景を踏まえて、本基礎調査は、駐留軍用地跡地利用に係るこれまでの調査や

方針等を踏まえつつ、概ね 2030 年頃における大規模跡地を中心とした産業振興や主要プロ

ジェクトのあり方、中南部都市圏の望ましい姿等について検討し、産業構造及び県土構造

を意識した大規模跡地の有効利用の基本方向を検討することを目的とし実施した。 

 



目 次 

 

第 1 章 中南部都市圏における産業振興ビジョン 

Ⅰ．大規模跡地における産業創出の方向性の検討 ··················  1 

１．中南部都市圏の産業振興の基本方向の整理 ····················· 1 

２．中南部都市圏の活用すべき資源・資質の整理 ··················  5 

３．中南部都市圏における成長産業の動向把握 ····················  9 

４．中南部都市圏居住者の産業振興へのニーズ把握 ·················  18 

５．中南部都市圏で有望な産業群の抽出と展望 ····················  21 

 

Ⅱ．中南部都市圏で取り組むべき主要プロジェクトの検討 ··········  35 

１．検討対象提案プロジェクト ·································  35 

２．健康・医療分野の提案プロジェクトの検証 ····················  36 

１）沖縄先端医療特区の形成 ·································  36 

２）重粒子線治療機関の誘致 ·································  48 

３）Resort & Health リゾートタウンの形成 ·····················  61 

４）健康ビジネス育成に向けたエビデンス整備 ··················  72 

５）ヘルスケアセンター、統合医療拠点の整備 ··················  79 

３．基盤研究産業分野の提案プロジェクトの検証 ··················  87 

１）サイエンスパーク等の整備促進 ···························  87 

２）創薬推進支援プロジェクト/高機能性成分分析機関の誘致 ······  98 

３）医療機器製造業の導入 ··································· 113 

４）バイオインフォマティクス DB センターの誘致 ················ 115 

４．アジアゲートウェイ分野の提案プロジェクトの検証 ············· 119 

１）国際航空物流ネットワークの形成 ·························· 119 

２）金融関連産業の振興 ····································· 128 

３）沖縄空手を活用した文化産業の振興 ························ 138 

５．プロジェクト検討結果のまとめ ····························· 146 

１）健康・医療分野 ········································ 146 

２）基盤研究産業分野 ······································ 150 

３）アジアゲートウェイ分野 ································· 153 

 

 

第２章 都市機能ビジョンに関する検討調査 

Ⅰ．都市機能ビジョンに関する検討 ······························ 155 

１．中南部都市圏の位置づけ ·································· 155 



１）基本的考え方 ·········································· 155 

２）県土構造全体を括るコンセプト（政策目標） ················ 156 

３）中南部都市圏が担う役割（位置づけ） ······················ 158 

２．中南部都市圏の現状と展望 ································· 160 

１）現況及び課題 ·········································· 160 

２）将来動向・予測 ········································ 187 

３．中南部都市圏の都市機能ビジョン ··························· 195 

１）基本的考え方 ·········································· 195 

２）中南部都市機能ビジョン ································· 195 

３）中南部都市圏の目指すべき都市構造ビジョン ················ 196 

 

Ⅱ．跡地エリア別のコンセプト構築に向けて ······················ 197 

１．ビジョン実現に向けた重要テーマ別方向性 ···················· 198 

１）景観・環境 ············································ 198 

２）交通 ················································· 202 

３）商業機能 ·············································· 209 

２．跡地エリア別のコンセプト構築に向けて ······················ 213 

１）基地跡地が担う役割 ····································· 213 

２）跡地エリアごとの現在の方向性 ··························· 215 

３）跡地エリア別のコンセプトの構築に向けて（ポテンシャルの検討） ··· 227 

 
 

第３章 跡地エリア別コンセプト及びストラクチャープラン（試案） 

Ⅰ．跡地エリア別のコンセプト（試案） ·························· 240 

１．キャンプ桑江 ············································ 240 

２．キャンプ瑞慶覧 ·········································· 241 

３．普天間飛行場 ············································ 242 

４．牧港補給地区 ············································ 243 

５．那覇港湾施設 ············································ 244 

６．全体体系（試案） ········································ 247 

７．ストラクチャープラン（試案） ····························· 249 

 

Ⅱ．跡地エリア別の産業配置の可能性検討 ························ 251 

１．中南部都市圏で展開可能な産業クラスター／ゾーンの方向 ······· 251 

２．中南部都市圏で展開可能な産業クラスター／ゾーンの形成条件 ··· 255 

３．跡地エリアにおける産業クラスターの展開可能性の整理 ········· 259 

 

Ⅲ．今後の課題 ················································ 265 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１章 中南部都市圏における産業振興ビジョン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 1

第 1 章：中南部都市圏における産業振興ビジョン   

Ⅰ．大規模跡地における産業創出の方向性の検討 

１．中南部都市圏の産業振興の基本方向の整理 

 
沖縄県の最新の上位計画等をもとに、沖縄本島及び中南部都市圏の産業振興の基本方

向を整理する。 
既存の計画に示される今後の中南部都市圏の自立型経済を支える中核的産業としては、

以下が想定される。 
 
①観光リゾート分野 

○国際的な海洋性リゾート産業 
○健康保養、体験・滞在型観光産業 
○リゾートコンベンション産業 

②情報通信分野 
○情報サービス産業（バックアップセンター、データセンター等） 
○コンテンツ制作業（CG、デジタルアーカイブス等） 
○ソフトウエア開発業（オープンソースソフトウェア、ユビキタス関連等） 

③農林水産分野 
○高付加価値型農業 

④製造分野 
○高付加価値型製造業 
○加工交易型産業 
○食品産業（健康食品等） 

⑤フロンティア分野 
○健康関連産業（健康食品、健康サービス等） 
○医療産業（予防医療、統合医療等、バイオインフォマティクス等） 
○環境産業（環境関連製造業、サービス業） 
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図表 1-1 既存計画に示される沖縄の中核的産業のイメージ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ＯＫＩＮＡＷＡ型産業振興       アジア・ゲートウェイの拠点形成に

 プロジェクト中長期ビジョン（内閣府）  向けた基本的な考え方（沖縄県）

 ①観光分野 ・国際的海洋性リゾート地 ・国際的海洋性リゾート ・国際的海洋性リゾート ・国際的な海洋性リゾート地

　－国際ショッピングモール 　－健康保養型観光 　－健康保養型産業

　－国際性や海洋性を備えたリゾート 　－エコツーリズム等の体験型観光

　－沖縄文化を生かした観光

　－リゾートウェディング

　－リゾートショッピング

・健康保養、体験・滞在型観光 ・健康保養、体験・滞在型観光 ・保養産業

　－健康食品の開発・普及 　－食品・医療等と連携した健康 ・健康保養型観光 　－県外客向けウェルネスリゾート

　－エコツーリズム 　　保養型観光 ・体験・滞在型観光 　（伝統芸能等との連携、エステ・

　－グリーンツーリズム、 　－エコツーリズム 　－グリーンツーリズム 　　エクササイズ等）

　　ブルーツーリズム、ダイビング 　－観光と連携した地域の芸能文化 　－エコツーリズム

　－修学旅行生の体験学習 　　活動発信

・コンベンション・アイランド ・コンベンション・アイランド ・国際的なリゾートコンベンション

　－野球等のスポーツキャンプ 　－国際会議、企業コンベンション ・国際会議 　－国際会議等の開催

　－各種芸能、音楽の交流 　－スポーツコンベンション ・スポーツキャンプ 　－プロスポーツのキャンプ、国際

　－国際会議等の開催 　　試合の開催

・産業間の連携の強化 ・産業間の連携強化

　－土産品の製造販売産業 　－健康ビジネス

　－健康増進、美容等のケアビジネス 　－観光土産品、化粧品、工芸品

　－海洋レジャー、スポーツ関連産業

 ②情報通信分野 ・情報サービス産業 ・情報サービス産業 ・情報サービス産業 ・情報サービス産業 ・高付価値型産業

　－事務処理センター 　－データセンター 　－バックアップセンター 　－バックアップセンター 　－データセンター、

　（コールセンター等） 　－データセンター 　－データセンター 　－コンテンツプロバイダー

・コンテンツ制作産業 ・コンテンツ制作産業 ・コンテンツ制作産業 ・ＩＴ・ソフトウェア産業 　－バックアップ機能の拠点形成

　－沖縄文化等のデジタルアーカイブス 　－コンテンツ、ソフトウェア制作

　－ＣＧ、芸能関連コンテンツ制作 ・情報家電市場向けのシステムチップ

・ソフトウェア開発産業 ・ソフトウェア開発産業 ・ソフトウェア開発産業 　設計

　－電子政府、電子自治体向け ・ユビキタスネットワーク技術の実証

　　アプリケーション ・他産業との連携 　実験、関連コンテンツ・ソフト開発

　－観光産業 ・研究開発用テストベッドネットワーク

　－通信販売業 ・オープンソースソフトウエア

 ③農林水産分野 ・高品質、安全安心な農林水産物 ・高付加価値型農産物 ・機能性食品、創薬に向けた生物資源

・他産業等との連携   の機能性、メカニズム研究

　－観光産業 ・農林水産資源の活用・品種改良、

　－健康食品産業 　有用物質量産化研究

・バイオエタノール原料

 ④製造分野 ・高付加価値型製造業 ・高付加価値型 ・化粧品 ・加工交易型産業

・工芸産業 ・バイオエタノール製造 ・観光土産品 　－ものづくり系産業

・工芸品 　　（泡盛製造業）

・食品産業（健康食品、化粧品等）

 ⑤フロンティア分野 ・健康バイオ研究開発 ・健康ビジネス ・健康関連産業 ・医療産業 ・国際医療拠点の形成 ・海洋生物資源、鉱物資源等の利活用

　－亜熱帯生物資源の解析による ・統合医療   －健康診断・予防 　－統合医療研究 　－生物資源の機能性研究、ゲノム研究

　　健康食品開発 　－健康食品等エビデンス 　－重粒子線による治療機関 　－微生物の利活用研究

　－統合医療拠点 　－医薬品、医療品開発 　－バイオマス資源の総合利用研究

・バイオインフォマティクス 　－遺伝子情報解析のバイオインフォマ

　　　ティクス

・環境観測技術の実証実験

　（地球観測衛星の活用）

・環境関連ビジネス ・環境関連産業 ・環境産業 ・環境関連研究

・リサイクル製品 　－環境関連製品製造業 　－サンゴ礁など沿岸環境の保全・再生

   （有機肥料製造業等） 　－生態系全体の統合的管理

　－環境関連サービス業 　－資源有効利用と廃棄物発生抑制

   （廃棄物処理サービス業等） 　－省エネルギー、新エネルギー技術

　－減農薬、減化学肥料研究

　－生態系に有害な物質の浄化技術

計　画　名
科学技術振興指針

（沖縄県）

沖縄振興計画後期展望

（内閣府）

沖縄振興計画

（内閣府）

沖縄振興計画後期に向けた

基本的な考え方（内閣府）（沖縄県）
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２．中南部都市圏の活用すべき資源・資質の整理 

 
中南部都市圏の産業振興のビジョンを描くには、都市圏の持つ資源や資質の再発掘を

行い、それらの魅力や能力を引き出し、活用していくという視点が重要である。中南部

都市圏は、自然、地理、歴史・文化、経済・社会にわたる独特の地域資源・資質を有し

ており、それらを活かしていく方向として、たとえば次のことが考えられる。 
 
①東アジア等の世界とのつながりを基軸にした産業の展開 

位置特性（東アジア成長地域への近接性など）、観光・レク資源（観光都市、歴史文

化施設・遺産等）、国際交流資源（国際コンベンション・施設等）、交流ネットワーク

資源（国際空港、港湾等）を活かすことによって、国際的な観光リゾート地、学術・

知識・政策等の知的交流拠点、モノの中継加工拠点などを形成するとともに、技術協

力等国際貢献の役割を担うことが可能である。 
 
②長寿・健康・癒しの文化風土を基軸にした産業の展開 

沖縄の文化（ユイマール等の共同体意識、健康・長寿を育む食材・食文化等）、交流

ネットワーク資源（国際空港、港湾等）、自然（温暖で暮らしやすい気候等）、生活（生

活サービスの充実）、長寿人口（健康長寿者の割合が高い）などの特性を活かすことに

よって、豊かで潤いのある国民生活の実現に向けた、長寿・健康・癒しなどをテーマ

にした、食品やサービスづくり、滞在型保養の場の形成などが可能である。 
 

③魅力ある都市的観光や歴史文化資源を基軸にした産業の展開 
中南部都市圏が特に優位性を持つ観光・レク資源（那覇市・沖縄市等の観光都市、

戦跡・城跡等の歴史文化施設・遺産、北谷町の大規模集客商業拠点、国道 58 号線沿道

等の観光スポット、祭等の観光イベント等）、気候特性（温暖で過ごしやすい気候）な

どを活かすことによって、都市型観光と歴史文化観光が広域的に融合し、かつ IT や健

康関連等の他産業との連携による、複合型の観光産業や観光集客施設の展開が可能で

ある。 
 
④充実した IT 産業基盤やブロードバンド情報通信基盤を基軸にした産業の展開 

中南部都市圏では「沖縄 IT 津梁パーク」、IT 関連インキュベーション施設、データ

センター、ユビキタス特区などの IT 産業基盤が近年急速に充実しつつある。また、国

際 IX（インターネットエクスチェンジ）、情報産業ハイウエイ、国際海底光ケーブル陸

揚局等のブロードバンド情報通信基盤も整っており、これらの特性を活かすことによ

って、先進的な IT 関連の実験フィールドの提供や IT 関連産業の集積が可能である。 
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図表 1-2  沖縄中南部都市圏における資源・資質の一覧 

分野 項目 資源・資質 所在市町村 活用の視点

位置・自然 位置 日本の最南に位置する 全体 日本の南の交流拠点としての位置づけ

東アジア成長地域への近接性/3つの交流圏の結節点 全体 東アジアとの経済・文化・観光等の交流

気候 亜熱帯性気候 全体 亜熱帯をテーマとした学術研究等の推進

温暖で暮らしやすい気候（年平均気温22.4℃） 全体 観光集客、健康長寿のテーマ開発

自然 漫湖（ラムサール条約登録湿地） 那覇市 原自然保存

比較的多い緑地帯（石川、沖縄、読谷、嘉手納等） 全体 自然と都市の共生型地域づくり

農業的な土地利用と都市的な土地利用の混在 全体 自然と都市の共生型地域づくり

長い海岸線 海岸地域 親水レク空間づくり

文化 文化全体 琉球文化・アメリカ文化・大和文化の融合（チャンプルー文化） 全体 観光集客の基礎

国際色豊かな独自の文化・生活様式 全体 国際交流推進の基礎

沖縄県立博物館・美術館 那覇市

伝統的精神文化 結い、ユイマール等の共同体意識 全体 コミュニティづくりの基礎

ホスピタリティに富む県民性 全体 観光受け入れ体制の基礎

夜を楽しむ文化（夕涼みの文化） 全体

食材・食文化 健康・長寿を育む多様な食材（ウコン、アロエ、モズク等） 全体 健康産業クラスターの形成

健康・長寿を育む食文化（医食同源、薬食同源） 全体 健康産業クラスターの形成

服飾文化 かりゆしウエア 全体 観光宣伝、沖縄ブランド形成

祭・伝統芸能 祭（エイサー、那覇まつり等） 全体

音楽（うた、琉球古典音楽、楽器、民謡酒場） 全体

舞踏（組踊り、琉球舞踏、カチャーシー） 全体

国立劇場おきなわ、県立郷土劇場 浦添市 舞踏芸能振興の拠点

芸術文化 沖縄県立博物館・美術館 那覇市

美術館（浦添） 浦添市

都市部に立地する音楽ホール、劇場 那覇市等 芸術振興の拠点

自動車文化 車中心社会（多い自動車保有台数） 全体 ロードサイド型・郊外型機能立地展開

生活 生活者 若い人口（若年人口割合高い） 全体 産業への労働力供給、まちづくりの担い手

長寿人口（平均寿命長い、100歳以上の高齢者比率高い） 全体

医療・福祉 医療ネットワークの中核を担う県立病院（那覇、南部、中部） 那覇､沖縄､糸満 ネットワーク型医療システムの展開

米国型の合理的医療システム 全体

沖縄県総合福祉センター 那覇市 福祉ボランティア活動の拠点

周産期母子総合医療センター（中部病院内） 沖縄市 子ども医療の拠点

市民活動 NPO団体（県内26団体認証） 全体 NPOとの協働による地域づくりの推進

ボランティア、NPO活動支援センター（設置予定） 全体 NPO活動支援の拠点

コミュニティFM局（糸満市等） 各地

産業集積 情報通信関連産業 情報サービス産業集積（コールセンター、データセンター等） 那覇市等 IT産業クラスターの形成

コンテンツ制作系産業集積（CGベンチャー等） 那覇市等 IT産業クラスターの形成

ソフトウエア開発系産業集積（ソフトハウス等） 那覇市等 IT産業クラスターの形成

コミュニティ産業 医療・福祉、生活サービス等の産業集積 全体 生活と一体化した地域づくりの中核

都市近郊型農業 野菜・花卉・果実、豚・牛、さとうきび産業 全体

都市型観光産業 ホテル、運輸、飲食・物販産業 都市部 より質の高い都市型観光業の展開

地場産業（産品） 野菜・海産物（ゴーヤー、ウコン、モズク等） 全体 おきなわブランドの確立

加工食品・地酒（沖縄そば、土産用菓子、泡盛等） 全体 おきなわブランドの確立

伝統工芸品（染織物、陶器、琉球漆器、琉球ガラス等13品目） 全体 おきなわブランドの確立

産業立地空間 自由貿易地区 自由貿易地域那覇地区 那覇市 企業立地の促進と貿易振興

中城湾港新港地区特別自由貿易地域 沖縄市等 企業立地の促進と貿易振興

産業集積誘導地域 工業等開発地区 沖縄市等 工業立地誘導

集積促進地域 那覇市等 頭脳立地誘導

情報通信産業振興地域指定地域 那覇市等 情報通信産業の立地誘導

工場適地（工業団地） 糸満工業団地等12適地・団地 糸満市等 工業立地誘導

産業振興 インキュベート施設 那覇市IT創造館 那覇市 情報通信産業の育成

企業化支援オフィス（沖縄産業支援センター内） 那覇市 企業化支援

浦添市産業振興センター 浦添市 情報通信産業等の育成

宜野湾ベイサイド情報センター 宜野湾市 情報通信産業等の育成

沖縄市ITワークプラザ 沖縄市 情報通信産業等の育成

沖縄市モバイルワークプラザ 沖縄市 情報通信産業等の育成

沖縄市テレワークセンター 沖縄市 情報通信産業等の育成

嘉手納町マルチメディアセンター 嘉手納町 情報通信産業等の育成

美浜メディアステーション 北谷町 IT関連産業を対象

中核産業支援組織 フロム沖縄推進機構 那覇市 情報化面での産・学・行政・住民の協働を先導

財）沖縄県産業振興公社 那覇市

地域中小企業支援センター（中部、南部） 那覇市､沖縄市

レキオ・ベンチャーネットワーク（レキオネット） 全体 ベンチャー企業への産学官協力支援

沖縄産業支援センター 那覇市 各種支援のワンストップサービス拠点

ベンチャーキャピタル 公的資金（創業者支援資金、ベンチャー支援資金等） 全体 創業支援
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分野 項目 資源・資質 所在市町村 活用の視点

学術・研究開発 中核的研究開発支援 沖縄情報通信研究開発支援センター・沖縄リサーチセンター 那覇市 マルチメディア関連の研究開発を支援

施設 共同利用センター（沖縄情報通信研究開発支援センター分室） 北谷町 通信コスト低減化の研究開発支援

トロピカルテクノセンター うるま市 新製品開発、地元企業との共同研究等

沖縄県健康・長寿研究センター事業 那覇市 健康食品産業振興事業

国際マングローブ生態系協会 西原町

中核的学術研究機関 沖縄科学技術大学院大学（建設中） 恩納村

琉球大学・大学院、同大学付属研究機関(地域医療研究ｾﾝﾀｰ、西原町 学術研究主導

熱帯生物圏研究ｾﾝﾀｰ、地域共同研究ｾﾝﾀｰ等)

沖縄県立芸術大学・大学院 那覇市 学術研究主導

沖縄国際大学・大学院 宜野湾市 学術研究主導

沖縄大学 那覇市 学術研究主導

沖縄キリスト教短大、沖縄女子短大 西原町等 学術研究主導

中核的技術開発研究 琉球大学、同大学付属研究機関 西原町

機関 （遺伝子実験施設、動物実験施設等）

沖縄県工業技術センター うるま市 化学・食料品・窯業・機械金属の試験研究成果移転

沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センター うるま市 健康バイオ等の研究成果移転

沖縄県工芸指導所 南風原町 染織・木漆工等の試験研究成果移転

沖縄県農業試験場 那覇市 野菜・花卉・果樹・バイオテクノロジー等の試験研究

成果移転

沖縄県水産試験場 糸満市 養殖・増殖等の試験研究成果移転

人材育成・供給 人材育成機関 琉球大学・大学院 西原町 高質の知識人材育成

沖縄県立芸術大学・大学院 那覇市 高質の知識人材育成

沖縄国際大学・大学院 宜野湾市 高質の知識人材育成

沖縄県立看護大学 那覇市 高質の知識人材育成

沖縄大学 那覇市 高質の知識人材育成

沖縄キリスト教短大、沖縄女子短大 西原町等 高質の知識人材育成

国際協力事業団沖縄国際センター 国際人材育成への貢献

沖縄県マルチメディアセンター 那覇市 市民の情報リテラシー向上、コンテンツクリエーター

人材育成

職業能力開発 沖縄職業能力開発大学校（ポリテクカレッジ） 那覇市 職業人材の育成と産業への供給

職業能力開発校（うるま市、浦添市） うるま市等 職業人材の育成と産業への供給

沖縄職業能力開発促進センター（ポリテクセンター） 那覇市 職業人材の育成と産業への供給

雇用・能力開発機構 那覇市 職業人材の育成と産業への供給

人材供給 低労働力コスト（全国平均の8割水準） 全体 産業への低コスト労働力の供給

地元就職指向の強い新規学卒者 全体 産業への新規労働力の供給

公共職業安定所（那覇、沖縄） 那覇市等 雇用流動化の拠点

観光・レク 観光集客都市 那覇市（国際通り、牧志公設市場、歓楽街等） 那覇市 都市型観光強化へ

沖縄市（空港通り、歓楽街等） 沖縄市 都市型観光強化へ

糸満市（漁業の町） 糸満市

大規模集客商業拠点 北谷町アメリカンビレッジ 北谷町 新しい観光集客拠点としての活用

ハンビータウン 北谷町 観光集客拠点としての活用

DFSギャラリア沖縄 那覇市 観光集客拠点としての活用

沖縄アウトレットモール　あしびなー 豊見城市 観光集客拠点としての活用

歴史文化施設・遺産 城跡（首里城、中城城、勝連城、座喜味城→世界遺産） 那覇市等 国際的な観光誘客への活用

遺跡・記念工作物（斎場御嶽、玉陵、識名園等→世界遺産） 那覇市等 国際的な観光誘客への活用

グスクロード 玉城村 ネットワーク型観光振興への活用

戦跡（姫百合之塔、平和の礎、摩文仁の丘等） 糸満市 ネットワーク型観光振興への活用

壷屋（伝統工芸の街） 那覇市 ネットワーク型観光振興への活用

観光スポット 安保の見える丘 嘉手納町 ネットワーク型観光振興への活用

国道58号線（ヤシ並木、沖縄のウエストコースト） 西海岸地域 ネットワーク型観光振興への活用

玉泉洞 玉城村 ネットワーク型観光振興への活用

伝統工芸拠点（琉球ガラス村、伝統工芸総合センター） 各地 ネットワーク型観光振興への活用

観光イベント 祭（エイサー、海神祭、那覇ハーリー等） 各地 観光集客への活用

イベント（沖縄花のカーニバル、沖縄海のカーニバル等） 各地 観光集客への活用

スポーツ施設 プロ野球球団のキャンプ地 各地

多数のゴルフ場（21施設） 各地

運動公園 各地

公園 奥武山公園 那覇市 観光集客への活用

首里城公園 那覇市 観光集客への活用

ひめゆりパーク 糸満市 観光集客への活用

平和祈念公園 糸満市 観光集客への活用

海洋レジャー施設 知念海洋レジャーセンター 知念村 観光集客への活用

海岸線の多数のビーチ（海水浴場） 海岸地域 観光集客への活用

マリーナ、ヨットハーバー 海岸地域 観光集客への活用  
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分野 項目 資源・資質 所在市町村 活用の視点

国際交流 国際ネットワーク 姉妹都市（台湾、中国福建省との関係深い） 全体 交流のさらなる展開

世界のウチナーンチュ 全体 人ベースでのネットワーク

国際機関・NPO 領事館、各国事務所、国際交流機関 那覇市 交流の中核

国際マングローブ協会（ISME) 那覇市

アジア医師連絡協議会（AMDA）沖縄支部 那覇市

国際技術研修 JICA沖縄国際センター

国際コンベンション 沖縄コンベンションセンター 宜野湾市 国際コンベンションの拠点

多数の国際会議開催 全体

沖縄観光コンベンションビューロー 那覇市 国際コンベンションの誘致促進

国際観光 多数の国際観光客（台湾等） 全体 国際観光振興

交通ネットワーク 空港 那覇国際空港（24時間空港、国際線4路線） 那覇市 国際・国内交流のゲートウエイ

港湾 那覇港（重要港湾、4万トン級岸壁、国際コンテナ4航路） 那覇市 流通の重要拠点

中城湾港（重要港湾、4万トン級岸壁） うるま市等 流通加工拠点

幹線道路 沖縄自動車道（那覇市-うるま市35分） 全体 観光流動・物流の幹線、IC周辺開発

国道329号（東海岸）、国道58号（西海岸）　等 全体 観光流動、通勤流動の幹線

通信ネットワーク 情報通信ケーブル 光ファイバーケーブル収容空間 全体 地域IT化、IT産業集積の基盤

光ファイバー網 全体 地域IT化、IT産業集積の基盤

沖縄県情報産業ハイウエイ 全体 地域IT化、IT産業集積の基盤

国際光ファイバー海底ケーブル陸揚局 糸満市、うるま市 地域IT化、IT産業集積の基盤

ブロードバンドアクセス ISPアクセスポイント 那覇市等 地域IT化の基盤

環境 スクール・インターネット・フリーウエイ 全体 学校・地域情報ネットワークの基礎

ブロードバンド通信サービス 全体 地域IT化の基盤

ユーティリティ 電力 安定的電力供給（充実した発電所・電力流通網） 全体

水資源 工業用水道による給水 全体

新エネルギー 沖縄電力風力発電実証研究設備（牧港、うるま） 浦添市等

NEDO風力発電（糸満、北谷） 糸満市等

学校、公共施設における太陽光発電導入 那覇市等

ホテル等のコジェネレーション 宜野湾市等

出所）野村総研作成  
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３．中南部都市圏における成長産業の動向把握 

１）沖縄県における最近の産業別事業所数の動向 
 

直近 5 年間における産業別事業所数の動向についてみると、観光リゾート産業関連で

は旅館・ホテルといった宿泊業や娯楽業が増加しているほか、健康保養型観光産業との

連携が期待される老人福祉・介護事業や病院業、一般診療所などの医療福祉産業の増加

が目立つ。そのほかにも情報処理・提供サービスやソフトウェア業等の情報通信産業や

化粧品等製造業など今後中核的産業として有望な業種での増加がみられる。 
 

図表 1-3 産業別事業所数と伸び率の関係（H13－H18 年） 
（産業中分類） 
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図表 1-4 事業所数の伸び率の大きい産業（産業中分類） 
 

事業所数の増加産業（産業中分類 従業者数５千人以上） 
事業所数

伸び率(%)

1 娯楽業 1,018 10,133 41.8

2 社会保険・社会福祉・介護事業 1,830 30,067 28.2

3 その他の事業サービス業 739 22,857 24.4

4 宿泊業 1,058 15,528 20.0

5 医療業 1,950 36,815 18.4

6 情報サービス業 247 6,421 14.9

7 専門サービス業 2,458 12,440 4.2

8 食料品製造業 743 11,359 4.1

9 一般飲食店 4,163 27,399 2.3

10 飲食料品卸売業　 999 10,333 2.1

11 遊興飲食店 7,745 27,172 1.7

12 その他の教育，学習支援業 3,197 12,075 0.3

事業所
従業者
（人）

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分

 
 

事業所数の増加産業（産業中分類 従業者数５千人未満） 
事業所数

伸び率(%)

1 インターネット附随サービス業 49 399 2,350.0

2 鉄道業 16 171 1,500.0

3 補助的金融業，金融附帯業  23 279 76.9

4 倉庫業 30 436 57.9

5 政治・経済・文化団体 1,093 3,868 52.7

6 証券業，商品先物取引業 18 361 50.0

7 繊維工業 405 824 30.6

8 広告業　　 82 1,007 28.1

9 航空運輸業 28 437 27.3

10 放送業 29 916 26.1

11 映像・音声・文字情報制作業 151 2,010 25.8

12 電気機械器具製造業 16 283 23.1

13 化学工業 56 725 21.7

14 郵便貯金取扱機関，政府関係金融機 6 372 20.0

15 機械等修理業（別掲を除く） 355 1,567 18.7

16 学術・開発研究機関 73 1,286 17.7

17 保健衛生 54 1,297 14.9

18 林業 9 53 12.5

19 協同組織金融業 61 585 10.9

20 精密機械器具製造業 11 108 10.0

21 運輸に附帯するサービス業 180 4,524 9.8

22 水運業 89 1,198 8.5

23 保険業（保険媒介代理業等を含む） 410 4,617 6.5

24 石油製品・石炭製品製造業 18 303 5.9

25 宗教 325 919 5.5

26 不動産取引業 586 2,655 5.2

27 廃棄物処理業 262 2,339 4.0

28 水産養殖業 27 318 3.8

29 飲料・たばこ・飼料製造業 154 3,001 2.7

30 農業 162 1,759 1.9

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 事業所
従業者
（人）

 
（出所）平成 18 年事業所・企業統計調査（総務省） 
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図表 1-5 事業所数の伸び率の大きい産業（産業小分類） 
 
 

事業所数の増加産業（産業小分類 従業者数 3 千人以上） 
事業所数

伸び率(%)

1 その他の社会保険等事業 205 3,406 180.8

2 老人福祉・介護事業 399 10,051 86.4

3 その他の飲食料品小売業 3,242 18,961 37.8

4 菓子・パン小売業 859 4,096 28.8

5 他に分類されない事業サービス業 343 10,464 25.2

6 情報処理・提供サービス業 95 3,404 21.8

7 その他の一般飲食店 297 4,836 20.7

8 酒場，ビヤホール 2,647 11,599 18.5

9 旅館,ホテル 981 15,101 14.7

10 一般診療所 672 7,993 13.7

11 ソフトウェア業 152 3,017 10.9

12 建物サービス業 174 7,769 9.4

13 病　院 102 23,628 8.5

14 歯科診療所 582 3,566 7.2

15 その他の食料品製造業 322 3,865 5.9

16 農畜産物・水産物卸売業 402 4,338 3.9

17 パン・菓子製造業 192 3,360 3.8

18 学習塾 896 4,532 1.9

19 高等学校，中等教育学校 68 5,291 1.5

20 都道府県機関      140 6,211 1.4

21 食堂，レストラン 2,372 15,382 1.1

22 食料・飲料卸売業 597 5,995 1.0

23 児童福祉事業 1,027 12,176 0.7

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 事業所
従業者
（人）

 
 

事業所数の増加産業（産業小分類 従業者数 3 千人未満） 
事業所数

伸び率(%)

1 建築リフォーム工事業 71 376 3,450.0

2 インターネット附随サービス業 49 399 2,350.0

3 鉄道業 16 171 1,500.0

4 簡易宿所 50 120 900.0

5 油脂加工製品・石けん・塗料等製造業 6 12 500.0

6 外航海運業 5 58 400.0

7 音声情報制作業 9 48 350.0

8 特殊産業用機械製造業 4 70 300.0

9 ゴムベルト・ゴムホース等製造業 3 4 200.0

10 その他の娯楽業 488 2,568 180.5

11 民営職業紹介業 100 425 177.8

12 一般貸切旅客自動車運送業 24 944 166.7

13 その他の道路貨物運送業 5 81 150.0

14 その他の化学工業 12 93 140.0

15 保険サービス業 7 49 133.3

16 特殊浴場業 107 972 118.4

17 野菜缶詰等製造業 18 451 100.0

18 化粧品・歯磨等化粧用調整品製造業 10 115 100.0

19 動植物油脂製造業 2 75 100.0

20 自動車・同附属品製造業 4 51 100.0

21 その他の非預金信用機関 8 29 100.0

22 民生用電気機械器具製造業 2 9 100.0

23 船舶貸渡業 2 9 100.0

24 その他の金属製品製造業 2 4 100.0

25 障害者福祉事業 160 2,676 86.0

26 他に分類されない非営利的団体 798 2,321 80.5

27 補助的金融業，金融附帯業 23 279 76.9

28 デザイン・機械設計業 66 390 69.2

29 民間放送業（有線放送業を除く） 15 560 66.7

30 貨物運送取扱業 25 338 66.7

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 事業所
従業者
（人）

 
（出所）平成 18 年事業所・企業統計調査（総務省） 
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２）沖縄県における最近の産業別従業者数の動向 
 

産業別従業者数の動向についても老人福祉・介護事業や病院業などの医療福祉産業、

情報処理・提供サービスなどの情報通信産業、宿泊業や娯楽業等の観光リゾート関連産

業の増加が大きい。特に情報通信産業では事業所数の伸びを上回り、雇用吸引力として

の役割が期待される。その他にも化粧品等製造業、医療用機械器具製造業、療術業、廃

棄物処理業といった健康や医療、環境など各産業で有望な業種が増加している。 
 

図表 1-6 産業別従業者数と伸び率の関係（H13－H18） 
（産業中分類） 
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（産業小分類） 
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図表 1-7 従業者の伸び率の大きい産業（産業中分類） 
 

従業者数の増加産業（産業中分類 従業者数５千人以上） 
従業者数

伸び率(%)

1 情報サービス業 247 6,421 42.3

2 その他の事業サービス業 739 22,857 39.5

3 社会保険・社会福祉・介護事業 1,830 30,067 39.4

4 医療業 1,950 36,815 18.3

5 娯楽業 1,018 10,133 16.1

6 食料品製造業 743 11,359 12.9

7 飲食料品小売業 6,551 38,970 11.6

8 洗濯・理容・美容・浴場業 4,715 12,333 11.1

9 宿泊業 1,058 15,528 10.6

10 一般飲食店 4,163 27,399 8.2

11 道路貨物運送業 581 7,158 7.6

12 織物・衣服・身の回り品小売業 2,237 7,416 6.4

13 機械器具卸売業 730 6,906 4.4

14 遊興飲食店 7,745 27,172 4.3

15 学校教育 895 24,814 4.0

16 家具・じゅう器・機械器具小売業 1,345 5,773 2.9

17 不動産賃貸業・管理業 4,877 8,760 2.6

18 各種商品小売業 47 7,097 2.5

19 飲食料品卸売業　 999 10,333 1.4

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 事業所
従業者
（人）

 
 
 

従業者数の増加産業（産業中分類 従業者数５千人未満） 

従業者数

伸び率(%)

1 インターネット附随サービス業 49 399 7,880.0

2 鉄道業 16 171 2,750.0

3 非鉄金属製造業　 3 178 1,171.4

4 林業 9 53 89.3

5 郵便貯金取扱機関，政府関係金融機 6 372 78.0

6 証券業，商品先物取引業 18 361 57.0

7 精密機械器具製造業 11 108 45.9

8 広告業　　 82 1,007 36.4

9 電気機械器具製造業 16 283 35.4

10 農業 162 1,759 31.1

11 飲料・たばこ・飼料製造業 154 3,001 30.4

12 政治・経済・文化団体 1,093 3,868 28.3

13 運輸に附帯するサービス業 180 4,524 27.5

14 繊維工業 405 824 25.8

15 水産養殖業 27 318 25.7

16 パルプ・紙・紙加工品製造業 14 455 25.7

17 倉庫業 30 436 24.2

18 補助的金融業，金融附帯業  23 279 21.3

19 水運業 89 1,198 20.8

20 廃棄物処理業 262 2,339 16.8

21 保健衛生 54 1,297 14.7

22 学術・開発研究機関 73 1,286 14.4

23 機械等修理業（別掲を除く） 355 1,567 14.3

24 映像・音声・文字情報制作業 151 2,010 12.7

25 郵便局(別掲を除く） 193 2,435 11.6

26 不動産取引業 586 2,655 7.1

27 電気業 28 1,901 5.6

28 プラスチック製品製造業 35 558 4.5

29 鉄鋼業 9 280 4.5

30 その他の生活関連サービス業　 854 4,940 0.2

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 事業所
従業者
（人）

 

（出所）平成 18 年事業所・企業統計調査（総務省） 
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図表 1-8 従業者の伸び率の大きい産業（産業小分類） 
従業者数の増加産業（産業小分類 従業者数 3 千人以上） 

従業者数

伸び率(%)

1 その他の社会保険等事業 205 3,406 129.1

2 情報処理・提供サービス業 95 3,404 98.5

3 他に分類されない事業サービス業 343 10,464 87.6

4 老人福祉・介護事業 399 10,051 50.8

5 その他の飲食料品小売業 3,242 18,961 44.3

6 菓子・パン小売業 859 4,096 28.4

7 酒場，ビヤホール 2,647 11,599 21.3

8 一般診療所 672 7,993 21.2

9 その他の食料品製造業 322 3,865 20.6

10 病　院 102 23,628 17.6

11 一般貨物自動車運送業 482 5,500 16.6

12 児童福祉事業 1,027 12,176 13.8

13 警備業 70 3,710 13.7

14 建物サービス業 174 7,769 13.4

15 その他の一般飲食店 297 4,836 12.7

16 高等教育機関 10 3,860 11.0

17 学習塾 896 4,532 10.6

18 パン・菓子製造業 192 3,360 10.5

19 旅館,ホテル 981 15,101 9.9

20 ソフトウェア業 152 3,017 7.9

21 食堂，レストラン 2,372 15,382 7.3

22 歯科診療所 582 3,566 6.2

23 医薬品・化粧品小売業 1,153 4,605 5.3

24 他に分類されない小売業 1,537 6,296 5.1

25 食料・飲料卸売業 597 5,995 4.1

26 百貨店，総合スーパー 27 6,996 3.5

27 小学校 283 6,727 2.8

28 美容業 2,315 4,162 2.4

29 婦人・子供服小売業 1,030 3,139 1.5

30 市町村機関 311 12,529 0.7

31 洗濯業 581 3,673 0.4

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 事業所
従業者
（人）

 
 
従業者数の増加産業（産業小分類 従業者数 3 千人未満） 

従業者数

伸び率(%)

1 インターネット附随サービス業 49 399 7,880.0

2 建築リフォーム工事業 71 376 4,600.0

3 鉄道業 16 171 2,750.0

4 非鉄金属・同合金圧延業 1 173 2,062.5

5 ペン・鉛筆等事務用品製造業 1 20 1,900.0

6 船舶貸渡業 2 9 800.0

7 簡易宿所 50 120 757.1

8 その他の鉄鋼業 1 8 700.0

9 特殊産業用機械製造業 4 70 600.0

10 自動車・同附属品製造業 4 51 537.5

11 音声情報制作業 9 48 380.0

12 ゴムベルト・ゴムホース等製造業 3 4 300.0

13 保険サービス業 7 49 250.0

14 外航海運業 5 58 241.2

15 プラスチック成形材料製造業 3 19 171.4

16 宗教用具製造業 5 31 158.3

17 その他の娯楽業 488 2,568 145.7

18 興行場（別掲を除く），興行団 27 205 141.2

19 化粧品・歯磨等化粧用調整品製造業 10 115 134.7

20 特殊浴場業 107 972 131.4

21 板金・金物工事業 15 65 124.1

22 その他の洗濯・理容・美容・浴場業 435 1,444 123.5

23 デザイン・機械設計業 66 390 119.1

24 社会保険事業団体 26 622 106.0

25 著述・芸術家業 5 6 100.0

26 繊維機械製造業 1 2 100.0

27 と畜場 5 137 98.6

28 その他の運輸に附帯するサービス業 76 2,596 89.1

29 民営職業紹介業 100 425 86.4

30 一般貸切旅客自動車運送業 24 944 80.5

31 冷蔵倉庫業 3 110 80.3

32 清涼飲料製造業 42 1,043 76.8

33 医療用機械器具・医療用品製造業 8 95 75.9

34 再生資源卸売業 66 735 71.3

35 障害者福祉事業 160 2,676 70.9

36 療術業 516 1,209 69.6

37 保険媒介代理業 252 966 68.6

38 証券業　 15 332 67.7

39 運送代理店 15 78 62.5

40 製本業，印刷物加工業 6 63 61.5

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 事業所
従業者
（人）

 
（出所）平成 18 年事業所・企業統計調査（総務省） 



 
 15

３）沖縄県における最近の成長産業の特徴 
 

事業所数あるいは従業者数の伸びが大きい成長産業の動向を表したものが以下の図表

である。最近では「観光リゾート産業群」、「医療・ヘルス・福祉産業群」、「情報通信産

業群」、「ビジネスサービス産業群」、「教育・学習産業群」の 5 つが主要な産業群として

成長している。 
「観光リゾート産業群」については、産業規模の大きい宿泊産業や飲食産業で事業所

数や従業者数の増加がみられ、その他にも飲料類や土産物品の製造・小売業、あるいは

不動産産業や自動車賃貸業といった多岐に渡る分野で成長しており、産業群として最も

大きいものとなっている。 
「医療・健康・福祉産業群」については、老人介護などの福祉産業が極めて高い伸び

となっているほか、エステ・マッサージといった健康サービス産業や病院施設などの医

療産業でも増加しており、それらの産業間による連携や「観光リゾート産業群」との連

携強化による相乗効果が期待される。 
「情報通信産業群」については、データセンターやコールセンターなどの情報処理・

提供サービスで高い伸びを示し、その他にも受託開発ソフトウェア業などのソフトウェ

ア産業が成長していることから、データセンターやコールコールセンター集積地として

の優位性やオフショア開発の拠点としての高い可能性を有している。 
「ビジネスサービス産業群」では労働者派遣業などの事業サービス業を中心として、

ビルメンテナンス等の建物サービス業や海運仲立業等の運輸関連サービス業、公認会計

士事務所・税理士事務所といった専門サービス業など多岐に渡る成長がみられる。 
「教育・学習産業群」では大学などの高等教育機関や専修学校、学習塾等で従業者数

の伸びが大きく、研究・人材育成関連施設での機能強化が進んでいる。 
 

図表 1-9 産業群ごとにみた事業所数、従業者数の増加率の大きい産業 
（従業者数 1,000 人以上の産業、小分類） 

旅館,ホテル

公園，遊園地　

スポーツ施設提供業　

その他の娯楽業

酒場，ビヤホール

その他の一般飲食店

清涼飲料製造業 １.観光リゾート産業群

酒小売業 

酒類製造業 

その他のじゅう器小売業 

自動車賃貸業

不動産管理業

建物売買業，土地売買業
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病　院

一般診療所

歯科診療所

療術業

その他の洗濯・理容・美容・浴場業 ２.医療・健康・福祉産業群

老人福祉・介護事業

児童福祉事業

障害者福祉事業

その他の社会保険等事業

福祉事務所

 

情報処理・提供サービス業 

ソフトウェア業 ３.情報通信産業群

電気通信に附帯するサービス業

 

警備業

建物サービス業

公認会計士事務所，税理士事務所

他に分類されない事業サービス業 ４.ビジネスサービス産業群

その他の専門サービス業

一般貨物自動車運送業 

その他の運輸に附帯するサービス業 

 

高等学校，中等教育学校 

高等教育機関 

学習塾 ５.教育・学習産業群

専修学校，各種学校 

他に分類されない教育，学習支援業

 

そば・うどん店

パン・菓子製造業 

その他の食料品製造業 

菓子・パン小売業 

その他の飲食料品小売業 

時計・眼鏡・光学機械小売業 

家具・建具・畳小売業 ６.その他産業群

農畜産物・水産物卸売業 

鉱物・金属材料卸売業 

自動車卸売業 

損害保険業 

他に分類されない非営利的団体

都道府県機関      

 
注）従業者規模 3,000 人以上の産業の中で事業者数または従業者数の伸びが上位 20 位以上にあたる産業、

同様に従業者規模 1,000 人以上 3,000 人未満の産業で上位 20 位以上にあたる産業をそれぞれ抽出。 
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（出所）平成 18 年事業所・企業統計調査（総務省） 

参考　産業分類の例

099 その他の食料品製造業 めん類製造業、惣菜製造業等

101 清涼飲料製造業 果実飲料業等

374 電気通信に附帯するサービス業 電気通信業務受託会社、空港無線電話業務受託会社、移動無線センター等

391 ソフトウェア業 受託開発ソフトウェア業、パッケージソフトウェア業

392 情報処理・提供サービス業 データベースサービス業、市場調査業等

489 その他の運輸に附帯するサービス業 海運仲立業等

523 鉱物・金属材料卸売業 石油、鉱物、鉄鋼、非鉄金属卸売業等

579 その他の飲食料品小売業 コンビニエンスストア、飲料、料理品小売業、乾物小売業等

599 その他のじゅう器小売業 陶磁器・ガラス小売業等

607 時計・眼鏡・光学機械小売業 時計、メガネ、コンタクト小売業

709 その他の一般飲食店 ハンバーガー店、お好み焼き店等

753 児童福祉事業 保育所、児童相談所等

754 老人福祉・介護事業 老人ホーム等

755 障害者福祉事業 身体障害者福祉事業、知的障害者福祉事業等

759 その他の社会保険等事業 訪問介護事業等

779 他に分類されない教育，学習支援業 料理学校、自動車教習所等

809 その他の専門サービス業 興信所、社会保険労務士事務所、経営コンサルタント業、通訳業、広告制作業等

829 その他の洗濯・理容・美容・浴場業 染物業、エステ業等

839 他に分類されない生活関連サービス業 結婚相談業、写真現像業、観光案内業等

844 スポーツ施設提供業　 陸上競技場、サッカー場等

849 その他の娯楽業 マリーナ業、遊漁船業、ヘルスセンター等

845 公園，遊園地　 公園、遊園地、テーマパーク等

904 建物サービス業 ビルメンテナンス等

909 他に分類されない事業サービス業 非破壊検査業、産業用設備洗浄業、労働者派遣業、看板書き業等

919 他に分類されない非営利的団体 後援会事務所、ＹＭＣＡ等

例産　　業　　分　　類

図表　従業者数または事業所数の増加率が大きい産業上位20位 図表　従業者数または事業所数の増加率が大きい産業上位20位

　　（従業者規模 3,000人以上、小分類） 　　（従業者規模 1,000人以上～3,000人未満、小分類）

事業所 従業者 事業所 従業者

1 その他の社会保険等事業 180.8 129.1 1 その他の娯楽業 180.5 145.7

2 情報処理・提供サービス業 21.8 98.5 2 その他の洗濯・理容・美容・浴場業 60.5 123.5

3 他に分類されない事業サービス業 25.2 87.6 3 その他の運輸に附帯するサービス業 16.9 89.1

4 老人福祉・介護事業 86.4 50.8 4 清涼飲料製造業 50.0 76.8

5 その他の飲食料品小売業 37.8 44.3 5 障害者福祉事業 86.0 70.9

6 菓子・パン小売業 28.8 28.4 6 療術業 43.7 69.6

7 酒場，ビヤホール 18.5 21.3 7 そば・うどん店 59.4 58.2

8 一般診療所 13.7 21.2 8 他に分類されない非営利的団体 80.5 54.4

9 その他の食料品製造業 5.9 20.6 9 時計・眼鏡・光学機械小売業 -11.4 54.4

10 病　院 8.5 17.6 10 その他のじゅう器小売業 5.3 47.7

11 一般貨物自動車運送業 -2.2 16.6 11 その他の専門サービス業 36.7 44.4

12 児童福祉事業 0.7 13.8 12 自動車賃貸業 45.7 44.3

13 警備業 -10.3 13.7 13 自動車卸売業 18.4 42.0

14 建物サービス業 9.4 13.4 14 損害保険業 -27.3 37.6

15 その他の一般飲食店 20.7 12.7 15 酒類製造業 0.0 36.1

16 高等教育機関 -37.5 11.0 16 電気通信に附帯するサービス業 -28.8 35.8

17 学習塾 1.9 10.6 17 福祉事務所 -18.8 35.6

18 パン・菓子製造業 3.8 10.5 18 専修学校，各種学校 8.8 34.2

19 旅館,ホテル 14.7 9.9 19 不動産管理業 18.2 29.9

20 ソフトウェア業 10.9 7.9 20 公認会計士事務所，税理士事務所 16.0 24.4

21 歯科診療所 7.2 6.2 21 公園，遊園地　 12.5 16.6

22 高等学校，中等教育学校 1.5 -0.5 22 他に分類されない教育，学習支援業 44.7 14.5

23 農畜産物・水産物卸売業 3.9 -2.2 23 酒小売業 24.3 10.4

24 都道府県機関      1.4 -3.0 24 家具・建具・畳小売業 20.4 6.2

25 建物売買業，土地売買業 15.4 2.1

26 鉱物・金属材料卸売業 20.0 0.3

27 スポーツ施設提供業　 12.5 -10.8

産　　業　　分　　類
伸び率（％）H13→18

産　　業　　分　　類
伸び率（％）H13→18

図表 1-10 従業者数または事業所数の増加率が大きい産業上位 20 位 
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４．中南部都市圏居住者の産業振興へのニーズ把握 

 
１）中南部都市圏の居住者の意向・ニーズ 

 
中南部都市圏での産業展開方向を検討するにあたって、これまで沖縄において実施さ

れたアンケート調査の結果により地域住民の意向・ニーズを把握する。 
 
（１）アンケート調査の概要 

①アンケート調査の名称 
「中南部都市圏住民アンケート調査（H14）」 

 
②アンケートの実施方法 

中南部都市圏に在住の住民を対象に平成 14 年 2 月 25 日から 3 月 7 日までの期間

で行った。回収数は 357 件である。 
 
③回答者の属性 

・性別：男性 46.5％、女性 53.5％ 
・年代：20 代 13.4％、30 代 43.7％、40 代 22.4％、50 代 9.5％ 
・職業：会社員・団体職員 34.2％、家事専業 23.0％、パート･アルバイト 12.0％、

公務員・教員 7.8％ 
 
（２）アンケート調査の結果（一部） 

①今後 10 年ぐらいを見通した時の中南部都市圏の地域イメージ（将来社会像） 
・ 「安全や医療が確保され誰もが安心して暮らせる地域」が 77％と最も多い。地域

住民は、生活していく上での安心を重視していることがわかる。 
・ 安心の面に次いで「産業・経済が活発で活力に満ちた地域」の割合が高い。地域住

民は、豊かな生活を送るためには、産業経済活動が必要であるとの理解を持ってい

るといえる。 
・ 上記以外では、地域環境と共生した地域、文化・芸術の豊かな地域、コミュニティ

に活気と生活感溢れる地域、国際的な交流地域などが、ほぼ同程度（30％強）の割

合となっている。 
 



 
 19

図表 1-11  中南部都市圏の地域イメージ 
単位：件、％

回答数 構成比
安全や医療が確保され誰もが安心して暮らせる地域 276 77.3
産業・経済が活発で活力に満ちた地域 134 37.5
地球環境への負荷の小さい環境と共生した地域 123 34.5
伝統文化や芸術など豊かさを感じられる地域 121 33.9
身近なコミュニティに活気と生活感があふれている地域 115 32.2
世界からの多くの観光客や滞在者を受け入れる国際的な地域 108 30.3
地域づくりや福祉等の市民ボランティア活動がさかんな地域 77 21.6
東南アジア的な、あるいは沖縄独特の雰囲気に溢れた地域 74 20.7
学術研究や研究開発など高度な知的活動が行なわれる地域 40 11.2
その他 2 0.6
無回答 1 0.3
総計 357 -  

 

②中南部都市圏づくりの方向で望ましいと思うもの 
・ 「健康福祉都市」が最も多く 55.5％となっている。上記の「安心して暮らせる地

域」イメージと呼応している。 
・ 次いで、「環境共生都市」、「生活･居住都市」、「平和貢献都市」と続いており、安心、

環境、居住、生活といった面が重視されていることがわかる。 

 

図表 1-12  中南部都市圏づくりの望ましい方向 

単位：件、％

回答数 構成比
長寿健康生活や安らぎのある生活が営める“健康福祉都市” 198 55.5
自然保全や地球環境への負荷の軽減に配慮した“環境共生都市” 150 42.0
住み心地がよく、生活感溢れる“生活居住都市” 143 40.1
平和・安全の面で世界に貢献する“平和貢献都市” 138 38.7
スポーツ・イベント・芸能・祭等が盛んな“賑わい活力都市” 99 27.7
都市の魅力や海浜資源を活用した“観光保養都市” 97 27.2
歴史・生活文化・芸術等が融合し新しい文化を生み出す“文化創造都市” 74 20.7
IT等の先端技術の開発と生産が活発な“産業技術都市” 72 20.2
アジアを中心に活発な連携・交流を行なう“世界交流都市” 57 16.0
世界レベルの高等教育・学術研究等が行なわれる“学術研究都市” 38 10.6
その他 3 0.8
無回答 2 0.6
総計 357 -  

 
 

③中南部都市圏において力を入れて振興すべき産業 
 
・ 中南部都市圏の地域住民が期待する産業としては、環境関連産業、観光・レジャー

産業、情報通信関連産業、医療・福祉産業、小売・流通関連産業等である。 
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図表 1-13 今後中南部都市圏において力を入れて振興していくべき産業 

単位：件、％

回答数 構成比
環境関連産業（リサイクル、新エネルギー　等） 170 47.6
観光・レジャー産業（ホテル、旅客運輸、レジャー施設等） 157 44.0
情報通信関連産業（情報サービス、コンテンツ制作、ソフト開発等） 153 42.9
医療・福祉関連産業 149 41.7
小売・流通関連産業（ロードサイド型店舗、郊外ショッピングセンター等） 116 32.5
都市近郊型の高付加価値農業（熱帯果樹、花卉　等） 85 23.8
住宅・生活サービス産業 69 19.3
健康食品・加工食品製造産業 67 18.8
先端的技術製造業（遺伝子技術、バイオ技術、超微細技術　等） 53 14.8
国際的な加工交易産業（加工組立輸出　等） 37 10.4
総計 357 -  

 
 

④中南部都市圏で充実していくべき社会基盤や都市機能 
・ 生活の安心や環境重視の考えを反映し、高度な医療・福祉機能、環境共生機能が重

視されている。また、ゆとりや憩いの空間である公園・緑地も充実すべき機能とし

て重視されている。 
・ 交通基盤、高等教育機関、国際交流機能、芸術文化機能については、生活関連の機

能に比べると相対的に優先度は低くなっている。 

 

図表 1-14 中南部都市圏で充実すべき社会基盤・都市機能 
単位：件、％

回答数 構成比
専門的で質の高い医療・福祉機能（高機能病院、福祉サービス　等） 183 51.3
地球環境保全に資する環境共生機能（ゴミ処理、リサイクルシステム　等） 167 46.8
公園・緑地などゆとりや憩いの空間 163 45.7
観光客を惹きつける観光集客機能（観光施設、イベント　等） 125 35.0
幹線道路・公共交通機関等の交通基盤 103 28.9
知識・人・技術等の国際交流機能（コンベンション施設、国際研修施設　等） 95 26.6
質の高い芸術文化機能（音楽ホール、劇場、美術館及びソフト　等） 91 25.5
広くて快適な居住機能（住宅、住宅地区　等） 85 23.8
世界水準の学術研究・高等教育機能（中核研究機関、大学院、大学等） 83 23.2
新たなビジネスを促進する創業・起業支援機能（ベンチャー企業支援施設　等） 78 21.8
スポーツ・レクリエーション機能（インドアスポーツ施設　等） 76 21.3
高速大容量の情報通信ネットワーク基盤 66 18.5
国際港湾・空港及び国際ネットワーク 53 14.8
上下水道等の生活基盤 48 13.4
その他 4 1.1
無回答 8 2.2
総計 357 -  
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５．中南部都市圏で有望な産業群の抽出と展望 

以上のような沖縄県の産業振興の基本方向と資源・資質ポテンシャル、近年の成長産

業の動向、地域住民のニーズを踏まえて、中南部都市圏で有望な産業群を抽出しそれら

の将来動向を展望する。中南部都市圏において今後展開が有望であると推測される産業

群としては、以下が想定される。 
 
①国際リゾート産業群 
②情報通信関連産業群（IT 関連産業群） 
③健康・医療産業群 
④高付加価値型製造業群 
⑤その他産業群 
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１）観光リゾート産業群の展開方向 
 
（１）沖縄の着目すべき動き 
①沖縄への観光客の長期的増加の見通し 

平成 18 年度に過去最高の 563 万人を記録した沖縄県への観光入込客数は、リピータ

ー率が上昇していることなどを理由に、今後も増加基調を維持すると予想される。 
②沖縄への入域外国人観光客数の増加の兆し 

近年、台湾、韓国、中国といった東アジア各国を中心として、沖縄を訪問する外国

人旅行客数が増加傾向にある。 
③沖縄におけるニューツーリズム市場の形成 

県内では、リゾートウエディング（リゾート地での結婚式）、シニアによる長期滞在

型観光、健康ツーリズム等の「ニューツーリズム（新しい形態のツーリズム）」と呼べ

る、新しい観光形態の創出の動きがみられる。 
④外資を中心とする観光投資の活発化 

県内では、外資や国内資本による主要ホテルやゴルフ場の買収、大型リゾート開発

などの動きが活発化している。 
 
 
（２）活用すべき資質・資源 

○中国や東南アジア諸国との親密な交流を通じて育まれた沖縄固有の文化 
○国内で唯一亜熱帯性気候に属し、年間を通じて暮らしやすい温暖な気候 
○日本の最南端に位置し、中国や台湾などの東アジア諸国と近接した地理的優位性 
○国際会議の開催可能なコンベンション施設が存在 

 
 
（３）今後有望な展開方向 
～沖縄全体のデスティネーション・リゾート化（※）の実現～ 

※「デスティネーション・リゾート」とは、人々が長期休暇を使って休養とレクリ

エーションのために滞在する場所であり、その場所にいながらにして質の高い飲

食、宿泊、スポーツ、エンターテイメント、買物等の、休暇滞在者のあらゆる欲

求に対応できる施設・サービスが提供される空間のことである。 
 
①都市型リゾート産業の展開 
ａ）世界水準のグルメ＆ショッピング産業 

東アジアで人気のある欧米ブランド店舗の充実、地域食材を生かした新しい創

作料理メニューの開発、さらには世界各国料理店の充実によって、都市部にお

けるショッピング機能・飲食機能を強化する。 
ｂ）都市型エンターテイメント産業 
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沖縄で不足している夜間や雨天時、季節を問わず楽しめるショービジネスなど

の多様なエンターテイメントづくりを促進する。特に、中南部都市圏の文化資

源（舞踏、演劇芸能、音楽等）を活用した芸術文化型の産業（劇場、ライブハ

ウス、アーティストインレジデンス＜芸術家向けアトリエ付住宅＞、芸術イベ

ント興行等）を育成し、新たな集客コンテンツ作りを行う。 
 
②リゾートコンベンション産業の展開 
ａ）エンターテイメント性の高い“リゾートコンベンションシティ”の形成 

コンベンション施設と商業・エンターテイメント施設、さらにはホテルが一体

となったエリアを形成し、集客力と滞在の魅力を高める。 
ｂ）スポーツ・コンベンションの誘致 

年間を通じて屋外スポーツが可能な地域であることから、野球、サッカーはも

とより、プロ・アマを問わないスポーツキャンプの誘致を促進する。 
 
③滞在型リゾート産業の展開 
ａ）長期滞在型宿泊産業 

デスティネーション・リゾートに不可欠のコンドミニアム、サービスアパート

メント、コテージといった長期滞在型宿泊施設の供給を促進する。 
国内外からの投資を誘引し、都市型の高級宿泊施設（ホテル）の供給を促進す

る。 
ｂ）ブルーツーリズム産業の充実 

東・南シナ海をエリアとするクルージング産業を誘致・振興し、クルージング

の拠点港を中南部都市圏に形成する（東洋のマイアミを目指す）。 
海洋レジャー・スポーツに関連するサービス産業やスクール産業（資格取得、

インストラクター養成等）を誘致、育成する。 
ｃ）農業・工芸・平和等をテーマとする体験学習サービス機能の充実 

中南部都市圏に点在している農業・工芸・平和等に関連する産業や施設を活用

し、修学旅行生を主な対象とした、魅力ある体験学習プログラムを地域間・主

体間の連携により開発し集客力を高める。 
 

④リゾート関連産業間の連携 
ａ）リゾートと健康サービス産業との連携 

リゾートと健康保養産業（宿泊業、エステ産業、不動産開発業、健康アドバイ

ザー等）や医療産業（病院、栄養コンサルタント業）との連携を強化する。 
ｂ）リゾートと健康食品産業との連携 

県産の健康保養食材を活用した新メニューの開発を促進し、飲食店などでの定

着を図る。 
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⑤リゾート産業関連の人材育成 
ａ）観光関連人材の育成プログラムの充実 
・ 県内大学、専門学校等における観光関連学科のプログラムを充実する。 
・ 観光ガイド、各種レジャー・スポーツのインストラクターを養成する。 

ｂ）若年層のリゾート産業への雇用促進 
若年層を対象としたリゾート産業へのインターンシップ制度を普及促進する。 

 
 
２）IT 関連産業群の展開方向 
 
（１）全国・沖縄の着目すべき動き 

①オフショア開発需要の高まりと沖縄オフショアコアセンター設立の動き 
日本の中国等でのオフショア開発は急速に拡大している。一方で、オフショア開発

の問題（コミュニケーションや文化のギャップ、品質のバラツキ等）も顕在化してお

り、全体として海外オフショア開発の満足度が低下しつつある。 
これを背景に、高品質と価格競争力を武器に、沖縄がオフショア開発（本土から見

るとニアショア開発）の拠点になることを目指し、その中核となる沖縄オフショアコ

アセンター設立の動きが進みつつある。 
②ソフトウェアのテストビジネスの拡大 

オフショア開発では、ソフトの開発とともにテスト業務が拡大している。一方、業

務の複雑化に伴い現地のテストエンジニアの育成費用が高騰しており、テスト業務を

国内に回帰させる動きも見られる。 
こうした中、沖縄におけるオフショア開発と一体化したテストビジネスの可能性が

高まりつつある。 
③国内 BPO（注）市場の拡大と沖縄への進出の動き 

外部専門会社に企業内部の人事・給与計算、財務・会計、調達などの業務委託を行

う BPO（ビジネスプロセス・アウトソーシング）が拡大している。 
BPO の拠点は、人件費等のコストが低い地方部に立地する傾向があり、沖縄におい

ても最近県外企業の BPO 拠点の進出が増えている。また、県内の BPO 事業者の事業

拡大の動きも顕著である。 
（注）BPO（ビジネスプロセス・アウトソーシング）とは、企業や行政機関等の人事・

給与計算、財務・会計、調達、CRM などの業務処理（ビジネスプロセス）を外部

の専門企業に委託（アウトソーシング）することである。 

 
④データセンター市場の拡大と沖縄での集積増加 

情報システム障害などの災害対策を実施する企業が増加しており、本社と同時に被

災しない地域にバックアップセンターの設置を検討している企業が増えている。 
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こうした中、沖縄ではディザスタ・リカバリーを目的としたデータセンターの立地

が増えている。 
⑤デジタルコンテンツの開発ニーズの高まり 

メディアのデジタル化や多チャンネル化、海外市場の拡大により、コンテンツの再

利用とデジタルアーカイブ（電子化された資料）の需要が増している。また、携帯の

爆発的普及によりモバイルコンテンツの需要も拡大している。 
これを背景に、沖縄ではデジタルコンテンツライブラリセンターや GIS センター

（注）の構築の動きがみられる。 
（注）GIS（Geographic Information System）とは、地図データと地図上の位置に関

する属性データを組み合わせて分析に用いる地理情報システムのこと。 

 
⑥沖縄における高度 IT 人材育成の動向 

沖縄の課題である高度 IT 人材（上級 SE、プロジェクトマネージャ等）の不足に対

応するために、地元 IT 企業連合により「沖縄 IT 人材育成協議会」が設立され、IT プ

ロフェッショナル人材育成事業、中国との IT 人材交流事業等が推進されている。 
また、将来的には「アジア OJT センター」、「IT 専門職大学院」、「IT 単科大学」等

の構想もある。 
 
 
（２）活用すべき資質・資源 
①建設が予定されている「沖縄 IT 津梁パーク」の活用 
②情報産業ハイウエイ、国際 IX（インターネットエクスチェンジ）等の通信インフラ 
③コールセンターをはじめとする IT 関連産業の既存集積 
④本土本社との同時被災リスクの低さ（地震発生率が低い、東京と 1,600km 離れている） 
⑤ソフトウェアの品質に関する高い信頼性、相対的に低い開発コスト 

 
 
（３）今後有望な展開方向 
①情報サービス産業 
ａ）BPO 事業拠点の集積 

沖縄では、BPO（ビジネスプロセス・アウトソーシング）の事業拠点の集積を、

BPO サービス事業者の進出と事業拡大促進、県外企業グループの BPO 拠点進

出の促進などによって進めていく。また、戦略的コンサルティングから SI や運

用までの包括的なアウトソーシングサービスの提供が可能な「高付加価値型

BPO サービス」の提供を目指す。さらには、最近事例がみられる県外からの「本

社機能一体型 BPO センター」の進出を加速化させる。 
ｂ）コールセンターの集積及び高度化 

沖縄県へのコールセンター進出の需要は依然根強いものがある。したがって、
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沖縄ではコールセンターの誘致を積極的に進める。その際には、高度コールセ

ンター（専門知識を必要とするテクニカルセンター、カスタマーサービスセン

ター等）の誘致、県内の既存コールセンターの高度化支援を合わせて行う。 
ｃ）データセンターの集積及び多様化 

沖縄県のデータセンター集積地としての優位性は依然として高く、今後も県内

におけるより一層の集積促進を目指す。その際には、ディザスタ・リカバリー

を目的とするバックアップセンター、中小企業等の共同利用型データセンター、

ASP・SaaS（注）ビジネスをサポートするデータセンター、日本企業の東アジ

アへの展開を支援するBPOと一体化したデータセンターなどの多様化を促進す

る。 
（注）ASP・SaaS とは、特定及び不特定ユーザが必要とするシステム機能を、ネ

ットワークを通じて提供するサービス、あるいはそうしたサービスを提供

するビジネスモデルのことである。 

ｄ）ASP・SaaS 型ビジネスの成長 
現在、サービス業や中小企業の生産性向上の有力手段として ASP・SaaS＜注＞

サービスが注目されており、市場も急拡大している。今後沖縄県では、データ

センターの集積地であるという強みや、情報通信インフラが整っている点を活

かし、ASP・SaaS サービス事業者の進出及び育成支援を行っていく。 
 
②ソフトウェア産業 

ａ）ソフトウェア・オフショア（ニアショア）開発の推進 
沖縄県は、高品質と価格競争力を武器に、ソフトウェア（システム含む）のオ

フショア開発（本土から見るとニアショア開発）の拠点になることを目指す。

その際には、県外（海外含む）発注のソフトウェア開発業務を共同受注・共同

開発する仕組みや、日本からアジアへのソフトウェア委託開発等の管理仲介を

行う中核的組織体制（沖縄オフショアコアセンター）の構築と活動支援を行っ

ていく。 
ｂ）市場創造型ソフトウェア開発産業の育成 

独自の技術で外の市場を開拓する「市場創造型ソフトウェア開発産業」を育成

する。 
ｃ）OSS（オープンソースソフトウェア）開発ビジネスの振興 

東アジアの海外企業、国内企業向けのオープンソースソフトウェア拠点を形成

し、県内 IT 企業のノウハウと蓄積する。 
ｄ）テストセンター機能の展開 

携帯電話やカーナビなどにおける組込みソフトの検証業務を行う企業を集積す

る。異なるアプリケーションやシステムがネットワーク上で正しく機能するの

か、セキュリティ・品質が一定基準を満たしているのか検証・認証するための

拠点を形成する。 
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ｅ）デザインセンターの展開 
ソフトウェア開発におけるデザイン（設計）機能を県内に展開することにより、

ソフトウェア開発の新規サービス創出拠点を形成するとともに、沖縄独自のソ

フトウェア開発手法を構築する。 
 
③コンテンツ産業 
ａ）デジタルコンテンツライブラリセンターの構築 

過去のコンテンツ・ソフト資産のデジタルリマスタリングだけでなく、付加価

値の高いデータライブラリ化の機能を強化する。また、蓄積されたコンテンツ

の商業的な再利用を行う仕組みを構築する。 
ｂ）GIS センターの構築 

各産業が空間情報インフラとして活用できる県内地図データの整備を行う。全

国の GIS データ作成、メンテナンスを行う企業を集積させる。また、GIS アプ

リケーション・データ構築のための総合コンサルティング企業を育成する。 
ｃ）ASP・SaaS と一体化したモバイルコンテンツの開発促進 

ASP・SaaS サービスは、携帯やスマートフォンで提供される時代に突入してい

るが、コンテンツの不足が大きな課題となっている。 
沖縄では、データセンター集積の強みを活かした ASP・SaaS サービスの展開を

想定するとともに、観光客や地域住民を対象とした ASP・SaaS で提供されるモ

バイルコンテンツの制作・配信ビジネスを促進させていくことが有望である。 
ｄ）映像デジタルコンテンツ（CG 分野）の振興 

沖縄におけるコンテンツ制作業として、東京などの大都市で発生する CG 映像

制作の需要を取り込み、分業体制の一翼を担うモデルが有望である。 
これは、映画やテレビ放送、ゲーム、アニメ、CM などの映像に用いられる CG
を、それぞれの制作元から請負い、制作するビジネスである。 

 
④IT 人材の育成・確保 
ａ）県内の教育機関の強化 

産業界からのニーズを踏まえた実践的な IT 人材の育成プログラムを充実する。

アーキテクトやプロジェクトマネージャー等の高度な IT人材育成の育成機関を

集積する。コールセンターの人材を、バックオフィス機能など新たな業務対応

できるよう育成する。 
ｂ）県外からの IT 人材誘致と育成 

団塊世代を中心に、本土からの U ターン、I ターンによる優秀な人材を誘致す

る。 
ｃ）アジアとのＩＴ人材交流・育成の推進 

アジアからの IT 人材を受け入れ、言語や文化の異なる国内・アジアの企業間で

行われるプロジェクトを管理するブリッジ SE の育成を促進する。 
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３）健康・医療産業群の展開方向 
 
（１）全国・沖縄の着目すべき動き 
①健康ビジネス市場の成長 

高齢社会の到来、生活習慣病といった社会・生活環境の変化によって消費者の健康

意識は高まっており、健康食品市場を中核とした健康ビジネス市場は拡大傾向にある。 
②健康食品の高付加価値化 

健康食品では、科学的根拠に基づいた健康・予防医療の確立された商品、サービス

に対する需要が高まっており、高付加価値化が進んでいる。 
③シニア層、海外富裕層の観光客増加 

団塊世代の大量退職時期や政府の国際観光政策によって、健康保養に関するニーズ

の高いシニア層や海外富裕層の観光客増加が見込まれる。 
 
 
（２）活用すべき資質・資源 

○豊かな自然に育まれた沖縄固有の生物資源、食材 
○沖縄科学技術大学院大学や琉球大学などの学術研究機関の存在 
○健康・長寿を育んでいる食文化 
○国内で唯一亜熱帯性気候に属し、年間を通じて暮らしやすい温暖な気候 
○健康分野での豊富な専門人材供給力（理学療法士、作業療法士等） 

 
 
（３）今後有望な展開方向 
①食品、バイオ等の健康関連産業の育成 
ａ）沖縄固有の農水産品を活かした健康食品産業（特保食品、飲料等）の育成 
・ 県産農産物の機能性成分を活用した付加価値の高い機能性食品等の開発を促進

する。 
・ 最先端技術を利用した亜熱帯生物資源の解析による健康食品の差別化、高付加価

値化を促進する。 
ｂ）食品、バイオ分野に関連する学術研究開発機能の強化 

・ 機能性食品、創薬に向けた生物資源の機能性やメカニズムの解明研究を促進する。 
・ 遺伝子情報を解析するためのバイオインフォマティクス（生物情報学）研究を促

進する。 
・ バイオインフォマティクス DB センターを誘致する。 
・ 機能性成分に着目した伝統的農産物についての研究を促進する。 

ｃ）バイオベンチャー企業への支援強化 
・ バイオベンチャー企業の誘致、創出支援（民間ファンドによる金融支援等）を強

化する。 
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・ 新事業の創出及び高度な経営・技術に対応できる人材の育成・確保を促進する。 
 

②先端的医療産業の誘致及び拠点形成 
ａ）長寿県である沖縄の特性を活かした医療分野の拠点形成 
・ 沖縄の特性を活かし、創薬機能、治験環境、高度医療サービス等の充実した、先

端医療特区や先端医療推進地区の形成を目指す。 
・ 西洋医療と伝統医療の両者を取り入れた統合医療拠点を形成する。 
・ 自然環境の良さを治療に活かすことが可能な、心療内科、療養（医療×保養）な

どの医療サービスの提供を行う。 
ｂ）次世代ゲノムシーケンサーを活用したゲノム創薬産業の育成 
・ うるま市に導入が決定しているシーケンサーを活用したゲノムシーケンスサー

ビスを展開することによって、ゲノム創薬（ゲノム情報を活用し、医薬品を論理

的・効率的に作りだす）産業の立地誘導と育成を目指す。 
ｃ）治験ネットワーク・臨床試験システムの構築 
・ 沖縄において先端医療を推進していくにあたって重要な要素である、治験ネット

ワークや臨床試験システムの構築を目指す。 
・ 特に、アジア諸国から治験参加者の受け入れを促進し、アジア治験プラットフォ

ームを形成する。 
ｄ）医療機器産業の立地誘導 
・ 沖縄において先端的医療特区や治験プラットフォームが形成される場合には、画

像診断システム、生体機能補助・代行機器等の医療機器製造業の立地ニーズの発

生する可能性が出てくる。 
ｅ）高度な医療サービスの提供 
・ 観光・保養と連動した長期滞在型の高度医療サービスの一環として、重粒子線を

使った先進的ながん治療サービスを提供する重粒子線治療機関の誘致を図る。 
・ 離島への遠隔医療、限界集落への医療提供のあり方に関する先進的なモデル地域

となることを目指す。 
・ リゾート環境及び豊富な理学療法士・作業療法士等の存在を活用した、高度なリ

ハビリテーションサービスを提供する。 
・ 沖縄県内の米国海軍病院との連携による海外の高度な医療サービスの提供を行

う。 
 

③ウェルネス・リゾート産業（リゾート＆ヘルス産業） 
ａ）Resort & Health リゾートタウンの形成 

・ 沖縄県の基幹産業の一つである観光産業の高付加価値化を目的に、Resort & 
Health リゾートタウンを形成する。具体的には、シニア層やアジア富裕層を対

象に、「健康（Health）」に関するコンテンツを開発し、サービスとして提供する

ことを目指し、県内資源を活用したメニューやプログラムの開発、人材育成の場
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を整備する。 
ｂ）ヘルスケア、統合医療を中心とする長期滞在型健康増進サービスの充実 
・ リラクゼーション、タラソテラピー、温浴（スパ）・岩盤浴等のエステサービス

の開発、産業化を促進する。 
・ 針灸マッサージ、柔道整復、カイロプラクティック・整体、リフレクソロジー等

の統合医療サービス（ハンドトリートメントサービス）を導入・定着させる。 
・ 県内特産品を用いた健康保養食材（薬膳食等）や健康メニューの開発と提供、リ

ゾート滞在中における健康増進プログラムの開発と提供、保健医療機関との連携

などにより、ヘルスケアサービスを充実する。 
・ ウェルネスツアー等誘客のための企画力向上、プロモーション展開を促進する。 

ｃ）健康ビジネス育成に向けたエビデンスの整備 
・ 沖縄県の健康関連産業の高度化に向けて、県内に科学的根拠（エビデンス）の立

証に必要な機能の整備を以下の方向で推進する。 
 特定保健用食品開発に向けた臨床実験フィールドの整備 
 沖縄科学技術大学院大学周辺への立地が見込まれる製薬・健康関連産業と

の連携による臨床モニター群の整備 
 リゾート滞在客への健康サービスと連動したモニタリングシステムの確立 

ｄ）健康食品等の試食、製造工程等の体験等ができる集客施設づくり 
・ 体験・滞在型観光リゾート産業と連携し、観光客が健康食品の試食や製造工程等

を体験できるような集客施設づくりを行う。 
 
④高齢者が安心して暮らせるコミュニティ機能および支援産業 
ａ）シニアコミュニティを支援するライフサポート産業 
・ ホームセキュリティ、ホームヘルパー、看護サービス産業、在宅学習サービス、

生活用品の宅配といった生活支援サービス産業を支援する。 
 
 
 
４）高付加価値型製造業群のイメージ 
 
（１）全国・沖縄の着目すべき動き 
①国際分業が展開されている中での国内拠点の機能強化 

好調な企業収益を背景に企業は設備投資を拡大する傾向にある。企業は労働集約的

な機能を海外に移転する一方で、国内生産拠点に研究・開発機能を集約し、高付加価

値化を強化することで内外拠点の相互補完関係を強めている。 
②健康食品に対するニーズの高まり 

近年の健康食品ブームを背景に、消費者の食材や材料に対するニーズが多様化して

いる。 



 
 31

③レアメタルの需要の高まり 
日本の機能性部品などの高度部材産業が注目されており、同産業では東アジア地域

に展開している自動車や家電産業向けの輸出拠点の確保などの設備投資が活発化して

いる。 
 
 
（２）活用すべき資質・資源 

①中城湾港など近隣港湾含む東アジアとの地理的優位性 
②琉球大学や県工業技術センター、建設中の沖縄科学技術大学院大学といった学術研

究機関の活用 
③国内で唯一の亜熱帯地域に存在する多様な生物資源 
④国内有数の税金優遇措置が講じられた特別自由貿易地域の活用 

 
 
（３）今後有望な展開方向 
①地域固有資源を活用した健康関連製造ビジネス 

沖縄科学技術大学院大学等の学術機関との連携による健康関連製品の研究開発・商

品化を通して、研究開発型の健康関連製造業（食品・薬品等）の育成・集積を行う。 
 
②東アジアを対象とした高度部材の加工流通ビジネス 

レアメタル等の鉱物資源を使った金属加工や、ケミカル系資源の原料加工（機能性

樹脂）などを行う産業を特自貿に集積させ、近接する東アジア等に輸出拡大する。 
 
③少品種少量の高付加価値製品の開発・製造・販売ビジネス 

物流面での制約、サポート産業の少なさ、顧客企業との遠隔性などの不利な条件の

影響が少ない、高付加価値製品の開発・製造・販売・メンテナンス業務を担う産業（製

造装置産業、精密機械産業等）を、特自貿に集積させる。 
 
 
 
５）その他の産業群の展開イメージ 
 
（１）金融業の展開方向 

沖縄県では、近年名護市の金融特区（金融業務特別地区）に金融ビジネスの立地集積

が進みつつある。平成 15 年度以降、名護市内には金融関連企業 12 社（平成 19 年 12 月

現在）が進出しており、金融特区の創設以降、進出企業は増加傾向にある。また、金融

特区への企業進出によって 610 人（平成 19 年 12 月現在）の雇用効果が生まれており、

進出企業の事業拡大に伴い、さらなる雇用の創出が期待されている。 
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今後も名護市を中心に様々な金融関連ビジネスの立地展開の可能性が高まっている。

金融業の展開方向としては、リーディング産業である観光リゾート関連産業や情報通信

産業との連携、沖縄固有の文化資産の活用などによる以下のようなビジネスが有望とさ

れている。 
①プライベートバンキング・ビジネス 

一般富裕層の資産運用をターゲットとした富裕層向けプライベートバンキング、ま

た中小企業（同族会社）に対するファイナンスや二世経営者の教育までサポートする

トータルサポートバンキングを展開する。 
②金融関連の電子マネービジネス 

沖縄県は国内有数のリゾート観光地であり、潜在的な需要が大きいことから、電子

マネーを利用した全県共通ポイントの運営ビジネスを構築する。 
③金融関連のデータセンター、コールセンタービジネスの展開 

沖縄は、本社と同時に被災する確率が低いなど、データセンターとしての好適地で

あることから、金融関連企業向けのバックアップーセンタービジネスの展開を促進す

る。また、コールセンターの集積を活かして、金融関連産業向けのコールセンタービ

ジネスの促進を図る。 
④金融機関向けのビジネスプロセス・アウトソーシングビジネスの展開 

県内への集積が進んでいる BPO（ビジネスプロセス・アウトソーシング）センター

で、金融機関向けのビジネス展開を進める。また、金融機関の子会社・グループ会社

の誘致を促進する。 
⑤沖縄固有の文化資産を活用した信託機能活用ビジネス 

伝統文化・アーティストの著作物等の信託財産が多く存在することなどを活かし、

沖縄の文化伝統・芸能を信託財産として運用するファンドを創設する。 
⑥海外との金融ネットワークビジネス 

金融特区内への創設が検討されている「アジア金融センター（仮称）」を活用し、ア

ジアとのネットワーク型の金融ビジネスの拠点を目指す。 
 
 
（２）環境産業の展開方向 

沖縄県では、廃棄物排出量の減量化、リサイクルの推進等により、環境負荷の少ない

持続的発展が可能な循環型社会の構築に向けた取り組みを推進している。また、貴重な

動植物の保全、エコツーリズムなど環境共生型社会の構築に向けた取り組みも進めてい

る。 
また、沖縄科学技術大学院大学での新たな研究分野として「環境科学」の設置が検討

されている。当面は、沖縄の地の利を活かした「海洋自然科学」（海洋生物の遺伝子等）

の研究が進められようとしている。 
こうした動向を踏まえて、沖縄県における環境関連産業の裾野の広がりを考慮し、今

後の多様な展開方向を想定すると、示すと次図表のとおりとなる。ここでは、環境産業
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を広義に捉えて、環境体験・学習、環境情報などの環境関連産業を取り込んでいる。 
沖縄で今後有望となる環境産業の分野としては、以下が想定される。 
①省エネ・新エネ・省資源関連産業 

最終処分場の逼迫等を背景とする廃棄物処理やリサイクル関連の産業 
（例：付着物・着色のある廃棄プラスチックのリサイクル、多様な廃棄物のシュ

レッダーダストのリサイクル 等） 
②環境浄化・修復・保全関連産業 

地下水・土壌汚染等の回復、赤土流出の防止等に関わる産業 
（例：赤土や家畜糞尿の土壌改良材化等、環境プラント建設、生け垣擁壁 等） 

③環境創造・調和関連産業 
地球環境負荷や健康被害を低減させる技術をもとにした製造業 
（例：シックハウス等を回避する無機塗料の製造、 等） 

④環境観光・環境教育産業 
観光産業や教育産業と連携した環境関連のサービス産業 

⑤水関連産業 
県内の産業としてはまだ規模も小さく目立った動きはみられないが、今後「水」

の保全・処理・再利用等に関連する産業（地下水保全、海水淡水化、排水の再利用

等）、が注目される可能性がある。 
 

図表 1-15  沖縄における環境関連産業の展開方向（枠組み） 

製品
（装置・システム）

サービス
（代行）

測定・分析

未然防止
（発生・排出抑制）

汚染防止機器産業 汚染防止サービス産業

省エネ・新エネ
・省資源装置産業

省エネ・省資源
支援産業

環境浄化・修復 環境浄化機器産業 環境浄化・修復産業

環境創造 環境創造産業

環境保全 環境保全型商品産業
（環境保全が主な目的）

環境調和 環境調和型商品産業
（他の主目的があり、環境保全を伴う）

環境体験・学習
　（短中期滞在）

環境観光産業
環境教育
産業

環境享受
　（長期滞在）

環境健康産業

省エネ・新エネ
・省資源

供給軸　：　商品タイプ

機器・分析産業

情報

環
境
コ
ン
サ
ル
テ
ィ

ン
グ
産
業

廃棄物・リサイクル産業

建設業
（体験学習施設、滞在施設の建設）

需
要
軸
　
：
　
目
的
タ
イ
プ

環
境
情
報
産
業

狭義の
環境産業

広義の
環境産業

 
（出所）野村総合研究所作成 
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Ⅱ．中南部都市圏で取り組むべき主要プロジェクトの検討 

１．検討対象提案プロジェクト 

平成 18 年度の「自立型経済戦略関連事業基礎調査報告書」（沖縄県）の既存調査で示

された提案プロジェクトを基本に、沖縄県で構想されている、中南部都市圏で取り組む

べき主要プロジェクト候補を示すと下図表のとおりとなる。なお、IT 分野については、

別途 IT 津梁パーク構想等の中で検討されつつあるため、候補からはずしている。 
 
「健康・医療分野」では、がん治療に有効な重粒子線治療機関の誘致等による先進医

療特区の形成、主要産業である観光リゾート産業と連携したヘルスケアセンターや統合

医療拠点からなる Resort&Health リゾートタウンの形成などが主要プロジェクトとして

あげられている。 
「基礎研究産業分野」では、生物資源やゲノムのデータベースを活用した創薬推進支

援、高機能性成分分析機関の誘致、医療品製造業の導入のほか、バイオインフォマティ

クスにおけるデータベースセンターの誘致などを対象とした医療系サイエンスパークな

どが候補となっている。 
「アジアゲートウェイ分野」では、那覇空港を活用した国際物流ネットワークの形成、

金融関連産業、空手を活用した文化産業の振興などが、プロジェクト候補である。 
 
以下では、上記の主要プロジェクトについて、その実現性及び実現に向けた課題等を

検討する。 
 

図表 1-16 中南部都市圏で取り組むべき主要プロジェクト候補 
分野 既存提案プロジェクト 

健康・医療分野 

1. 沖縄先進医療特区の形成 
2. 重粒子線治療機関の誘致 
3. 総合医療拠点（総合医療研究センター） 
4. 健康ビジネス育成に向けたエビデンス整備 
5. 沖縄ヘルスケアセンター 
6. Resort&Health リゾートタウンの形成 

基礎研究産業分野 

7. サイエンスパーク等の整備促進 
8. 創薬推進支援 
9. 医療機器製造業の導入 
10. 高度機能性成分分析機関の誘致 
11. バイオインフォマティクス DB センターの誘致 

アジアゲートウェイ分野 
12. 国際航空物流ネットワークの形成 
13. 金融関連産業の振興 
14. 沖縄空手を活用した文化産業の振興 
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２．健康・医療分野の提案プロジェクトの検証 

 
１）沖縄先端医療特区の形成 
 
（１）特区先行事例の現状と課題 
①神戸 
ａ）神戸医療産業都市構想の現状・概要 

神戸医療産業都市構想の概要と現状は概ね以下のとおりである。 
・平成 10 年 10 月～震災復興事業として、ポートアイランド地域に医療産業都市

をつくる旨、検討開始。 
・医療機器(主に画像機器)、先端医療(特に再生医療)、治験(臨床研究支援)を中核

にしつつ、医療「産業」の集積を目指した。 
・立ち上げ時には、市側に実行力のある実務の中心人物が存在し、高名な先生（井

村裕夫先生）を拝して構想を推進したことにより、急速に必要なさまざまな機能

の集積が可能になった。 
・さまざまな機能・建物を立ち上げる際には、神戸市から国へ提案し、予算要求

にのせ、国からの支援を受けながらの取り組みとなった。また、関連する研究費

には必ず応募し、申請書とりまとめにもシンクタンクを活用して取得を目指した。 
・現在、大阪府（彩都；創薬中心のクラスタ）と連携して関西広域バイオメディ

カルクラスター構想として取り組みを行っている。 
 

ｂ）構造改革特区の概要 
神戸地域で医療産業都市構想を推進するために、構造改革特区となったが、実際に

神戸で構造改革特区として認められているところは、医療面ではなく、「研究者・企業

に関するもの」が中心となっている。 
特区申請時には、「独創的な研究開発基盤の整備を促進しながら、各種規制緩和を講

ずることによって、特区内に絶えざる技術革新と事業化の仕組みを構築する」ことに

主眼をおいていて、申請(検討)当時には既に問題として顕在化していた問題である、産

学連携、海外人材・企業との連携問題が特区事業の中心となった。 
構造改革特区の目標 
・ 産学連携によるトランスレーショナルリサーチ（橋渡し研究）を推進し、研究

開発の成果を産業化する。先端医療センターなどの中核施設における、基礎研

究から臨床応用さらには先端医療への橋渡しとなるトランスレーショナルリ

サーチを推進し、研究成果を事業化・産業化するための新しい仕組みをつくる。

・ バイオベンチャーなどの医療関連産業の集積を図り、経済を活性化し、国際競

争力を強化する。 
大学、研究機関さらに医療関連企業の誘致に努めるとともに、医療機器や再生

医療の分野への地元企業の参画、バイオベンチャーの創業支援などを進めるこ
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とで、経済を活性化し、国際競争力を強化する。 
・ ライフサイエンス分野の国際交流を促進し、国際拠点を目指す。 

研究機関や企業の研究成果や医療技術の開発に関する成果などを海外に発信

するとともに、国内外の研究者、医師などと企業との交流を促進し、ライフサ

イエンスの国際拠点を目指す。 
 

特区検討の経緯 
・ 国の構造改革特区導入に係る閣議決定に先立ち、平成 14 年 5 月に、地域の産

学官の有識者の参画により神戸経済特区研究会を設置し、神戸経済再生を目指

し、神戸の強みを活かした神戸らしい特区の創設に向けて検討を開始。同年 7
月に、同研究会会長から、「神戸経済特区に関する提言」として「先端医療産

業特区」が提案された。 
・ この特区構想は、「21 世紀の『知の居留地』を創る試み」とされた。 

“国内外から集うチャレンジ精神あふれる人が活き、交流することで生み出さ

れる新しい「知」は、神戸の持つ強みと結びつき、新しい産業や文化を創出し、

まちの魅力を高め、多彩な人の交流をさらに促進する。このような好連鎖・好

循環が、神戸の経済社会を活性化させることとなる。” 

 
神戸先端医療特区で認定された“事業“ 
 
申請主体名：神戸市 
区域の範囲：神戸市の区域の一部（ポートアイランド及び神戸大学） 
認 定 日：平成 15 年 4 月 21 日（第 1 回認定） 
 
研究職員の勤務時間内研究成果活用兼業事業 
全国展開・評価 16 年 4 月：一部全国展開 
全国展開を実施

する法令 
国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 
独立行政法人国立高等専門学校機構法（平成 15 年法律第 113 号） 

所轄官庁 人事院 

概要 

特区内に存する試験研究機関等の研究職員が、人事院規則 14－18 に基づ
き研究成果活用兼業を行う場合に、内閣総理大臣の認定を受けた特区計画
に基づくものについては、勤務時間内に行わなければ研究成果活用企業の
事業の実施に支障が生じると認められ、かつ、勤務時間内に行ったとして
も公務の運営に支障が生じないと認められるときには、承認権者の承認を
得て、給与の減額を前提として割り振られた勤務時間の一部を割くことが
できるとするもの。 

 
外国人研究者受入れ促進事業 

外国人研究者に係る最長の在留期間の伸長及び事業活動を併せて行おうとする外国人

研究者に係る活動範囲の拡張等の特例措置を設けることにより、外国人研究者の受入れ

の促進を通じた地域の活性化等に資する。 
全国展開・評価 18 年 11 月：全国展開 
全国展開を実施 出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律（平成 18 年 5 月 24 日
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する法令 法律第 43 号） 
所轄官庁 法務省 

概要 

特区内の研究施設等において研究活動と当該研究の成果を利用した事業
を経営する活動を行おうとする外国人研究者等について、在留資格変更許
可等を受けることなく研究活動と併せて経営活動を行うことができるこ
ととし、併せて、在留期間の更新を受けずに在留できる最長の期間を 3
年から 5 年に伸長する等の措置を講じるもの。 

 
特定事業等に係る外国人の入国・在留諸申請優先処理事業 
全国展開・評価  
全国展開を実施

する法令 － 

所轄官庁 法務省 

概要 

特区において、当該特区の特定事業又はその関連事業の遂行に必要な業務
に従事する外国人又は当該外国人の家族に係る在留資格認定証明書交付
申請等の入国・在留に係る申請について、審査を担当する地方入国管理局
において特に迅速な審査が行われるように、他の案件と区別して優先的に
処理する措置を講じるもの。 

 
地方公共団体の助成等による外国企業支店等開設促進事業 
外国・外資系企業が市内の賃貸施設に入居するにあたり、市が賃料補助を行うことに

より、事業の迅速な立ち上げと初期費用の低減が可能となり、医療・健康・福祉分野の

外国・外資系企立地や産学連携研究の促進、進出企業や地元企業との連携による産業高

化・活性化を促進する。 

全国展開・評価 
4 次提案で実現しなかったが、有識者会議(17 年 4-10 月)および 7 次提案
により実現、特区で実施されていない又は実施の少ない規制の特例措置と
して、18 年上期：全国展開評価対象 

全国展開を実施

する法令  

所轄官庁 法務省 

概要 

特区において、当該特区の特定事業又はその関連事業の遂行に必要な業務
に従事する外国人又は当該外国人の家族に係る在留資格認定証明書交付
申請等の入国・在留に係る申請について、審査を担当する地方入国管理局
において特に迅速な審査が行われるように、他の案件と区別して優先的に
処理する措置を講じるもの。 

 
国の試験研究施設の使用手続きの迅速化事業 
全国展開・評価 16 年 4 月：全国展開 

全国展開を実施

する法令 

「国有財産法施行令第 11 条第 12 号の規定による財務大臣が定める協議
を要しない場合について」通達の一部改正等について（平成 16 年 4 月 16
日付財理第 1509 号） 

所轄官庁 財務省 

概要 

特区内に所在する国の試験研究施設を使用して試験、研究、試作その他産
学官連携を促進する活動を行おうとする国以外の者に対し、当該施設を使
用させる場合については、国有財産法施行令第 11 条第 12 号に規定する
財務大臣が定める場合に該当するものとし、当該施設を所管する各省各庁
の長は、国有財産法第 14 条第 7 号の規定に基づく財務大臣への協議を要
しないこととする。 

 
国の試験研究施設の使用の容易化事業 
全国展開・評価 16 年 4 月：全国展開 
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全国展開を実施

する法令 
「国の庁舎等の使用又は収益を許可する場合の取扱の基準について」通達
の一部改正等について（平成 16 年 4 月 16 日付財理第 1510 号） 

所轄官庁 財務省 

概要 

特区内に所在する国の試験研究施設を使用して試験、研究、試作その他産
学官連携を促進する活動を行おうとする国以外の者に対し、当該施設を使
用させる場合については、当該施設の使用が産学官連携の促進に資するも
のであると当該施設を所管する各省各庁の長が認めるときは、昭和 33 年
1 月 7 日付蔵管第 1 号「国の庁舎等の使用又は収益を許可する場合の取扱
の基準について」通達 1 の（9）のイにかかわらず、国以外の者による国
の試験研究施設の使用を許可することができることとする。 

 
国有施設等の廉価使用の拡大による研究交流促進事業 
全国展開・評価 18 年 7 月：全国展開 
全国展開を実施

する法令 
国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 
独立行政法人国立病院機構法（平成 14 年法律第 191 号） 

所轄官庁 文部科学省 

概要 
国立大学、大学共同利用機関等の法人化に伴い、国有財産法、財政法等の
適用対象から外れた機関の試験研究施設の使用料及び使用要件は、各法人
の判断により決定できる。  

 
ｃ）成果と課題 

神戸市の医療産業都市構想としては、構想・構築の段階は非常に優れ、急速に必要

な機能・組織・建物を立ち上げることに成功している。優れたコンセプトを生み出し

号令をかける体制と、実行力のある事務方の存在、京都大学等一流大学のサポートで、

構想の立ち上がりは早く、急速に体制が整備された。 
ただし、構想を強く押し進める人材の数が限られていたということもあり、また、

取り組んできたテーマが難しいため学術経験者（研究者）の意向が必要以上に強く影

響していることもあり、しばしば、①基礎研究に偏りすぎていて新しい医療も医療産

業も生み出していない、②先端研究が中心で市民に還元されていない、③地元に新し

い産業を創出していない、などの意見が聞かれる。 
全体として、地元医師会、地元企業群（機械金属工業会）も巻き込んだ取り組みに

はなっているものの、難しいテーマ・分野であることなどにより、まだ、神戸市に新

しい産業・雇用・医療を生み出すには至っていない。 
また、市民参加型の取り組みはまだ着手途上にある。今後は、市民コホート構築、

健康作りエビデンスの収拾、高度専門医療機関群と中央市民病院の連携による医療の

実現等の活動を実施している。 
これらの課題を踏まえて、現在、構想開始 10 年の節目として、これまでの取組みの

見直しと今後の構想の検討を実施している。 
 
＜参考＞先端医療特区の「効果」について 
先端医療特区の「効果」（特区は宝の山‐特区成果事例集 平成 18 年 5 月（内閣官房構造

改革特区推進室）より） 
・ 先端医療振興財団、理化学研究所、神戸大学等への優秀な外国人研究者の受入れが促進

された（29 件）。 
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・ これら研究者と交流ができること等が魅力となり、大学発ベンチャー企業をはじめ企業

の進出に拍車がかかった（33 社→87 社）。 
・ 再生医療等先端分野の研究が評価され、国内外の医療関係者や企業関係者等の視察が多

かった（約 260 団体、約 3,800 人）。 
・ マスコミのとりあげ：新聞全国紙 5 件、地方紙 1 件 

 
 
②神奈川 
ａ）現状・概要 

「かながわバイオ医療産業特区（神奈川県）」は、バイオテクノロジーを活用した高

度美容医療を実施する病院等について、株式会社による開設を可能にすることで、そ

の資金調達力等を活かし、研究成果の円滑な事業化、新たな研究開発への投資促進、

関連産業への経済的波及を図り、民間主導による地域産業活性化、神奈川県民の長寿・

健康、心豊かな暮らしのニーズの充足を図ることを目的としている。 
同特区では、㈱バイオマスターが、高度美容外科医医療を提供する構造改革特別区

域法（特区法）に基づいた日本で初めての医療機関「セルポートクリニック横浜」を

2006 年 7 月に開院した。同機関では、脂肪由来幹細胞を用いた軟部組織増大術を利用

した美容外科医療（例：乳ガンによる乳房摘除後の乳房再建、顔面陥没の整形など）

の診療を行っている。この診療は、①患者から脂肪を吸引、②採取した吸引脂肪から

幹細胞を抽出、③吸引脂肪と脂肪由来幹細胞の混合物を注入移植する、という工程で

行われるものである。このうち脂肪から幹細胞を抽出する技術及び脂肪と幹細胞を混

合させることで、組織定着を高める技術は、㈱バイオマスター独自の先端的技術を活

用したものであり、この一連の診療行為は平成 16 年厚生労働省告示第 362 号第 4 号に

基づく「高度な技術を用いて行う美容外科医療」に該当すると考えられるものである。

（一連の行為は、保険適用とならない医療行為である。） 
 
神奈川県には、大学・民間企業研究所・公的研究機関など多くの研究開発機関が立

地しており、都道府県別学術研究機関の事業所数では全国 2 位、大学等の高等教育機

関事業所数では全国 5 位、更に、科学研究者数・技術者数では全国 1 位である。中で

も理化学研究所横浜研究所、(財)神奈川科学技術アカデミー、聖マリアンナ医科大学、

北里大学、東海大学、横浜市立大学、東京工業大学などバイオ・医療関連の高度な研

究開発機関・大学等が多く立地している。 
また、神奈川県内には、かながわサイエンスパーク、横須賀リサーチパーク、横浜

サイエンスフロンティア、K2 タウンキャンパス、さがみはら産業創造センターといっ

たリサーチパーク、インキュベート施設など、先端的な研究成果の事業化、ベンチャ

ー企業の成長促進を支援する機関・拠点が多く立地し、バイオ産業を牽引するプレイ

ヤーたるバイオベンチャーについては、国内 3 位の集積がある。 
更に、県内には武田薬品、三共製薬、カネボウ、資生堂、ライオン、味の素といっ

た大手の医薬品・バイオ関連企業が立地しているため、県の医薬関連の生産高は、医
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薬部外品・化粧品は全国 1 位、医薬品は全国 4 位と全国でもトップクラスであり、医

療用具を含めた医薬関連産業生産高でも全国 5 指に入る一大製造拠点となっている。 
このような研究機能や産業集積を有する神奈川県においては、大学、研究機関にお

ける基礎的な研究活動の推進から、高度な研究成果を基にした大学発バイオベンチャ

ー等による新薬開発等のチャレンジ、さらにはバイオベンチャーと医薬関連大手企業

との共同開発や業務提携等による事業化の促進など、有機的な連携強化を図ることで、

新たなバイオ技術・産業の創出、医薬関連企業への経済的波及など、特に医療分野の

発展に結びつく企業活動のポテンシャルが非常に高い地域であると言える。 
一方、同県は人口 870 万人を擁し、首都圏の一角を担う一大消費地としての大きな

ポテンシャルも兼ね備えている。特に、今後急速に高齢化が進む見込みであり、また、

他の都市化された地域と同様に乳がんによるり患率が高いなど、バイオテクノロジー

を活用した高度医療へのニーズは、医療技術の進歩に伴ってますます高まるものと予

想される。 
 
かながわバイオ医療特区で認定された“事業“ 
 
申請主体名：神奈川県 
区域の範囲：神奈川県の全域（但し、特例措置の適用は横浜市域のみ） 
認 定 日：平成 17 年 7 月 19 日（第 8 回認定） 
 
病院等開設会社による病院等開設事業 
営利を目的とした病院等の開設については、医療法第 7 条第 5 項の規定に基づき認め

られてはいないところであるが、本特区においては、先端的研究の事業化、更なる研究

開発の促進等による地域産業の活性化を図るために、高い資金調達力を持つ株式会社形

態の事業主体に病院等の開設を認めることができるようにするものである。 

全 国 展 開 ・ 評

価 

17 年下期：全国展開評価対象 
特区で実施されていない又は実施の少ない規制の特例措置として、 
18 年下期：全国展開評価対象 

全国展開を実

施する法令 
 

所轄官庁 厚生労働省 

概要 

株式会社から高度な医療を提供する病院又は診療所の開設許可の申請が
あった場合には、所要の要件を満たせば、医療法第 7 条第 5 項の規定に
かかわらず、許可を与えることとするとともに、開設の許可を受けた株
式会社が開設する病院又は診療所については、健康保険法第 65 条の規定
にかかわらず、保険医療機関の指定は行わないこととするもの。  

 
 

ｂ）成果と課題 
脂肪組織再生の技術は、一定以上のレベルであり、臨床応用に耐える技術である。 
ただし、現状では、豊胸のような美容整形の域を超えるものではなく、乳ガン等に

よる完全切除後の乳房再建という観点でみた場合、まだ当該地域で実施している手法
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に優位性はなく、今後もその手法が採用されるとは限らないという点でも、今後の展

開の見通しは立ちにくい。 
神奈川県の取り組みは、神戸と異なり有名大学や基礎研究機関の主導ではなく、リ

サーチパーク入居企業等が主役であり、すでに関連分野に実績のある大企業や、地元

でもともと大企業と連携して活躍している中小企業群であるため、アクティビティと

しては高いように見受けられる。ただし、新たに大きな成果を生み出しているかとい

えば、バイオメディカル分野は他の研究開発分野以上に開発期間・コストのかかる分

野であるため、まだ途上にあり、評価として確立できる段階にはない。 
「特区」という観点だけでみると、これまで申請があっても認められることはなか

った株式会社による病院経営が認められたという点で、限定的な許可（規制緩和）と

はいえ社会的意義は大きく、神奈川の取り組みは日本中が注目している。しかし、現

状では、実際面に経済的、社会的な効果がでているとはいえず、今後、株式会社の病

院経営が大きく増えていくかについては、まだ見えてこない状況といえる。 
 
＜参考＞先端医療特区の「評価」について 
先端医療特区の「評価」（17 年下期 規制の特例措置の実施状況に関する調査より） 
・ 総務省行政評価局によれば、①保険医療機関の指定等を受けられないため、経営面での

困難さを伴うこと、②高度な医療の提供のためには多額な設備投資と技術力を有した人

材の確保が必要なことから本特例に関わる認定が少ないとしている。 
・ 評価委員会としては、総務省行政評価局の指摘に加え、多額の資本を必要とする病院に

ついて株式発行を含む直接金融による資金調達を認めることで、病院の効率化、医療の

質の向上が図られると考えられること、そのようなメリットを有する株式会社病院につ

いて、診療報酬面で医療法人とのイコールフッティングの下に特区として実施すべき等

の指摘を行ったところである。 
・ 規制所管省庁によれば、本特例は、自由診療とすることで医療保険財政への影響を避け

ながら、資金調達能力や研究開発意欲というメリットが生かせる高度な医療に限定する

とされたものであり、本特例制度の創設の経緯や基本的枠組みに関わることとなる指摘

については、医療法人制度の見直しを含めた医療制度構造改革の実施状況を見ながら慎

重に検討することが必要とのことである。 
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（２）沖縄における特区構想展開の考え方と方向 
①特区化の検討の前提 

沖縄の特区構想を展開するに際して、本質的に、特区であること・特区になること

が重要なのではない。（ただし、特区として認定され、全国に紹介されることにより、

全国的に取り組みを認知されるというメリットもある。） 
まず必要なのは、「構想（と意思）」である。構想を進めるにあたって障害があれば、

特区として申請していくというプロセスをとることが望ましい。「先端医療特区を目

指す」とはいえ、先端医療分野のどこに注力するかを決定する必要がある。決定され

た先端医療分野の諸機能を実現していく中で、障壁になる規制を抽出し、それらの規

制緩和の視点から特区化を検討していくことが求められる。まずは、沖縄で展開する

「構想」を決めていく必要がある。 
 
②先端医療特区・先端医療推進地区として考えられる選択肢 

現時点で、先端医療特区・先端医療推進地区として想定される構想は以下のとおり

である。今後、沖縄をどのような先端医療先進地域としていくかについて、必要に応

じて健康分野も構想に組み込みみながら、検討を進めていく必要がある。 
ａ）創薬＋治験クラスターを目指す 
ｂ）アジアの治験クラスターを目指す 

＜治験参加者はアジア各地から募集できることにする。（特区化）＞ 
ｃ）先端医療を提供しながら医師主導の臨床試験（と治験）を実施する 
ｄ）アジアの富裕層を先端医療で呼び込む 
ｅ）健康分野へも応用可能な沖縄コホートの形成を目指す 
ｆ）（新規別提案として）遠隔医療の最先端地域を目指す 

特に、現在沖縄では、先端医療特区として治験環境の整備の可能性を選択肢の一つ

として検討している状況にある。しかし、治験環境整備の問題は、本質的には、創薬

でも、医療機器でも、インフォマティクスでもない課題であるため、特区として検討

するのではなく、1 つの独立したテーマとして検討する必要がある。逆にいえば、治験

以外のテーマでも、推進していくにあたり、先端医療特区化構想に組み込むべき課題

も存在する可能性もある。 
 

ａ）創薬＋治験クラスター及びｂ）アジア治験クラスター 
創薬+治験クラスターの形成については、ゲノムシーケンサの導入（後述）、デー

タベース（DB）センター誘致をはじめ、インフォマティクスを活用した創薬環境・

治験に必要な情報環境を整えた上で、そこから治験につなげていくことが望ましい。

ただし、シーケンサを活用したゲノム創薬等のニーズについては、それほど大きく

ない可能性もある。その場合、ゲノム創薬とは切り離して、アジア治験クラスター

の可能性を検討していくこととなる。（導入が決定したシーケンサの位置づけは別途

検討。） 
アジア治験クラスターの考え方は、沖縄においてアジア各国から治験参加者を受
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け入れ新薬等の治験を行うことが可能な特区を形成するというものである。まず、

治験環境の現状として、以下を認識する必要がある 
・日本での治験は、参加者（患者）がなかなか集まらないため非常に進むの

が遅い、関連手続きが煩雑な上国際標準ではない（国際的には必要とされ

ていない情報・手順が求められている）、コストが高いなどの問題がある。

このように、日本の治験環境は劣悪で、日本企業ですら、廉価で迅速に実

施できる海外で治験を実施する企業が多い。その点、現在は中国、インド

（特に中国）での治験環境が注目されている。 
・日本を魅力的な治験環境にするためには、世界中の他地域に比較して、圧

倒的な迅速性を実現する必要がある（それさえ実現できれば、逆にコスト

の問題は二の次となる）。 
・日本政府も、我が国の治験環境の問題点は認識し、行動計画を起こしてい

る（文部科学省・厚生労働省「新たな治験活性化 5 カ年計画」平成 19 年 3
月）。この計画が実現すれば、状況はある程度改善されるものの、中国・イ

ンドと競争力が生じるほどの、圧倒的な迅速性を実現できるかどうかは不

明である。 
・日本は治験を実施しやすいよう、必要な手続きの国際的ハーモナイゼーシ

ョンを目指しているが、逆にそれ故に、日本で上市しようとする製品に対

する治験を日本で実施する必要がなくなるという懸念もある。 
アジア各国からの治験参加者を募る意義は、①新薬をいち早く試してみたいと願

う「アジア各地の患者のため」と、②アジア全体から適用患者を集めることができ

れば、必要数の参加者を迅速に集めることができるためである。しかし、国内で集

まらない患者を、日本（沖縄）に、アジア各地から参加者を迅速に集めるためには、

相当の工夫・仕組みが必要になる。 
また、日本国内で治験をやろうとする医師は少ないため、医師が治験に取り組み

たくなるような優れた候補薬を集める必要があるが、有望な新薬候補数は多いとは

言えず（今後さらに少なくなる可能性もあり）、その治験に日本を選択してもらう可

能性については、今後詳細に検討していく必要がある。 
ただし、医療費抑制トレンドとはいえ、また、今後は必要な治験データの国際協

調を目指すとはいえ、医薬品市場世界 2 位の日本が、治験に独自データを要求する

限り、日本における治験のニーズは一定以上存在することも事実である。 
 

ｃ）先進医療提供と医師主導の臨床試験の実施 
上記と類似の議論になるが、候補の少ない新薬の治験よりもむしろ、医師主導の治

験を推進するという考え方もある。その場合、アジアからの臨床試験参加者のリクル

ーティングシステムと、医師主導で臨床試験を実施する意思のある医師を集める仕組

みが必要になる。 
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ｄ）メディカルツーリズム（先端医療提供によりアジア富裕層を呼び込む） 
アジアから富裕層を呼び込み、滞在型で先端医療を提供する。他地域にはない、優

れた先端医療が集積し、提供できればアジア各地から人を呼び込むことが可能となる。 
 
ｅ）健康分野へも応用可能な沖縄コホートの形成 

沖縄の特性を活かして、相対的には遺伝的均質性・特質性の高いコホート（集団）

を構築し、後述する予防・健康分野の構想、創薬や DB に関する構想と統合して、各

種基礎情報を提供できる場を形成することが有望である。 
長寿研究をはじめ、遺伝的バックグラウンドの解析までできるコホートが形成でき

れば、非常に独自性の高い、世界から関心を集めるような、貴重な資料を提供できる

可能性がある。 
 

ｆ）遠隔医療の最先端地域の構築 
県土全体が島嶼の集合体である沖縄県は、既存の情報通信基盤を有効に活用し、離

島医療、遠隔医療、医師不足問題や限界集落への医療提供のあり方に関する先進的モ

デル地域となり、全国へ情報発信を行うことも可能である。 
 
 
（３）先進医療特区の沖縄での実現に向けた課題 

神戸医療産業都市でも、構造特区申請時には下記のような状況まで整備されていた。 
神戸市では、本地域を中心に、高度・先進医療の研究・開発拠点を整備し、医療

関連産業やライフサイエンスの研究・教育機関の集積を図り、①雇用の確保と神戸

経済の活性化、②最新医療の提供による市民福祉の向上、③アジア諸国への国際貢

献、を目指す神戸医療産業都市構想を推進している。 
本構想は、関西の産学官の連携により、その具体化を進めており、平成 11 年度

には中核施設である先端医療センターの整備や理化学研究所の発生・再生科学総合

研究センターの誘致が決定し、現在既に、300 名を超える研究者が国内外から結集

し、世界水準のライフサイエンスの研究・開発が始まっており、バイオベンチャー

など医療関連企業 32 社が、進出済あるいは進出を決定している。 
また、今まで鉄鋼・造船・電機などの産業に支えられて発展し、高い技術シーズ

と新製品開発意欲を有する地元企業においては、市内中小製造業で構成される医療

用機器開発研究会（参画企業現在 73 社）を設置し、医療現場のニーズをヒアリング

しながら新しい医療機器の開発や試作を始めている。 
平成 13 年 8 月には、本構想は、国の｢都市再生プロジェクト｣に選定され、国家的

プロジェクトとして施策を集中的に実施されることが決定し、中核施設である神戸

臨床研究情報センターや神戸インキュベーションオフィス、バイオベンチャーを育

成する起業化支援施設の整備に続き、文部科学省の先端バイオテクノロジー関連研

究・人材育成拠点、さらに神戸大学インキュベーションセンターの整備が決定した

ところである。 

 
沖縄においても、特区申請の前に、「誰がいつまでに何をしないと決まらないのか」

を整理する必要がある。その他に留意すべき点として以下があげられる。 
・構想構築の進め方、誰が構想の主体となるか。 
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・重粒子線治療、リサーチパーク、健康分野の構想をどう結びつけていくか。 
・既存の関連施設・研究機関をどう位置づけるか。連携をどう考えるか。 
・誰が構想推進主体となるか。 

 
治験プラットフォームは、今後、先端医療を推進していく地域には必須である。現

在、沖縄県科学技術振興課で検討されているスキームでの治験プラットフォーム構築

は非常に有効であると考えられる。特に、特定の病院に中核機能を置くのではなく、

県として、窓口となる SMO（試験実施機構管理機関）・CRO（受託臨床試験機関）の

役割も果たす組織の構築は、成功のための重要なポイントになると考えられる。 
アジア各国からの治験参加者を募る意義は、①新たな薬をいち早く試してみたいと

願う「アジア各地の患者のため」と、②アジア全体から適用患者を集めることができ

れば、必要数の参加者を迅速に集めることができるための 2 点である。しかし、国内

から集めることが難しい治験参加者を、アジア各地から日本（沖縄）に迅速に集める

ためには、相当の工夫・仕組みが必要になる。 
なお、沖縄のように、遺伝的に比較的均一なコホート（集団）の情報は非常に有用

であり、治験のためだけでなく、生活習慣に関する情報、健康・予防に関する情報を

収集するためにも、（併せて一般市民の治験に対する理解促進のためにも）日頃からネ

ットワークを構築することが有効である。 
 
治験プラットフォームの構築を目指す場合には、以下のような課題があげられる。 
①先端的医療を提供する病院の設置及び治験参加者（患者）の滞在環境の整備 

・既存の医療を総合的に提供する病院でも可能であるが、治験を実施するための

中核病院を設定・設置する必要がある。特に、初期段階（early phase）の治験

も実施する場合、健康な人への投与のための処置スペース、説明スペースの確

保、参加者募集・説明のための人員確保等も必要となる。 
・後述する重粒子線治療等も実施する場合には、「先端医療を提供する中核病院」

として、新たな病院を準備すべきである。 
・中核病院では、単に様々な先端医療をフルセットで提供することは困難である

ことが予想されるため、他のヘルスケア分野の取組み（後述）との連携で、心

療内科分野などに特化していくことも選択肢としてあり得る。 
 

②窓口組織を構成する人材の確保 
沖縄県ではすでに、CRC（治験コーディネーター）の育成については検討され

ているが、中立な立場として県主導で SMO（試験実施機構管理機関）・CRO（受

託臨床試験機関）の機能を担える人材を確保することは重要である。 
 

③県民の治験・臨床試験に対する理解の促進及び治験参加者のネットワーク化 
県民に対して治験・臨床試験に対する理解を促進させるとともに、必要な治験参

加者を素早く集めることができる仕組みの構築を検討する必要がある。 
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④治験を実施できる優れた医師の集積 

日本国内では、治験をやろうとする医師の数は少ない。このため、治験プラット

フォームの構築にあたっては、医師が治験に取り組みたくなるような優れた候補

薬を集める必要があるものの、有望な新薬候補数は多いとは言えず（今後さらに

少なくなる可能性もあり）、その治験に日本を選択してもらう可能性については、

今後詳細に検討していく必要がある。 
 
一方、アジアから富裕層を呼び込んで先端医療を提供しようという構想の成功要因

は、沖縄において最新の先端医療を提供する質・量ともに充実した医師及び医療施設

を提供できるかという点につきる。特区化により、アジアから治験参加者を集める制

度的サポートができても、医師一人ではアジア各地から継続的に人を呼びむこともで

きない。最新の高度専門医療病院群を提供できるか、優秀な医師を呼び込む仕組みを

提供できるか、さらにそれらへの投資を継続してできるかが課題となる。 
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２）重粒子線治療機関の誘致 
 
ここでは、昨年度調査の結果を踏まえ、重粒子線を用いたがん治療機関の誘致を念頭に

置き、重粒子線治療にかかる市場分析、内部資源分析（沖縄県の強み）、競合分析をもとに、

沖縄県における重粒子線治療の事業性の有無を検討するとともに、実現に向けた課題を明

らかにする。 

 
（１）重粒子線治療の現状と課題 

 
①重粒子線治療の現状 
ａ）市場環境 
ア）粒子線治療患者数の推移 

粒子線治療は、サイクロトロンやシンクロトロン等の加速器から得られる陽子線

や重粒子線を、がんという標的にねらいを絞って照射する治療法のことである。粒

子線は以下のような特徴を有している。 
・一定の深さ以上には進まない 
・ある深さにおいて最も強く作用する 

こうした特徴を持つ陽子線や重粒子線は、がん病巣周囲の組織に強い副作用を引

き起こすことなく、十分な線量を照射することができるため、技術的な観点からは、

X 線などに比べてがん病巣にその効果を集中させることが容易になると言われてい

る。 
また、放射線によるがん治療は、患者の QOL（生活の質）の観点から、手術と比

較して治療後の社会復帰が容易であるといった優位性が注目されており、外科医療

や化学医療と併用できる新しい医療法として位置づけられつつある。 
このため、粒子線治療患者数も年々増加し、2005 年時点で、世界の陽子線治療患

者数は 40,000 人を超えた。重粒子線治療患者数も、最近 10 年間で約 2 倍になって

いる。 
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図表 1-17 世界の粒子線治療患者数の推移 

（出所）医用原子力技術研究振興財団ホームページ（http://www.antm.or.jp） 
 

 
イ）増大する任意保険によるカバー範囲 

現在、粒子線治療は、高度先進医療として認可されている。高度先進医療として

の重粒子線治療にかかる費用は一律 314 万円である。さらに、この費用に加えて、

一般の治療と同様に、診察、検査、投薬、入院費が必要になる。 
高度先進医療では、健康保険、高額療養費制度による助成等を受けることができ

ず、一部の臨床試験による治療のケースを除けば、基本的には自己負担となる。 
一方、診察、検査（CT、MRI 等）、投薬、入院にかかる費用については健康保険

が適用になる。また、これらの総額が一定の金額を超えれば高額療養費制度を利用

することも可能であり、確定申告の際に、医療費控除として払い戻しを受けること

ができる。 
さらに、最近では、民間の生命保険、医療保険などにおいて高度先進医療をカバ

ーする商品が増えてきており、こうした保険に加入している患者においては、実質

的な自己負担額は相当少なくなってきている。高度先進医療の健康保険適用に関す

る議論については、高度先進医療をカバーする民間の保険が増えることによって、

次第に沈静化しつつあるのが現状である。 
 
ｂ）重粒子線治療機関の設置にかかる沖縄県の強み 
ア）充実した医療機関ネットワーク 

○大規模な医療機関の集積 
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県内の主要な病院としては、以下のようなものがあげられる。 
（国立病院） 

・独立行政法人国立病院機構 琉球病院 
・独立行政法人国立病院機構 沖縄病院 

（県立病院） 
・県立北部病院 
・県立中部病院 
・県立南部医療センター 
・県立精和病院 
・県立宮古病院 
・県立八重山病院 

（大学病院） 
・琉球大学医学部附属病院 

（赤十字病院） 
・総合病院沖縄赤十字病院 

 
これら以外にも、自衛隊那覇病院、米軍基地内の病院、外資系のアドバンチスト・

メディカル・センターなど、大規模な医療機関が多数立地している。 
また、以下の 6 施設が沖縄県の医療審議会から地域医療支援病院（地域の診療所

から紹介された患者に、かかりつけの医者を逆紹介するなど、診療所と共同で患者

に医療を提供する病院）承認を受けている。 
・浦添総合病院 
・中頭病院 
・県立中部病院 
・北部地区医師会病院 
・豊見城中央病院 
・特定・特別医療法人かりゆし会・ハートライフ病院 

 
○連携可能ながん診断連携拠点病院 
厚生労働省では、２次医療保険圏域ごとに圏域中核病院を確保することとし、中

核病院を圏域におけるがん医療の中心的な病院として位置付けている。また、中核

病院のうち、一定の基準を満たすものについては「がん診断連携拠点病院（以前は

地域ガン診療拠点病院と言われていた）」として指定している。 
がん診断連携拠点病院は、2007 年１月現在、全国で 286 の病院が指定を受けてお

り、沖縄県内では以下の 3 機関が該当する。 
・那覇市立病院 
・北部地区医師会病院 
・沖縄県立中部病院 
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イ）キーパーソンとなりうる研究者の存在 
○放射線医学分野の第一人者である琉球大学医学部 村山教授 

後述する先進施設の事例をみると、重粒子線治療機関の整備にあたっては、地元

において放射線医学分野の第一人者となる大学教授がキーパーソンとして存在する

とともに、その教授の人的ネットワークをもとに、県外大学、研究機関（放射線医

学総合研究所、原子力研究所等）の有力な研究者を巻き込むことが重要な要件とな

っている。 
沖縄県では、琉球大学医学部放射線医学分野の村山貞之教授が、県内キーパーソ

ン候補としてあげられる。 
村山貞之教授 

・ 1981 年九州大学医学部卒。 

・ 1987 年から 1990 年にかけて米国留学し、放射線診断学の臨床、研究に従事。

・ 1999 年に琉球大学医学部放射線医学分野教授に就任。 

 
 

ウ）放射線医学総合研究所と琉球大学との連携 
2007 年 11 月、琉球大学と放射線医学総合研究所は、研究、教育、医療に関して

連携、協力する協定を締結した。放射線医科学の分野において、優れた専門的人材

の育成等を目的に、①教職員、研究員、学生の交流、②研究情報の交換、③施設の

共同利用などを行うこととしている。 
 
 
ｃ）競合条件（先行事例分析） 
ア）国内における粒子線治療施設 

○首都圏、関西圏に偏在する粒子線治療施設 
現在、国内には以下の６ヶ所の粒子線がん治療施設が存在する。 

・独立行政法人 放射線医学総合研究所（千葉県） 
・筑波大学陽子線医学利用研究センター（茨城県） 
・国立がんセンター東病院（千葉県） 
・静岡県立静岡がんセンター（静岡県） 
・若狭湾エネルギー研究センター（福井県） 
・兵庫県立粒子線医療センター（兵庫県） 
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図表 1-18 日本の粒子線治療施設 

（出所）医用原子力技術研究振興財団ホームページ（http://www.antm.or.jp） 
 

国立がんセンター東病院では、サイクロトロンを用いた陽子線治療システムが

1998 年末より稼働し、主に頭蓋底（とうがいてい）、頭頸部、肺、肝臓、前立腺等の

がん例に使用されている。病院に附属した陽子線治療装置としては国内ではじめて

の装置で、2001 年７月に高度先進医療の認可を受けて治療を行っている。 
独立行政法人放射線医学総合研究所では、炭素を使った重粒子（重イオン）線治

療が行われており、2003 年 10 月に高度先進医療として認可された。 
上記のように、既存の粒子線がん治療施設は、首都圏、関西圏に立地しており、

2007 年時点では、北海道・東北地域、中国・四国地域、九州・沖縄地域は空白地帯

となっているのが現状である。 
一方、高度先進医療をカバーする生命保険や医療保険が増えてきたこともあり、

がん治療においても、粒子線治療を希望する患者が急増している。例えば、放射線

医学総合研究所（放医研）では、すぐにガン治療を受けることができずに、しばら

くはウェイティング・リストにエントリーすることが求められる状態になっている

と言われている。 
このため、現在、後述する群馬大学のプロジェクトをはじめ、全国 10 ヵ所前後の

地域で粒子線治療施設の導入計画・構想が進められている。九州・沖縄地域におい

ても、沖縄県のほか、福岡市、佐賀県、鹿児島（民間中心）で施設整備に向けた計

画・構想が検討されている。 
 

○陽子線を活用した治療が多い 
粒子線治療は、サイクロトロンやシンクロトロンなどの加速器から得られる陽子

線や重粒子（炭素イオン）線をがんという標的にねらいを絞って照射する治療法で
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あり、今回の調査では、その両方を利用することを想定して検討を進めることが求

められている。 
国内の既存施設（６例）のビームの種類をみると、放射線医学総合研究所（放医

研）をのぞく５つの施設で陽子線を利用している。重粒子（炭素イオン）線を利用

しているのは、放医研と兵庫県立粒子線医療センターの２箇所である（粒子線医療

センターは、陽子線と炭素イオン線の両方を利用している）。 
 
○病院併設の治療中心型と、研究機関が主体となる治験・研究型に分かれる 
上記６施設の運営主体、病床数、活動内容を下表にとりまとめた。 
病院を併設する筑波大学陽子線医学利用研究センター、国立がんセンター東病院、

静岡県立静岡がんセンターの 3 施設では、治療が主たる活動内容となり治療人数も

比較的多い（ただし、治療人数が最も多いのは 1994 年に治療を開始した放医研）。 
一方、研究機関が運営主体となっている施設（放射線放射総合研究所、若狭湾エ

ネルギー研究センター）や研究機関との連携が密接な施設（兵庫県立粒子線医療セ

ンター）では、治験や研究が主たる活動内容となっている。 
 

図表 1-19 日本の粒子線治療施設 
施設名 運営主体 病床数 治療／治験

人数 
活動内容 

独立行政法人 放

射線医学総合研究

所 

独立行政法人 
放射線医学総合研究所

100 2192 治療 
治療研究 

筑波大学陽子線医

学利用研究センタ

ー 

国立大学法人 
筑波大学 

800 
（病院併設）

625 治療 
治療研究 

国立がんセンター

東病院 
厚生労働省 425 

（病院併設）

327 治療 

静岡県立静岡がん

センター 
静岡県 465 

（病院併設）

163 治療 

若狭湾エネルギー

研究センター 
財団法人 

若狭湾ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ

－ 21 治験 

兵庫県立粒子線医

療センター 
兵庫県 50 

 
約 600 治療 

  （注）治療人数は 2005 年３月末までの累計 

     兵庫県立粒子線医療センターの治療人数は、陽子線、炭素線の合計 

  （出所）各種資料より野村総合研究所作成 
 

○治療室は３室前後、医師数は 10 人前後が平均像 
上記６施設における、医師数、治療室数、治療費の状況について下表にとりまと

めた。 
医師数は、いずれの施設も、医師、医学物理士（加速器系物理士や物理系教官を

含む）、技師を合わせて 10 名前後である。治療室も 3 部屋前後が多い（陽子線と炭

素線の両方を利用する兵庫県の施設では 5 部屋となっている）。 
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治療費については、まず、徴収するケースとしないケースに分かれる。治療研究

や治験を主たる活動内容としている筑波大学と若狭湾エネルギー研究センターでは

治療費を徴収していない。治療を目的とした施設では、概ね 1 回あたり 300 万円前

後の治療費を徴収している。 

 
イ）群馬大学における小型重粒子線治療等施設の概要 

先述したように、全国で粒子線を利用したがん治療施設の計画・構想が検討され

ているが、その中でも、群馬県（群馬大学）のケースが最も具体化したケースとし

てあげられる。同施設の特徴（優位性）は以下のとおりである。 
 

＜粒子線治療施設の運営体制にかかる優位性＞ 
○先端的医学研究拠点としての位置づけを有する群馬大学 

群馬大学大学院医学研究科と附属研究所である生体調節研究所は、21 世紀

COE プログラムの拠点大学に選定され、「生体情報の受容伝達と機能発現」にか

かる研究開発を推進しており、医学、生物学の分野では、先端的医学研究拠点と

しての位置づけを有している。 
また、群馬大学は、重点計画において、「がん患者の治療成績の向上と併せて、

患者の QOL の改善と社会復帰を保証する機能温存、低侵襲がん治療法として重

粒子線治療を位置づけ、多面的な支援医療を含めて総合的がん治療を推進するこ

と」をうたっている。群馬大学において重粒子線治療研究を行うことは、高度な

がん治療を提供するとともに、他の治療法との比較臨床試験や併用治療法などの

応用臨床研究の推進を促進し、附属病院が有する先端的な研究機能を一層高める

ことにつながる。 
 

○北関東地域における中核的医学・医療センターとしての位置づけを有する群馬 
大学医学部附属病院 
群馬大学医学部附属病院では、がんや脳疾患の診断のために、敷地内にある

サイクロトロンで作られた放射性薬剤を用いて PET（陽電子放出断層撮影）を

行っている。2002 年度における同附属病院での PET 診断件数は 1,477件であり、

国効率大学の附属病院の中では最多であった。 
また、群馬大学大学院医学系研究科及び医学部附属病院は、北関東地域の中

核的医学・医療センターであり、附属病院ならびに関連病院では、年間約 6,200
人の限局性腫瘍の治療を行っており、機能温存及び低侵襲がん治療の技術開発の

分野において優れた実績を有している。 
 
○人口に占める放射線治療専門医の割合が最も高い群馬県 

群馬大学医学部附属病院放射線科は、昭和 40 年代から、放射線医学総合研究

所と人事交流、研究協力を行ってきた。同病院をはじめ、放射線治療に関連した

大学、病院が数多く立地する群馬県では、人口 100 万人あたりの放射線治療専門
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医の人数が約 16 人と、東京都や京都府の約 5 人を大幅に上回っている。人材と

いう視点でみると、群馬地域は、最も放射線治療の充実した地域であるといえる。 
 

＜粒子線治療装置の整備・メンテナンス等にかかる優位性＞ 
○先端的医学研究拠点としての位置づけを有する群馬大学 

群馬大学における粒子線治療施設では、放射線医学総合研究所において研究

されている小型炭素線治療施設を参考に、群馬大学の仕様にあった小型重粒子線

治療等施設を設置すべく検討を行っている。 
群馬大学では、今後、最新の小型重粒子線治療等施設の設置に向けて、放射

線医学総合研究所と緊密な連携協力のもとに、小型炭素線治療装置の効率的活用

に関する共同研究開発を実施している。 
 

○日本原子力研究所高崎研究所との連携による装置の設計・運営に係る人材確保 
群馬大学大学院医学系研究科は、日本原子力研究所高崎研究所と連携大学院

による人材交流や教育・研究協力を行っている。将来的には、群馬大学が中心と

なって、粒子線治療装置（入射器、シンクロトロン、照射機器等）の開発、設計、

管理、運営を行っていくことが想定されるが、群馬大学は、日本原理力研究所と

の連携を通じて、こうした業務を実施する人材を確保、育成するための基盤を構

築している。 
 

＜その他の優位性＞ 
○文部科学省からの調査費の助成 

文部科学省は、群馬大学に対して、重粒子線治療施設に設置に関する調査費

を計上した（2001 年～2003 年）。 
さらに、放射線医学総合研究所では、重粒子線治療装置の小型化に関する研

究開発が推進されている。 
 

○1,500 万人の人口を背景に、粒子線治療の対象となるがん患者数確保に向けた 
明るい見通し 

北関東甲信越地域の群馬、栃木、埼玉、長野、新潟の 5 県（茨城県ではなく

埼玉県を対象としている）の人口は約 1,500 万人である。群馬県内の関連病院、

信州大学、新潟大学などとの協力体制を構築することにより、群馬大学医学部附

属病院では、重粒子線治療の対象となるがん患者を年間 700 人以上確保できると

予測している。 
 

＜群馬大学における小型重粒子線治療施設の課題＞ 
以上のように群馬大学のケースは、重粒子線治療施設の整備に向けた条件整備が

着実に進められており、実現化に最も近いプロジェクトであるといえる。 
しかしながら、プロジェクトを実施していくためには、まだいくつかの課題が残
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されており、中でも、以下に示すように、事業性の確保にかかる問題の解消が、最

大の課題となっている。 
・多額の初期投資に対して、どのような方法で資金を調達するのか？ 
・どのような方法で年間事業収入を安定的に確保するのか？ 
群馬大学のケースでは、コストを抑えるために小型の重粒子線治療施設を導入す

ることにしているが、それでも初期投資として 100 億～150 億円が必要になると見

積もられている。資金調達については、この多額の初期投資に対し、助成金や交付

金など、なるべく返済の必要のない形で資金を調達することが課題となっている。 
同施設では、年間に約十数億円の支出（人件費、装置等の保守メンテナンス費、

光熱費、治療経費等）が見積もられており、事業性を担保するためには、この支出

を上回る収入（主として治療費）を安定的に確保することが必要になる。そのため

には、同施設において年間 600 人以上の患者を受け入れることが必須条件となり、

相当高い施設稼働率を維持することが求められている。 
なお、フル稼働に近い形で施設を運用しても、単年度黒字が実現するものの、初

期投資を全額回収する（累積赤字を解消する）ことは極めて難しいと予想されてい

る。 
 

ウ）他地域における導入計画・構想の進捗 
群馬大学のケースは実現化が最も近く、2009 年の開業が予定されている。しかし

ながら、それ以外のプロジェクトについては、計画・構想の検討段階から進展して

いないのが実情である。 
その理由はケース・バイ・ケースであるが、主要なものとして以下の点があげら

れる。 
・100 億円を超える初期投資の調達が困難である 
・安定した経営（赤字にならない経営）を担保する事業計画を明示できない 
・装置の維持管理、メンテナンス、開発等にかかる専門的な技術者・研究者を十

分に確保できない 
 

 
②重粒子線治療機関整備に必要な条件 
ａ）兵庫県立粒子線医療センターのケーススタディ 

地方自治体が主体となって粒子線治療機関を整備したこと、（陽子線ではなく）重粒

子を線源として利用していることから、兵庫県率粒子線医療センターをケーススタデ

ィの対象とした。ここでは兵庫県総合リハビリテーションセンターの加藤次長（兵庫

県立粒子線医療センター構想検討段階から施設開設に至るまで兵庫県庁サイドの事務

スタッフとして関与していた方：当時は兵庫県地域福祉部に所属）へのヒアリング調

査をもとに、重粒子線治療機関整備に必要な条件及び県の役割を整理している。 
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＜兵庫県立粒子線医療センター整備までの経緯＞ 
・ 発端は県会議員からの質問（陽子線を使ったがん治療に取組むことはできない

か？） 
・ 当時（平成 3 年）背景としては、大型放射光施設（SPring８）が立ち上がりつつ

あり、その当時から医学への応用研究が研究テーマの１つにあげられていた。ま

た、放医研において陽子線を利用したがん治療の取組みが行われていた。ただし、

当時は治験目的が主。 
・ 県庁内に、神戸大学の木村教授を座長とした調査チームを発足し、海外の先進事

例を調査した。その結果、陽子線を眼のがん治療に利用されており、入院施設を

必要としない形で医療活動が行われていることが分かった。陽子線によるがん治

療の成功率が 8 割程度であることも分かった。 
・ 平成 4 年に専門家による委員会を組成した。主たるメンバーは以下のとおり。 

－木村先生（神戸大学） 
－辻井先生（筑波大学） 
－安部先生（京都大学） 
－井上先生（大阪大学） 
－平尾先生（放医研） ※キーパーソンとなる 

・ 「国が関与した機関では、各省庁（厚生労働省、文部科学省）の縦割りの壁があ

り、研究、医療活動がスムーズに行うことが困難であるため、地方で先導すべし」

との平尾先生（放医研）の強い思いを受け、当時の貝原知事のリーダーシップの

もと、兵庫県の重点事業として、兵庫県立粒子線医療センターを整備することに

なった。 
・ 平成 5 年に基本構想を策定し、施設内容、事業内容、事業計画、収支計画等を具

体化した。 
・ 事業収支を作成する際の課題は、粒子線がん治療の治療費の設定であるが、保険

が適用されないので、他施設のケースを参考に 283 万円とした。議会から反発

があると予想されたが、結果的にはスンナリとおった。医学利用を目的とした

事例がほとんどなかったため、その治療費が高いのか安いのかを評価できなか

ったのが当時の状況。 
・ 平成 7 年には、装置の設計、開発、運転、メンテナンス等の専門スタッフを外部

から招聘した（県のスタッフとして採用した）。任期付き研究員という役職があれ

ば、その処遇で任用したが、当時はそのような制度がなかったので、県のスタッ

フとして採用することになった。 
－放医研（平尾先生からの紹介） 
－大阪大学 
－東北大学 

・ 震災による影響で、活動が低下したが、平成 7 年に装置の技術コンペを実施。結

果として三菱電機がプライムコントラクターになることが決定した。装置は各社

の得意分野（加速器なら三菱、電磁石なら住友重機など）が固定しているため、
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最終的には、プライムコントラクターを決めるためのコンペとなる。装置を開発、

製造するメーカーの顔ぶれは大きく変わることはない。 
・ 平成 8 年に装置の基本設計、平成 9 年に実施設計を行った。 
・ 平成 9 年に建屋の設計を実施した。 
・ 並行して技師の育成を行った。リハビリテーションセンターのスタッフの中から、

候補生を抽出し、戦略的に育成を図った。結果的には、この時期からの人材育

成は功を奏している。 
 
ｂ）重粒子線治療機関整備に必要な条件 

兵庫県及び群馬大学等のケースから、重粒子線治療機関整備に必要な条件として、以

下の点があげられる。 
ア）初期投資（100 億円超）にかかる資金が確保できること 
   兵庫県：県予算＋国からの助成金 
   群馬大学：県予算＋国からの助成金 
イ）赤字にならないような経営を担保するような事業計画を具体的に描けること 
   兵庫県：県外（海外を含む）から患者を確保 
       治療費にかかる低利融資の提供 
   群馬大学：北関東・甲信越地域を対象とした事業シミュレーション 
ウ）放射線および放射線医学の分野の専門家であり、かつ、国、大学、研究機関、

民間企業に顔が利くキーパーソン（県内＋県外）を事業に巻き込むこと 
   兵庫県：関西圏の有力な大学＋筑波大学、放医研の研究者を構想段階から巻

き込む 
   群馬大学：放医研及び原子力研究所等とのネットワークを最大限に活用 
エ）がん治療の実績のある病院との連携体制が構築されていること 

兵庫県：県立で医療機関を設立 
群馬大学：群馬大学医学部附属病院が主体となってがん治療を実施 

オ）装置の設計、開発、運転、メンテナンスを実施できるエンジニアを確保するこ

と 
兵庫県：キーパーソンの紹介により外部から確保 
群馬大学：原子力研究所との連携により人材を確保 

カ）技師等の育成システムの完備 
兵庫県：放医研等への技師等の研修派遣の実施 
群馬大学：原子力研究所との連携により人材を育成 

 
 



 59

（２）重粒子線治療機関の沖縄における展開の考え方 
   ～関連機関の誘致を事業実施の基本方針として位置づける～ 
 
①事業実施に向けた基本方針 

重粒子線を利用したガン治療事業の運営実態を見ると、軌道に乗った段階で初めて

単年度黒字になるケースがほとんどであり、同事業をもとに大きな収益をあげること

は困難である。したがって、累積赤字を解消する可能性も低く、100 億円を超える大型

の初期投資を回収することは困難である。 
こうじた事業環境のもとでは、事業性を前面に打ち出してプロジェクトを推進する

ことは困難であり、それに代わる意義を明確に打ち出す必要がある。例えば、以下の

ような意義が想定される。 
・県民福祉の向上 
・先端的な研究開発の推進 
・アジア等への貢献 など 

県民及び関係者に対して上記の意義をアピールし、事業に必要な予算を確保するこ

とが必要不可欠である。施設の建設を含む事業費を確保できるかが、事業を進めるか

どうかを決める上での試金石となる。 
また、沖縄県の場合は、予算以外にも様々な条件を新たに整備する必要がある。具

体的には、キーパーソンの確保、エンジニアの確保などがあげられ、フィージビリテ

ィ・スタディに、これらの条件がクリアできるかどうかの見極めが重要になる。 
このような実情を勘案すると、事業を推進する際には、県単独の事業として実施す

ることを基本方針とするのではなく、国や関係機関（放射線医学総合研究所等）を事

業主体に巻き込むことが重要である。すなわち、関連機関の誘致が、事業推進の基本

軸となり、放射線医学総合研究所との連携体制の構築が喫緊の課題といえる。 
 

②事業展開の考え方（コンセプト） 
関係機関との連携体制の構築が実現できたとすると、次の段階として、沖縄県にお

ける重粒子線治療機関の事業計画を具体化することが必要になる。 
事業計画の策定にあたっては、キーパーソンを中心として実施することになり、そ

の内容について現時点で言及することはできないが、国内の他機関との差別化を図り、

沖縄県の地理的優位性を前面に打ち出すためには、以下のようなコンセプトを盛り込

むことが望ましい。 
・観光・保養と連動させ、長期滞在型の治療（リハビリテーションを含む）のモ

デルを構築する 
・国内だけでなく東アジア地域の富裕層をターゲットとする 
・医師、医学物理士、技師等の研修機能をもたせる 
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（３）重粒子線治療機関の沖縄での実現に向けた課題 
 
前項で述べたように、関連機関の誘致を前提とした連携体制づくり、魅力的な事業計画

策定が実現に向けた最低限の課題であるが、それ以外にも、以下のような条件を整備する

ことが課題になる。 
 
①キーパーソンの確保 

琉球大学の村山教授が県内キーパーソンとして期待されるが、事業全体の中核的な

推進役としての参加を実現する必要がある。さらに、県外キーパーソンをどのように

確保するかも重要な課題である。 
 
②がん治療の実績のある病院の確保 

琉球大学やがん診断連携拠点病院等、県内病院のがん治療の実績を把握するととも

に、事業を推進する上でパートナーとなりうる病院とのネットワークを構築すること

が課題である。 
 
③装置の設計、開発、運転、メンテナンスを実施できるエンジニアの確保 

装置自体は民間から調達可能であるが、装置の仕様等を決定し、納品された装置等

がその仕様を満たしているかどうか責任を持って評価できるエンジニアの確保が必須

条件としてあげられる。 
日常の点検、定期的なメンテナンスを担当するエンジニアの確保も必要である。 
エンジニアの確保については、エンジニアの確保については、琉球大学と、または、

同大学と放射線医学分野で包括契約を締結している放射線医学総合研究所との連携が

不可欠であり、これら機関との関係構築が求められる。 
 
④技師等の育成システムの完備 

沖縄県は、放射線治療にかかる技師等の県内での集積状況を把握する必要ある。 
また、技師等の確保・育成に向けた仕組みを構築していく必要がある。 

 
 
 
 
 
 



 61

　そ　の　他

3.7%

　香　　　港

0.6%

　韓　　　国

5.4%

　イ ギ リス

0.9%
　カ　ナ　ダ

1.2%

　中　　　国

1.9%

　イ　ン　ド

0.4%

　フィリピン

2.6%

　ア メ リカ

9.9%

　台　　　湾

73.4%

３）Resort&Health リゾートタウンの形成 
 
（１）沖縄観光産業の現状と課題 
 
①増加を続ける入域観光客数 

独特の文化、恵まれた自然環境に加え、官民あげての誘客キャンペーン、サミット

による知名度の向上、沖縄ブームが続いていることなどから、沖縄へ入域する観光客

数は増加の一途を辿っており、平成 18 年度には過去最高の 564 万人を記録した。同時

に、観光客の消費総額も 4,100 億円を上回り、過去最高の金額を記録している。 
 

図表 1-20 沖縄県における入域観光客数・観光収入の推移 
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（出所）「平成 18 年度観光統計実態調査」（沖縄県） 

 
②低迷する外国人観光客 

沖縄の入域外国人観光客数は、平成 11 年の 22 万 3 千人をピークに減少し、平成 15
年は SARS によって大幅な落ち込みや平成 18 年の長雨の影響などで 10 万人程度と低

調に推移している。 
外国人観光客の国籍をみると、台湾をはじめ韓国、中国などアジア諸国が大半を占

めている。これは国際路線がアジア経由で占められていることによる。 
 

図表 1-21 沖縄の入域外国客の国籍割合（平成 17 年度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）法務省「出入国管理統計年報」 



 62

3回 ： 2.6%

2回 ： 6.9%
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ことはあり） ：

13.0%

1回 ： 25.0%

4回以上 ： 2.3%

③高いリピート率、新たな旅行形態の増加 
沖縄県を訪れる観光客の多くがリピーターとして訪れることも、沖縄県の観光客増

加に大きく寄与している。沖縄県の調査では平成 18 年度のリピーター率は約 70％にも

のぼり、その数値は上昇傾向にある。 
また、最近はリゾートウエディングの挙式組数が大幅に増加していることや、新た

に開港した北九州空港、神戸空港との新規路線開設なども観光客数の増加に寄与して

いる。 
 

図表 1-22 沖縄県観光客のリピーター率の推移 
  
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（出所）「ビジットおきなわ計画」（沖縄県観光商工部） 
 
 

図表 1-23 リゾートウエディング件数の推移 
 

 
（出所）沖縄県コンベンションビューロー 

 
④沖縄を訪れる観光客一人当たりの消費額及び滞在日数の減少 

沖縄では、1970 年代後半に 5 日を超えていた平均滞在日数は、2005 年度には 3.75
日にまで減少している。また、インターネットの普及によって厳しい価格競争が展開

されており、1987 年には 9 万円を超えていた観光客一人当たり県内消費額は、2006
度には 7.3 万円にまで減少している。 
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図表 1-24 観光客の平均滞在日数の推移 
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（出所）「平成 18 年版観光要覧」（沖縄県） 
 

図表 1-25 観光客一人当たりの県内消費額推移 
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（出所）「沖縄観光の姿 18 年 3 月」（沖縄県）等より野村総合研究所作成 
 

⑤リゾート地として高い評価を得ている県内観光地 
沖縄県内の観光地は、リゾート地として高い評価を得ている。恩納村やオクマなど

の本島地域、石垣等や宮古島などの離島地域ともに、現在の魅力度あるいは将来性を

有するリゾート地として評価されており、今後、国内随一の国際的な観光リゾートと

なるポテンシャルを有していると考えられる。 
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図表 1-26 国内リゾートランキング（専門家評価） 
スコア

魅力度 将来性 魅力度 将来性

1 2 軽井沢 長野県 5.9 0.9

2 1 石垣島・小浜島 沖縄県 5.7 1.4

3 2 恩納村・ブセナ・読谷村 沖縄県 5.6 0.9

4 4 オクマ・本部・カヌチャ 沖縄県 5.5 0.8

5 4 草津 群馬県 5.4 0.8

5 4 宮古島 沖縄県 5.4 0.8

7 4 ニセコ 北海道 5.3 0.8

7 9 箱根 神奈川県 5.3 0.5

9 19 裏磐梯・磐梯高原 福島県 5 0.1

9 11 那須高原 栃木県 5 0.3

9 8 湯布院 大分県 5 0.6

12 15 富良野 北海道 4.8 0.2

12 11 大沼 北海道 4.8 0.3

12 27 北軽井沢 群馬県 4.8 -0.2

12 9 八ヶ丘南麓（清里・大泉・小淵沢） 山梨県 4.8 0.5

12 19 蓼科・車山・白樺湖 長野県 4.8 0.1

17 46 キロロ 北海道 4.7 -0.7

17 24 ルスツ 北海道 4.7 -0.1

17 11 伊豆高原 静岡県 4.7 0.3

20 24 日光・霧降高原 栃木県 4.6 -0.1

20 24 志賀高原 長野県 4.6 -0.1

所在都道府県地域名
順位

 

 
《調査方法》 

・ 日経産業消費研究所の観光地評価研究会が全国のリゾート事情に詳しい専門家を対象に行った「国内

リゾート地ランキング」に関するアンケート調査結果 

・ 「大人が 3 泊以上するという想定で楽しめる」などの基準で、研究会が 49 地域をリストアップ。 

・ 研究者、コンサルタント、業界関係者らを対象に 9 月に調査を実施し、66 人から回答を得る。 

・ 回答者が 5 年以内に実際に行ったことがある地域について、魅力度 1～7 点、将来性は「10 年後の成

長性」について現状維持を 0 点としプラス･マイナス 2 点の間で評価。 

（出所）「全国主要リゾートの魅力度と将来性」 
（日本経済新聞社、日本産業消費研究所 06 年 3 月） 

 
⑥県内立地ホテルの好調な経営状況 

2006 年における沖縄県内主要ホテルの稼働率は 77.8％と比較的高水準であった。フ

ァミリー層で賑わう 8 月から 10 月の夏季期間に加え、2 月・3 月についても 80％を超

える高稼働率を記録している。一方、5 月・6 月については全国平均を下回る 70％強の

稼働率となっており、この期間の稼働率を上げることが今後の課題として捉えること

ができる。週刊ホテルレストランが全国のホテルを対象に実施した調査では、06 年度

の ADR 上位 30 位の中に、沖縄県内に立地するホテルが 9 施設含まれており、県内ホ

テルの経営状況が非常に好調であることがうかがえる。 
図表 1-27 県内主要ホテルの月別稼働率 

 
 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

ホテル数 客室数 稼働率(%) 稼働率(%) 稼働率(%) 稼働率(%) 稼働率(%) 稼働率(%) 稼働率(%) 稼働率(%) 稼働率(%) 稼働率(%) 稼働率(%) 稼働率(%) 06年 05年

沖縄 18 4,271 73.7 86.0 86.9 76.1 70.5 71.5 74.4 84.3 82.6 83.1 76.7 67.8 77.8 78.8

全都市平均 317 80,061 64.6 75.8 80.2 75.9 75.7 73.8 75.8 82.0 79.1 81.6 81.9 72.1 76.6 75.8

平均稼働率対象ホテル
対象都市
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図表 1-28 ADR 国内上位 30※ホテル 
 
 
 
 
 
 

」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ ＡＤＲ（Average Daily Rate）とは、販売された客室の１室あたりの実質平均室料を指し、

客室稼働率とともにホテル経営の健全度を表す主な指標のひとつである 
※ プリンスホテルズなどいくつかのホテルについては数値が非公開であるため順位には入っ

ていない。 
（出所）週刊ホテルレストラン（2007.11 月号）より野村総合研究所作成 

 
⑥沖縄県におけるヘルスツールズムへの取組み 

高齢化の進展等に伴い、中高年齢層を中心に健康意識が高まる中で、従来型の観光

に“健康づくり”の概念を織り交ぜたヘルスツーリズムの概念が注目を集めている。

沖縄県内においても、宜野座町で海水を利用したタラソテラピーを提供する「かんな

タラソ沖縄」や、身体的な健康だけでなく精神面の健康も対象とした“癒し”の場と

しての観光地づくりを掲げる南城市など、ヘルスツーリズムの萌芽事例が存在する。

さらに、沖縄県の豊かな自然環境が、心身の健康づくりの場として国内外から注目を

集めており、日本代替・相補・伝統医療連合会議（ＪＡＣＴ）や、特定非営利活動法

人日本スパ振興会（ＮＳＰＡ）、日本アーユルヴェーダ学会といった機関が沖縄県内で

コンベンション開催や、拠点開発に向けた構想づくりなどの活動を展開している（詳

細は「５）ヘルスケア、統合医療拠点の整備」参照）。 
また、亜熱帯性気候に属する沖縄県には、国内他地域にはない多様な生物・植物資

源が存在し、これらを活用した“食”による健康づくりにも注目が集まっている。沖

縄県工業技術センターや琉球大学などが成分分析・DB 作成等に取組んでおり、その成

果を活用した県内企業による健康食品の製造・販売も実現している。（詳細は「４）健

康ビジネス育成に向けたエビデンス整備」参照） 

順位 ホテル名 地域名
1日1室当たり
の実質客単室

単価（円）
客室稼働率

1 フォーシーズンズホテル丸の内東京 東京都千代田区 59,044 75.3%

2 マンダリンオリエンタル東京 東京都中央区 54,978 66.0%

3 パークハイアット東京 東京都新宿区 52,423 84.8%

4 南西楽園小浜島リゾートシギラベイサイドスイートアラマンダ 沖縄県八重山郡 48,923 39.2%

5 南西楽園宮古島リゾートシギラベイサイドスイートアラマンダ 沖縄県宮古島市 43,948 44.7%

6 グランドハイアット東京 東京都港区 43,854 89.8%

7 ザ・ブセナテラス 沖縄県名護市 39,233 80.2%

8 上高地帝国ホテル（営業日数193日） 長野県南安曇郡 36,648 82.0%

9 八甲田ホテル 青森県青森市 32,876 45.0%

10 フォーシーズンズホテル椿山荘東京 東京都文京区 32,861 67.7%

11 カヌチャベイホテル＆ヴィラズ 沖縄県名護市 32,369 88.4%

12 帝国ホテル東京 東京都千代田区 28,157 78.5%

13 ホテルオークラ東京ベイ 千葉県浦安市 27,927 86.5%

14 セルリアンタワー東急ホテル 東京都渋谷区 26,486 84.8%

15 ホテル日航アリビラ 沖縄県中頭郡 26,003 80.2%

16 ルネッサンスリゾートオキナワ 沖縄県国頭郡 25,840 86.2%

17 浦安ブライトンホテル 千葉県浦安市 24,492 80.6%

18 ホテルオークラ東京 東京都港区 23,756 73.4%

19 パレスホテル 東京都千代田区 22,942 76.5%

20 ホテル日航東京 東京都港区 22,614 80.5%

21 ザ・ナハテラス 沖縄県那覇市 22,230 72.5%

22 京都ブライトンホテル 京都府京都市 21,926 77.7%

23 東京ベイホテル東急 千葉県浦安市 21,908 85.6%

24 ハイランドリゾートホテル＆スパ 山梨県富士吉田市 21,664 54.8%

25 ホテルドリームゲート舞浜 千葉県浦安市 21,641 88.3%

26 ザ・ビーチタワー沖縄 沖縄県中頭郡 21,528 81.3%

27 宮古島東急リゾート 沖縄県宮古郡 21,043 71.5%

28 ホテルニューオータニ 東京都千代田区 20,891 54.8%

29 ロイヤルパークホテル 東京都中央区 20,879 80.5%

30 ホテルラフォーレ東京 東京都品川区 20,877 73.5%

35 はいむるぶし 沖縄県八重山郡 20,175 71.1%

41 南西楽園小浜島リゾートヴィラハピラパナ 沖縄県八重山郡 19,300 60.4%

45 リザンシーパークホテル谷茶ベイ 沖縄県国頭郡 18,185 66.3%

64 ロワジールホテル那覇 沖縄県那覇市 15,683 84.4%

88 ホテルブリーズベイマリーナ 沖縄県宮古郡 13,681 75.7%

95 南の美ら花ホテルミヤヒラ 沖縄県石垣市 13,216 77.8%
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（２）Resort&Health リゾートタウンの沖縄における展開の考え方/方向 
 
①沖縄観光産業の今後の動向 
上述した沖縄観光産業の現状に加え、以下に示す将来計画が進展している。このよう

な沖縄観光産業の将来的なポテンシャル向上を踏まえつつ、「Resort&Health リゾート

タウン」の形成に向けた方向性を模索する必要がある。 
 
ａ）県内へのホテル進出計画 

07 年以降、明らかになっているだけでも沖縄県におけるホテルの新・増築計画は

23 件に上る。これら 23 件の客室数を合計すると 4.676 室となっており、この数値は

05 年の県内総客室数 31,238 室（内閣府資料より）の約 15％に該当する。 
次頁に記載した建設計画詳細を見ると、那覇市内を中心に中小規模のビジネスホ

テルの建設が数多く計画されているほか、離島や中南部を中心に大型のホテルリゾ

ートの建設が予定されていることがわかる。前者については客室単価がおおよそ 1
万円以下に設定されているのに対し、後者は高価格帯の設定となっており、中には

ＵＳＥＮと世界的ホテルチェーンであるスターウッド・ホテル&リゾートが西海岸地

区で計画している一泊 20～100 万円程度のアジアトップのリゾートホテル等も存在

する。 

北海道 東北 関東 東京
甲信越
北陸

東海
中部

近畿 中国 四国 九州 沖縄 全国

2007年 9 13 13 10 7 20 5 8 2 15 4 106

2008年 6 7 10 10 8 10 6 3 3 12 7 82

2009年 0 1 3 4 0 0 3 3 0 2 0 16

2010年 0 1 2 2 0 0 5 1 0 0 1 12

2011年～ 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 3

未定 7 7 15 6 2 10 19 5 2 5 11 89

小計 23 29 43 33 17 40 39 20 7 34 23 308

（週刊ホテルレストラン調べ。資料入手分のみ。2007年6月現在）

北海道 東北 関東 東京
甲信越
北陸

東海
中部

近畿 中国 四国 九州 沖縄 全国

2007年 1,339 2,464 2,091 2,538 1,418 2,213 1,449 1,234 234 2,573 689 18,242

2008年 1,087 1,081 2,087 2,523 1,098 1,029 580 378 395 2,080 1,365 13,703

2009年 0 226 543 1,619 0 0 400 389 0 341 0 3,518

2010年 0 30 187 0 0 0 927 247 0 0 266 1,657

2011年～ 0 0 0 150 0 0 370 0 0 0 0 520

未定 233 0 165 220 95 460 417 120 0 150 2,356 4,216

小計 2,659 3,801 5,073 7,050 2,611 3,702 4,143 2,368 629 5,144 4,676 41,856

（週刊ホテルレストラン調べ。資料入手分のみ。2007年6月現在）

北海道 東北 関東 東京
甲信越
北陸

東海
中部

近畿 中国 四国 九州 沖縄 全国

100室以下 3 4 5 3 3 4 4 1 0 4 2 33

101～200室 10 9 16 8 10 20 10 11 1 12 6 113

201～300室 3 7 4 8 2 2 4 2 2 8 2 44

301～400室 0 0 1 2 0 0 1 0 0 3 4 11

401～500室 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 1 3

501～600室 0 1 1 4 0 0 1 0 0 0 1 8

未定 7 8 16 7 1 14 19 6 4 7 7 96

小計 23 29 43 33 17 40 39 20 7 34 23 308

（週刊ホテルレストラン調べ。資料入手分のみ。2007年6月現在）

図表　地区別・年別のホテル新・増設計画（ホテル客室数）

図表　客室規模別のホテル新・増設計画

図表　地区別・年別のホテル新・増設計画（ホテル軒数）

 

図表 1-29 地区別・年別のホテル新・増設計画（ホテル件数） 

図表 1-30 地区別・年別のホテル新・増設計画（ホテル客室数） 

図表 1-31 客室規模別のホテル新・増設計画 



 67

 
ｂ）琉球大学観光産業科学部の新設 

琉球大学は、08.年 4 月に、法文学部産業経営学科および観光科学科を統合し、観

光産業科学部の新設を計画している。観光産業科学部は「海外でも通用する観光分

野のトップ人材」の育成をコンセプトに掲げており、県内だけでなく広く全国から

学生を集めることを計画している。観光系学部の設立は国立大学法人初の試みであ

り、今後、沖縄が世界的なリゾートとして飛躍するための大きな地域資源となると

考えられる。 
 

①観光科学学科（定員：60 名/学年） 
観光科学学科では、文系・理系（文理融合）の垣根を越えて観光という現象を多面

的に学べるように、次の４つの分野を対象にプログラムが構築される予定。 
a)経営学的側面からアプローチする「ツーリズム ビジネス」 
b)経済学・政策・都市計画的側面からアプローチする「ツーリズム デベロップメ

ント」 
c)自然や文化資源の保全と持続的利活用という側面からのエコツーリズムなどを

含む「ツーリズム リソース マネジメント」 
d)健康長寿をキーワードとした医学的側面からアプローチした「ツーリズム＆ヘル

スサイエンス」 
 
 
②産業経営学科（定員：80 名/学年） 

産業経営学科は、経営学、マーケティング、会計学、観光経営の４つの専門分野に

よって構成され、「観光経営コース」と「産業経営コース」の２つの履修コースを設置。 
観光経営コースは、ホスピタリティ・マネジメントをキーワードとして、顧客志向

のマネジメントに立脚した観光ビジネスの実践的本質を学習する。 
産業経営コースは、既存産業、新規産業、観光産業の問題解決、地域再生、地域活

性化、地域興しの本質をビジネス・マネジメンとの側面から学習する。 
 

（出所）琉球大学 HP 等より、野村総合研究所作成 
 
 
②沖縄での「Resort&Health リゾートタウン」の展開可能性 

沖縄県観光産業はこれまで持続的な成長を遂げてきており、県の主要産業としての

地位を確固たるものとしている。また、沖縄県内ホテルの好調な経営指標や、増築・

新築計画も数多く、更なる成長に向けた高いポテンシャルを有していると評価できる。

しかしながら、観光振興計画「ビジットおきなわ計画」内で掲げられた年間 1,000 万

人の入域観光客数の実現に向けては課題が存在する。 
第一に挙げられるのが少子高齢化に伴う、ターゲット層の縮小である。沖縄の観光
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産業は 30-40 代を中心とするファミリー層や修学旅行生など中年層、若年層に支えら

れているが、少子高齢によりこの世代の人口が減少することは明らかである。また、

沖縄県の入域観光客の実に 98％以上が国内客で占められており、人口減少が続く国内

市場偏重型の構造であることは否めない。リピート率についても、沖縄の魅力がリピ

ーターを生み出していると評価できる一方で、新規開拓が可能なパイが減少してきて

いるとも捉えることができる。 
また、平均滞在日数の減少と、一人当たり観光消費額の落ち込みも、県観光産業が

抱える課題の一つであり、入域観光客数の増加と同時に一人当たり観光諸費額の増加

を実現することが必要とされている。 
このような沖縄県観光産業の状況を鑑み、新たな長期戦略の策定が必要とされてお

り、「ビジットおきなわ計画」内においても、「シニアマーケットの拡大」と「外国人

観光客の誘客促進」が主要施策として盛り込まれている。 
シニア層と外国人観光客を新たなターゲットとして捉えた場合、これまでの豊かな

自然環境や独自の文化といった資源に加え、「健康（Health）」に関するコンテンツを

確立することが有望であると考えられる。その具体的な展開方策として以下の３点が

想定される。 
 

ａ）県内生物資源を活用した健康食品・の健康メニューの開発 
○概要 
・ 先端技術・機器を用いた高付加価値型の沖縄産健康食品の製造・販売 
・ 沖縄の生物資源等を活用した、テーラーメイド型健康メニューの開発、リゾー

トホテル等での提供 
○関連機関 

・ 沖縄工業技術センター、高機能成分分析機関（誘致対象） 
：成分分析・新製品開発支援 

・ 琉球大学医学部等：成分収集、成分分析 
・ 沖縄県農業研究センター：成分収集 
・ 県内健康関連産業（製造業） 
・ ホテル事業者 
・ シニアタウン運営事業者 

 
ｂ）ヘルスケアサービス・統合医療サービスの提供による長期滞在型観光の確立 
○概要 
・ 東南アジアの中心地という地の利を活かした、スパメニューの提供 
・ 各種スパメニュー等の科学的な分析と、テーラーメイド型サービスの提供 

○関連機関 
・ 沖縄工業技術センター：成分分析・新製品開発支援 
・ 琉球大学観光産業科学部：ツーリズム＆ヘルスサイエンスの研究 
・ ヘルスケアセンター・統合医療研究所（新設）：健康プログラムの開発・提供 
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・ 県内健康関連産業（サービス業） 
・ ホテル事業者 
・ シニアタウン運営事業者 
・ バーデハウス久米島 
・ かんなタラソ沖縄 
・ JACT、NSPA 等 

 
ｃ）ヘルスケア、統合医療、観光分野の OJT 型人材育成拠点 

○概要 
・ 琉球大学観光産業科学部から輩出される世界トップレベルの観光人材を県内

観光産業に還流させる仕組みづくり 
・ 新設を検討するヘルスケアセンター（仮）・統合医療研究所（仮）による、サ

ービス人材の育成・資格の認定 
・ 上記人材の県内ホテル事業者、シニアタウン運営事業者等による受入れ、イン

ターン制度の新設 
○関連機関 

・ 琉球大学観光産業科学部： 
ツーリズム＆ヘルスサイエンスの研究、マネジメント人材の輩出、観光プ

ログラムの共同開発   等 
・ ヘルスケアセンター・統合医療センター（新設）：人材育成・資格認定機能 
・ ホテル事業者：学生インターンの受入れ 

図表 1-32 Resort&Health リゾートタウンのイメージ図 

かんなタラソ沖縄

琉球大学
・医学部
・観光産業科学部（新設）

万国津梁館

美ら海水族館

那覇空港

バーデハウス久米島

西海岸リゾート

金融特区（名護市）

南城市（統合医療）

自由貿易地域

特別自由貿易地域

農業研究センター

： 研究開発拠点

： ﾍﾙｽｹｱ・統合医療拠点

： 特区

： 主要観光拠点

科学技術大学院大学

沖縄県工業技術センター

東海岸リゾート（仮）

首里城

かんなタラソ沖縄

琉球大学
・医学部
・観光産業科学部（新設）

万国津梁館

美ら海水族館

那覇空港

バーデハウス久米島

西海岸リゾート

金融特区（名護市）

南城市（統合医療）

自由貿易地域

特別自由貿易地域

農業研究センター

： 研究開発拠点

： ﾍﾙｽｹｱ・統合医療拠点

： 特区

： 主要観光拠点

： 研究開発拠点

： ﾍﾙｽｹｱ・統合医療拠点

： 特区

： 主要観光拠点

科学技術大学院大学

沖縄県工業技術センター

東海岸リゾート（仮）

首里城
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これらの施策が、沖縄県のリゾート地としての魅力向上をもたらすことにより、以下

のような波及効果も期待される。 
・ 金融特区が対象とするリタイアメント富裕層・アジア富裕層の地域への入込み 
・ 健康関連産業（製造業）の自由貿易地域・特別自由貿易地域への進出 
・ 輸出量の増加によるアジアゲートウェイ構想への貢献 

 
 
（３）Resort&Health リゾートタウンの沖縄での実現に向けた課題 

①製造業、ヘルスケア産業、統合医療との連携 
豊かな自然や独自の文化を売りにした、従来型の観光から、長期滞在による健康増

進を目指す「Resort&Health」へと沖縄の観光を進展させるためには、他産業との連

携が必須となる。 
県内の観光産業は、国内でも有数の集積規模を有している。一方で、連携先となる

健康関連製造業、ヘルスケア産業、統合医療等については量、質ともに成長段階にあ

り、これらの産業を育成することが、県の健康産業の飛躍に向けた課題となっている。 
具体的には、本節内で検討している「４）健康ビジネス育成に向けたエビデンス整

備」、「５）ヘルスケア、統合医療拠点の整備」との一体的な取組みが不可欠である。

また、次章「２）創薬推進支援プロジェクト/高機能性成分分析機関の誘致」内で検討

されている、高機能成分分析機関の誘致も Resort&Health リゾートタウン内で提供す

る健康食品の開発に向けて重要な役割を担うことになる。このように、Resort&Health
リゾートタウンの形成には、他プロジェクトにおける健康食品やヘルスケアサービス、

統合医療等、ヘルスツーリズムに関する観光コンテンツの確立が前提条件となる。 
 

図表 1-33 他プロジェクトとの機能分担イメージ 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの提供

高付加価値化
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②対団塊世代コンテンツの拡充 
間もなくリタイアを迎え、旅行に対して高いニーズをもち、消費意欲の旺盛な団塊

世代は、県の観光産業にとっても有望なターゲットである。しかし、沖縄県内にはい

わゆるシニア層をターゲットとしたコンテンツが十分に整備されていないのが現状で

ある。 
「Resort&Health リゾートタウン」の整備によって、健康コンテンツを拡充させる

以外にも、団塊世代が高い関心を示している、エコツーリズムや体験型・学習型の観

光コンテンツを拡充させる必要がある。具体的には、現在、数多くのリゾート施設が

立地し、国内随一のリゾート地区となっている西海岸リゾートだけでなく、史跡等の

観光資源が多数存在する金武湾周辺がシニア層を対象としたリゾート地としてのポテ

ンシャルが高いと想定される。 
 
③アジア諸国（地域）とのアクセス改善 

「Resort&Health リゾートタウン」のコンセプトは、国内シニア層だけでなく、今

後さらにその数が増加すると見込まれる、アジア圏の富裕層にも訴求し得るものであ

る。 
これらの層を沖縄県内に取り込むためにも、中国・韓国・台湾を始めとするアジア

諸国（地域）と那覇空港の直行便の増便や、クルーズ船の誘致を積極的に進める必要

があり、詳細なマーケティング戦略の策定が求められる。 
 
④世界水準のリゾート人材育成 

国内シニア層やアジア圏の富裕層は、海外リゾート地での滞在経験を有する者も多

く、世界の高水準なサービスに慣れ親しんでいる。これらの観光客を沖縄に迎えるに

あたっては、県内観光サービス人材の更なる高度化が望まれる。 
沖縄県内に、スイスのローザンヌ・ホテル・スクールのような事例を参考としたリ

ゾート人材育成機関を設立することも想定される。 
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４）健康ビジネス育成に向けたエビデンス整備 
 
（１）健康ビジネス育成に向けたエビデンス整備の現状と課題 
 
①全国の動向 
ａ）「科学的根拠に基づく健康（EBH）」に対する需要の拡大 

高齢化の進展、アクティブシニア層の拡大、ライフスタイルの多様化といった生

活環境変化と、医療制度改革、年金制度改革、介護保険制度の見直しといった社会

環境変化により、消費者の健康意識は近年急速に高まりを見せている。 
このような変化を背景として、医療費等の出費軽減と、QOL（Quality of Life：生

活の質）向上の観点から、消費者の関心は疾病の“予防”、“自己管理”に集まって

おり、日々の生活改善を支える健康食品を始めとする健康ビジネスへのニーズは拡

大を続けている。特に、「肥満」「高血圧」「糖尿病」「高脂血」といった生活習慣病

の引き金となる健康障害の予防・改善ニーズは向上しており、日々の生活改善を支

える健康食品へのニーズの高まりは顕著である。 
拡大を続ける健康食品市場には大企業からベンチャー企業まで、数多くのプレイ

ヤーが多種多様な商品を投入しており、拡大企業にある市場においてもその競争は

熾烈を極めている。これまで、健康食品はビタミンやミネラルといった現代社会で

不足しがちな栄養を補う“栄養欠乏補充”として用いられることが一般的であった

が、近年、消費者の健康食品に求める機能は、イソフラボンやコエンザイムＱ10 に

代表される“健康維持・増進”、アラニンやグルタミンに代表される“特定機能改善”

へと拡大している。このような健康遡及型商品には、その健康効果が科学的に立証

されていることが求められる傾向にあり、玉石混交ともいえる現在の健康食品市場

における差別化要因となっている。 
以上のように、健康に関連する科学的根拠のあるデータを活用し、より効果的な

健康食品の開発等をとおして、国民の健康維持と疾病予防を推進することを「科学

的根拠に基づく健康（EBH：Evidence Based Health）」という。厚生労働省によっ

て健康効果が科学的に認められている特定保健用食品市場が急激に成長しているの

は、EBH への関心の表われである。 
最近では更に、EBH の概念を一歩先に進め、健康食品のオーダーメイド化が進み

つつある。今後は、健康食品分野と医療分野が融合することにより、消費者個々人

の体質や年齢、症状、目的といった様々なデータを検証し、最も適した商品を提供

する新たなサービスが提供されると考えられる。 
 

ｂ）健康食品産業（業界）の現状と取り巻く環境 
消費者の健康食品に対するニーズの拡大と多様化に伴い、その市場規模も急速に

拡大を続けている。「健康食品」に統一の定義が存在しないことから、市場規模を明

確にすることは難しいものの、特定保健用食品だけでみても 2005 年で 6,200 億円に

まで拡大している。これにサプリメントや栄養機能食品などを加えた健康訴求型商
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品全体の市場は 2010 年には 3 兆円を超える規模にまで成長すると推測されている。 
 

図表 1-34 健康食品の市場規模推移 
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（出所）「特定保健用食品 栄養機能食品 サプリメント市場総合分析調査」 
（株式会社シード・プランニング）より、野村総合研究所作成 

 
ただし、健康食品市場は、医療や食品に関連する法制度の改訂によって大きな影

響を受ける特徴を有している。また、市場全体が拡大基調にある中でも、コエンザ

イム Q10 等、一部の機能性素材に由来する製品市場が急拡大する反面、市場希望が

横ばいあるいは減少基調にある機能性素材も存在する。 
 
②沖縄県内の動向 
ａ）沖縄工業技術センターの活動 

ア）取組みの概要 
沖縄県内では沖縄工業技術センター（以下、OITC と呼ぶ）と琉球大学（医学部、

農学部、理学部、教育学部）が中心となり、県内の動植物等に含まれる成分分析

を実施されている。 
OITC では亜熱帯特有の資源を収集、評価、分析することにより、健康関連産業

を中心とする県内中小製造業の新製品開発等を支援することを目標に掲げており、

10 年ほど前から研究者 4－5 名の体制で活動を続けている。近年では、生活習慣病

の予防に関連した成分の分析を重点的に行っている。 
 
イ）県内企業との産学連携 

県内企業と OITC の産学連携の方式としては主に、以下の３手法が挙げられる。 
○共同研究 

県内企業と OITC それぞれが研究資金を拠出し、成分分析とその分析結果
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を用いた新製品の開発を行う。成果物である製品によって得られる利潤は、

両者で分配することもある（契約によって分配方法は異なる）。 
○委託研究 

企業から研究委託を受託する形で、企業の持ち込んだ生物資源等の成分分

析を OITC が行う。この形式による産学連携のケースは限定的。 
○政府補助金等への共同応募 

文部科学省や経済産業省などの省庁が公募している研究開発プロジェクト

に、県内企業と OITC が連名で公募する形式。近年では増加傾向にある。 
 

これまでに、OITC の研究成果が活用されてきた事例の代表例として、以下の製

品が挙げられる。これらの既存製品に加え、現在も 3 製品程度について OITC と

県内企業が研究・製品化を進めている。 
図表 1-35 OITC の研究成果が活用されている健康商品 

・ 沖縄食品「琉秘伝」：血圧上昇制御ペプチドを含有する新規コメ飲料 
・ 仲善「グァバエキス粒蕃」：グァバ葉から抽出した成分を粒状にした製品 
・ カネヒデバイオ：カリウムなど各種ミネラルを豊富に含む野草クミスクチンの

成分を粒状にした製品 
・ アロエース「ウンチェーバー青汁」：ヒルガオ科エンサイを原料とした飲料製品 
・ パイナップルファイナリー：パイナップルワインやパイナップル酢など 

 
 

ウ）DB 構築と県内企業への公開 
OITC では県内製造業の支援を目的に、沖縄県内の資源に関する DB（データベ

ース）を 2 つ構築し、無料で公開している。 
○機能性評価 DB 

約 650 種の沖縄特有の生物資源について、生活習慣病を中心とする 11 種の

機能性評価を実施し、その評価結果を DB 化し無料で公開。公開対象は基

本的に県内企業となっているが、DB の知名度が向上するにつれ、県外企業

のアクセスも増加している。沖縄特有の生物資源を用いた県内企業の新製

品開発を、機能性評価結果によって支援することを目的としている 
○沖縄薬草 DB 

沖縄県内に自生する 300 種類の植物について、生息地域、成分・機能性（既

存レポート等から情報収集）、関連文献情報等をとりまとめ、DB 化し無料

で公開。 
 

ｂ）県内企業の動向 
上記 OITC の活動を通じて、沖縄県内企業の新製品開発に対する姿勢は変化を見

せ始めている。OITC に寄せられる相談も、より具体的な製品化を見据えた内容へと

変化しており、高付加価値化に向けた取組みが進められている。 
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一方で、OITC の DB の活用や共同研究により積極的なのは、研究開発資金が豊富

な県外の食品、化粧品、飲料等の大手メーカーである。亜熱帯の豊富な生物資源を

用いた新製品の開発は大きな利潤を生み出す可能性を秘めているが、研究開発にと

もなうリスクと資金の負担は県内企業にとって大きな壁となっている。 
 
ｃ）その他機関による EBH 確立に向けた活動 
ア）バーデハウス久米島 

久米島町などが出資し、2004 年 6 月に開業した海洋深層水を活用した温浴保養

施設バーデハウス久米島では、国士舘大学の須藤明治医学博士によって施設を用

いた水中運動による生活習慣病予防への効果研究が行われた。 
05 年 10 月末から約１ヶ月間、22 名（36 才から 88 才）のモニターに週２回、

計 8 回以上バーデハウスでの水中運動を指導のもと行い、その前後でデータを収

集し、データバンクを構築した。須藤博士によれば、バーデハウス久米島での水

中運動には、血圧や総コレステロール、中性脂肪、血糖値、尿酸値などを減少さ

せ、正常値に近づける効果が期待できることが科学的に立証されたという。その

他、腰痛や諸症状の痛みなどの改善度も高いという結果もでており、これらの研

究結果を活かしたテーラーメイド型の水中運動プログラムが須藤博士監修のもと

作成され、同施設の利用者に提供されている。 
 
 
 
（２）健康ビジネス育成に向けたエビデンス整備の沖縄における展開の考え方/方向 
 
①県内健康食品の高付加価値化に向けた臨床実験フィールドの整備 

現在、OITC や琉球大学で実施されているのは“成分分析”であり、これは生物資源等

に含まれる成分そのものを分析・評価するものであり、これらの成分を用いた食品が

人体に及ぼす影響や効果について検証するものではない。したがって、OITC あるいは

琉球大学との連携によって沖縄の生物資源を活用した新製品を開発したとしても、健

康の保持増進効果が確認されている“特定保健用食品”として販売することは不可能

であり、“栄養機能食品”としての販売が可能になるにとどまっている。 
栄養機能食品では特定保健用食品で許可されている、｢お腹の調子を整える」など、

特定の保健の目的に役立つ旨の表示は禁止されており、食品に含まれている栄養成分

とその機能、成分量のみを記載することが許可されている。 
特定保健用食品の許可表示を得るには、商品の健康作用を一定規模のモニターに、

ある一定の期間（約 1 ヶ月～6 ヶ月間）摂取させ、 定期的な健康診断を実施し、デー

タを収集する必要がある。食品を摂取し続けた結果どのような健康作用がどのような

症状のモニターに生じたかを分析し、有効性が確認された場合にのみ、特定保健用食

品としての認可を受けることができる。 
こうした状況を打破するためには、県内でも特定保健用食品の認定を得るのに必要な
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臨床実験フィールドを整備し、県内に立地する健康関連産業がアクセスできるようにす

る方向が考えられる。それによって、県内健康関連産業の商品の高付加価値化と本土市

場での支持獲得と、県外健康関連企業の沖縄進出の双方を促進する効果が期待される。 
 

図表 1-36 健康食品の分類 
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図表 1-37 栄養機能食品の概要 
 

1 日当たりの摂取目安量に含まれる栄養成分量が、国が定めた上・下限値の規格基準

に適合している場合、その栄養成分の機能の表示が可能。機能の表示と併せて、定めら

れた注意事項等を適正に表示する必要があるが、国への許可申請や届出は必要ない。 
 

現在、表示が許可されている栄養成分 

ミネラル類  カルシウム、亜鉛、銅、マグネシウム、鉄 

ビタミン類 ナイアシン、パントテン酸、ビオチン、ビタミン A、ビタミン B１、ビタミン B２、

ビタミン B６、ビタミン B12、ビタミン C、ビタミン D、ビタミン E、葉酸 

 
 
②大学院大学周辺への立地が見込まれる製薬・健康関連産業との連携 

2012 年頃の開学も向けて整備が進められている沖縄科学技術大学院大学は、ライフ

サイエンス系を中心とした世界最高水準の研究者が集結し、世界でも類を見ない一大

研究拠点となる。 
この大学院大学から輩出される知的財産や技術シーズ、あるいは研究者との共同研

究を目的に、周辺地域には健康関連産業等の企業が数多く進出することが想定される。

また、研究成果である知的財産や技術シーズをもとにしたベンチャービジネス（VB）

が周辺地域のインキュベーション施設等に入居することも想定される。 
その際、OITC の現行機能の強化、臨床実験が可能なモニター群の整備等を行い、高

度なエビデンスの確立が可能な機能を、地域の公的インフラとして整備することは、

産業振興の視点からも重要であると考えられる。 
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③リゾート滞在客への健康サービスと連動したモニタリングシステムの確立 
沖縄県の観光リゾート産業が高付加価値化を実現する手段の一つとして、県内の生

物資源や自然環境を活かした、健康サービスと健康プログラムの開発が有望である。

その際には、他のリゾート地との差別化戦略として、健康作用が科学的に検証された

健康サービスや健康プログラムの提供が想定される。 
具体的には、リゾートを訪れた長期滞在観光客にユビキタス技術を活用した通信機

器を携帯させ、リゾート内での飲食や運動の状況をモニタリングするとともに、定期

的に健康診断を行うことで、個々人の健康状態にあった健康メニューや運動メニュー

をオーダーメイドで提供することなどが想定される。このように、長期滞在観光客か

らデータを収集することで、数多くのモニターを得ることが可能となり、県内健康関

連産業の健康サービスと健康プログラムの開発の場を確保することも可能となる。な

お、健康診断から得られるデータ等は個人情報となるため、事前の承諾を得る必要が

ある点に注意が必要である。 
 
 
 
（３）健康ビジネス育成に向けたエビデンス整備の実現に向けた課題 
 
①臨床実験フィールドに対する企業ニーズの把握 

特定保健用食品の臨床実験を行うためには、十分な数のモニター確保する必要があ

るが、県内にパネルは存在せず、県外の業者等に委託する必要がある。このパネルを

新たに整備するためには、多額のコストが必要となり、公的資金の投入も必要とされ

るが、県内企業にそのコストに見合うだけのニーズがあるか定かではない。 
中小企業が多い県内健康関連産業には、特定保健用食品の認定に必要な費用と期間

に耐えうるだけの体力がないとの見方もできる。費用対効果の側面から、特定保健用

食品よりも審査基準の緩やかな「条件付き特定保健用食品」（04 年 12 月施行）や、「特

定保健用食品(規格基準型）」（05 年 2 月施行）による県内健康関連産業の振興について

も議論の必要がある。 

 
②航空会社、旅行代理店等との連携による商品開発 

長期滞在型リゾートの実現に向け、観光客を対象としたサービスの開発を行うに際

し、その送り手である航空各社や旅行代理店との連携が求められる。消費者視点に立

ったサービスの提供を行うことで、他地域との差別化を図る必要がある。 
また、オーダーメイド型の健康メニューや運動メニューの開発のために、ユビキタ

ス技術を用いたモニタリングの実施が想定されるが、個人情報保護法の遵守及びモニ

ターである観光客への事前承諾を取り付けることが必須となる。県内のホテル事業者

や健康関連産業のプライバシーポリシーを徹底するとともに、窓口となる航空会社や

旅行代理店による観光客への説明義務の徹底が求められる。 
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③他の主要プロジェクトとの連携による明確な出口戦略の策定 
「健康ビジネス育成に向けたエビデンス整備」そのものは、収益性を持ったプロジ

ェクトではなく、健康関連ビジネスを始めとする産業高付加価値化に寄与するプロジ

ェクトとして位置づけられる。 
また、エビデンス整備は健康関連ビジネスだけでなく、上述したように大学院大学

の周辺に立地することが予想される製薬産業や、沖縄の基幹産業の一つである観光産

業の高付加価値化にも寄与するプロジェクトとして位置づけることができる。 
以上の観点から、本プロジェクトの必要性と優先順位を検討するにあたっては他の

主要プロジェクトである「ヘルスケアセンター、統合医療拠点の整備」「Resort & 
Health リゾートタウンの形成」、「創薬推進支援プロジェクト/高機能性成分分析機関

の誘致」との一体的な議論が求められ、その進捗状況に応じて整備計画を検討する必

要がある。 
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５）ヘルスケアセンター、統合医療拠点の整備 
 
（１）国内のヘルスケアサービス、統合医療の現状と課題 
 
①エステ市場の動向 

2006 年度のエステティックサロン（注 1）市場（以下、エステ市場と呼ぶ）は、3,977
億円（見込み）で前年比 99.3%とマイナス成長となった。国内チェーン既存店舗の更

新、スクラップアンドビルドによる売上改善、差別化のための付加価値サービスであ

るスパ（注 2）、岩盤浴、リラクゼーション施設などの増加により市場は活性化してい

る反面、異業種からの参入により競争が激化しており、客単価の下落、顧客の流出な

どサロンによっては厳しい状態が続いている。 
これまで右肩上がりの成長を続けてきたエステ市場であるが、大型温浴施設での低

価格で簡易なサービス、ホテル内などでのスパサービスの展開の加速など、異業種参

入にともない、エステティックサロン市場は過渡期を迎えていると考えられる。今後

は、サービス内容の質や技術のさらなる向上、健康、リラクゼーションを主とした新

たなサービスの展開などによる差別化戦略がよりいっそう求められる競争環境になる

と想定される。 
（注 1）エステティックサロン： 

脱毛、痩身、フェイシャルを中心にした美容のための施設 
（注２）スパ： 

美と健康の維持・回復・増進を目的として、温浴・水浴をベースに、くつろぎと

癒しの環境と様々な施設や療法などを総合的に提供するサービス 
 

図表 1-38 エステ市場の市場規模推移（予測） 
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（出所）「エステティックサロンマーケティング 2007」矢野経済研究所より作成 
 

06 年度（見込み）エステ市場の内訳は、施術市場（レディス）が 2,363 億万円（前

年比 98.8％）、メンズエステ市場が 340 億円（前年比 104.5％）、物販市場が 1,275 億

円（前年比 98.9％）であり、エステティック総市場に占める割合はそれぞれ 59.4％、
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8.5％、32.1％となっている。 
また、06 年度見込みでレディス市場とメンズ市場は、およそ 7：1 の割合（物販は除

く）で、05 年度メンズ市場が 1 に対して、レディス市場は 7.4 であったことを見ても、

メンズエステ市場の拡大がうかがえる。 
一方、施術（レディス）を 100％として見た各施術の内訳を見ると、美顔市場が 47.5％、

痩身・ボディ市場が 37.2％、脱毛市場が 12.8％、その他が 2.5％となっており、脱毛

市場を除いて各市場とも前年比で約 1％ダウンしている。 
 

図表 1-39 エステ市場の分野別市場規模（06 年度見込み） 
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（出所）「エステティックサロンマーケティング 2007」矢野経済研究所より作成 
 

市場全体が伸び悩むあるいは縮小する中で、06 年のメンズエステ市場は前年比 4.5％の

成長を遂げ、340 億円へと拡大している。05 年も前年比 6.8％、04 年についても同 5.2％
の成長を記録しており、特に有力国内チェーンでの伸びが目立つ。 

06 年見込みのメンズエステ市場はで、前年比 104.5％となった。これは従来型のコン

プレックス型顧客に加え、リラクゼーションや身だしなみといった新たなコンセプトを

主とした施術の広がりから、非コンプレックス型新規顧客の獲得が進んでいるためと考

えられ、今後もこの分野の成長が、メンズエステ市場の成長を牽引することが予想され

る。 
07 年度以降のメンズエステ市場は、従来の若年男性以外に中高年を対象としたリラク

ゼーションサービスなど多様な広がりを見せると予想されており、「Resort&Health リ

ゾートタウンの形成」プロジェクトで対象としているシニア層との親和性も高いと考え

られる。 
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図表 1-40 メンズエステ市場の市場規模推移（予測） 
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（出所）「エステティックサロンマーケティング 2007」矢野経済研究所より作成 

 
②統合医療市場の動向 

統合医療市場（ハンドトリートメント市場）は、総合医療の概念浸透によって鍼灸

マッサージや柔道整復等の代替医療への注目度が高まっていること、医療系専門学校

の増加により柔道整復師等の有資格者が近年増加していること、多忙な現代人が「癒

し」を求めていること、などの理由から拡大を続けており、03 年が 6,845 億円、04 年

が 7,130 億円（対前年度比 4.2％増）、05 年が 7,345 億円（同 3.0％増）と成長を続け

ている。分野別に見ると、リフレクソロジー（注 1）市場、ボディケア（クイックマッ

サージ）市場の伸び率が高く、カイロプラクティック（注２）・整体市場はほぼ横ばい

の市場となっている。 
統合医療市場（ハンドトリートメント市場）は、今後も、統合医療の進展、柔道整復

師等の有資格者の増加、「癒し」を求める消費者層の広がり、施術場所の拡大、などの

理由から拡大基調で推移すると考えられ、矢野経済研究所の予測では 08 年の市場規模

は 7,830 億円に拡大するとされている。 
拡大企業にある統合医療市場（ハンドトリートメント市場）ではあるが、店舗の増大、

顧客の要求水準の高度化に伴い、事業者間の競争激化が予想されており、差別化され

たサービスの提供が求められることが予想される。その際、差別化戦略の有効な手段

のひとつが「健康ビジネス育成に向けたエビデンス整備」プロジェクトで検討する EBH
の確立されたサービスの提供である。統合医療への理解が進むことにより、これまで

単に「癒し」として位置づけられていた各種サービスが、「治療」として認識された際

に、EBH が確立されていることは市場を勝ち抜く上で有効な手段であると考えられる。 
（注１）リフレクソロジー： 

足裏などにある身体全体の臓器や器官の反射ゾーンを刺激することにより血液やリ

ンパの流れをスムーズにし、人間が持っている自然治癒力を本来の状態に戻すとい

う考えを基本とした足裏健康法 
（注２）カイロプラクティック： 

背骨や骨盤の歪みを徒手によって矯正する治療法 
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図表 1-41 統合医療市場（ハンドトリートメント市場）の市場規模推移（予測） 
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（出所）「統合医療市場の実態と展望 2006」矢野経済研究所より作成 
 

 

（２）沖縄におけるヘルスケアセンター、統合医療拠点の整備の考え方/方向 
 
①市場ニーズ分析から見た沖縄のポテンシャル 

既存の統計調査、アンケート調査では、エステと統合医療の定義があいまいであり、

市場ニーズを切り分けて捉えることは不可能である。そこで両者を一体的に捕らえ市

場ニーズの分析を試みる。 
矢野経済研究所の調査結果をみると、エステサロンで受けたい施術では「フェイシ

ャル」が最も高い比率となっている。2 位以下は「岩盤浴」、「リラクゼーション」、「ゲ

ルマニウム温浴」、「毛穴対策」、「温浴（スパ）」、「ヘアエステ」、「しわ対策」、「しみ・

あざ・ニキビ対策」、「リフレクソロジー」が過半数の回答となっている。 
地域別に市場ニーズを見てみると「フェイシャル」はどの地域でもトップ項目であ

るが、「首都圏」で「ゲルマニウム温浴」、「毛穴対策」、「温浴（スパ）」、が、中部圏で

は「ヘアエステ」が高くなっている。 
一方、「リラクゼーション」（59.6％）、「タラソテラピー（注 1）」（43.7％）など沖縄

が国内で圧倒的な強みを持つエステ・統合医療分野に対するニーズも高く、

「Resort&Health リゾートタウンの形成」で検討する長期滞在観光客を対象とした、

テーラーメイド型健康サービスに対する潜在的な需要の大きさも伺える。 
（注１）タラソテラピー： 

海水の多様な特性を活かし、身体機能の回復など幅広く活用する自然海洋

療法 
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図表 1-42 今後受けたいサービス内容 
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（出所）「エステティックサロンマーケティング 2007」矢野経済研究所より作成 
 
 

②ヘルスケア、統合医療に係る県内関連主体の概要と動向 
ａ）NSPA Conference & Exhibition 2008 OKINAWA 

「市民に対するスパの利用方法に関する広報と啓発事業」を主目的に 02 年に設立

された、特定非営利活動法人日本スパ振興会（以下、NSPA）は、08 年に「NSPA 
Conference & Exhibition 2008 OKINAWA」を開催する。同催しでは、国内のスパ

事業者に加え、バリをはじめとする東南アジア諸国のスパ指導者等を招いた講演な

どが計画されている。 
同協会は、東京、大阪、福岡といった大都市圏に加え、沖縄県でも検定試験を実

施しており、日本随一の観光地である沖縄をスパの拠点として位置づけている。 
 
ｂ）日本アーユルヴェーダ学会沖縄研究総会 

07 年 11 月 10・11 日に「第 29 回 日本アーユルヴェーダ学会沖縄研究総会」が沖

縄コンベンションセンターで開催された。 
アーユルヴェーダとはインドの伝統的な学問で、病気になってからそれを治療す

ることよりも、病気になりにくい心身をつくり、病気を予防し、健康を維持すると

いう「予防医学」の考えに立っている統合医療の一部として捉えることが出来る。

その概念は医学的な分野だけでなく、食事やマッサージ、リラックスといった広範

に及ぶ。 
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「日本アーユルヴェーダ学会沖縄研究総会」には、国内をはじめインドや米国の

研究者が集まり、それぞれの研究結果を講演するとともに、沖縄県内の研究者も講

演を行っている。 
 
ｃ）JACT 沖縄支部 

日本代替・相補・伝統医療連合会議（JACT）は国内に存在する日本代替・相補・

伝統医療に関わる主体の研究成果や臨床活動などの情報交換と、その発展も目的に

設立された機関である。近年では、沖縄県の持つ“癒し”の風土を活用した、総合

的な健康づくりに着目しており、JACT を挙げて沖縄県における統合医療の発展に注

力している。 
具体的な動きとして、国際通り近辺に統合医療の拠点となる施設の建設が予定さ

れている他、県内に大規模な統合医療拠点の開発構想を提案している。 
 

ｄ）かんなタラソ沖縄 
タラソとはギリシャ語で「海」という意味で、タラソテラピーとはフランスで開

発された、海水の多様な特性を活かし、身体機能の回復など幅広く活用する自然海

洋療法。宜野座町に立地するかんなタラソでは沖縄県の海洋深層水を活用した、各

種エステやジャグジー、運動プログラムなどが提供されており、長期的に楽しみな

がら実践できる健康づくりを目指している。 
現状では、県内からの集客が中心となっているが、宜野座町周辺がスポーツキャ

ンプの拠点であることを活用し、かんなタラソ近隣にアスリートを対象とした宿泊

施設を新設することで、アスリートを対象とした県外からの集客力増強が計画され

ている。 
また、ボランティアのモニターを集め、かんなタラソで提供されている運動プロ

グラム等の健康増進効果の測定が進められており、タラソテラピーの科学的な視点

による分析も進められている。 
 

ｅ）南城市 
南城市周辺には、斎場御嶽に代表される歴史・文化遺産が数多く存在し、それら

を結んだ東御廻い（アガリウマーイ）は県内でも有数の精神的な癒し（スピリティ

アル）を得られる場として、観光資源としての活用が注目されている。 
現状では、市内に大規模な宿泊施設がないことなどもあり、県外からの観光客の

数は県内の他の観光地に比べ少ないものの、今後、高齢者の沖縄県への誘客を促進

する際には大きな強みとなりえる有望な資産と考えられる。 
このような背景から、南城市でも精神面の癒しに着目した統合医療の場とした地

域プロモーションに注力する方針であり、まずは地元住民の意識形成を目的とした

啓蒙活動を開始している。 
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③ヘルスケアセンター、統合医療拠点の整備の方向性 
  ａ）大学をはじめとする他地域先進機関との連携体制構築 

統合医療の研究、提供体制は日本でも急速に整備が進みつつある。富山大学、筑

波大学、徳島大学のように古くから東洋医学の研究を進めてきた大学や、東京女子

医大のように「戦略的研究拠点育成プログラム（通称：スーパーCOE）」が認可され

た大学は、すでに同様の研究センターを設立している。 
沖縄県内にも、上述したような各種主体の統合医療に関連した草の根レベルの活

動は見られるものの、これら他地域の学術機関の研究レベルとは依然として大きな

開きがある点は否めない。 
したがって、沖縄県のヘルスケア・統合医療の目指す方向性としては、富山大学、

筑波大学、徳島大学などの他地域先進機関との連携が想定される。 
 
ｂ）ヘルスケアサービス、統合医療の実践の場としての地位獲得 

他地域先進機関との連携を考える上で、沖縄の最大の強みは、国内随一のリゾー

ト地としての“癒し”の風土と、年間 500 万人を超える観光客である。旅行の目的

としてリラクゼーションへのニーズが高まる中で、タラソテラピーに代表される、

沖縄の資源を活用したヘルスケアサービス、統合医療へのニーズが今後ますます高

まることが想定される。 
一方、大学を始めとする他地域先進期間では、水準の高い研究は行われているも

のの、ヘルスケアや統合医療サービスの実践と、十分なデータの収集に必要なモニ

ターが不足している。 
このような状況を鑑みると、他地域先進機関ではヘルスケアサービス、統合医療

に関する研究を、沖縄県ではその研究成果の実践とデータの収集を行うことで、両

者が補完的関係を構築することが可能であると考えられる。そのことによって、沖

縄県だけでなく日本全体のヘルスケアサービス、統合医療の研究促進、技術向上が

を達成することも可能になると考えられる。 
 
ｃ）長期滞在型リゾートの実現に向けた高付加価値サービスの提供 

他地域先進機関との連携によって、沖縄県で他地域では体験することのできない、

ヘルスケアサービスや統合医療を提供することで、沖縄県観光産業の課題となって

いるシニア層向けコンテンツの拡充と、観光客の滞在長期化を目指す。肉体的、精

神的な健康増進を目的としたサービスを長期的かつ定期的に提供する“健康づくり

の場”としての機能を拡充する。 
また、これらの長期滞在観光用のコンテンツは、近年急増するうつ病、躁鬱病の

予備軍である、いわゆる“未病”段階での予防医療にも効果を有すると考えられる。

本プロジェクトの推進により、このような消費者を対象とした、予防医療拠点とし

ての位置づけを獲得することも併せて検討する。 
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（３）沖縄におけるヘルスケアセンター、統合医療拠点の整備実現に向けた課題 
 
 ①ヘルスケアサービス、統合医療人材の育成 

沖縄県におけるヘルスケアセンター、統合医療拠点の整備実現に向けた最大の課題

は、両分野における人材不足である。系統だった人材育成機関が少ない上に、特に OJT
を中心とする人材育成の場が不足している。 

この課題の解決に向け、本プロジェクトにおいて他地域先進機関との連携等により、

質の高い人材を県内で育成するとともに、「３）Resort&Health リゾートタウンの形

成」との連携によって、県内に立地するホテルや、今後立地が予想されるシニアタウ

ン等でのインターン受入れを促進することで充実した OJT を実施できる仕組みを構築

する必要がある。 
 
 ②公的機関等による認証制度の確立 

現在、ヘルスケアサービス、統合医療両市場では、学術機関等の協力を得て開発さ

れた高付加価値なものから、効果が実際には検証されていないものまで幅広いサービ

スが提供されている。消費者はヘルスケアサービス、統合医療サービスの質を自ら情

報収集して見極める必要があり、市場拡大に向けた一つのボトムネックとなっている

と考えられる。 
この課題を解決する方策として、高い信頼性を有する公的機関が、健康効果の認め

られるヘルスケアサービス、統合医療サービスに認証を与える制度の新設が考えられ

る。認証を得たサービスについては、消費者は安心してサービスを選択することが可

能になり、より多くの消費を喚起することが可能となる。 
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３．基盤研究産業分野の提案プロジェクトの検証 

 
１）サイエンスパーク等の整備促進 
 
（１）サイエンスパーク整備に関する現状と課題 ～世界のサイエンスパーク～ 
 
①サイエンスパークの定義 
国際サイエンスパーク協議会（IASP：International Association of Science Parks）に

よれば、サイエンスパークの定義として一般に広く受け入れられているものとして、以

下のようなものがある。 
・ 大学等の高等教育研究機関との連携関係を有する。 
・ 敷地内において知識集約型で高付加価値な第三次産業の形成と成長を促進す

ることを意図している。 
・ 管理者が入居企業に対して技術の向上、ビジネススキルの向上の為の支援を

継続的に行っている。 
サイエンスパークの形態については、通常、産業団地のような規模のもので、上記の

条件を満たすものを指す場合が多いが、つくば研究学園都市などのようなサイエンスシ

ティを指す場合もある。 
ここでは、サイエンスパークを広範に捉え、サイエンスパーク整備・運営の成功要因

を整理するために、先進的なサイエンスパークに対するベンチマーク調査を実施してい

る。 
 
②サイエンスパークの整備・運営に必要な３つの戦略 

サイエンスパークを整備・運営するためには、以下の３つの戦略が必要不可欠である。 
ａ）創知戦略 
ｂ）産学連携戦略 
ｃ）新産業創出・産業集積拡大戦略 

各戦略を成功裏に導くためには、以下のような仕組み・システムを地道に整備してい

くことが必要である。 
 

ａ）創知戦略に必要な仕組み・システム 
高度な研究開発を担う大学や研究機関を地域に導入し、技術、知識、ノウハウ等

を創造する機能の集積を形成する戦略。具体的には、①サイエンスパークのコンセ

プトや将来像を明確にし、対象となる大学や研究機関を具体化するための「クラス

ター戦略策定」、②戦略にそって適切な研究機関を実際に誘致する「研究機関誘致促

進システム」、③サイエンスパークにおける知識創造を推進する「創知推進機関の組

成」等が必要である。 
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ア）クラスター戦略策定 
・地域によるクラスター戦略策定 
・国家戦略との連動した戦略プログラムの推進 
・クラスター戦略推進のための専門組織の設置 

イ）研究機関誘致促進システム 
・キーパーソンを招聘し、中核研究機関等の誘致活動を戦略的に展開 
・国家戦略を活用した研究機関の誘致 
・民間企業等の寄附による研究機関の設立 
・市が土地を提供することによりバイオ関連研究所の設立（サンディエゴ） 
・大学による共同研究所の設立 
・大学等によるサイエンスパークの整備 

 
ｂ）産学連携戦略に必要な仕組み・システム 

大学や研究機関における高度な知財創出（研究開発）活動、民間企業による知財

活用を円滑化させる戦略。①共同研究開発推進システム、②技術移転促進システム、

③知的人材交流システム、④知財権利化支援システム、⑤研究成果情報発信システ

ムなどが導入され、関連する具体的な取組みを展開することが求められる。 
ア）共同研究開発推進システム 

・共同研究促進システム 
・国等の研究予算を活用した研究開発資金の確保 
・市場メカニズムを活用した産学共同研究システム 
・共同研究支援機関の設立 
・クローズド・コンソーシアム方式による共同研究 

イ）技術移転促進システム 
・規制緩和等による人材流動化の促進 
・知的インキュベーション・システム 

ウ）知的人材交流システム 
・研究者レベルでの交流組織の組成 
・海外に留学している人材の活用 

 
ｃ）新産業創出・産業集積拡大にかかるシステム 

大学や研究機関における研究成果を活用し、企業における新事業展開、ベンチャ

ー企業の立ち上げに結びつける戦略。先進事例では、①知的人材育成供給システム、

②ベンチャー創出支援システム、③企業誘致促進システムなどが導入され、関連す

る具体的な取組みが展開されている。 
ア）知的人材育成システム 

・大学と連携した高度人材育成プログラムの実施 
・中小企業に対する人材育成支援プログラムの実施 

イ）ベンチャー創出支援システム 
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・専門サービス機能との連携（新竹） 
・ベンチャー企業向け産業団地の開発 
・ベンチャーキャピタルとの連携等によるベンチャー企業の資金調達支援 

ウ）企業誘致促進システム 
・国内外からの企業誘致に向けた体制整備 
・立地企業に対するインセンティブの付与 
・立地企業に対する産業面、生活面からのサポート体制の充実 

 
 
（２）沖縄における新規サイエンスパーク整備の考え方/方向 

 
今回のサイエンスパーク整備については、以下のプロジェクトとの関連性を勘案し、

ライフサイエンス分野に関連した機能の集積を目標とするサイエンスパークとする

ことを基本方針とすることが望ましい。 
・創薬推進支援プロジェクト 
・医療機器製造業の導入 
・高度機能性成分分析機関の誘致 
・バイオインフォマティクス DB センターの誘致 など 

新規に整備するサイエンスパークの整備・運営については、国内外の先進事例を参

考に、「創知」「産学連携」「新産業創出・産業集積拡大」を軸に、自律的に発展でき

る「産業クラスター」「知的クラスター」としての空間・機能形成を図るとともに、

以下のようなシステム（仕組み）を重層的につくっていくことが重要である。 
 

クラスター形成 
 

主として域内を対象とする仕組み・

システム 
主として域外を対象とする仕組み・

システム 
 ○クラスター戦略策定ｼｽﾃﾑ 

○知財機関連携化ｼｽﾃﾑ 
 
 
 

○研究機関誘致促進ｼｽﾃﾑ 
 

 ○共同研究開発推進ｼｽﾃﾑ 
○技術移転促進ｼｽﾃﾑ 
○知的人材交流ｼｽﾃﾑ 
 
 

○知財権利化支援ｼｽﾃﾑ 
○研究成果情報発信ｼｽﾃﾑ 

 ○知的人材育成供給ｼｽﾃﾑ 
○ベンチャー創出支援ｼｽﾃﾑ 
 
 
 

○企業誘致促進ｼｽﾃﾑ 

 

知 
的 
ク 
ラ 
ス 
タ 
｜ 

産 
業 
ク 
ラ 
ス 
タ 
｜ 
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なお、整備地域については、ライフサイエンス分野では、大学や研究機関との密接

な連携が必要不可欠であるため、琉球大学、沖縄科学技術大学院大学等、関連する既

存施設とのアクセスに配慮した地域にサイエンスパークを整備することが望ましい。 
 
①創知戦略に必要な仕組み・システム 
ａ）クラスター戦略策定システム 

国内の多くの地域クラスターでは、その地域が抱える問題の構造にまで踏み込

んだ現状分析を行っているところは稀である。すなわち、当面の方向性は見えて

いても、将来的な戦略／ビジョンが共有化されていないのが現状である。 
この点について欧米の地域クラスターでは、地域の中核機関が中心になり、大学

やコンサルタント（地域内部に限定しない）などとの連携のもと地域課題に対する

綿密な分析を奨励している。さらに、地域の関係主体が参加し、産業クラスター形

成に向けた戦略づくりが行われている。国内でも、神戸医療産業都市のように、ゼ

ロからスタートした地域クラスターでは、時間をかけてクラスター戦略を策定し、

関係者との間で情報が共有化されている。参考となる事例として、ここでは、上記

の神戸の事例と、欧州のシャノンの事例をとりあげる。 
 

ア）神戸医療産業都市構想 
神戸医療産業都市構想研究会（神戸）：神戸医療産業都市構想の全体像を確定し、

具体的な検討テーマを抽出し、ワーキンググループを組成（映像医学センターWG、

臨床研究支援センターWG、都市インフラ整備 WG、再生医学 WG）。研究会に先

駆けて、神戸医療産業都市構想懇談会（後述）における検討調査を実施している。 
これらの検討結果を PR するために、周辺主要大学の学長や著名な研究者をはじ

め、産業団体や企業、行政機関のトップ層を招き、大規模なシンポジウムを開催

している。 
 

イ）シャノンにおけるクラスター戦略の策定（アイルランド） 
シャノン地域では、EU の支援のもとでの RIS プログラム（1997-98 年）にシャ

ノン・ディベロップメント、IDA、Forbairt（産業振興庁）、自治体、商工会議所、

各企業委員会、リムリック大学、各高専（IT）など 19 組織が参加し、多くの企業

の協力も得て、総合的な調査研究と戦略立案にあたった。 
RIS プログラムおいては、現状分析と企業実態、とりわけ近年でのイノベーシ

ョンへの取組み状況調査をベースにして、「ニーズ分析」「トレンド分析」「サプ

ライ分析」を実施し、企業がイノべーティヴに動けるための内外環境条件を明ら

かにした。「不足するニーズ」としては、文化要因、熟練・専門労働力不足、金融

難、マーケティング、公共政策の不備があげられ、今後のサプライとして企業の

自助努力、複合ステークホルダーアプローチ、人的資源開発という 3 つの主題が

示されている。 
戦略プランとして、「シャノン地域を地域イノベーションの世界的リーダーと
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する」という目標を掲げ、「地域のイノベーションシステム」、「学習する社会」、

「産業部門別政策」、「社会的統合」、「地域のアイデンティティ」という各原則を

示している。そして戦略の実践にあたっては、関係する組織が果たすべき役割と

ステップを明らかにしている。 
 

ｂ）研究機関誘致促進システム 
研究都市においては、魅力的な知的財産を数多く創出することが不可欠であり、

そのためには、クラスター内に質の高い研究機関を多く立地させることが望ましい。

その際には、クラスター戦略に鑑み、既存の資源を活用あるいは補完するような研

究機関にターゲットを絞り、誘致活動を展開することが必要である。 
先進クラスターの多くが、クラスター形成の初期段階において、多様な方法で、研

究機関の誘致、設立に資源を投入している。 
 

ｃ）キーパーソンを招聘し、中核研究機関等の誘致活動を戦略的に展開 
・ サンディエゴの気候・風土に興味を持つ、東海岸のトップクラスの研究者等の

誘致（サンディエゴ） 
・ カリフォルニア大学サンディエゴ校の誘致（サンディエゴ） 
・ 先端医療センター、メディカルビジネスサポートセンター、再生・再生科学総

合研究センター等の中核研究機関及び研究者の戦略的誘致（神戸） 
・ 大手半導体関連企業（MCC、SEMETEC）の誘致（オースチン） 
・ 再生医療研究所の設立（ピッツバーグ） 
・ 全米ティッシュエンジニアリングセンターの誘致（ピッツバーグ） 
・ 世界トップクラスの研究者の誘致（シンガポール） 

 
ｄ）国家戦略を活用した研究機関の誘致 

・ 首都から国の研究機関の誘致（筑波、太田、ソフィア・アンティポリス） 
・ 先端技術に関する国際級の研究所の新設（新竹） 

 
ｅ）民間企業等の寄附による研究機関の設立 

・ 医学研究所の設立（サンディエゴ） 
・ 再生医療研究所の設立（ピッツバーグ） 

 
ｆ）大学による共同研究所の設立 

・ 複数の地元大学による研究所（SLI 研究所）の設立（スコットランド） 
 
ｇ）大学等によるサイエンスパークの整備 

・ バイオに特化したサイエンスパークを国家戦略として整備（新竹） 
 
ｈ）国立研究所との連携（連携大学院）による国立研究所の若手研究員の取り込みと、
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大学生等への技術・ノウハウの移転促進 
・ 筑波大学連携大学院では、物質工学工業技術研究所、生命工学工業技術研究所、

電子技術総合研究所、産業技術融合研究所、計量研究所、機械技術研究所と協定

を結び、若手研究員を併任・客員教員として登用している。 
 
②産学連携戦略に必要な仕組み・システム 
ａ）共同研究開発推進システム 

わが国はもとより沖縄の経済／産業システムが、「人間主体の頭脳産業」等のリー

ドする知識社会に対応していくためには、産学官の「組織の知」を結集した共同研

究開発の活発化が必要である。 
現在、国を中心に産学共同研究活動への様々な支援施策が行われている。産学共

同研究費の助成（国立大学における民間等との共同研究に係わる支援等）、施設整備

の直接推進（国立大学における共同研究センターの設置等）、施設・設備等建設費の

補助（私立大学ハイテク・リサーチ・センター整備事業等）などである。その結果、

たとえば、沖縄においては琉球大学に「地域共同研究開発センター」が設置され成

果をあげている。 
しかし、わが国の産学官の間で行われる共同研究開発には、アメリカ等と比較し

て次のような問題がある。 
・産学官の間での非公式的な交流の不足しており、形だけの共同研究になって

いる。 
・共同研究開発事業としての仕組みが確立されていないために、研究者のイン

センティブが低い、資金調達が難しいなどの問題がある。 
・共同研究が地元産業のニーズに的確に対応できず、研究の成果や蓄積された

技術の地元産業への移転が進んでいない。 
・大学や公的研究機関における特許管理や資金調達の仕組みの整備が遅れてい

る。 
こうした問題を解決していくためには、産学官の共同研究開発に市場原理を可能

な限り導入し、共同研究開発における需要（ニーズ）と供給（研究シーズ）のマッ

チング、研究者へのインセンティブ付与、研究成果の知的所有権の管理・運用など

の仕組みを確立していくことが必要である。 
 

ｂ）技術移転促進システム 
知識が経済システムの中に組み込まれる一つの形態として、「知識の商品化（経済

化）」があげられる。ここでいう知識の商品化とは、知識（技術、経営ノウハウ、特

許等）そのものが財として取引対象となり、市場メカニズムの中に組み込まれるこ

とをいう。 
わが国では、アメリカでみられるような産業技術・ノウハウ全般にかかわる本格

的な知識のマーケットは未だ形成されていない。既存のものとしては、「テクノマー

ト」というある種の技術取引市場があり、また最近、休眠特許・技術の流通市場形



 93

成の動きがみられる程度である。 
こうした、知識のマーケットシステムを構築していくことが、重要な戦略となり

つつある。たとえば、先進事例としては次のものがある。 
ア）テキサス・マーケットプレース（アメリカ） 

テキサス州オースティンで 「テキサス・マーケットプレース」がインターネッ

ト上に展開されている。これは、製品や生産に係わる情報・技術、人的資源、経

営ノウハウなどの経営資源の「ワンストップ・ショップ」として位置づけられて

いる。インターネットのサイトに製品及び様々な経営資源の「売り案件」と「買

い案件」を企業や個人利用者が登録するとともに（州政府・自治体の調達・入札

情報も入っている）、サイトにアクセスして必要な資源の調達先を見つけるという

オープン・マーケット方式を採用している。 
 

ｃ）知的人材交流システム 
国内外の先端産業集積地域をみると、研究者や技術者の組織を離れた個人レベ

ルでの交流、すなわちインフォーマルなコミュニティにおける知的な交流と触発

が重要な機能を担っている。インフォーマルなコミュニティとは、特定の問題や

興味に応じて組織横断的に形成される、研究者等の知識職種の個人を単位とした

つながりである。インフォーマルなコミュニティには、次の２つのタイプがある。 
・自由開放型コミュニティ（オープン型） 
・参加限定型コミュニティ（クローズド型） 

こうしたコミュニティが地域レベルでいかに活性化しているかによって、知的創

造活動の度合いが異なってくる。知識職種を中心としたインフォーマルなコミュニ

ティの形成とそれによる効果の事例としては、たとえば以下のものがあげられる。 
 

ア）筑波研究学園都市における研究者コミュニティ（日本） 
筑波研究学園都市における研究体制は、国立の研究所など各省庁ごとに縦割り

になっているが、研究者個人レベルではインフォーマルな共同研究グループが数

多く存在し、盛んな研究交流がなされている。こうした「研究者コミュニティ」

とでもいうべきインフォーマルな交流システムが、筑波の研究活力を生み出して

いるのである。 
 

イ）シリコンバレーにおける技術者と研究者のコミュニティ（アメリカ） 
シリコンバレーでは、「技術者と研究者のコミュニティ」あるいは「技術コミュ

ニティ」などと呼ばれる、知識ワーカーのネットワークが形成されている。これ

は、日常的に行われる電子的コミュニケーション、業界団体の会合・業界会議・

トレードショー・クラブなどの場を通じて、技術者や研究者が非公式に接触し、

競争相手や顧客、市場や技術についての最新情報の交換を行うとともに、新しい

アイディアを生み出しているものである。 また、同地域では、テクニシャン等の

パートタイマー・プロフェッショナルの同好会（パートタイマー・テクニシャン
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協会などと呼ばれている）が発達している。この同好会では、優秀な招待技術者

やテクニシャンの会員を講師として最新の技術開発の講演を行ったり、交流の場

としての懇談会を催したりすることによって、テクニシャン同士の知的触発交流

を促している。 
 

ウ）サンディエゴにおける地域コミュニティの形成（アメリカ） 
カリフォルニア大学サンディエゴ校では、地域のコミュニティ人材（産学の研

究者、産業人）を対象に、インフォーマルで教育的なプログラムやイベントを提

供・開催している。人と人との接触機会を増やし刺激を与えることで、アイディ

アや発明・発見の活性化、起業シーズの発火、イノベーションの創発を企図した

取り組みである。 
 
 
③新産業創出・産業集積拡大にかかるシステム 

 
ａ）知的人材育成システム 

知識社会の構築に向けて、最も基本的な要素は個人の頭脳から生み出される知

的価値（個人の知）である。こうした知識資源としての人（ヒューマンウエア）

の知的活動の場や環境を開発することをここでは、「知的機会開発」と呼ぶ。 
地域の知識経済の発展には、こうした知的機会開発や、優れた知識ワーカー（研

究者・技術者等）を地域内で育成し供給する人材開発システムを形成することが重

要である。 
日本の知的機会開発における最大の問題は、特にアメリカで顕著にみられるよう

な、世界から第一級の知識ワーカーが集まり互いに知的刺激を受け、触発によって

新たな価値が生み出されるという、ダイナミックな知的創造環境が未成熟なことで

ある。 
この問題を解消していくには、日本が完全な知的開国を進めることによって、海

外からの優れた頭脳を流入させ、学術研究、技術開発、ベンチャー創業などの面で、

新しい外からの「血」を注入し知的活力を生み出していかなければならない。 
また、わが国の人材開発の面での大きな問題は、地域で必要とされる分野の技術者

や専門家を、地域単位で養成・プール・供給するという「地域人材育成供給サイク

ル」が体系的に確立されていないことである。この問題に対応するには、産学連携

による相互人材教育、知的人材の仲介・斡旋システムの充実などが必要になる。こ

れらの面で進んでいる欧米の状況は次のようになっている。 
 

ア）産業界で働いているエンジニアを対象とする専門講座を実施（スコットランド） 
スコットランド地域の 4 大学が、LSI における世界トップクラスの専門家と協

力し、世界有数の SLI 研究所を創設し、システム LSI に関連するエンジニアの育

成プログラムを推進している。同研究所では、最先端研究を行うとともに、世界
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初の LSI 分野の修士課程を設置。この修士課程では、産業界ですでに働いている

エンジニアを対象とする専門講座を提供するとともに、電子工学やコンピュータ

サイエンスの学位を持つ学生を対象とした 1 年間の本格的な修士コースも実施し

ている。 
 
ｂ）ベンチャー創出支援システム 

内発型産業振興によって地域経済活性化を実現していくうえで、ベンチャービジネ

ス等の創業（起業）を効果的に支援する仕組みが不可欠である。こうした認識のも

とに、わが国では公的機関が中心となって、間接ベンチャーキャピタル制度をはじ

めとする創業支援のための様々な施策が展開されている。しかし、現在の創業支援

制度には、次のような問題が発生している（沖縄においても同様に発生していると

考えられる）。 
・公的機関のみではベンチャービジネスの正当な技術評価ができない 
・成功・失敗経験にもとづく「現場的創業ノウハウ」の学習機会が少ない 
・支援施策情報・サービスのチャネルが錯綜しており効果的でない 
・シード段階（ビジネスのアイディア段階）での支援が不十分である 
・潜在的起業家（学生等）への支援の仕組みが不十分である 
・既存企業の新技術・新製品開発、組織改革による創業支援が弱い など 

こうした問題を解決していくためには、様々な局面での「創業」に係わる広汎な知

識（技術評価、現場的創業ノウハウ、経営・マーケティングの知識など）やサービ

スを連結させ効果的に供給していくことが必要である。 
 
ｃ）企業誘致促進システム 

大学や研究機関の研究成果や地財を産業化に結びつけるためには、大学や研究

機関からベンチャー企業を輩出する方法があり、それは、多くのクラスターにお

ける重要なプロセスとして位置づけられている。しかしながら、それだけでは、

十分な経済効果が期待できないため、大学等の研究成果を大きく展開できる企業

の誘致も必要である。企業誘致のメリットとして、そこからのスピンオフ／スピ

ンアウトベンチャーの創出が期待できることがあげられる。シリコンバレーやサ

ンディエゴのような米国の地域クラスターでは、このようなベンチャー創出が活

発に行なわれており、ベンチャー企業の集積が形成されている。 
とくに、ベンチャー支援システムが整備されていない初期段階においては、大企業

等の誘致は必要不可欠であるといえよう。企業誘致に向けて、先進的なクラスター

では、次のような取り組みを実施している。 
 
ア）国内外からの企業誘致に向けた体制整備 

・コンサルタント等と提携した企業誘致活動の実施（新竹、神戸） 
・外国に事務所を設置し、現地企業を積極的に誘致（スコットランド、新竹な

ど） 
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・福岡県海外企業誘致協議会（北九州） 
イ）立地企業に対するインセンティブの付与 

・外資系企業を対象としたインキュベーション施設「神戸国際ビジネスセンタ

ー（KIBC）」における家賃減免（神戸） 
・起業ゾーン常連等による優遇措置の提供（神戸） 

ウ）立地企業に対する産業面、生活面からのサポート体制の充実 
・サイエンスパーク管理局により立地企業へのサポート（新竹） 
・生活コミュニティの形成（新竹） 

 
 
（３）沖縄でのサイエンスパーク整備・運営に向けた課題 
 

国内外の主要成功事例を参考に、中長期的な観点で、沖縄県におけるサイエンスパー

ク整備及び運営に向けた課題を整理すると、以下のようになる。 
 
①戦略策定 

行政の主導により産官学の知恵を結集し、「沖縄科学技術研究都市形成構想」（今後

策定予定）をたたき台として、より具体的な知的クラスター及び産業クラスター形成の

戦略や、沖縄研究都市の都市づくりプランを策定することが必要であり、現段階から取

り組むべき課題といえる。 
＜例＞ 
・神戸医療産業都市構想研究会による構想策定（神戸） 
・RIS プログラムよる戦略プラン策定（シャノン） 
・スコットランド開発公社による「バイオテクノロジーのクラスター行動計画」

（スコットランド） 
 

②中核推進組織の形成 
行政の主導により沖縄研究都市、知的クラスター、産業クラスターの形成を統括的

に推進する組織をつくることが望ましい。 
＜例＞ 
・スコットランド開発公社（スコットランド） 
・リサーチ・トライアングル・インスティテュート（ノースカロライナ州） 
・バイオメディカル研究協議会＜BMRC＞ （シンガポール） 
 

③開発・投資基金の創設 
行政が全額出資あるいは民間との共同出資によってクラスター形成のための戦略的

な基金を創設し、クラスターで展開される R&D への投資、ベンチャー育成、産業誘致

等へ投資する仕組みづくりが必要である。 
＜例＞ 
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・州政府によるリサーチ・トライアングル基金（ノースカロライナ州） 
・ベン・フランクリン・パートナーシップ（ピッツバーグ） 

＜政府資金と民間資金によるマッチングファンド＞ 
・経済開発庁（EDB）によるクラスター開発基金（シンガポール） 
 

④産業・研究開発機能の誘致 
行政が主導し、各種優遇措置供与、情報提供、人的ネットワーク活用などによって、

国内外から産業、人材（研究者等）、研究機関、大学等を誘致する仕組みづくりが必要

である。 
 

⑤インフラの整備 
行政が主導し、サイエンスパーク、インキュベーションセンター、ライフライン、

道路等のインフラを整備することが必要である。 
 

⑥人材の育成 
行政が、戦略分野の人材育成プログラム（奨学金等）、国公立大学へのコース設置、

義務教育レベルでの教育カリキュラムの充実等によって、科学技術に強い産業人材を

育成する仕組みづくりが重大な課題である。 
＜例＞ 
・生命科学人材育成プログラム（シンガポール） 

 
⑦啓蒙・PR 活動 

行政が、研究都市やクラスターの戦略・支援策等について、インターネット等の各

種媒体を通した情報発信、世界各地でのセミナー・シンポジウム等を開催し、戦略的

に啓蒙・PR 活動を行うことが必要である。 
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２）創薬推進支援プロジェクト/高機能性成分分析機関の誘致 
 
（１）創薬の現状と課題 
 

従来の創薬手法は、疾病の病態研究から受容体拮抗や酵素阻害活性を指標に数万種

類の化合物をスクリーニングする偶然性に頼っていた。これまでのスクリーニングは、

①中国やアマゾン・極地等、未知の生物資源から、生理活性物質を探すといった手法

や、②生理活性が予想される合成可能な物質を網羅的に精査するといった手法が中心

であった。しかし、これらの手法は、近年、「やりつくされた」感があり、創薬にはつ

ながらなくなってきている。ただし、海洋については未知の部分がまだ多く、新規生

理活性物質資源としての、海洋資源の可能性は高い。旧来より海洋資源による創薬の

可能性については、指摘されていたもの、近年、特に 2000 年以降、海洋生物関連医薬

の特許出願は増加傾向にある。 
 
また、近年の分子生物学や情報科学（バイオインフォマティクス）の進展によりゲ

ノム（遺伝子）の解読が進み、癌や糖尿病、高血圧など数多くの疾患に遺伝子が関連

していることが明らかになってきた。これらのゲノム情報を活用することにより、疾

病関連遺伝子及びタンパク質を特定し、医薬品の標的が明確になり、論理的･効率的に

創生することをゲノム創薬という。特に、近年の次世代ゲノムシーケンサの開発で、

安価に迅速にヒトの全ゲノムの読み取りが可能になり、医薬品開発は今後圧倒的に効

率化するといわれている。また、ゲノム創薬の中でも、「病気の原因や薬物応答の個人

差の原因となる遺伝子をみつけ、より効果が高く、副作用の少ない医薬品の創生が可

能となるゲノム創薬によるテーラーメイド医療が期待される。」と盛んに言われている。 
ただし、テーラーメイド医薬品は、その性質から薬品としての市場は小さく、莫大

な創薬開発コストをペイできないという問題がある。また、ゲノム情報から医薬品を

テーラーメイドする手法もまだ手探りの状態にあり、今後しばらくの間は、急激にテ

ーラーメイド医薬品市場が伸びていくとは考えにくい。 
 
今後、開発コストと市場性の面で、製薬企業が取り組まないような医薬品開発が、

医師主導の治験を通して行われるようになるといわれている中、これまでのコスト概

念・市場認識とは異なる、「医師の臨床研究アイディアに基づく医薬品」が出てくる可

能性もないとは言えないが、承認申請には莫大な手間・コストがかかることには変わ

りがないため、医師主導の治験で新薬が増えていくとは考えにくい。 
また、近年の蛋白（プロテオーム）研究、メタボローム研究の成果や、インシリコ

創薬の伸展等より、これまでよりも効率的に、ターゲットタンパクやリード化合物の

探索が可能になっている。しかし、我が国の製薬企業の新規医薬品開発力は世界的に

みて弱く、製薬企業は依然効率的な創薬手法を求めて奮闘している状況にある。 
なお、ゲノム創薬の手法をとるにしろとらないにせよ、今後は、新薬承認の段階で

も遺伝データの提示が要求されるようになるといわれていることもあり、いずれにせ
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よ、今後、創薬～医薬品承認の段階において、安価で高速の遺伝子解析は必須となる。 
 

図表 1-43 ＢＴ発展と創薬の歴史 

BTBT発展と創薬の歴史発展と創薬の歴史

《 個の医療 》

医師の“さじ加減“
（患者個別の調剤）

経験に基づく創薬経験に基づく創薬

疾病の対症療法疾病の対症療法

経験主義的経験主義的
in vitroin vitro実験を活用実験を活用

《 平均(Mass)の医療 》

約束処方
（常用量という考え）

根拠に基づく創薬根拠に基づく創薬

治癒と予防治癒と予防

科学的合理的予測科学的合理的予測
in in silicosilico解析を重用解析を重用

《 再び個の医療へ 》

患者の個別評価と
合理的な薬物治療設計

第2世代 1980～

組換え蛋白

抗体医薬

第第22世代世代 19801980～～

組換え蛋白

抗体医薬
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シグナル伝達修飾

遺伝子治療

細胞治療

第第33世代世代 19901990～～

アンチセンス

シグナル伝達修飾

遺伝子治療

細胞治療

第4世代 2000～

再生医療

ゲノム医薬

第第44世代世代 20002000～～

再生医療

ゲノム医薬
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【現在の創薬に関するキーワード】 

○ゲノム創薬 
・ ゲノム情報を活用し、医薬品を論理的･効率的に作り出すことをゲノム創薬と言う。 
・ ゲノムの解析により、病気の原因や薬物応答の個人差の原因となる遺伝子をみつ

け、より効果が高く、副作用の少ない医薬品がゲノム創薬によって作られること

が期待されている。 
 
○インシリコ創薬 
・ インシリコ創薬とは、医薬品の開発初期段階で、コンピュータ上で新薬候補化合

物を選別・設計する手法のこと。 
・ 候補化合物の探索は現在、手当たり次第に実験を繰り返す「ランダムスクリーニ

ング」と呼ぶ方法が一般的で、探索一回当たりの費用は数千万円にものぼると言

われているが、インシリコ創薬の手法を活用すれば実験数が少なくて済み、開発

コストや期間を大幅に圧縮できると期待されている。ただインシリコ技術は 2000
年代から注目され始めたばかりで、新薬開発の原動力となった例はまだない。 
 

○極限環境微生物を用いた創薬 
・ 化学的条件（pH、塩濃度、有害物質など）や物理的条件（温度、圧力、紫外線・

Ｘ線）が我々の住む環境とは極端に異なる条件で生育する微生物をスクリーニン

グし、生理活性物質を発見していく。 
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○ヒト細胞を用いた創薬探求・実験系 
・ ヒト細胞系を用いて、生理活性・生理反応の確認を行う。 
・ 特に近年は、ES 細胞、iPS 細胞等からさまざまな組織の細胞への分化誘導や、細

胞の大量確保が理論上可能になりつつあるため、創薬での応用が期待される。 
 

○分子イメージング 
・ 体内での薬物動態を分子レベルでイメージングし、新薬候補物質の作用機序を解

明すると同時に、体内での安全性を確認（モニタ）する技術。 
 

 
【創薬のプロセス】 

「創薬」とは、一般に、候補化合物・物質を抽出し、実際の臨床試験に入る手前ま

での段階をさす。 
図表 1-44 創薬のプロセス 

 
 

○創薬ターゲットの探索 
・ 最新の研究動向、成果からどのような疾患、薬効メカニズムを対象とするかを決

定する。例えば、摂食を活発化するタンパク質因子が発見されたとしたら、その

タンパク質因子の機能阻害薬を肥満治療薬としての開発のテーブルに乗せる。こ

れが「標的の同定」の一例である。 
 
○ターゲットバリデーション（標的の確定） 
・ 実際に疾患モデル動物などを用い、標的の妥当性を検証する。例えば、糖尿病を

標的にした場合、血糖値を下げる働きをする受容体が見出されたとする。この受

容体に対するリガンド 12 が実際に血糖値を下げる働きをするか、糖尿病モデル動

物を使って、作用の確認を行うといったことが標的の確定に該当する。 
・ このプロセスでは、ADME（薬物の吸収、分布、代謝、排泄）など疾患シミュレ

ーション手法の活用の余地がある。 
 
○探索スクリーニング 
・ 標的領域で作用を発揮する化合物群を創出するプロセス。状況によっては、研究

途上でドロップする可能性もあるので、多数の化合物を合成し、スクリーニング

を行う。 
・ 最近では、高速自動合成スクリーニングシステム（HTS）やバーチャルスクリー

ニングの導入により、自動・省力化と短期に多種化合物創製能力の向上が図られ
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ている。 
・ 製薬会社は、これまで作って来た自社化合物や、業者から購入した化合物を数百

万個持っている（これを化合物ライブラリと呼んでいる）。この化合物ライブラリ

の中から、新薬の元となる化合物を探し出すことから宝探しは始まる。 
・ このように、薬の構造にはこだわらず、すべての化合物について化合物の作用を

調べるやりかたを「ランダムスクリーニング」と呼んでいる。 
 
○リード化合物の特定 
・ ランダムスクリーニングで見つかった化合物が、そのまま新薬になることはほと

んどない。通常は、まず化合物ライブラリの中で最も活性があり、扱いやすい化

合物を見つけ（これを「リード化合物」と呼ぶ）、次に合成担当者がリード化合物

に手を加え、より活性が高く、安全で、取り扱いやすい化合物を作っていく。 
 
○リード化合物の最適化 
・ 創製された多数の化合物の中から、薬効、薬効持続性、投与経路・回数、溶解性

など、多面的な視点から、より薬として適切な化合物群を絞り込んでいくプロセ

ス。 
・ 短期に多種の化合物を手にすることが容易になったことで、このプロセスの重要

性が増している。 
 
 
【最適化された化合物が医薬品になるまで】 

新薬開発は、「創薬」プロセスを経て候補物質を決定したのち、下図のような臨床試

験のプロセスで、安全性や有効性確認がなされる。なお、新薬開発の目的で実施する、

臨床試験を特に、治験と呼ぶ。 
図表 1-45 臨床試験のプロセス 

治治 験験

PhasePhaseⅠⅠ
（第Ⅰ相臨床試験）

PhasePhaseⅡⅡ
（第Ⅱ相臨床試験）

前期 後期

PhasePhaseⅢⅢ
（第Ⅲ相臨床試験）

基礎研究基礎研究
市販後の調査等市販後の調査等

フォローアップフォローアップ

承
認

各フェーズで確認する事項

第Ⅰ相臨床試験 ： 安全性

第Ⅱ相臨床試験 ： 臨床効果（少数を対象）

前期 ： 効果の有無

後期 ： 適切な用法・用量の決定とその有効性

第Ⅲ相臨床試験 ： 副作用等を含め薬剤の有効性の有無（多数を対象）

販売

 

 
臨床試験のプロセスには多くの年月とコストがかかる上、この段階で脱落するケー

スも非常に多い。特に、わが国において、の段階で年月を費やす理由として、以下の
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点があげられている。 
・参加者（患者）がなかなか集まらないため、非常に進むのが遅い 
・関連手続きが煩雑な上、国際標準ではない（国際的には必要とされていない情

報・手順が求められている） 
その上、日本での治験はコストが高く、日本企業ですら、廉価で迅速に実施できる

海外で治験を実施する企業が多い。その点、現在は中国、インド（特に中国）での治

験環境が注目されている。 
図表 1-46 新薬の開発プロセスと成功確率 

新薬の開発プロセスと成功確率新薬の開発プロセスと成功確率

BT戦略会議 第1回会合（2002/7/18） 配布資料より

累積成功率
次の段階に

移行できる確率
化合物数

422,653

1：6,709
1：12,076（自社開発）

1：1.363
35（うち自社開発）

1：5,1541：2.082

1：2,6091：1.5162

1：1,776238

累積成功率
次の段階に

移行できる確率
化合物数

422,653

1：6,709
1：12,076（自社開発）

1：1.363
35（うち自社開発）

1：5,1541：2.082

1：2,6091：1.5162

1：1,776238

合成（抽出）
化合物数

合成（抽出）
化合物数

前臨床試験
開始決定数

前臨床試験
開始決定数

臨床試験
開始数

臨床試験
開始数

承認申請承認申請承認申請

承認取得承認取得承認取得

2～3年

3～5年

3～7年

1～2年

製薬協（1996－2000実績）

 
 
日本を魅力的な治験環境にするためには、世界の他地域に比較して、圧倒的な迅速

性を実現する必要がある。日本政府も、我が国の治験環境の問題点は認識し、行動計

画を起こしている（文部科学省・厚生労働省「新たな治験活性化 5 カ年計画」平成 19
年 3 月）。この計画が実現すれば、状況はある程度改善されるものの、中国・インドと

競争力が生じるほどの、圧倒的な迅速性を実現できるかどうかは不明である。 
日本は治験を実施しやすいよう、必要な手続きの国際的ハーモナイゼーションを目

指しているが、逆にそれ故に、日本で上市しようとする製品に対する治験を日本で実

施する必要がなくなるという懸念もある。 
 
【他地域での取り組み】 

○大阪彩都ライフサイエンスパーク構想 
・ 大阪北部地域では、大阪府が昭和 61 年に策定した国際文化公園都市基本構想（案）

に基づき、大阪都心部から 20ｋｍ圏内の大阪北部の緑豊かな丘陵地に職住双方の

機能を備えた複合機能都市「彩都」（茨木市北部から箕面市東部の 743 ㌶）の建設

プロジェクトを官民の連携により進めている。 
・ 中でも、周辺 5ｋｍ圏内に大阪大学、同大学医学部附属病院、国立循環器病センタ

ーなどライフサイエンス分野における世界有数の大学、研究機関が立地集積する
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高いポテンシャルと、ライフサイエンス関連産業の将来性に着目し、彩都のシン

ボルゾーンとして彩都の西部地区にライフサイエンス分野のリサーチパーク（彩

都ライフサイエンスパーク）の形成が推進されてきた。 
 

彩都ライフサイエンスパークの施設 

（独）医薬基盤研究所 医薬品開発に向けた基盤技術の開発研究とその振興、研
究資源の供給  

彩都バイオインキュベータ 大阪大学を主要連携大学とする大学連携型起業家育成施
設 

彩都バイオヒルズセンター 
民間企業（八洲薬品㈱）の本社。 
大阪府バイオインキュベート施設認定制度による認定レ
ンタルラボ 

新彩都バイオインキュベータ 
（2008 年春の開設予定） 公設民営形態による新たなインキュベート施設 

エムジーファーマ（株） 医療用・一般用医薬品製造販売 
保健機能食品及びその原材料の製造販売 

（株）ペプチド研究所 ペプチドの受託合成 

（財）日本食品分析センター 
バイオ技術を活用した医薬品・食品等の分野での高品
質・高精度での分析を製薬企業・食品企業や大学等の研
究機関から受託 

（医）友紘会 医薬品等の開発に必要な治験の実施 

トーヨーポリマー（株） 医療分野、バイオ分野での臨床及び研究用の素材、部材
等の研究を実施 

 
周辺のバイオメディカル分野の研究機関 
・ 大阪大学、大阪大学医学部附属病院 
・ 国立循環器病センター 
・ 大阪バイオサイエンス研究所 
・ 千里ライフサイエンスセンター 
 
バイオクラスター形成への取り組み 

シーズのインキュベート 

北大阪バイオシーズインキュベート会議 新しいバイオビジネス創造をサポートする研究者
のためのビジネス化相談窓口 

バイオビジネスコンペ JAPAN 多くのバイオベンチャーを輩出するバイオビジネ
スの登竜門 

公的研究資金の導入 
知的クラスター創成事業 
（文部科学省） 

大阪北部地域のシーズを発掘・コーディネートし大
型グラントにより産業化 

産業クラスター計画 
（経済産業省） 

大学発バイオベンチャー創出と中小企業のバイオ
分野進出を強力に支援 

バイオグリッドセンタープロジェクト 
（文部科学省） 

超高速グリッドコンピュータネットワークの構築
によりゲノム創薬を支援 

治験の体制整備 

創薬推進連絡協議会 治験の迅速化・効率化へ向けた大阪圏治験ネットワ
ーク構想の推進 

人材育成・人材交流 

NPO バイオビジネスステーション バイオベンチャーの経営人材・支援人材の教育と供
給などを支援 

彩都バイオサイエンスセミナー 定期的な交流セミナーにより大阪北部地域に活発
な研究者コミュニティを形成 

彩都リエゾンオフィス  産官学連携の推進に向け、関係機関の橋渡し役とし
てヒューマンネットワークを構築 
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その他 

バイオ情報ハイウェイ構想  
大阪北部に世界レベルのバイオクラスター形成を
めざし、創薬、医療機器・研究開発支援機器の開発、
ナノバイオの産業化など、25 のプロジェクトを推進

バイオメディカルクラスター創成特区 構造改革特区の認定により基礎研究の事業化を促
進するための規制緩和を積極的に推進 

 
 
○福岡バイオバレー構想 
・ 福岡県久留米市を拠点に、新薬開発などバイオテクノロジー関連の企業・研究機関の

集積を目指す「福岡バイオバレープロジェクト」が進められている。 
・ 福岡県では、2001 年 4 月に福岡バイオ産業拠点化構想（福岡バイオバレー構想）を

策定、1989 年に設置されたインキュベート施設の運営組織でもある「久留米リサー

チパーク」のバイオプロジェクト推進室が事務局機能を担っている。 
・ 福岡県南部にバイオ関連企業・研究機関の集積を進め、バイオ技術を核とした新産業

の創出を目指しており、中核的な機関として「福岡県バイオ産業拠点推進会議」を設

置している。 
・ 久留米市を中心とする県南地域には、酒造などの醸造業が集積しているが、本構想は

地域の大学や公的研究機関のポテンシャルを活用してバイオメディカル分野への展

開を目指したものである。 
 
久留米リサーチパークの施設 
福岡バイオインキュベーションセンター
（F-BIC） 

バイオベンチャーや産学官共同研究プロジェクト
等の受け皿として福岡バイオバレーの中核拠点。 

福岡バイオファクトリー 研究段階から製造段階に成長しているバイオベン
チャーを支援する施設。 

 
周辺のバイオメディカル分野の研究機関 
・ 久留米大学医学部 
・ 福岡県工業技術センター生物食品研究所 
 
バイオクラスター形成への取り組み 
シーズのインキュベート 

福岡バイオインキュベーションセンター ビジネス支援、技術的支援、研究開発助成等のイン
キュベーション支援サービス 

公的研究資金の導入 
都市エリア産学官連携促進事業 
（文部科学省） 

大学等の「知恵」を活用し新技術シーズを生み出し、
新規事業等の創出、研究開発型の地域産業の育成 

地域新生コンソーシアム研究開発事業 
（経済産業省） 

地域において産学官連携による事業化に直結する
実用化技術開発を促進 

治験の体制整備 
福岡バイオバレーTR 研究会  
人材育成・人材交流 

福岡県海外企業誘致センター 

ソウル､上海、香港、サンフランシスコ、デュッセ
ルドルフを拠点としてビジネス交流のための福岡
バイオバレープロジュクトの紹介や各地域のバイ
オ産業情報の入手等 
海外のバイオ関連企業の誘致 
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福岡バイオフォーラム 
アジアとの連携。東アジアにおける拠点化を目指し
て､先端医療または創薬化に向けた探索的臨床研究
等に関する国際フォーラムを開催 

九州地域バイオベンチャーフォーラム 
九州地域のバイオベンチャーを広く紹介するとと
もに、支援機関の取り組みの紹介、関係者の交流促
進を目的に開催 

その他 
久留米アジアバイオ特区 企業や大学等への東アジア等の優れた研究者の就

業促進に取り組む 
 
 
○海外の創薬のためのベンチャー集積事例 
 

米国 マサチューセッツ州 「ジーンタウン」 
地 理 的 領 域 マサチューセッツ州 
分 野 特 性 創薬(ワクチン、ゲノミクス・プロテオミクス等)、医療機器分野に強み 
集 積 企 業 特 性 研究開発型企業、ベンチャー企業が多い 

研 究 開 発 資 源 

・ハーバード大、MIT 等の先進研究機関、マサチューセッツ総合病院等の有力
病院が多数存在。 

・世界トップレベルの優秀な研究者を豊富に擁する。 
・州内大学によるライフサイエンス分野研究支出約 9 億ドル(2003、全米 50 州
中 8 位)。 

・NIH からの支援額約 23 億ドル(2004、全米 2 位) 。 

事 業 化 状 況 

・バイオベンチャー企業がクラスターのダイナミクスを支える。 
・ワクチン・新薬開発、ゲノミクス・プロテオミクス等に強み。 
・同州に集積するバイオテクノロジー企業 280 社(2002)、1999～2001 年の起
業数 77 社。 

・州のバイオ産業雇用数 2.6 万人(2002)。 

代 表 的 企 業 

医薬系の研究開発型企業が中心。研究用機器やバイオ関連資材を扱う企業も存
在する。 
・Biogen Idec, Inc.（抗癌剤・抗腫瘍剤や免疫疾患治療薬の開発、世界有数の
バイオ企業） 

・Genzyme Corporation（バイオ医薬品開発等） 
・Millennium Pharmaceuticals, Inc.（遺伝子情報を基にした新薬開発） 
・Matritech Inc.（体内がん細胞を発見する薬品開発） 等 

 
米国 メリーランド州 「バイオキャピタル」 

地 理 的 領 域 メリーランド州 
ベセズダ～ボルティモア付近 

分 野 特 性 医療分野(遺伝子、ワクチン等) に強み 
集 積 企 業 特 性 委託研究サービス業が多い 

研 究 開 発 資 源 

・NIH 等の連邦政府研究機関による世界最高峰の研究開発力を擁する。 
・ジョンズホプキンズ大学、メリーランド州立大学も有力。 
・州内に 50 以上の国立研究所が拠点を有し、そこで働く科学者は 10,000 人以
上。 

・州内大学によるライフサイエンス分野研究支出約 10 億ドル(2003､全米 6 位)。
・NIH からの支援額約 20 億ドル(2003､全米 4 位) 。 

事 業 化 状 況 

・ヒト治療、バイオサービス等の分野を中心に、ベンチャー企業系の小規模企
業が多い。 

・NIH からスピンオフした遺伝子関連企業群、Walter Reed 陸軍研究所から
スピンオフしたワクチン製造企業群が目立つ。 

・同州立地のバイオテクノロジー企業数 360 社、雇用者数 23,000 人超(2006)。

代 表 的 企 業 

主要企業としては、遺伝子治療、医療関連の企業等が挙げられる。 
・MedImmune, Inc.（感染症、癌、炎症性疾患治療薬開発） 
・Human Genome Sciences, Inc.（たんぱく質、抗体薬の開発） 
・ Guilford Pharmaceuticals Incorporated（腫瘍学、急性病患者治療研究）
・ Celera Genomics Group（遺伝子解析） 等 
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米国 カリフォルニア州 サンフランシスコ地域 「バイオテック・ベイ」 

地 理 的 領 域 カリフォルニア州 
サンフランシスコ地域 

分 野 特 性 バイオテクノロジー(ゲノミクス・プロテオミクス等)､医療機器､製薬、アグリ
バイオ等広範 

集 積 企 業 特 性 多種多様 

研 究 開 発 資 源 

・有力な研究開発拠点としての認知度が高く、科学・技術革新の世界拠点とな
る。 

・スタンフォード大、UCSF、UCBA が研究機関の核。CA 州の中でも大学研
究者数や研究開発投資額が高水準。研究開発分野は医学が圧倒的に多い。 

・地域内大学によるライフサイエンス研究開発支出約 96 万ドル(2001)。 
・NIH からの支援額 86 万ドル(2002)。 

事 業 化 状 況 

・バイオテクノロジー、医療機器、製薬等の企業が集積する全米有数のクラス
ター。 

・ベイエリアの企業数はライフサイエンス関連企業 800 超、バイオテクノロジ
ー企業 300 社。 

・雇用者数は約 85,000 人。 
・ベンチャー・キャピタル数約 260、ベンチャー・キャピタル投資額約 65 億
ドル(92-01)も非常に高水準。 

代 表 的 企 業 

バイオテクノロジー、医療機器、製薬等の世界的企業をはじめ、大小さまざま
な企業が集積。 

・Genentech Inc.（遺伝情報を用いたバイオテクノロジー企業） 
・Cetus Corp（PCR） 
・Bio-Rad Laboratories, Inc.（遺伝子研究、感染症予防） 
・Genencor International, Inc.（低刺激性バイオマテリアルの研究開発） 
・Bayer Corporation（血液学、心臓病学に基づく製薬、製品開発） 等 

 
米国 カリフォルニア州 サンディエゴ地域 「バイオテック・ビーチ」 

地 理 的 領 域 カリフォルニア州 
サンディエゴ地域 

分 野 特 性 バイオテクノロジー､製薬(診断・治療薬)に強み 
集 積 企 業 特 性 スピンオフベンチャーに特徴 

研 究 開 発 資 源 

・研究機関の核は UCSD、スクリプス海洋研究所、ソーク研究所等。 
・NIH ファンド受入額 8.6 億ドル(2004)。 
・地域内大学によるライフサイエンス研究開発支出約 30 万ドル(2001)。 
・NIH からの支援額 94 万ドル(2002)。 

事 業 化 状 況 

・サンディエゴ郡のライフサイエンス関連企業は 500 社以上、雇用者は約
36,000 人、市場規模は 85 億ドル。 

・従来はバイオテクノロジーが中心だったが、近年では医療機器、診断技術等
多岐にわたる。 

・ベンチャー・キャピタル数約 14、ベンチャー・キャピタル投資額約 7 億ドル
(92～01)。 

・大学が起業、資金調達、事業計画策定等の教育や支援を行う。 

代 表 的 企 業 

バイオテクノロジーと製薬（診断薬、治療薬）分野が主要企業である。 
・Arena Pharmaceuticals Inc.（抗肥満活性物質を開発） 
・Anadys Pharmaceuticals Inc.（肝炎、感染病、がん等の治療のための低分
子化合物の開発、商品化を目的としたバイオ医薬会社） 

・Favrille, Inc.（がんの免疫治療法を開発しているバイオ医薬品企業） 
・Nanogen Inc.（リアルタイム測定用 PCR 試薬、ナノチップ、電子マイクロ
アレイ・プラットフォーム等の診断用製品を開発） 等 
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米国 ノースカロライナ州 「リサーチトライアングル・パーク」 

地 理 的 領 域 ノースカロライナ州 
3 大学を結ぶ三角地帯 7,000 エーカー 

分 野 特 性 幅広いハイテク集積、ライフサイエンス分野ではバイオテクノロジー、バイオ
医薬、環境等 

集 積 企 業 特 性 ハイテク研究開発型ベンチャー企業及び多国籍企業 

研 究 開 発 資 源 

・デューク大学、ノースカロライナ州立大学ラーレー校、チャペルヒル校を研
究開発拠点とする。 

・パーク内に 157 企業・機関が存在(うち 132 は R&D 中心)。 
・域内 11 大学から科学者、エンジニア、管理者、技術者等年間 15,000 人以上
を輩出する。産学の研究者交流も盛ん。 

・州内大学によるライフサイエンス分野研究支出約 10 億ドル(2003、全米 5 位)。
・NIH からの支援額約 10 億ドル(2004、全米 7 位) 。 

事 業 化 状 況 

・パーク内の企業・研究機関数は 157、うち 34％はスタートアップ企業(2007)。
・半数以上が従業員数 10 人未満の小規模企業である。 
・雇用者数は 39,000 人、うち 97.3％が研究開発企業に属する(2006)。 
・パーク内には公的インキュベーション機関があり、ベンチャー企業支援を行
う。 

代 表 的 企 業 

主要企業としては、バイオテクノロジー、医療等の分野における世界的企業等
が挙げられる。 
・GlaxoSmithKline Inc.,（HIV／エイズ、結核、マラリアの治療薬開発） 
・Bayer Crop Science（作物保護、非農業の害虫防除、種子・植物バイオテク
ノロジーの革新的企業） 

・Biogen IDEC Inc（リンパ腫治療薬、多発性硬化症治療薬開発） 
・BASF Corporation （作物保護における殺菌剤、殺虫剤、除草剤の開発） 等

 
英国 ケンブリッジ州 
地 理 的 領 域 ケンブリッジ州 
分 野 特 性 医療、バイオ医薬品等に注力(癌、神経系、心臓血管疾患等) 
集 積 企 業 特 性 大学発ベンチャー企業、国内外の大手企業等 

研 究 開 発 資 源 

・30 以上の大学、研究機関(ケンブリッジ大、The Rosalind Franklin Centre for 
Genomics Research 等)、3 つの研究病院を擁し、研究・治験等活動のための
インフラに恵まれる。医療・バイオ分野で 14 名のノーベル賞受賞者を輩出。
・ライフサイエンス分野の学生 3,500 名、研究グループ 350 以上。 
・ケンブリッジ・ネットワークという民間組織が研究者同士のコミュニケーシ
ョンを支援。 

事 業 化 状 況 

・クラスター内の創薬・バイオ企業数は 215(2007)、総売上額は 5 億ドル超
(2004)。 
・製薬開発・サービス、ヘルスケア診断法開発分野の企業が多い。 
・大学発ベンチャー企業設立、海外大手企業進出が目立つ。 
・ライフサイエンス関連就業者数は 25,000 人。 

代 表 的 企 業 

ケンブリッジ及び、ケンブリッジを含むイギリス東部地域に立地する企業。 
・Amgen Inc.（生物薬剤メーカー） 
・Genzyme Corporation（バイオテクノロジー、ヘルスケア製品メーカー） 
・Gilead Sciences, Inc.（製薬メーカー） 
・GlaxoSmithKline plc.、Merck, Sharp & Dohme Ltd（製薬メーカー）の研
究施設 等 

 
英国 オックス フォードシャー州 

地 理 的 領 域 オックスフォードシャー州 
オックスフォード市を中心 

分 野 特 性 バイオテクノロジー/製薬、創薬に強み 
集 積 企 業 特 性 大学からの技術移転により設立される企業が多い 

研 究 開 発 資 源 
・オックスフォード大を中心に研究機関が集積。 
・域内でバイオテクノロジー研究を行う主要機関は 10 機関、3 病院。 
・科学・創薬分野で 2,500 名の研究者と 2,000 名の大学院生が活動を行う。 
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オックスフォード大は、研究開発拠点、人材供給拠点、スピンアウト企業の源
泉等として機能している。 

事 業 化 状 況 

・クラスター企業数 66 社、雇用者数約 2,000 名(2005)。 
・2 つのバイオパークに約 30 社が集中立地。 
・バイオテクノロジー/製薬、創薬企業が多く、外国資本の企業も約 15％を占
める。 

・大学の研究開発シーズを基点とした起業も盛んで、毎年 10 件弱の創業企業
をうみだす。 

代 表 的 企 業 

バイオテクノロジー、製薬やドラッグ・ディスカバリーを中心に、主要企業が
集積。 
・Pfizer Inc.（製剤） 
・Novartis AG（製剤） 
・Johnson & Johnson（医療機器・ヘルスケア） 
・Oxagen Limited（バイオ製薬） 
・PowderMed Ltd（ワクチン製造、2006 年 10 月、ファイザー社が買収する
ことを発表） 

・TopoTarget UK Ltd（製剤） 等 
 
スイス ジュネーブ州等 「バイオアルプス」 

地 理 的 領 域 ジュネーブ湖岸周辺地域 
ジュネーブ州等 5 州にまたがる 

分 野 特 性 製薬、バイオテクノロジー、医療機器、ナノテク等に強み 

集 積 企 業 特 性 半数がバイオテクノロジー専門企業、 
半数がバイオテクノロジーを一部扱う企業 

研 究 開 発 資 源 

・バイオアルプスには、500 人以上の研究者と、12 の研究機関が集積。 
・ジュネーブ大（医学部、大学病院）、ローザンヌ大、SIB、ISREC 等が主要
研究機関。 

・産学連携が盛んな地域である。 
・バイオインフォマティクスやプロテオミクス分野で世界最先端研究が進めら
れ、海外研究機関・企業との提携がみられる。 

事 業 化 状 況 

・バイオアルプスのバイオテクノロジー企業、医療技術等の企業数は 200 社以
上。 

・国内バイオテクノロジー企業の 2 割強が集積する。 
・ジュネーブ湖畔周辺には新興企業も多い。 

代 表 的 企 業 

古くからの外資系医療関連企業が集積。加えて、バイオベンチャーの集積が進
んでいる。 
・Serone（バイオ医薬企業） 
・Geneva Bioinformatics (GeneBio) S.A（バイオインフォマティクス） 
・Genexion SA（創薬） 
・Medipol SA（ナノテクノロジーによるカプセル化技術の開発） 
・Xigen SA（ペプチドの細胞内作用による脳梗塞、心筋梗塞、癌の治療法の開
発） 等 

 
ドイツ 「ミュンヘン・バイオクラスター」 

地 理 的 領 域 ミュンヘン、マルティンスリード、 
ヴァイエンシュテファン地域 

分 野 特 性 治療学分野(新技術開発、新薬物開発等)が注力分野 
集 積 企 業 特 性 中小企業が多い(研究機関からスピンアウト企業が多い) 

研 究 開 発 資 源 

・ミュンヘン大、ミュンヘン工科大、マックス・プランク研究所等多数の研究
機関が隣接。 
・研究者数は約 300 人(2004)。 
・治療学分野における開発が盛ん。 

事 業 化 状 況 

・クラスターのバイオテクノロジー企業数は約 160 社(2004)。 
・ミュンヘン大、マックス・プランク研究所等からのスピンアウト企業が多い。
・従業員数はミュンヘン本社のバイオテクノロジー企業で 2,230 人、多国籍企
業の支店・子会社等を加えると約 8,000 人。 

・同地域バイオテクノロジー企業の総売上高は 170 百万ユーロ(2004)。 
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代 表 的 企 業 

新技術開発や新薬物開発分野を中心としたベンチャー企業が中心となってい
る。 
・MediGene AG（前立腺ガンに対する作用物質等の開発） 
・Bavarian Nordic GmbH（伝染病、がん等を対象としたバイオ製薬企業） 
・GPC Biotech AG（新技術開発による抗がん剤の開発） 
・ChromBios GmbH（分子・細胞遺伝学） 
・TRION Pharma（癌治療の抗体の研究を進めるバイオ製薬企業） 等 

 
スウェーデン スコーネ地方 「メディコンバレー」 

地 理 的 領 域 スウェーデンスコーネ地方 
(デンマーク コペンハーゲン地域) 

分 野 特 性 新薬開発が盛ん(糖尿病、中枢神経系、抗炎症、抗がん剤等) 
集 積 企 業 特 性 バイオテクノロジー､製薬､医療技術等企業が集積、製薬会社には大企業も多い

研 究 開 発 資 源 
・ルンド大学、コペンハーゲン大学等 14 の大学（学生数 15 万人）、26 の病院
（うち 11 は大学病院）、7 つのサイエンスパークがあり、5,000 人のライフ
サイエンス研究者が存在する。 

事 業 化 状 況 

・バイオテクノロジー企業 140社、製薬企業 70社、医療技術企業 130社、CRO15
社が集積。支援産業として投資機関 30 社等も存在。 

・スカンジナビアのバイオテクノロジー企業の 60％が集積する。 
・企業も活発。 
ライフサイエンス分野の雇用者数は 41,000 人。 

・地域で利用可能なベンチャー・キャピタル数は 47(2002)。 

代 表 的 企 業 

古い伝統をもつ大規模製薬企業に加え、最近ではバイオベンチャーの集積が進
んでいる。 
・Novo Nordisk A/S（糖尿病治療においては世界のリーダー的な存在。インス
リン送達システムの分野における最新の製品を含む糖尿病治療薬の開発、ホ
ルモン療法、ホルモン補充療法等） 

・AstraZeneca（癌、心疾患、消化器疾患、感染症、呼吸器疾患、炎症等の治
療法開発） 

・LEO Pharma A/S（局所的皮膚病治療、血栓塞栓性疾患の非経口治療） 
・H. Lundbeck A/S（鬱病、統合失調症、アルツハイマー病、パーキンソン病
等中枢神経系障害 CNS の治療法開発） 等 

 
韓国 大田地域 「大徳バレー」 
地 理 的 領 域 テジョン（大田）地域 
分 野 特 性 バイオテクノロジー 
集 積 企 業 特 性 創薬・医療、バイオインフォ、機能性食品等のベンチャー企業が集積 

研 究 開 発 資 源 

・大徳研究団地内には、公的研究機関 17、政府投資機関 8、民間企業研究所
29、高等教育機関 4 等が集積。 

・国中から優秀な人材を集め、高度な研究開発を進める。 
・大徳バレーの研究人材数約 17,000 人(ライフサイエンスのみではなく全分
野)。 

事 業 化 状 況 ・集積するベンチャー企業数 700 社(2001)。 
・うちライフサイエンス関連ベンチャー数は 74 社。 

代 表 的 企 業 

80 社近く集積しているバイオテクノロジー企業の中には、創薬・医療やバイオ
インフォマティクス企業とともに、機能性食品・化粧品、動物薬品の企業等も
多く存在している。 
・INBIONET.co.,Ltd.（バイオインフォマティクス） 
・CrystalGenomics, Inc.（各種疾患を起こす蛋白質を解析、製薬） 
・WithFarm（動物薬品、生菌剤専門企業） 
・KOINTEC CO.,LTD（高麗人参等、健康食品） 
・Bioneer Corporation.（合成遺伝子、遺伝子新薬開発関連製品） 等 
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中国 上海市 ｢上海国家生物製薬科技産業基地（薬谷）｣ 
地 理 的 領 域 上海市 
分 野 特 性 化学薬、バイオテクノロジー・製薬、漢方薬 
集 積 企 業 特 性 バイオ医薬、健康分野の研究開発型企業が多い 

研 究 開 発 資 源 
・上海のバイオテクノロジー企業に従事する研究者数は 5,000 人。 
・企業による研究開発費は 12 億元超。 
・分野別には、細胞、遺伝子工程等での支出が多い。 

事 業 化 状 況 
・上海のバイオテクノロジー・製薬企業数は約 280 社(2004)。 
・年間生産高 265 億人民元。 
・それぞれ中国全土の約 1/10 を占める。 

代 表 的 企 業 

外資企業も含めた企業 R&D センター・バイオテク製薬企業、バイオテク製薬
のベンチャー企業が存在。 
・ 玛上海吉 製薬技術有限会社（DNA/RNA 試薬合成、DNA/RNA オリゴ等）
・ 药 术上海安信生物医 技 有限公司（バイオテクノロジー製品の研究開発、バイ
オ機器、医療機器、皮膚粘膜除毒溶液等の製造・販売等） 

・上海基中薬業有限会社（漢方薬の研究開発） 
・上海景源医療機器有限会社（医療機器製造） 等 

 
シンガポール 「バイオポリス」 
地 理 的 領 域 全国 
分 野 特 性 製薬、バイオテクノロジー、医療技術、ヘルスケアサービスに重点 
集 積 企 業 特 性 製薬企業、サービス業が多い 

研 究 開 発 資 源 

・世界から集まる最先端の研究者を核とした公的研究機関の研究開発力の高さ
が特徴。 

・国内ライフサイエンス研究者数は約 3,800 人(2005)。 
・バイオサイエンス、診断薬、バイオ医薬分野が多い。 
・バイオポリスに入居する 5 つの公的研究機関が研究活動を牽引する。 

事 業 化 状 況 

・製薬企業が中心。世界各国の医薬品会社、医療技術会社が製造拠点を置く。
・バイオメディカル産業の市場規模は 230 億ドル(2006)。その 9 割が製薬系。
・企業数としてはバイオメディカルや製薬より機器や医療技術、サービスの方
が多い。 

・雇用者数は 10,000 人超(2006)。 

代 表 的 企 業 

世界各国の医薬品会社、医療技術会社が、製造拠点・研究開発拠点を設置して
いる。 

・Applied Biosystems（法医学における人物同定、父子鑑定等を含む基礎研究
の製造拠点） 

・Sanofi-aventis （循環器疾患、血栓症等の治療薬の製造拠点） 
・Baxter（血友病、ガン治療等の製薬及び医療装置の製造拠点） 
・Eli Lilly and Company（鬱、精神分裂症、糖尿病等の治療薬の研究開発拠
点） 

・Novartis Institute for Tropical Diseases（デング熱及び薬剤耐性結核研究開
発拠点） 
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（２）沖縄における創薬分野展開の考え方/方向 
 

沖縄県において、広義の創薬支援推進プロジェクトによって、ゲノムシーケンスから

治験候補薬抽出までの、いわゆる創薬の部分から治験プラットフォームまで提供できる

ことは強みとなり、今後、動物実験施設等をはじめ、創薬と治験を結ぶ仕組みの検討も

必要になる。ただし、とりあえず当面は、創薬の部分と治験プラットフォーム構築は、

整理して議論する必要がある。 
 
①ゲノムシーケンサを活用した創薬の可能性 

現在、沖縄県科学技術振興課で構想されているように、次世代シーケンサを用いた

解析技術の開発とシーケンスサービスの提供と、シーケンサを用いた研究プロジェク

トの推進は、創薬プラットフォームの一機能として非常に有効であると考えられる。 
ただし、ゲノムシーケンスだけでは創薬はできないため、サイエンスパーク構想、

データセンターの整備など、他の先端医療構想とあわせて創薬のための仕掛けが必要

となる。 
現在、海外企業の製薬プロセスでは、創薬ベンチャーの位置づけが重要になってい

る。今後、わが国でも、莫大な時間とコストがかかる創薬部分をできるだけベンチャ

ーに任せる傾向が強まることが予想される。導入される次世代ゲノムシーケンサを軸

に創薬ベンチャーが集積し、それを魅力に感じる大手製薬企業の資金が集まってくる

ような仕掛けも検討していく必要がある。 
 

②生物資源 DB を活用した「創薬」への利用可能性 
シーケンサの導入で、県の特色であり強みといえる、生物資源 DB のさらなる充実

も予想される。 
製薬会社のこれまでの取り組みをみると、地上の資源は既に探し尽くされた感はあ

るが、海洋資源は未知の部分がまだ多い。また、現在、漢方・漢方薬への回帰・転向

の傾向もあるため、機能性成分の解析手法が確立し、機能性成分に関する情報が充実

していけば、生物資源 DB から、新薬ターゲット候補物質が抽出される可能性も考え

られる。 
特区構想のところで述べたように、予防・健康エビデンスの収集フィールドとして

のコホートが構築された場合、シーケンサを用いたゲノム創薬を推進しながら、将来

的には、沖縄特有の生物資源を活用した、漢方、食品、健康食品の「創薬」の可能性

も視野に入れていくべきであろう。そのためにも、大阪（彩都）での取り組みのよう

に、高機能成分分析機関の誘致ができれば望ましい。 
 
 
（３）沖縄での創薬基盤実現に向けた課題 

 
①シーケンサを活用した創薬 
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次世代シーケンサを用いた創薬プラットフォームの構築に当たっての直近の課題と

しては、以下の点があげられる。 
ａ）一刻も早いシーケンス技術の確立とシーケンスサービスの立ち上げ 
ｂ）下記のような資質をもつ県内人材の育成 

・シーケンス稼働状況等を管理し、受託計測のマネジメントをしつつ、測定する試

料・研究内容に応じた研究進行に関するアドバイスができる「プロジェクトマネー

ジャー」 

・試料に応じて適切なシーケンスサービスを提供するテクニシャン 

・基礎的なインフォマティクスを提供できるテクニシャン 

シーケンス技術は産業技術総合研究所を中心に確立されることが期待できるが、も

う一方で、成功のために重要となる上記人材の育成にあたっては、趣旨・意図・求め

る人材像を十分に理解してもらい、県が強いリーダーシップを発揮して、育成を推進

していくことが必要となる。 
さらに、その次の世代のシーケンサが普及するまでに、投資を回収する意気込みを

関係者全員に浸透させる必要もある。 
一方で、諸外国の事例から明らかなように、今後の創薬にはベンチャー企業の力が

必要である。実際に創薬を推進するためには、創薬機能を担うベンチャー企業集積の

ための施策も検討していく必要がある。 
 

②生物資源 DB を活用した「創薬」 
生物資源 DB（特に、海洋資源データ）を活用した創薬を目指すのであれば、特に、

「この DB を創薬に活用してほしい」、「沖縄では生物資源、ヘルスケアサービスに力

点をおいている」という点を、構想に盛り込み、強調していくことも、地道な活動な

がら重要となる。 
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３）医療機器製造業の導入 
 
（１）医療機器製造業の現状と課題 

医療機器製造業の現状・特徴と、新規参入についての課題を簡単に整理すると、概

ね下記の通りである。 
①医療機器分野では、画像診断システム、処置用機器、生体機能補助・代行機器等の

市場が相対的に大きい。 
②画像診断システムは、国内は大手企業が参入している分野であるが、海外シェアが

高く、新規参入の困難な分野である。また、「今後、全く新しいモダリティが創出

されることはない」と言われており、今後は、既存技術の改良中心に広がってい

く分野である。 
③画像システム以外の分野は、国内中小企業が林立し、国内向け販売が中心であり、

日本企業の国際競争力は大きいとはいえない。 
④医療費抑制とも相俟って、今後、わが国の医療機器分野の市場が大きく伸びるとは

考えにくい。また、技術開発に投資することにより、圧倒的な医療機器が開発さ

れ、今後、急激に海外への輸出が増えていくと考える材料もみあたらない。 
⑤医療費抑制トレンドの中、新規機器による治療・診断が保険収載された場合にも、

大きな利益を生むとは考えにくい。 
 

 
医療機器産業実態調査(平成17年）　厚生労働省 年1回調査

表９　医療機器製品区分別売上高（全数）

単位：百万円　（　　）内はタテ％

1 画像診断システム 456,311 ( 17.2) 1,651 ( 4.8) 993 ( 5.1) 

2 画像診断用Ｘ線関連装置及び用具 193,697 ( 7.3) 643 ( 1.9) 384 ( 2.0) 

3 生体現象計測・監視システム 300,805 ( 11.3) 2,863 ( 8.3) 1,843 ( 9.4) 

4 医用検体検査機器 98,209 ( 3.7) 866 ( 2.5) 532 ( 2.7) 

5 処置用機器 413,389 ( 15.5) 4,405 ( 12.8) 2,475 ( 12.7) 

6 施設用機器 43,666 ( 1.6) 1,075 ( 3.1) 697 ( 3.6) 

7 生体機能補助・代行機器 476,343 ( 17.9) 1,939 ( 5.6) 1,300 ( 6.6) 

8 治療用又は手術用機器 123,438 ( 4.6) 1,575 ( 4.6) 906 ( 4.6) 

9 歯科用機器 64,319 ( 2.4) 3,295 ( 9.6) 2,044 ( 10.5) 

10 歯科材料 121,004 ( 4.6) 3,974 ( 11.5) 2,902 ( 14.8) 

11 鋼製器具 39,700 ( 1.5) 5,797 ( 16.8) 2,734 ( 14.0) 

12 眼科用品及び関連製品 178,714 ( 6.7) 1,604 ( 4.7) 941 ( 4.8) 

13 衛生材料及び衛生用品 35,404 ( 1.3) 647 ( 1.9) 469 ( 2.4) 

14 家庭用医療機器 113,785 ( 4.3) 4,140 ( 12.0) 1,335 ( 6.8) 

医療機器関係売上高計 2,658,784 (100.0) 34,474 (100.0) 19,555 (100.0) 

15 自社製品他社販売 221,135 - -

16 その他売上高 32,134,365 - -

35,014,284 - -

集　　計　　企　　業　　数 1,543

製造中の品目

 総　　合　　計

製　　品　　区　　分 売　上　高 許可取得品目

 

図表 1-47 医療製品区分別売上高(平成１７年) 



 114

【参考：神戸市機械金属工業会の取り組み】 
（社）神戸市機械金属工業会では、医療産業都市構想スタートと同時期に、医療

用機器開発研究会を発足し、メンバーで医療分野でのビジネスを勉強し、必要な医

療用語を学びながら医療現場のニーズを把握し、医療機器製造分野への参入を試み

てきた。その成果として、大きなものはないものの、既にいくつかの機器・器具が

開発されている。また、神戸市でも、医療産業都市構想の実現に向け、医療機器開

発支援事業を実施している。支援事業では、①医療機器開発に関する助言、指導、

試作品の評価等の支援、②医療機器販売に関する助言、指導、マーケティング調査

等の支援、③医療機器に関する情報提供等が行われている。 
 
 

（２）沖縄における医療機器製造業誘致展開の考え方/方向 
 

上記のような医療機器製造業の現状と課題を踏まえると、今後沖縄県に医療機器製造

業を誘致し、集積を図る意義は薄く、他のプロジェクトとのシナジー効果も高いとはい

えないため、当該地域におけるプロジェクトの柱になるとは考えにくい。 
ただし、創薬・治験の推進とともに、優秀な医師・研究者が集まり、それにともなっ

て高い技術力をもつ中小の医療機器産業の集積ニーズが生じる可能性はある。その場合

でも、県内の医療機器製造業は少ないため、医師・研究者のニーズを満たすためには、

別業種からの参入が必要になる。 
しかし、別業態から新規に医療機器産業への参入することは、以下のような理由から、

非常に障壁が高い状況にあり、参入を促進するためには、何らかの支援策が必須となる。 
① 医療機器の承認申請は非常に難易度が高く（素人には制度・仕組みがわかりにく

い）、コストがかさむ上、企業が負担するリスクは少ないとはいえない。 
② 医師・医療現場のニーズを知らない・理解できない・知る機会がない。 
③ 一般の機器・器具・部品等の製造業と比べ、マーケットが圧倒的に小さい場合が

多く採算がとれない。 
なお、既存の大手医療機器製造業の誘致にむけては、より魅力的な構想を構築する必

要がある。 
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４）バイオインフォマティクス DB センターの誘致 
 

以下では、バイオインフォマティクス DB（データベース）センターの誘致にむけた、“呼

び水”としてのバックアップニーズの調査と、本体である統合データベースセンターの誘

致の可能性について検討を行う。 
 
（１）バイオインフォマティクス DB センターの現状と課題 

 
①DB のバックアップニーズ 

ライフサイエンス分野の各種学術データベースについて、バックアップニーズにつ

いて、有識者へ電話ヒアリングを実施したところ、バックアップニーズはあるものの、

一カ所にまとめるニーズや、それを沖縄へ誘致する必要性は低いことが確認された。 
（国立遺伝学研究所：五條堀先生、大阪大学：中村先生、京都大学：金久先生） 
 

ヒアリングより明らかになったバックアップに関する具体的なニーズは、以下のと

おりである。 
ａ）バックアップニーズはあるが、リアルタイム性は求められていないため、現在

でも十分にバックアップはできている。 
ｂ）特に、重要かつ利用者の多い DB は一国で閉じているケースが少なく、既に、

海外でバックアップがとれているケースが多い。 
ｃ）ただし、データそのもののバックアップは既に実施されているケースでも、検

索システムのバックアップ等のニーズはある。その場合、低コストであることが

必須となる。現在は、コストが見合わないためバックアップを実施していない状

況にある。 
ｄ）阪大 PDBj のバックアップの状況（事例） 

・米、英、日でバックアップを実施 
・1 日止まると被害は大きいが、半日程度なら大きな問題にはならない。 
・阪大の作業として、専属の職員を企業から派遣してもらい、大事なデータ

は毎日ディスクにバックアップ、1 週間に 1 度テープに保存する。（上書き

保存） 
 
なお、日本が中心となり国際協力を得ずに構築しているような、相対的に小さな DB

については、バックアップニーズが高い可能性はある。しかし、そのような DB のバ

ックアップシステムを構築したところで、統合データベースの誘致の呼び水になる可

能性は低く、労力とコストをかけて沖縄に誘致してくる意義は薄いと判断される。 
 
 

②現在のバイオインフォマティクス関連の DB 
既存のライフサイエンス分野の学術データベースの全体像は次図表のとおりとなっ
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ている。日本国内にある DB も少なくない。様々なデータベースが存在するため、ば

らばらに構築された学術 DB を統合し、より使い勝手がよく、多分野の情報から示唆

を得やすいものにしたいという、インフォマティクセンターに関するニーズは高い。 
また、現状では、DB 開発・メンテナンス要員は、各 DB の事務局で企業職員を雇っ

ているケースがほとんどであるため、何らかの形で一元的に・低価格で管理できるよ

うになることが望ましい。 
 

図表 1-48 ライフサイエンス分野のデータベース俯瞰 
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データベースの構築型分類
　データベースをデータの情報源とデータの処理方法で分類したものを構築法による分類としている。

バンク型 不特定多数の研究者より提供された一次データを提供するタイプ
プロジェクト型 一次データを出した研究者・グループ自体がデータベース化して提供するタイプ
プログラム型 他のデータベースから取得したデータを機械的に処理して再構成したタイプ
注釈（キュレーション）型他のデータベースから取得したデータに対して手動で（人間の知識に基づいて）情報を追加し、再構成したタイプ
知識モデル型 論文など非定型の情報源から手動で情報収集し、構造を持ったデータ形式を作り上げたタイプ
辞典型 論文など非定型の情報源から手動で情報収集し再構成し、自由形の文章を中心とした形で提供するタイプ
リソース型 研究材料（データ生物材料）の目録情報のデータベース
解析サービス型 実験データや公的データを解析研究するための独自プログラムを稼動させ提供するサイト

型名称 情報源の種類 処理方法 処理主体 データ形式 例
バンク型 測定器と登録者 - 不特定多数 構造化テキスト DDBJ
プロジェクト型 測定器と実験者 - 特定人間 構造 BodyMap
プログラム型 DBレコード 機械的処理 マシン 構造 UniGene
キュレーション型 DBレコード 高度情報処理 特定人間 構造 SCOP
知識モデル型 読み物(電子・紙) 高度情報処理 特定人間 構造 KEGG
辞典型 読み物(電子・紙) 高度情報処理 特定人間 構造化テキスト OMIM  

 
 

（２）バイオインフォマティクス DB センター誘致の考え方/方向 
 

以上のような状況を踏まえると、バイオインフォマティクス分野の統合 DB 誘致のた

めの布石として、バックアップサーバを誘致するという考え方は、現実的ではない。 
しかし、今後、沖縄において創薬・治験が推進されていくにともなって、大規模デー

タを大量に扱うことが必要になるため、バイオインフォマティクス DB センターの誘致

は重要である。現状においてもライフサイエンス分野の統合 DB 本体を沖縄へ誘致でき

る可能性はあるが、他のプロジェクトとの連携を考慮し、沖縄に誘致する意義・メリッ

トと具体策をさらに具体化し、アピールしていく必要がある。意義・メリットとしては、

たとえば、以下が想定される。 
①ゲノムシーケンサの活用による創薬や治験を推進するためには、何らかのデータセ

ンターは必要となり、ゲノム等の解析時の参照 DB が近くにあることは、データ授

受の面でも、技術的サポート面でも効率的である。 
②同時に、シーケンサによる解析結果がすぐ近くで登録されていくことは、シーケン

サの運営面及び研究面の双方において大きなメリットになる（大量データを作成し、

利用する研究者の身近に DB センターがあることは、DB センターの使い勝手の面

や、技術開発の面で重要である）。 
③高度情報産業の創出を重要課題として掲げている沖縄県には、バイオインフォマテ

ィクス DB センターを誘致するためのインフラや人的資源が、既にある程度整って

いる。 
④シーケンサの解析結果と、学術 DB の遺伝情報の照合から臨床データまでつながる

連携を実現していくことができれば、遠隔医療への活用も可能となる。 
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（３）バイオインフォマティクス DB センター誘致実現に向けた課題 
 

DB（データベース）の規模や構築・運営費用の算出などの具体的な実行可能性の検討

の前に、他のプロジェクトの状況や連携可能性を考慮し、中南部都市圏の産業ビジョン

全体の構築を進めながら、今後、本当にバイオインフォマティクス DB センターの誘致

が必須であるかを精査していく必要がある。 
その際に検討するポイントは概ね以下のようになる。 
①国家的なバイオインフォマティクス DB センター構想を推進する人材を確保し、セ

ンターを誘致してくることが可能か。 
②DB の誘致には、DB 技術を提供する人と、有効活用する人の存在は必須となる。具

体的に誰が利用し、誰が技術的に沖縄での DB センターの実現・運営を担うのかを、

具体名として示すことができるか。 
⇒ 沖縄科学技術大学院大学の存在が、DB を誘致する強力な理由になると想定さ

れるが、現時点では未知数の部分が多い。 
（基礎系のライフサイエンスの一分野であるバイオインフォマティクスの中

心拠点となるには、相当の時間がかかると予想される。） 
⇒ むしろ、県としての創薬支援プロジェクトや、健康関連の取り組みがポイン

トになる可能性がある。 
（これまでは、ライフサイエンス分野の DB は基礎研究色が強かったが、県

全体の創薬・治験構想の一環として DB が必要であることをアピールして

いければ、誘致の強みになる可能性はある。） 
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４．アジアゲートウェイ分野の提案プロジェクトの検証 

 
１）国際航空物流ネットワークの形成 
 
（１）東アジアの国際航空貨物の現状と課題 

①東アジアの相互依存が深まりに伴い東アジア域内の貨物流動量が増加している 
東アジア諸国の相互依存関係が深まってきている。東アジア域内の輸出入額は、1991

年に輸出額 16 百億ドル、輸入額 12 百億ドルであったのに対し、2006 年では輸出額は

4.6 倍の 73 百億ドル、輸入額は 5.3 倍の 66 百億ドルまで増加している。 
日本と東アジア諸国との輸出入額については、1991 年に輸出額 10 百億ドル、輸入

額 7 百億ドルであったのに対し、2006 年では輸出額は 3.0 倍の 36 百億ドル、輸入額

は 3.5 倍の 27 百億ドルまで増加している。方面ごとに見ると、日本と中国については

輸出入ともに強い依存関係を示しているが、日本と NIES では日本からの輸出が強く

なっている。 
今後も東アジアの相互依存関係は深まり、東アジア域内の貨物流動量が増加していく

ことが見込まれる。 
 

図表 1-49 東アジア域内の輸出入額の推移（単位：億ドル） 
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1,492231
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（単位：億ドル）

注）NIES は、韓国、香港、台湾、シンガポール（但し、上図では香港を除く）、ASEAN4 はタイ、マレーシア、フィリピン、インドネシア 

出所）1991 年の輸出入額は商業統計を参照、2006 年の輸出入額は国連 HP、台湾財務部 HP の輸出入額を基に野村総研推計 
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②日本－アジア間の国際航空貨物が日本の国際航空貨物量を牽引している 
日本の国際航空貨物は、1991 年度に輸出量 53 万トン、輸入量 66 万トンであったの

に対し、2006 年度ではそれぞれ 2.5 倍の 132 万トン、2.0 倍の 132 万トンへと増加し

ている。 
輸出入バランスを見ると、従来、輸入貨物の方が多い傾向を示していたが、2005 年

度あたりから同程度になっており、今後は輸出貨物の方が多くなっていくといわれて

いる。 
方面別では、アジア方面の貨物は、1991 年度に輸出量 28 万トン、輸入量 36 万トン

であったのに対し、2006 年度ではそれぞれ 3.0 倍の 83 万トン、2.4 倍の 86 万トンへ

と大きく増加し、国際航空貨物量全体に占めるアジア方面の貨物量のシェアは、1991
年度 54%から 2006 年度 64%へと約 10%増加している。 
これは、日本―アジア間の航空貨物量の伸びが、これまでの日本の国際航空貨物量を

牽引してきたことを意味しており、さらに、今後も日本と東アジア諸国との相互依存

関係の深まりが、日本―アジア間の航空貨物量を増加させ、日本の国際航空貨物量を

牽引していくことが予想される。 
 

図表 1-50 日本における国際航空貨物量の推移（直送総貨物量） 
  （上図：輸出/輸入量、下図：方面別の輸出/輸入量） 
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③東アジア周辺空港においてアジアのハブ空港競争はさらに激化していく 
東アジアではアジアのハブ空港を目指し、各国で大規模国際空港の整備が進められ

ている。2010 年までに、シンガポール、タイ、香港、中国（上海、新広州、北京）、韓

国において 4,000ｍ級の複数滑走路をもつ空港が整備されることになり、今後さらに、

アジアのハブ空港を目指す競争が激化していくことが予想される。 
各空港の貨物取扱量を見ると、香港が世界第 2 位、仁川が第 4 位、成田が第 5 位、

上海が第６位、シンガポールが第 9 位と、東アジアの空港が世界の空港別貨物取扱量

の上位 10 空港の半数を占めていることがわかる。貨物取扱量の多いこれらの空港の共

通点として、4,000m 級の滑走路を保有していることと、各空港を拠点空港（ハブ空港）

として利用する貨物航空会社が存在していることを挙げることができる 
特に、DHL、FedEx、UPS 等のインテグレーターや、国際航空貨物取扱量の多い航

空会社が拠点空港として利用している空港は、貨物取扱量が大きくなっている。今後、

インテグレーターや貨物航空会社の拠点空港となれるか否かが、各空港がアジアのハ

ブ空港競争に勝つための重要な鍵といえる。 
 
図表 1-51 東アジアのハブ能力をもつ空港（滑走路、貨物取扱量、拠点空港とする 

貨物航空会社） 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
（２）○○○の沖縄における展開の考え方/方向 
 
 
（３）○○○の沖縄での実現に向けた課題 
 
 
 
２）国際学術機関等の誘致 
 
（１）○○○の現状と課題 
 

参考）世界第 1 位はメンフィス（米国）：FedEX が拠点空港として利用、世界第 3 位はアンカレッジ（米国）：FedEX、UPS、NCA 等が

拠点空港として利用 
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④日本でハブ能力を持つ主要空港の国際貨物取扱量は近年、減少傾向を示している 
日本の国際航空貨物量 317 万トン（平成 18 年度）のうち、成田国際空港の貨物量は

222 万トン、関西国際空港の貨物量は 76 万トンであり、2 つの空港が日本全体の国際

貨物量の約 94%のシェアを占めている。 
関西国際空港の開港の翌年以降の、成田国際空港と関西国際空港それぞれの空港の

貨物量の推移を見ると、成田国際空港は関西国際空港の開港に伴い、1995 年度～1997
年度までは貨物量は横ばい傾向を示していた。その後、1998 年度のアジア通貨危機、

2001 年度の世界経済の停滞に伴い、貨物量は減少したが、それぞれ一年後には回復し、

特に、2002 年度の暫定平行滑走路の併用開始に伴い、貨物量は大きく増加してきた。

ただし、2004 年度にピークを迎え、2005 年度以降は貨物量が減少傾向を示している。 
一方、関西国際空港については、開港以降、貨物量は増加傾向を示していたが、2000

年度にピークを迎え、それ以降は伸び悩み、2005 年度以降は減少傾向を示している。 
このように、日本においてハブ能力を有する主要空港である成田国際空港と関西国

際空港の国際航空貨物量は 2005 年度以降、減少傾向を示しており、それに伴い、日本

全体の国際航空貨物量も減少傾向を示しているというのが現状である。 
 

図表 1-52 成田国際空港、関西国際空港の国際航空貨物量の推移 
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（２）沖縄における国際航空物流ネットワーク形成の展開の考え方/方向 
今後さらに、日本－東アジアをはじめ東アジア域内の国際航空貨物量は増加していく。

そのような中で沖縄が地位的優位性を活かし、国際航空物流ネットワークを形成してい

くことは、今後の沖縄の発展に大きく寄与する可能性が高い。 
しかし、東アジアのハブ空港競争は激化しており、沖縄に東アジア域内の国際航空貨

物を対象とするネットワーク拠点を形成していくためには、独自の戦略を打ち出してい

くことが重要になる。 
 
①ANA が取り組んでいる国際貨物基地構想を契機に、中長期的に目指すべきハブ空港の

姿を明確化した上で、戦略的に機能拡充を図っていく 
拠点空港（ハブ空港）は大別すると「後背需要の大きさ（地元発着航空貨物需要量）」

と「拠点会社の数（空港を拠点とする拠点会社数と拠点機能規模）」から、下図のよう

に特徴別に 4 つに分けることができる。どの特徴を有する空港を目指すかによって、

誘致すべき貨物航空会社や整備すべき空港・周辺施設の機能・能力が異なってくる。 
沖縄は後背需要が小さいことから、目指すべきターゲットは中継依存型空港に絞られ

る。中継依存型空港は、大別すると米国のルイビルやメンフィスなどの拠点会社１社

が地域のメイン拠点として専有する空港と、マイアミやアンカレッジなど複数の拠点

会社が地域のサブ拠点として利用する空港の２つに分けることができる。 
ANA が関西国際空港をメイン拠点として、2010 年からは沖縄をエクスプレス貨物の

拠点として利用するという展開策を打ち出している1ことから、ANA が取り組んでいる

国際貨物基地構想を契機に、機能を拡充させていくことが有効と考えられる。 
ただし、同時に中長期的にどのような特徴を有する中継依存型空港へと発展させて

いくべきか、周辺のアジア空港の動向を勘案しながら検討を進め、該当する特徴をも

つ空港が有する機能及び戦略について研究を進めていく必要がある。 
図表 1-53 ハブ空港の特徴と該当するハブ空港 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
1 出所）ANA CARGO Vol.19 No.93 2007.10 
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（地元需要＋中継型空港）

後背需要小
（中継依存型空港）

拠点会社多
（複数中拠点集合体空港）

拠点会社少
（1社大拠点専有型空港）

●ニューアーク
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②周辺のアジア空港の動向を考慮した上で、戦略的に貨物航空会社の誘致に向けた 
対策を講じていく 

ANA が取り組んでいる国際貨物基地構想を契機にした国際航空物流ネットワークを

形成することによって、沖縄県は日本－アジア間の国際航空貨物を対象とするハブ空

港を有することになる。次の展開としては、対象貨物を日本－アジア間の国際航空貨

物からアジア域内の国際航空貨物へと拡大させていくことが有効と考えられる。ただ

し、そのためには、インテグレーター等の貨物航空会社を誘致する必要がある。 
貨物航空会社を誘致するためには、貨物航空会社がビジネスを展開していく上で必須

条件である「①大量の小型貨物を効率的に荷捌きする物流センター」と「②深夜時間

帯に利用できる国際空港」に対する支援策を講じていくことが有効といえる。具体的

な支援策としては、それぞれ下図に示すような施策が考えられる。 
今後は、誘致対象となる貨物航空会社と、周辺のアジア空港において講じられている

支援策について研究を進めた上で、どのような支援策を優先的に講じていくべきか検

討を進めていく必要がある。周辺のアジア空港において講じられている支援策として、

仁川国際空港の例を以下に示す。 
ただし、前頁で示したように、ANA が取り組んでいる国際貨物基地構想を契機とし、

徐々に機能拡充を図る戦略を講じる場合には、まずは現在、ANA の物流構想の実現に

向けた課題として挙がっている「国際物流に関する優遇措置（通関手続きの簡素化、

税制上の優遇措置、経済特区の指定等）」、「新規雇用者への研修・訓練助成制度や雇用

助成金制度」、「上屋事業の展開に関わる協力」といった課題に対して、ANA と連携し

ながら優先順位をつけて支援策を講じていくことが重要である。 
 

図表 1-54 貨物航空会社の誘致に向けた必要条件と有効な支援策 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

空港周辺の物流区の整備

保税倉庫の整備及び保税手続の簡素化

用地や倉庫の安価な提供

通関手続きの簡素化及び円滑化

物流企業の立地に対する優遇措置（税制優遇措置、立地規制の緩和等）

国際物流に関するFEZ（Free Economic Zone）、FTZ（Free Trade Zone）の整備　など

24時間空港化

深夜発着枠の優先割当

夜間発着料金の引き下げ

貨物の積み下ろしや仕分け処理の効率性を高めるための空港レイアウトの柔軟な変更

大型貨物専用便を就航可能にする滑走路の整備　など

施設 支援策

①大量の小型貨物を
効率的に荷捌きする

物流センター

②深夜時間帯に
利用可能な国際空港
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仁川国際空港では、貨物航空会社の誘致に向け下記のような支援策を講じている 

 

「①大量の小型貨物を効率的に荷捌きする物流センター」に関する支援策 

・ FTZ（自由貿易地域）を99.2万㎡整備・開発（最終的には2020年に198.3万㎡まで拡大予定）

・ 新規就航航空会社に対して、事務所スペースの賃料の 50％OFF 

・ 貨物機の乗員のために、貨物ターミナル内に専用 CIQ（税関・出入国管理・検疫）施設を設置

 

「②深夜時間帯に利用できる国際空港」に関する支援策 

・ 新規就航便に対して、1 年間着陸料無料 

・ 就航便数を増加した航空会社に対して、1 年間着陸料無料 50%OFF 

・ 深夜時間帯（23 時～5 時半）の就航について、着陸料 25%OFF 

・ オフピーク時間帯の就航について、インセンティブ付与 

 

（参考：その他の取り組み） 

・ 大連、青島から仁川港へ海上輸送された貨物を仁川空港から欧米へ輸出する S&A 輸送の

導入。下記の輸送方法を導入し、中国～仁川空港までの運送時間を平均30時間から6時間

へ短縮。 

① 中国工場での出荷時に貨物を航空貨物用 ULD に積み付け、貨物トラックへ搭載 

② 貨物トラックごとカーフェリーで中国の港から仁川港へ輸送 

③ 仁川港から貨物トラックがそのまま仁川空港へ ULD を輸送 

 
図表 1-55 仁川国際空港における貨物航空会社の誘致に向けた支援策 
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（３）沖縄における国際航空物流ネットワーク形成の実現に向けた課題 
 

ANA が取り組んでいる国際貨物基地構想を契機としてスタートしていく段階と、拡大

を図り他の航空会社を誘致していく段階、それぞれにおいて課題があると考えている。 
 
①貨物取扱量の目標設定とそれに基づいた方針の策定 

空港整備は、中長期的な貨物取扱量を予測し、予測にあわせた整備計画を立てていく

ことで、無駄な投資を少なくし、効率的に整備を進めることができる。 
そのため、ANA の国際貨物基地構想を契機にして、どの程度の貨物取扱量が確保で

きるのかを予測することが重要になる。ANA の国際貨物基地構想では年間国際貨物取

扱量を 40 万トンとしている。この 40 万トンは現行の ANA の全国際航空貨物取扱量

28 万トン（平成 18 年度）の約 1.4 に相当する。ANA は現在、関西空港に貨物専用機

の運航を集約しているが、それだけの貨物を沖縄に集めるためには、国内及びアジア

域内の航空貨物を集荷・配送する国内外のさまざまな企業とのネットワークをいかに

して構築していくかが重要となる。 
また、エクスプレス貨物は年々増加傾向にあり、今後も増加していくものと予想され

る。しかし、エクスプレス貨物の取扱量は、国際航空全体（約 326 万トン：平成 18 年

度）の約 1 割といわれており、日本全体でも 30 万トン程度であることが想定される。 
ANA は国際航空貨物を巡るこうした状況を睨みながら、日本通運、近鉄エクスプレ

スとの間で、アジア域内に営業地域を限定した国際エクスプレス事業会社を 4 月に設

立するとしている。 
沖縄において国際航空物流拠点を形成していくためには、ANA の国際貨物基地構想

を契機にして形成されるであろう国際航空物流ネットワークが、いかにして国内外の

企業に活用されるかにかかっており、農産物をはじめとする県内製造品等の移輸出、

国内やアジア域内からの集荷・配送、このネットワークを視野に沖縄に進出する企業

などを勘案した場合、さまざまな展開が想定される。 
今後見込まれる貨物取扱量の目標については、こうした状況も視野に入れながら、

ANA をはじめとする県内や国内外の企業との論議を進め、沖縄における貨物取扱量の

目標を設定する必要があり、それに基づいた方針を立てていく必要がある。 
 

②国際航空物流関連企業の誘致 
ANA の国際貨物基地構想を契機にして国際航空物流ネットワークが動き出せば、そ

の拡大に向けた次の段階として、新たにインテグレーター等の貨物航空会社の誘致を

進めていく必要がある。 
ただし、主要な貨物航空会社は、すでに東アジア各国の大規模なハブ空港を拠点空港

として、アジア発着貨物を対象とした事業展開を進めており、新たに貨物航空会社を

誘致していくためには多方面からの検討が必要になる。 
今後、どのような特徴を有するハブ空港へと発展させていくべきか、そのためには、

特定貨物のハブ空港となるパターンや、アジアのサブのハブ空港となるパターンなど、
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貨物航空会社が沖縄を利用することでメリットを感じられる拠点の利用パターンを検

討し、官民一丸となって積極的な営業を展開していく必要がある。 
また、周辺の東アジア空港の動向を睨みながら、誘致に向けて、「①大量の小型貨物

を効率的に荷捌きする物流センター」と「②深夜時間帯に利用できる国際空港」に対

する支援策を講じていくことが重要である。 
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２）金融関連産業の振興 
 
（１）金融業務特別地区（金融特区）の現状と課題 
 
①金融特区への進出企業の増加 

沖縄の「金融業務特別地区（金融特区）制度」とは、2002 年 4 月に施行された沖縄

振興特別措置法（沖振法）において初めて創設された制度である。金融特区は金融業

の法人軽減を図る唯一の地域として、特区内に進出する金融関連企業は、一定の要件

を充たせば税制上の優遇措置を受けることができる。 
現在、金融業務特別地区は、県内で名護市１地区が指定されている。これは、金融

業務に関連した企業がある地区に集まることで、金融業務に必要とされる情報の交換

や金融に通じた人材の確保がしやすいといった集積効果を狙っているためである。 
平成 15 年度以降、名護市内には 12 社（平成 19 年 12 月現在）が進出しており、金

融特区の創設以降、進出企業は増加傾向にある。また、金融特区への企業進出によっ

て 610 人（平成 19 年 12 月現在）の雇用効果が生まれており、進出企業の事業拡大に

伴い、さらなる雇用の創出が期待されている。 
 
②税制優遇を受けるための適用基準の緩和 

これまで、金融特区で税制優遇措置を受けるための認定要件（特区内への新設法人

の設置、雇用者 20 名以上）が企業ニーズに合わないため、所得税控除が適用された企

業はなく、金融特区に進出することでの企業が実際に得られるメリットは、本来金融

特区の構想時に想定されていたよりも不十分であった。しかし、雇用者数を 10 名以上

に引き下げる認定要件の緩和を背景に、平成 19 年度に進出したユナイテッドワールド

テクノロジー㈱が税制優遇の適用申請中であり、認定されれば沖縄県初の適用認定企

業となり、今後、税制優遇措置に求めて企業の進出が増加することが予想される。 
 

図表 1-56 金融特区への進出企業（平成 19 年 12 月 1 日現在） 
企   業    名 設立年度 備     考 

①日本郵政公社かんぽコールセンター 平成 13 年 簡易保険のコールセンター業務 

名護市で最大規模の雇用を生んでいる 

②ユナイテッド・ワールド証券㈱沖縄支店 平成 13 年 インターネットを通じた証券業 

③名護イーテクノロジー 平成 14 年 アウトソーシング事業 

④琉球ホールディングズ㈱ 平成 15 年 証券持ち株会社 

⑤㈱ビックニイウス 平成 15 年 データセンター事業など 

⑥日本ユニシス㈱名護市データセンター 平成 16 年 アウトソーシング事業 

⑦沖縄金融特区研究所 平成 17 年 コンサルタント業務 

⑧ハーベスト・フューチャーズ 平成 17 年 金融先物取引等に関するバックオフィスなど 

⑨美らヒルズ・マネジメント㈱ 平成 17 年 証券関連業務 
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親会社は安藤証券 

現在、東京でディーラー社員を研修しており、

毎年 10 名程度養成しており、将来的には 100

名程度のディーラーが入居する予定。 

⑩㈱サステイナブル・インベスター 平成 17 年 ファンド関連ビジネス 

⑪㈱外為どっとコム 平成 19 年 金融先物取引業 

東京にある本社と業務を分担している 

⑫ユナイテッドワールドテクノロジー㈱ 平成 19 年 金融システム開発・管理運用受託等 

当面はユナイテッドワールド証券に対するサー

ビス提供のみだが、将来的には他企業からの受

注を目指している。 

（出所）沖縄県提供資料をもとに野村総研作成 
 
 

図表 1-57 金融特区制度の優遇措置の詳細 
優遇措置の概要優遇項目

(1)対象法人：特区内において1,000万円を超える金融業務用設備を新・増設した法人

(2)内容：新・増設した土地、家屋、償却資産に課する固定資産税の５年間課税免除

(3)根拠法：沖振法第58条、第17条、地方税法第6条

固定資産税

(1)対象法人：対象地域内において1,000万円を超える金融業務用設備を新・増設した法人

(2)内容：金融業務に供する土地又は家屋の取得に対する不動産取得税の課税免除

(3)根拠法：沖振法第32条、第17条地方税法第6条

不動産取得税

(1)対象法人：対象地域内において1,000万円を超える金融業務用設備を新・増設した法人

(2)内容：新・増設から５年間、新・増設に係る事業税の課税免除

(3)根拠法：沖振法第32条、第17条地方税法第6条

事業税

地
方
税

投資税額控除

所得控除

(1)対象法人：特区内において1,000万円を超える金融業務用設備を新増設した青色申告法人。

(2)内容：機械装置及び特定の器具備品の取得価額の15％、建物及びその付属設備の取得価額の8％を

法人税額から控除する。

・限度額：取得価額の合計額は20億円を限度とする。控除額は法人税額の20％を限度とする

（繰越税額控除4年間)。

(1)対象法人：平成14年7月10日以後に特区内に新設された青色申告法人で、平成24年3月31日までに

以下の要件を充たす認定を受けた法人。

(2)認定の要件

①専ら特区内に事業所を有すること

②常時使用する従業員の数が10人以上であること

③事業計画が適切であると認められること

(3)内容：特区内で行われる金融業務から得られた所得の35％を、法人税の課税所得から控除する。

・限度額：所得控除額は直接人件費の20％を限度とする

・適用期間：対象法人設立の日から10年間

(4)根拠法

・沖縄振興特別措置法第57条

・租税特別措置法第60条、第68条の63

国
税

優遇措置の概要優遇項目

(1)対象法人：特区内において1,000万円を超える金融業務用設備を新・増設した法人

(2)内容：新・増設した土地、家屋、償却資産に課する固定資産税の５年間課税免除

(3)根拠法：沖振法第58条、第17条、地方税法第6条

固定資産税

(1)対象法人：対象地域内において1,000万円を超える金融業務用設備を新・増設した法人

(2)内容：金融業務に供する土地又は家屋の取得に対する不動産取得税の課税免除

(3)根拠法：沖振法第32条、第17条地方税法第6条

不動産取得税

(1)対象法人：対象地域内において1,000万円を超える金融業務用設備を新・増設した法人

(2)内容：新・増設から５年間、新・増設に係る事業税の課税免除

(3)根拠法：沖振法第32条、第17条地方税法第6条

事業税

地
方
税

投資税額控除

所得控除

(1)対象法人：特区内において1,000万円を超える金融業務用設備を新増設した青色申告法人。

(2)内容：機械装置及び特定の器具備品の取得価額の15％、建物及びその付属設備の取得価額の8％を

法人税額から控除する。

・限度額：取得価額の合計額は20億円を限度とする。控除額は法人税額の20％を限度とする

（繰越税額控除4年間)。

(1)対象法人：平成14年7月10日以後に特区内に新設された青色申告法人で、平成24年3月31日までに

以下の要件を充たす認定を受けた法人。

(2)認定の要件

①専ら特区内に事業所を有すること

②常時使用する従業員の数が10人以上であること

③事業計画が適切であると認められること

(3)内容：特区内で行われる金融業務から得られた所得の35％を、法人税の課税所得から控除する。

・限度額：所得控除額は直接人件費の20％を限度とする

・適用期間：対象法人設立の日から10年間

(4)根拠法

・沖縄振興特別措置法第57条

・租税特別措置法第60条、第68条の63

国
税

どちらかを
選択

 
（出所）沖縄県庁 HP 
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図表 1-58 優遇措置の対象となる企業 

上記１に規定する事業を営む者（金融業者）の子会社、または専ら金融業者のために事業を行う法人が行う次の業務。

・金融商品及び金融サービスに関し、計算を行う業務又は電子計算機に関する事務を行う業務（電子計算機を使用することにより機能するシステムの設

計若しくは保守又はプログラムの設計、作成、販売若しくは保守を行う業務を含む。）

・金融商品及び金融サービスに関し、照会若しくは相談に応じ、情報を提供し、又は勧誘する業務

・金融商品及び金融サービスに関する文書、証票その他の書類の作成、整理、保管、発送又は配送を行う業務

・現金、小切手、手形又は有価証券を整理し、その金額若しくは枚数を確認し、又はその保管を行う業務

・銀行業、信託業又は無尽業

・農林中央金庫、商工組合中央金庫、信用金庫、信用金庫連合会、信用協同組合、信用協同組合連 合会、労働金庫又は労働金庫連合会の行う事業

・農業協同組合、農業協同組合連合会、漁業協同組合、漁業協同組合連合会、水産加工業協同組合、水産加工業協同組合連合会又は共済水産業協

同組合連合会の行う信用事業及び共済事業

・貸金業、クレジットカード業若しくは割賦金融業、住宅専門金融業、証券金融業又は小口債権販売業

・証券業、投資信託委託業、抵当証券業、証券投資顧問業、投資法人資産運用業、確定拠出年金運営管理業又は金融先物取引業

・短資業又は証券取引所若しくは金融先物取引所の行う事業

・生命保険業、損害保険業、保険媒介業又は保険代理業

２．金融業に付随する業務

１．金融業に係る業務

上記１に規定する事業を営む者（金融業者）の子会社、または専ら金融業者のために事業を行う法人が行う次の業務。

・金融商品及び金融サービスに関し、計算を行う業務又は電子計算機に関する事務を行う業務（電子計算機を使用することにより機能するシステムの設

計若しくは保守又はプログラムの設計、作成、販売若しくは保守を行う業務を含む。）

・金融商品及び金融サービスに関し、照会若しくは相談に応じ、情報を提供し、又は勧誘する業務

・金融商品及び金融サービスに関する文書、証票その他の書類の作成、整理、保管、発送又は配送を行う業務

・現金、小切手、手形又は有価証券を整理し、その金額若しくは枚数を確認し、又はその保管を行う業務

・銀行業、信託業又は無尽業

・農林中央金庫、商工組合中央金庫、信用金庫、信用金庫連合会、信用協同組合、信用協同組合連 合会、労働金庫又は労働金庫連合会の行う事業

・農業協同組合、農業協同組合連合会、漁業協同組合、漁業協同組合連合会、水産加工業協同組合、水産加工業協同組合連合会又は共済水産業協

同組合連合会の行う信用事業及び共済事業

・貸金業、クレジットカード業若しくは割賦金融業、住宅専門金融業、証券金融業又は小口債権販売業

・証券業、投資信託委託業、抵当証券業、証券投資顧問業、投資法人資産運用業、確定拠出年金運営管理業又は金融先物取引業

・短資業又は証券取引所若しくは金融先物取引所の行う事業

・生命保険業、損害保険業、保険媒介業又は保険代理業

２．金融業に付随する業務

１．金融業に係る業務

 
（出所）沖縄県庁 HP 

 
③きんゆう IT 国際みらい都市構想 

名護市では内閣府の支援を受け、「きんゆう IT 国際みらい都市構想」が策定中であ

る。「きんゆう IT 国際みらい都市」については、名護市内の金融・情報通信特区に集

積する金融・IT 機能を核とした街づくりの実現を目指し、そこに金融・IT に関心を持

つ人々が世界中から集まって、そこから新たなビジネスが生まれるような環境づくり

が検討されている。この構想が現実化すると、今後、金融関連産業と情報通信関連産

業との融合が進み、さらに高度な金融ビジネスの創出が期待される。 
 

図表 1-59 きんゆう IT 国際みらい都市のイメージ図 

 
（出所）沖縄県庁 HP 

 
④金融専門家会議 

金融専門家会議とは、金融特区の活用促進のため、内外の金融専門家による金融新

ビジネス提言の場である。毎年 2 月に開催されており、平成 15 年度の開催から過去 4
回開催されている。平成 19 年度の会議については、アジアゲートウェイ構想の中でい

われているアジア金融センターをテーマとする予定となっており、そのテーマの重要

性から、現在開催が延期されているところである。 
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第四回会議は 2007 年 2 月 8 日から 9 日にかけて、万国津梁館で開催された。この会

議では、前回会議以降のプログレスレポートや名護市で検討されている「きんゆう IT
国際みらい都市」構想、森林保護を目的としたファンドの創設、長期投資信託設立構

想が発表されたほか、これらを踏まえたパネルディスカッションをおこない、新たな

金融ビジネスの可能性が模索されている。 
 

図表 1-60 第４回沖縄金融専門家会議プログラム 
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この会議でこれまで発表された取組み事例は、以下のようなものであり、これらに

ついては、金融特区における将来的なビジネス展開の候補になるものと期待される。 
○ 株式会社型投資ファンド 
○ エコ・バリューアップ・ファンド 
○ 株式自動売買システム＝カブロボを使った資産運用業務 
○ シニア・段階世代を対象とする住み替え型リバースモゲージ 
○ IT を活用した団塊世代の沖縄移住・金融サービス等の情報提供サービス 
○ ビジネスバケーション・プログラム 
○ 沖縄のリゾートコンプレックスと REIT の可能性 
○ 沖縄インディーズタウン構想 
○ 長寿・生存保険 
○ 沖縄版電子マネー 
 

⑤沖縄金融特区ファミリービジネスフォーラム 
県、名護市などが主催となり過去に 3 回開催されている。このフォーラムでは、地

方企業に多い同族経営のあり方を中心に、欧米のビジネススクールの研究者らを招い

て海外の親族企業の成功事例や金融面での支援方法を紹介している。 
2007 年 1 月 25 日から 26 日にかけて、「沖縄金融特区ファミリービジネス（FB）フ

ォーラム 2007」が万国津梁館で開催され、新会社法下での事業承継対策についての説

明や中小企業における後継者の選定・育成について講演が行われた。 
 
⑥人材育成の取組み 
ａ）金融人財育成講座 

内閣府・沖縄県の補助金等により、名桜大学が事業主体となって、琉球大学を

はじめとする県内各学校、NPO、民間事業等が連携して開催・運営している平成

18 年度から平成 20 年度までの 3 ヵ年事業である。 
本講座は、金融関連業に就職希望のある学生・求職者や金融に関心のある社会

人を対象としており、現在の金融業界の動向も踏まえた金融理論・実務に関する

講座を提供することで、金融特区を中心とした沖縄県における金融関連業の集

積・振興を図り、沖縄の自立型経済構築に資する人材の育成を目的としている。 
（講座例）事業承継、M&A、リゾート投資とファイナンス、不動産流動化、

事業再生など 
ｂ）やんばる夢発見プロジェクト 

経済産業省による名護市内の小・中・高等学校における地元の金融特区を意識

した、経済・金融の知識をベースに職業観・勤労観を育むプログラムである。 
本プロジェクトでは、実生活に即した活動や職場体験、ライフプラン・キャリ

アシートの作成などを通して、社会や経済の仕組みに関する現実的理解を促進し、

社会人・生活者としての基本的な素養・能力及び将来設計能力を身に付けるとと

もに、一人ひとりが職業観・勤労観を育むことで金融特区進出企業や地元企業で
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貢献できる人材を輩出することを目的としている。 
ｃ）コールセンタースタッフ養成講座 

コールセンター関連企業の立地に対応するため、コールセンタースタッフ教育

プログラムを実施している。 
ｄ）インターンシップ事業 

金融・情報関連企業への就業機会の拡大を図るため、学生・求職者等の新規雇

用予定者を対象に、インターンシップを実施している。 
 
 
（２）沖縄における金融関連産業展開の考え方/方向 

県内の金融関連産業の展開にあたって、当面は沖縄県内の金融機能集約を目的に設

立された名護市にある金融特区の活用を図ることが望ましい。実際、金融特区では企

業の集積が進んでおり、課題であった税制優遇の適用基準緩和によって、進出企業の

増加がさらに加速すると予想される。 
この金融特区においては、他の地域に比べて優位性を有する非金融分野と連携した

新たな金融ビジネスの展開、および海外との金融ネットワーク強化の 2 点が重要とな

る。具体的な可能性としては、リーディング産業である観光リゾート関連産業や情報

通信産業との連携、沖縄固有の文化資産の活用、または東アジアとの地理的優位性を

活かした新たな金融市場の創設が次のように想定される。 
金融関連産業の振興については、上記金融特区を中心に展開する可能性が高いこと

から、中南部都市圏における取組みには時間を要するものと考えられる。 
 

①プライベートバンキング・ビジネス 
ａ）一般富裕層向けプライベートバンキング・ビジネス 

年間 560 万人もの観光客が訪れる沖縄県は国内でも有数の観光リゾート地で

あり、近年、シニア層を対象とした長期滞在型リゾート地の開発が進みつつあ

る。今後は一般富裕層の滞在が見込めることから、そういった一般富裕層の資

産運用をターゲットとした事業展開を行う。 
 
ｂ）中小企業（同族会社）向けプライベートバンキング・ビジネス 

ファミリービジネス研究所や国際会議等の開催による情報・理論・ノウハウ

の蓄積を行うとともに、同族会社の創業者・オーナー等の富裕層を惹きつける

滞在型保養環境を活かし、中小企業（同族会社）に対するファイナンスや二世

経営者の教育までサポートするトータルサポートバンキングを設立する。 
 
 

 



 134

図表 1-61 中小企業向けプライベートバンキング・ビジネスのイメージ 
 

【ファミリービジネス研究所】

ファミリービジネス研究

の国際会議

【経営学者】 【金融マン】【中小企業創業者】

企業へのファイナンス、事業承継
等へのアドバイスにとどまらず、
二世教育等もトータルサポート

【中小企業（同族会社）創業者への

プライベートバンキング】
中小企業（同属会社）創業者への

経営を中心とした理論、ノウハウ
の提供

ファミリービジネスに関す
る理論、ノウハウの蓄積

 

 
②金融関連の電子マネービジネス 

沖縄県は国内有数のリゾート観光地であり、潜在的な需要が大きいことから、電

子マネーEdy などを利用した全県共通ポイントの運営ビジネスを構築する。例えば、

小口決済の利便性を高めるために、どのカードを利用してもポイントが蓄積できる

ようにシステムを共通化し、ショップでの買い物、バス等の交通運賃、リゾート地

での宿泊費等の沖縄県内のすべての消費にポイントを提供などが考えられる。 
 

図表 1-62 電子マネービジネスのイメージ図 
【ショップ】 【交通】 【リゾート地】

沖縄県内のすべての消費
にポイントを提供

どのカードでも沖縄県内では共通
に利用可能

（システムを共通化）

 
 

※沖縄電子マネーコンソーシアムの動向 
2006 年 6 月に県内金融機関やクレジット会社、電子マネー会社、携帯電話会社な

ど 16 社からなる沖縄電子マネーコンソーシアムが設立された。現在、新たなポイ

ントサービスとして「沖縄ポイント」創設の実現に向けた検討が行われているが、

技術面において複数の電子マネーカードを読み込む共通リーダーの開発が停滞し

ている状況にある。 
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③金融関連のデータセンター、コールセンタービジネスの展開 
内閣府や経済産業省の事業継続計画（BCP）のガイドライン策定を受けて、事業

継続計画の策定へ取り組む企業が増加している。特に昨今、情報システムの障害（地

震や電力供給の停止）により甚大な被害を受ける事例が発生しており、主に金融系

を中心として早期にシステムの 2 重化等の災害対策を検討、実施する企業が増えて

いる。 
バックアップの候補地としては、本社と同時に災害にあわない地域であること、

災害の発生率（特に地震）が少ない地域を基準としてデータセンターの設置の検討

を行っている企業が多い。その点、沖縄は国内において地震の発生率が最も低い点

と、首都圏より 1,600 ㎞以上離れており、本社と同時に被災する確率が低いなど、

データセンターとしての好適地であることから、金融関連企業向けのバックアップ

ーセンタービジネスの展開を促進する。 
また、沖縄は全国でも 1、2 を争うコールセンター企業の集積地であり、コールセ

ンターを支えるデータセンターや人材育成体制等が充実している。このコールセン

ターの集積を活かして、金融関連産業向けのコールセンタービジネスの促進を図る。 
 
④金融機関向けのビジネス・プロセス・アウトソーシングビジネスの展開 

人件費等のトータルコストで強みを活かし、県内への集積が進んでいる BPO（ビ

ジネス・プロセス・アウトソーシング）センターで、金融機関向けのビジネス展開

を進める。 
また、ビジネスプロセスを専門企業に委託するケースだけでなく、社内あるいは

グループ内の管理部門等を統合し、本社オフィス等が立地する大都市圏から、人件

費等コストを抑制することが可能な地方部へと移転させる動きもあり、金融機関の

子会社・グループ会社の誘致を促進する。 
※BPO（ビジネス・プロセス・アウトソーシング）とは 

これまで企業が内部の管理部門等で行ってきた、人事・給与計算、財務・会計、

調達、CRM などの業務処理（ビジネスプロセス）を外部の専門企業に委託（アウ

トソーシング）することを指す。これまでのデータ入力などの業務に加えて、企

業のコスト削減、社内リソースのコア事業への集中の流れを受けて、人事やマー

ケティング、更には営業などの分野についても BPO が進んでいる。 
 

⑤沖縄固有の文化資産を活用した信託機能活用ビジネス 
伝統文化・アーティストの著作物等の信託財産が多く存在すること、沖縄の観光

リピーター、沖縄芸能愛好家が多く存在していることを活かし、沖縄の文化伝統・

芸能を信託財産として運用するファンドを創設する。ファンドが沖縄のアーティス

トやイベント等の開催者に活動資金を提供する見返りとして、アーティストの著作

物などの財産の管理委託を受け、沖縄の観光リピーターや芸能愛好家、沖縄県民に

委託財産の受益権を販売する。 
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図表 1-63 信託機能活用ビジネスのイメージ 
 

【受託者】
信託契約

財産権の移転・管理運用の指示

信託利益の交付

ファンド

（委託者から受けた

信託財産の運用を受託）

ファンド

（委託者から受けた

信託財産の運用を受託）

【信託財産】
沖縄の伝統文化（お祭り等）

沖縄のアーティストの著作物

【委託者】

沖縄の観光リピーター

沖縄の芸能愛好家

沖縄県民　　他

活動資金等を供与

【受益者】

信託受益権の購入

沖縄のアーティスト

お祭り（エイサー）等の開催者

 
 

⑥海外との金融ネットワークの強化 
中国や台湾などの東アジア諸国と近接した地理的優位性と金融特区内への創設が

検討されている「アジア金融センター（仮称）」を活用し、アジアに進出している日

系企業の上場市場を目指す。 
このほか、国等の関係機関と調整しながら国内外の投資家や民間金融機関等によ

る投資活動を円滑化させるための仕組みづくりや決済システム、運用体制等の構築

に取り組む。 
 

図表 1-64 非金融分野との連携による新たな金融業・金融ビジネスのイメージ 
 
新たな金融業・金融ビジネスのイメージ 非金融分野との連携からみた沖縄の優位性 

 
○プライベートバンキング・ビジネス 
＜中小企業（同族会社）に対するトータルサポー

トバンキング＞ 
 
 

【金融とファミリービジネスの連携】 
・国際会議（ファミリービジネス・フォーラム等）

の開催による情報・理論・ノウハウの蓄積 
・同族会社の創業者/オーナー等の富裕層を惹きつけ

る滞在在保養環境が充実していること 
・ファミリービジネス研究所の構想があること 

 
○プライベートバンキング・ビジネス 
＜一般富裕層向けのバンキング＞ 
 
 

【金融と観光サービスとの連携】 
・沖縄が有数の観光リゾート地であり、近年ではシ

ニアを対象とした長期滞在型リゾート（シニアタ

ウン）開発が進みつつあること 
・沖縄の特色である健康産業との連携が可能 

 
○電子マネービジネス 
＜電子マネーを活用した全県共通ポイント運営

ビジネス＞ 

【金融と IT の連携】 
・沖縄は全国的にも電子マネーEdy 利用の先進県で

あること（加盟店、取扱高多い） 
・年間 560 万人の観光客が訪れる有数のリゾート観

光地であり、潜在的な需要量が大きいこと 
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○金融業のデータセンター、コールセンタービジ

ネス 
 
 

【金融と IT の連携】 
・バックアップ、コールセンターを支える、データ

センター、人材育成、サポートサービス等提供が

可能であること 
・沖縄－本土間の情報通信回線コストが低い水準で

あること 
 
○金融機関向けのビジネス・プロセス・アウトソ

ーシングビジネス 
【金融と IT の連携】 
・BPO センターが集積していること 
・大都市圏に比べて人件費等のコストを抑制できる

こと 

 
○信託機能活用ビジネス 
＜沖縄の文化伝統・芸能を信託財産として運用す

るファンドの創設＞ 
 
 

【金融と文化の連携】 
・沖縄の伝統文化・アーティストの著作物等の信託

財産が多く存在すること 
・沖縄の観光リピーター、沖縄芸能愛好家が多く存

在すること 
・沖縄独特の金銭的相互扶助システム（民間金融）

である「模合（モアイ）」の伝統があること 

（出所）野村総研作成 
 
 
（３）金融関連産業の振興に向けた課題 
 
①金融人材の育成、確保 

高度な専門性を要する金融業務について、本土で社員研修の行われる事例が見受けら

れる。特に本土の企業が進出する際、県内で企業のニーズに適した人材供給が整わなけ

れば、その企業は本土から人員を送る必要が生じることになり、沖縄に進出するメリッ

トは低下する。このため、県内から専門性の有する金融人材を供給するための実践的な

育成機関の整備が必要となる。 
また、沖縄県には多数のコールセンターが集積しているが、金融機関のコールセンタ

ーのオペレーターについては、最低限の金融知識やノウハウを要する。このため、その

ような金融に関する知識・ノウハウを持つ人材の育成機関の整備も必要である。 
 
②監査法人等の企業支援サービスの誘致 

金融関連企業の育成にあたっては、その金融関連企業における内部管理体制の監視や

融資先の企業支援、交渉立会等を行うための監査法人や弁護士事務所、会計事務所とい

った企業支援サービスが県内に求められる。しかし、そのような専門家は全国的にみて

大都市圏に偏在しており、人材の確保が困難であることから、行政や金融団体等による

誘致活動が必要となる。 
 
③電力・通信インフラの整備 
情報通信産業との連携を強化するためには、電力・通信設備といったインフラ整備が

必要となり、大容量のデータ送信が可能な次世代情報通信インフラ（高速無線、光ケー

ブル）等の整備が必要である。 
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３）沖縄空手を活用した文化産業の振興 
 
（１）沖縄空手に関する文化資源としての活用の現状と課題 
 
①沖縄空手の発祥から現在に至る歴史的概況 
ａ）保身の術として発祥した沖縄空手 

14～16 世紀にかけての大交易時代の琉球は中国はじめ、周辺諸国と盛んに中継貿

易を営み繁栄した。しかし、この時代、航海途中における和冦の脅威があり、また

国外での身の安全確保から武術は不可欠であった。このような歴史的背景の中から

沖縄独特の空手（古くは「ティー」という）・古武道が生まれ発達してきた。長い年

月にわたる交流の中から中国はじめ東南アジア諸国の武術のよさを沖縄固有の手

（ティー）に加味して、今日の空手・古武道が完成した。 
王国時代は、首里城を中心に発達した首里手、商業都市那覇で栄えた那覇手、両

者の中間にあった泊村一帯では泊手が発達し、いずれの地域でも著名な武人を多く

輩出し、その伝統を今日に伝えている。 
 

ｂ）大正時代に県外へ、昭和初期に海外へ紹介・伝播 
空手・古武道はもともと秘技であり、門外不出であった関係上、文献資料に乏し

く、殆ど口伝、しかも個人指導で伝承されてきた。しかし、廃藩置県後、新しい諸

制度が施行され、同時に明治の教育制度の中に空手・古武道が学校教育として採用

された。一方では一般公開される動きが生まれ、大正時代に県外へ、昭和初期に海

外へも紹介された。 
 

ｃ）多くの流派・会派が存在する近年の沖縄空手 
戦後（1945 年以降）の沖縄空手界は小林流、剛柔流、上地流、松林流の四つの流

派があった。 
流派の統制がゆるやかなものとなり、流派から会派が生じ、また会派を結成しな

い道場も生じ、現在 485 の道場（このなかには学連、中体連、高体連を含むことか

ら、これを除く道場数は 431）が 100 を超える流会派となっている。 
 

ｄ）KARATE の世界的な普及と 2 大系統 
沖縄を発祥の地とする空手道は、「KARATE」と呼ばれ、日本やアメリカなどを経

由し世界へ伝播し、現在、150 数カ国約 5,000 万人が愛好するともいわれ、世界的に

認知されるに至っている。 
世界に普及している空手道の系譜は、大きく二つに別れると考えられ、その一つ

は、本土で発生した各流会派の流れを汲むスポーツ空手でこの系統は、試合を中心

に普及発展している。もう一つの流れは、沖縄空手道・古武道の系統を引くもので、

これは前者が試合中心であるのに対し、鍛錬など武道性を重視している所に特徴が

ある。 
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図表 1-65 流会派別道場数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②流会派の組織特性 
「平成 16 年度沖縄空手交流推進事業報告書」によると、全国一般（本土）の主要流会

派が本部－地区本部－道場と系列的な体制を整えているのに対し、沖縄の流会派本部は

本部－道場に上下関係がなく、水平的な構造になっていることが報告されている。 
 

図表 1-66 本土・沖縄の組織構造 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

番号 流会派 道場数 番号 流会派 道場数 番号 流会派 道場数

1 沖縄小林流空手道協会 37 45 上地流空手道連盟 4 89 剛柔流沖縄館 1

2 沖縄空手道小林流小林舘協会 12 46 上地流空手道振興会 5 90 琉球古武道保存振興会 2

3 沖縄小林流空手道究道館連合会 7 47 上地流拳誠会 3 91 琉球古武道琉棍会 5

4 沖縄空手・古武道小林流礼邦館協会 5 48 沖縄上地流唐手道保存会 3 92 沖縄伝統古武道保存会 1

5 沖縄空手道小林流武徳館 4 49 上地流 1 93 又吉古武道 1

6 沖縄空手道小林流泉館 2 50 上地流空手道拳優会 1 94 琉球古武道榮龍会 4

7 小林流 2 51 上地流 1 95 金硬流唐手又吉古武道 1

8 沖縄小林流空手道講道館世界連盟 1 52 沖縄空手道上地流山会 2 96 琉球古武道哲心館協会 1

9 沖縄小林流妙武館 3 53 上地流 1 97 沖縄古武道同志錬成会 1

10 沖縄空手道小林流竜球館空手古武道連盟 9 54 国際上地流空手道琉球古武道與儀会館 1 98 琉球古武道清道会 8

11 全沖縄少林流空手道協会 4 55 上地流ラムセスクラブ 1 99 大築傳琉球古武術保存會 1

12 国際沖縄少林流聖武館空手道協会 2 56 沖縄上地流空手道琉球古武道琉志会 1 100 琉球古武道保存会 1

13 全沖縄少林流空手道古武道連盟 1 57 沖縄孝武流空手道古武道孝武会 1 101 琉球伝統古武術保存武道協会 1

14 首里少林流 3 58 硬軟流空手道守礼会 2 102 本部御殿手古武術協会 9

15 琉球少林流空手・古武道協会 2 59 沖縄硬軟流空手道協会 2 103 武芸の会、世界生道協会 1

16 琉球少林流空手道協会 4 60 沖縄硬軟流空手道古武道周和会 6 104 本部舞手合戦取手会 3

17 少林流武道館 2 61 半硬軟流空手道協会 2 105 首里本部流空手道 1

18 少林流 1 62 沖縄剛柔流空手道協会 14 106 沖縄劉衛流空手古武道龍鳳会 7

19 沖縄少林流 1 63 剛柔流 1 107 沖縄拳法琉誠館空手道協会 4

20 少林流正道館空手道協会 1 64 沖縄空手道剛柔会 17 108 沖縄拳法心武館 1

21 少林流空手道連盟 1 65 国際沖縄剛柔流空手道連盟 3 109 沖縄拳法空手道協会 8

22 チャン少林流 1 66 沖縄剛柔流空手道正道館 3 110 沖縄拳法 2

23 少林流空手道国際連盟 1 67 琉球国技会空手道剛柔流 2 111 沖縄拳法陽明館 2

24 中部少林流 1 68 国際明武舘剛柔流空手道連盟 3 112 琉球本拳法空手古武道連盟 1

25 少林流松村正統 4 69 沖縄剛柔流・泊手空手道協会 7 113 沖縄屋比久流 2

26 全沖少林流空手古武道 3 70 剛柔流国際空手古武道連盟 9 114 前田流 1

27 少林派拳法協会 2 71 琉球空手道剛柔流興武會 6 115 糸東流 1

28 沖縄船越少林流空手古武道協会 7 72 沖縄昭霊武術協会 2 116 沖縄空手道糸東流 1

29 世界松林流空手道連盟 8 73 剛柔流 1 117 日本空手協会 1

30 沖縄松林琉空手道協会 2 74 福建少林寺唐手道本部 1 118 松濤館 1

31 沖縄空手道松林流 1 75 剛柔流 1 119 沖縄松涛会 1

32 沖縄松源流空手道協会 5 76 沖縄空手道剛柔流 1 120 学連 1

33 少林寺流 5 77 剛柔流拳志会 5 121 国際空手道振興会 1

34 沖縄県少林寺流空手道連盟 20 78 剛柔流尚礼会 1 122 国際千唐流空手道 2

35 沖縄首里空手道協会 3 79 剛柔流 1 123 沖縄空手道優斗会館 2

36 首里手古武道聖道会 5 80 剛柔流空手道剛勇会 1 124 国際空手道連盟極真会館沖縄県支部 2

37 沖縄伝統空手首里手保存会 1 81 沖縄剛柔流秀武館 1 125 国際空手道連盟極真会館沖縄県支部 12

38 一心流国際空手道連盟 1 82 鶴法館剛柔流空手道振興会 1 126 大道塾 1

39 一心流空手道 1 83 沖縄空手道拳法会 2 127 世界空手道連盟真樹道場 2

40 一心流空手道古武道協会 1 84 沖縄空手道剛柔流誠武会 3 128 国際空手拳法連盟白蓮会館 1

41 沖縄一心流空手古武道協会 2 85 剛柔流 1 129 学連 6

42 沖縄空手道空新流協会 1 86 沖縄剛柔流 1 130 高体連 40

43 上地流空手道協会 12 87 沖縄空手道剛柔流連盟 1 131 中体連 8

44 沖縄空手道協会昭平流 14 88 剛柔流 1 合　計 485

資料：沖縄空手道・古武道道場一覧
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沖縄流会派は所属する道場数が少なく、本部－支部の連帯感はありつつも、各道場の

自主性、独立性が重要視されている。 
組織力の低さは多くの流会派が認めているが、その必要性及び組織力の強化に対する

意向は少ない。 
このことは、沖縄空手が武道性、精神性を基調としているため、組織より個々の修練

を重視する傾向にあることと分析されている。 
 
③全国一般（本土）空手流派の組織（平成 16 年度沖縄空手交流推進事業報告書） 

全国一般（本土）における空手は、1922 年（大正 11 年）冨名腰(船越)義珍氏が文部省

主催第１回体育展覧会で空手演武を行ったことに始まるとされている。その後、沖縄空

手の各指導者によって拡がり、現在の主たる流会派の現状は次のとおりである。 
 

図表 1-67 全国空手流会派の組織の現状 
○財団法人全日本空手道連盟 
・財団法人全日本空手道連盟（全空連）は、1964 年（昭和 39 年）に日本の空手道に統一的な秩

序をもたらすことを目的に本土主要流派の賛同を得て結成された。 
・その後 1969 年に財団法人の認可を受け、1972 年に日本体育協会に加盟したことで競技空手を

統轄し、代表する団体となった。 
・全空連は、世界空手連盟（WKF）を構成する大陸別の空手連合の構成員でもあり、WKF が 1999

年に IOC の公認団体となったことでオリンピック参加への道も開かれている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○社団法人日本空手協会（松濤館流） 
・日本空手協会は、1949 年（昭和 24

年）に船越義珍を最高師範として結

成された。 
・1955 年（昭和 30 年）に総本部道場

を設立（東京都新宿区四谷のち東京

都文京区後楽に移転）1957 年（昭和

32 年）日本最初の全国空手道選手権

大会を開催、1975 年（昭和 50 年）

世界空手大会を開催するなど活動を

続けている。 
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○糸東会 
・糸東会は、開祖摩文仁賢和が琉球古武道の技術・精神を融和させ糸東流空手道を完成させた。

・1934 年（昭和 9 年）に大阪で「養秀館道場」を設立、1935 年（昭和 35 年）に東日本本部が発

足したが、1964 年（昭和 39 年）全空連の設立に伴い全日本空手道糸東会の設立を行い、全空

連に参加した。 
・1993 年（平成 5 年）に「世界糸東流空手道連盟」が結成され、同年糸東流空手道選手権大会」

を東京で開催した。1997 年（平成 9 年）に埼玉県朝霞市に糸東流本部道場が完成した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○和道会 
・和道流の流祖大塚博紀は、神道揚心流

柔術と沖縄空手（船越義珍翁に学ぶ）

とを融合してつくり上げたものであ

る。 
・1934 年（昭和 9 年）「大日本空手振興

倶楽部」が大塚博紀を開祖として創設

（のち「大日本空手道振武会」と改

称）、1940 年（昭和 15 年）に和道流

と命名した。1967 年（昭和 42 年）和

道会に名称変更した（和道流には和道

流空手道連盟など別の会派も存在す

る）。 
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④沖縄空手を取り巻く近年の動向 
 

ａ）那覇市が「国際空手道振興基本構想策定報告書（平成 16 年 3 月）」を策定 
ア）沖縄空手道・古武道振興に向けた活動を企画･実行するプロデューサーとしての機能と、連携

をスムーズに行うためのコーディネーターとしての存在を兼ねて沖縄空手道振興センターを設

ける。 
イ）機能：振興企画、情報収集発信、海外研修生等受入窓口、町道場等支援、指導員の育成 

 
ｂ）沖縄伝統空手道古武道国際研修センター（平成 16 年 4 月 1 日）が開所 

ア）空手発祥の地として、沖縄伝統空手・古武道の修練を希望する国内外の空手家に対し研修の機

会と場を提供し、同時に世界各地で沖縄伝統空手道を指導する人材育成を目的に設立された。

（読谷村・むら咲むら内） 
イ）当施設の機能 

・e－learning：会員制インターネット通信教育 
・空手滞在研修：1 週間、1 ヶ月、3 ヶ月、6 ヶ月、1 年、2 年コース。（初級～上級クス、指導

員クラス）受け入れ予人数：300 人/年間 
・空手体験学習：１日体験学習（観光客、修学旅行生、地元小中高生、女性、高齢者等） 
・海外セミナー：海外各地でのセミナーの開催 
・空手着・武具のインターネット通信販売：メイドインオキナワの空手着・武具関連商品の直販 
・空手演武大会・競技大会：年 1 回～2 回の発表・審査・競技のイベント開催 
・空手道・古武道昇級昇段審査会：昇級・昇段審査・技術審査の開催／年 2 回 

 
ｃ）特定非営利活動（NPO）法人沖縄空手道・古武道支援センター（平成 16 年 5 月 28 日）が設

立 
ア）沖縄県や「沖縄空手道・古武道」関係者の皆様と連携して、「沖縄空手道・古武道」が沖縄の

貴重な 「文化遺産」「文化資産」として発展することを支援することを目的として設立された。 
イ）事業内容 

・沖縄の貴重な「文化遺産」である「沖縄空手道・古武道」の研究、啓蒙、普及促進  
・世界的に発展するための情報収集・発信  
・「沖縄空手・古武道」を利活用した文化交流型観光等地域振興施策検討・支援  
・空手関連人材の育成  
・人格的・技術的に優れた空手指導者の人間国宝化支援  
・「健全な児童育成」のための小中学校等学校教育への普及促進  
・琉球舞踊・音楽等、他の沖縄独自の文化と連携した文化振興  
・長寿、健康増進・維持等に関する「沖縄空手・古武道」の効用の科学的な研究  
・次に記載するイベントなどの企画、実施及び支援 

各種競技大会等／研修会／国内外交流活動／講演会／その他 
・調査及びコンサルティング業務など 
・知的財産権等の調査、保有及び利活用等 
・選手のマネジメント業務等 
・国内外との空手交流促進及びネットワークの構築 
・その他「沖縄空手道・古武道」の普及・拡大に資する事業 

 
ｄ）沖縄県が「沖縄空手推進事業報告書（平成 17 年 3 月）」を策定 

ア）沖縄空手道・古武道のソフトパワーの強化として、沖縄空手道・古武道のソフトパワーの強化

（沖縄空手道・古武道のモニュメント等の整備／人間国宝化／空手道大学の設立／空手殿堂（空

手会館）について（中城御殿）／「沖縄伝統空手協会」の創設／沖縄伝統空手栄誉賞の創設）、

県民のサポート（定期的な演武会、セミナー等の実施／学校教育等での正課としての採用）が提

案されている。 
イ）沖縄空手道・古武道による「文化交流型観光」の推進として、グローバルな認知（情報発信の

必要性）、空手愛好者受入体制の整備（沖縄の空手関係者が安心して研修生等を受け入れられる

体制の構築／県外、海外空手関係者等との連携、友好関係の確保／人材の育成）、世界、全国大

会、研修会などの開催誘致（県外、海外の愛好家等が現実に沖縄空手に触れる機会の拡大）、空

手関連産業の振興、目標達成のための行政・空手界・ＮＰＯ等の連携と体制の整備が提案されて

いる。 
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ｅ）沖縄県空手交流推進事業として「沖縄空手推進事業報告書（平成 18 年 3 月）」を

発行 
ア）平成 16 年度からの継続事業で、沖縄空手道・古武道のポテンシャルを「文化交流型」観光へ

の貢献の視点から調査・検討したものである。 
イ）沖縄空手道・古武道の「文化資産」としての発展に向けた戦略 

・戦略１．沖縄空手道・古武道道のブランドの確立と拡大（①沖縄空手道・古武道のシンボルの

企画・作成・導入／②沖縄空手道・古武道への正しい認知・理解の獲得そして話題の発信／③

次世代育成プログラムの開発／④パブリシティ活動の推進） 
・戦略２．三位一体となった活動体制の整備（①沖縄空手道・古武道の更なる発展を図るための

体制の構築） 
・戦略３．「スポーツツーリズム」の実現 （①「沖縄スポーツツーリズム」の確立／②「沖縄ス

ポーツツーリズム＜空手＞プログラム」の開発／③「沖縄スポーツツーリズム＜空手＞プログ

ラム」のプロモーション） 
ウ）「世界大会等が開催され、内外の空手愛好家が訪れる聖地：沖縄」の実現の可能性等について 

・①沖縄空手道・古武道世界大会の開催／②今後開催が想定される主な記念大会／③現在取組ま

れている具体的な誘致活動例） 
 

ｆ）「沖縄伝統空手道振興会」が設立（平成 20 年 2 月） 
ア）設立目的 
 沖縄伝統空手道及び古武道の保存・継承及び世界への普及新港を図ると共に、空手道及び古武道

発祥の地・沖縄が世界の空手の聖地となることを目指す。 
イ）目的を達成するために以下の事業を行う 
 ・世界大会の開催 
 ・伝統空手の演武会、競技会等の開催 
 ・セミナーの開催 
 ・その他、会の目的達成に必要な事業 
ウ）組織 
 全沖縄空手道連盟、沖縄県空手道連盟、沖縄空手・古武道連盟及び沖縄県空手道連合会（以下「空

手四団体」という。）、その他、会の目的達成に賛同する空手団体をもって組織する。 
 

図表 1-68 沖縄伝統空手道振興会組織図 
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（２）沖縄空手を活用した文化産業の振興の考え方/方向 
 
①県内外より求められる KRATE 聖地おきなわの形成 

沖縄を発祥の地とする空手道は、「KARATE」と呼ばれ、現在 150 数カ国約 5,000
万人が愛好するともいわれ、国際的にも沖縄の文化・精神的象徴として認知されつつ

ある。一方、国内外の空手界の動向は、「スポーツ空手」と「沖縄空手道・古武道」の

二分化が進み、さらに近年、新たな発展を求め原点を重視する動向、あるいは新たな

総合武道を求める流派等の動きもみられる。そのなかで、「KARATE」の発展のために

は「スポーツ空手」と「沖縄空手道・古武道」の交流・連携が必要であるとの認識が

生まれつつあるといわれる。 
「KARATE」の愛好者が世界中で増え、またその年代も幅広くなり、特に、熟練者

や中高齢者において武道性・精神性を重視する動きがみられるなかで、空手道・古武

道の発祥の地である沖縄においては、聖地としての役割を果たしていくことが重要で

ある。 
沖縄空手道・古武道の発展及び世界の空手愛好家を沖縄に誘致するためには、沖縄

空手界の連携と、本土空手界と沖縄空手界の相互交流・連携のための仕組み作りが喫

緊の課題である。 
 

②沖縄空手の文化・交流産業の展開に向けた基本的方向 
ａ）人材育成・研究等の拠点形成 
ア）学術的調査・研究機関の設置 

沖縄空手道・古武道の歴史・理論、技の伝承・高度化はもとより、関係機関と

の連携し、文化・教育、医療・健康、産業振興等との関連についても広く学術的

調査・研究を行う研究機関を形成する。 
 

ｂ）文化交流、ヘルスケアとしてのサービス供給拠点の形成 
ア）空手道の学習・体験交流拠点の形成 

沖縄空手道・古武道の歴史や精神文化等の学習及び空手の鑑賞・体験等ができ

る文化交流型観光の拠点を形成する。 
イ）スポーツコンベンション拠点の形成 

県内空手団体・観光関連等で連携し、国内外における愛好者のキャンプ地とし

ての定着に向けた、各種プログラム等の整備を図る。 
ウ）ヘルスケアとしての活用 

学術的調査・研究機関及び医療機関等と連携し、健康づくりに資する動作の研

究等を深め、保養での来訪者や一般観光客、県民等へのヘルスケアとしての活用

を図る。 
エ）産学連携による就学生の活用 

ポリネシアカルチャーセンターでは、大学と産業機能の連携が成功した例であ

るが、上記「学術的調査・研究機関」の就学生にとってもその知識・技能等を活
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かし幅広く活動できるような産学連携を図る。 
 

ｃ）世界・全国大会等の定期的開催 
県内では世界大会等が不定期で実施されてきたが、聖地としてのブランドを強化

するため、関係者による空手の定期的な世界、全国大会を促進する。 
 
（３）沖縄空手を活用した文化産業の振興の実現に向けた課題 
 
①県内における流会派の連携強化 

県内の流会派においては、近年の流会派を超えた様々な取り組みの中で連携した活

動を展開しつつあり、平成 20 年２月には空手四団体を中心に「沖縄伝統空手道振興会」

が設立された。前記の「②沖縄空手の文化・交流産業の展開に向けた基本的方向」を

実現するにあたっては、これまで以上の連携及び組織体制の確立による取組の強化が

求められる。 
 

②推進中核機関の積極的な活動促進 
現在、県内では「特定非営利活動（NPO）法人沖縄空手道・古武道支援センター」

が中心となり、沖縄県や沖縄空手道・古武道関係者と連携した「沖縄空手道・古武道」

の発展に向けた各種活動を推進している。今後とも、当機関を中軸としつつこれまで

県内で検討してきた各種方策の具体的な実施に向け、各種機関との連携及び事業等の

推進軸となることが期待される。 
 

③既存交流拠点施設（沖縄伝統空手古武道センター）との機能等の役割分担 
沖縄伝統空手古武道センターでは、過去に公的機関でも検討された方向を民間レベ

ルで着実に実現している。したがって、今後、具体的展開を検討するにあたっては、

当施設や沖縄伝統空手道振興会等との連携を深め、県全体としてレベルアップできる

適切な機能等の役割分担が必要である。 
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５．プロジェクト検討結果のまとめ 

１）健康・医療分野 
 
（１）沖縄先端医療特区の形成 
①プロジェクト

の概要 

県内に先端医療分野の特区を形成する。 

特に、県主導で治験プラットフォームを構築し、アジア各国からの患者受け

入れを行う構造改革特区を構築する 

②沖縄での展開

に向けた基本

的考え方 

・ 特区には、「その活動を推進している地域」として対外的なアピール力も

あるため、先端医療分野でどのような構想を進めていくか全体像を整理

し、その上で特区化すべき内容を検討すべきである。 

・ 特に有望なのは、現在、沖縄県がうるま市を中心に検討している構想を軸

に、創薬基盤と国内の治験プラットフォーム構築をめざし、その延長上に

アジアからの治験参加者受け入れを狙った特区を形成していくという方

向である。 

・ 沖縄先端医療特区として規制緩和が必要になる点は、海外からの患者及び

その家族の受け入れに関するものであり、滞在可能日数等の延長等が、特

区申請の対象になると考えられる。 

③実現に向けた

課題 

○治験プラットフォーム構築の課題としては、以下の課題があげられる。 

・ 中核となる病院を構築（または設定）する 

・ 県民の理解を得て、治験のための参加者ネットワークを構築できるか 

・ 治験が集まるような、医師主導の治験を実施する意向のある優秀な医師が

集まるか 

・ 窓口となる組織がうまく SMO、CRO として機能できるか、そのための

良い人材が必要数集まるか 

○先端医療の提供を行うのであれば、以下の課題が挙げられる。 

・ 最新の先端医療を提供する医師を呼び込む仕組みの構築 
・ 先端医療を提供するための医療施設の整備 

（最新の高度専門医療病院群の構築） 
○アジアからの患者受け入れ＝特区化の課題は以下の通り。 

・ 特区化して患者受け入れを行うのであれば、家族等の滞在用施設等につい

て検討する必要がある。 

・ 治験プラットフォーム構築を目指す場合、海外からの参加者だけに頼るの

ではなく、県内での治験プラットフォームの構築が必須となる。 
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（２）重粒子線治療機関の誘致 
①プロジェクト

の概要 

重粒子線を使ったがん治療は、副作用が少なく治療後の社会復帰が容易な

治療法として注目されており、大規模な医療機関が集積し、がん診断連携拠

点病院を有する沖縄県への重粒子線治療機関を誘致しようとする構想 

②沖縄での展開

に向けた基本

的考え方 

先進事例による分析の結果、重粒子線によるがん治療で大きな収益をあげ

ることは困難であり、累積赤字を解消する可能性が低く大規模な初期投資の

回収が困難であることが明らかになった。このため、施設の建設を含む事業

費を確保できるかが、事業を進めるかどうかを決める上での試金石となる。

また、沖縄県の場合は、キーパーソンの確保、エンジニアの確保など、予

算面以外にも様々な条件を新たに整備する必要がある。 

このような状況を勘案すると、事業を推進する際には、県単独の事業とし

て実施することを基本方針とするのではなく、国や関係機関（放射線医学総

合研究所等）を事業主体に巻き込むことが重要である。すなわち、関連機関

の誘致が、事業推進の基本軸となり、放射線医学総合研究所との連携体制の

構築が喫緊の課題といえる。 

機関の誘致が実現した場合には、①観光と連動した長期滞在型の治療･リ

ハビリテーションモデルの構築、②東アジアの富裕層をターゲットとしたマ

ーケティング活動などのコンセプトを前面に打ち出した事業展開が望まれ

る。 

③実現に向けた

課題 

関連機関の誘致を前提とした連携体制づくり、魅力的な事業計画策定が実

現に向けた最低限の課題である。 

それ以外にも、①事業全体の中核的な推進役となるキーパーソンの確保、

②がん治療の実績がある病院とのネットワークの構築、③琉球大学や放射線

医学総合研究所の連携による重粒子線治療装置の設計、開発、運転、メンテ

ナンスができるエンジニアの確保、④放射線治療に携わる技師の育成システ

ムの構築及び技師の確保などが実現に向けた課題となる。 

 
 
（３）Resort & Health リゾートタウンの形成 
①プロジェクト

の概要 

沖縄県の基幹産業の一つである観光産業の高付加価値化を目的に、Resort & 

Health リゾートタウンを形成する。具体的には、シニア層やアジア富裕層

を対象に、「健康（Health）」に関するコンテンツを開発・提供することを目

指し、県内資源を活用したメニューやプログラムの開発、人材育成の場を整

備するプロジェクト。 

②沖縄での展開

に向けた基本

的考え方 

① 団塊世代やアジア富裕層をメインターゲットとした長期滞在型のリゾ

ート地として、現在、沖縄県内に不足する観光コンテンツの拡充を目指

す。具体的には、他プロジェクトとの一体的な推進による、以下のコン

テンツが想定される。 

・ 県内生物資源等を活用した健康食品・健康メニューの開発・提供 
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・ ヘルスケア・統合医療サービスの提供による長期滞在型観光の確立

② リゾートタウンにはヘルスケア、統合医療、観光分野における OJT 型

人材育成拠点としての機能も付加する。県内の人材育成機能を強化する

ことで、持続的な産業育成を目指す。 

 

③実現に向けた

課題 

① 本プロジェクトの推進には、観光産業だけでなく、製造業（健康食品）、

ヘルスケア産業、統合医療との連携が求められる。 

② 商品・サービスに対する感度が高く、消費にたいする“こだわり”のつ

よい団塊世代の詳細なマーケティングを実施し、ニーズにあったコンテ

ンツの拡充を図ることが必要。 

③ アジア富裕層の県内誘客には、同地域との空路や海路といったアクセス

の改善が不可欠である。 

④ 海外リゾート地での滞在経験が豊富な国内外の富裕層を、県内に誘客す

るためには、世界水準のリゾート人材育成が必要である。 

 
 
（４）健康ビジネス育成に向けたエビデンス整備 
①プロジェクト

の概要 

高齢化の進展、ライフスタイルの多様化、予防医療に対する意識の高まりな

どを背景に、科学的根拠の立証された健康商品、健康サービスに対する需要

が拡大を続けている。沖縄県の健康関連産業の高度化に向けて、県内にエビ

デンスの立証に必要な機能の整備を目指すプロジェクト。 

②沖縄での展開

に向けた基本

的考え方 

① 県内に臨床実験フィールドを整備し、健康食品が人体に与える影響を分

析できる環境を整備することで、県内健康ビジネスの高付加価値化を目

指す。 

② 大学院大学周辺への立地が見込まれる製薬・健康関連産業との連携を図

ることで、臨床実験フィールドを将来的にはＶＢ等の育成インフラとし

ても活用する。 

③ リゾート滞在客への健康サービスと連動したモニタリングシステムを

確立することで、沖縄県が目指す長期滞在型観光の差別化を図る。 

③実現に向けた

課題 

① 臨床実験フィールドの整備には多額の費用を要することから、県内企業

のニーズを十分に吟味する必要がある。 

② リゾート滞在客を対象とした健康モニタリングには、航空会社、旅行代

理店等との連携が必要であり、県内企業との商品開発体制を構築する必

要がある。 

③ 「Resort & Health リゾートタウンの形成」等、他のプロジェクトとの

連携によって明確な出口戦略の策定が求められる。 
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（５）ヘルスケアセンター、統合医療拠点の整備 
①プロジェクト

の概要 

沖縄の持つ“癒し”の風土や自然、歴史、アジアの中心としての地理的要因

を活かし、肉体的・精神的両面での健康増進に効果を有するヘルスケアサー

ビス・統合医療の拠点を整備する。地元住民の健康増進だけでなく、観光客

を対象としたサービスを開発・提供することで県観光産業の発展も視野に入

れた拠点整備を目指すプロジェクト。 

②沖縄での展開

に向けた基本

的考え方 

① “癒し”の風土、豊富な自然環境等を活用した、リラクゼーション、タ

ラソテラピー、スパ・エステサービスの開発、産業化を図り、県の観光

産業の高付加価値化を目指す。 

② 国内外の先進諸機関との連携のもと、アーユルヴェーダや針灸、リフレ

クソロジー等の統合医療サービスの導入と定着促進を図り、長期滞在型

の健康づくりの場としての地位獲得を目指す。 

③ 県内特産品を用いた健康保養食材（薬膳食等）や健康メニューの開発と

提供、リゾート滞在中における健康増進プログラムの開発と提供、大学

や保健医療機関との連携などによるヘルスケアサービスの充実を図る。

③実現に向けた

課題 
① 県内にはヘルスケアサービス、統合医療分野の人材が不足しており、

他地域との連携や、県内観光産業との連携による人材育成機能の拡

充が必要とされている。 

② 消費者からみたヘルスケアサービス、統合医療サービスの信頼性を

高めるために、公的機関等による認証制度を新設することが求めら

れる。 

 
 
 



 150

２）基盤研究産業分野 
 
（１）サイエンスパーク等の整備促進 
①プロジェクト

の概要 

大規模な基地跡地の有効利用方策として、ライフサイエンス分野に関連した

機能の集積を目標とするサイエンスパークを整備し、基盤研究産業分野にお

いて検討中の以下のプロジェクトの受け皿として位置づける。 

 ①創薬推進支援プロジェクト 

 ②医療機器製造業の導入 

 ③高度機能性成分分析機関の誘致 

 ④バイオインフォマティクス DB センターの誘致 

「創知」「産学連携」「新産業創出・産業集積拡大」を軸に、自律的に発展で

きる「産業クラスター」「知的クラスター」としての空間・機能形成を図る。

②沖縄での展開

に向けた基本

的考え方 

①ライフサイエンス分野では、大学や研究機関との密接な連携が必要不可欠

であるため、琉球大学、沖縄科学技術大学院大学等、関連する既存施設と

のアクセスに配慮した地域にサイエンスパークを整備する。 

②ハード整備とともに、「創知」「産学連携」「新産業創出・産業集積拡大」

に向けた仕組み・システムの整備を中長期的なスパンで推進する。 

③実現に向けた

課題 

中長期的なスパンで以下の課題に取組んでいくことが必要である。 

①戦略策定 

②中核推進組織の形成 

③開発・投資基金の創設 

④産業・研究開発機能の誘致 

⑤インフラ整備 

⑥人材の育成 

⑦啓蒙・PR 活動 

 
 
（２）創薬推進支援プロジェクト/高機能性成分分析機関の誘致 
①プロジェクト

の概要 

次世代ゲノムシーケンサを用いたゲノムシーケンスサービスを提供し、創薬

支援を行う。最終的には治験を実施するプラットフォームも構築し、ゲノム

創薬から治験までをサポートできるプラットフォームを完成させる。 

②沖縄での展開

に向けた基本

的考え方 

①現在、沖縄県で検討されているシーケンスサービス構想（うるま市に導入

される次世代シーケンサを用いた高速ゲノムシーケンスサービスの提供）

は、技術さえ確立できればニーズは高く、確実に利用者を望むことができ

るため、実現性が高いと判断される。 

②その際、亜熱帯資源（特に海洋資源）等を活用した創薬という観点から、

高機能成分分析機関を沖縄に誘致することが望ましいが、まずは、現在の

シーケンスサービス構想を確実に実現化することが肝要である。 

③実現に向けた ① 一刻も早いシーケンス技術の確立とシーケンスサービスの立上げを実
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課題 現化すること 

② 県内における次のような専門人材の育成を、沖縄県のリーダーシップに

より実現すること 

・ シーケンス稼働状況や受託計測の管理、測定する試料・研究内容に応

じた研究進行のマネジメントができる「プロジェクトマネージャー」

・ 試料に応じて適切なシーケンスサービスを提供するテクニシャン 

・ 基礎的なインフォマティクスを提供できるテクニシャン 

③ その次の世代のシーケンサが普及するまでに、投資を回収する意気込み

を関係者全員に浸透させること 

④ 諸外国のように、創薬ベンチャー企業の育成及び集積を強力に推し進め

る施策を展開していくこと 

 
 
（３）医療機器製造業の導入 
①プロジェクト

の概要 

先端医療特区、治験プラットフォーム、創薬推進支援プロジェクトとシナジ

ーを出しながら、沖縄県に新しい産業としての医療機器製造業を立地誘導及

び定着させるプロジェクト 

②沖縄での展開

に向けた基本

的考え方 

①以下の理由から、県内の別業態から新規に医療機器産業への参入は非常に

障壁が高く、沖縄における構想の柱になる可能性は非常に低い。 

・ 医療機器の承認申請は非常に難易度が高く、コストがかさむ上、企業

が負担するリスクは小さくない。 

・ 医師・医療現場のニーズを知らない・理解できない・知る機会がない。

・ 一般の製造業と比べ、市場が圧倒的に小さく採算がとれない 

②既存の大手医療機器製造業の誘致にむけては、魅力的な構想を構築する必

要がある。 

③実現に向けた

課題 

医療機器製造業の中南部都市圏への集積の実現可能性は低いと考えられる。

（ただし、他の構想・プロジェクトの進行にともない、中小の医療機器産業

の集積ニーズが生じる可能性はある。その際にどのような支援ができるかに

ついては、検討しておく必要がある） 

 
 
（４）バイオインフォマティクス DB センターの誘致 
①プロジェクト

の概要 

バイオインフォマティクス DB（データベース）センターの誘致を行う 

まず、誘致の呼び水として、本体誘致に先駆けて、各種ライフサイエンス分

野の学術データベースのバックアップを誘致して、バックアップセンターを

構築する 

②沖縄での展開

に向けた基本

的考え方 

① 既存の学術データベースのバックアップニーズは存在せず、バックアッ

プセンター構築は現実的ではない。 

② バイオインフォマティクス DB センターの誘致は、創薬支援として実施
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される次世代ゲノムシーケンス等、他で展開されるプロジェクトとのシ

ナジー効果を考慮して進める。 

③実現に向けた

課題 

① 沖縄に誘致する意義・メリットと具体策を、大学院大学構想だけでなく、

創薬や治験の構想とからめて、今以上にアピールできるものに仕立てて

いく必要がある。 

② DB構築技術を提供する人材及び有効活用する人材の存在は必須である。

DB を構築し、活用する人材が、沖縄に集まってくる仕組みづくりを実

現化していくことが課題である。 
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３）アジアゲートウェイ分野 
 
（１）国際航空物流ネットワークの形成 
①プロジェクト

の概要 

中国発着貨物をはじめとするアジア発着貨物の増加、東アジア周辺空港のハ

ブ空港化、航空交渉の進展等、アジアの国際航空貨物を取り巻く環境が大き

く変化している。その中で、沖縄県が地位的優位性を活かし、国際航空物流

ネットワークを形成することを目的としたプロジェクト。 

②沖縄での展開

に向けた基本

的考え方 

① ターゲットは中継依存型ハブ空港 

② まずは、ANA が取り組んでいる国際貨物基地構想を契機としてスター

トする 

③ 日本－アジア間の国際航空貨物を対象とするハブ空港としてスタート

し、アジア域内の国際航空貨物を対象とするハブ空港へ拡充させる 

④ ③の実現を目指し、貨物航空会社を誘致する 

③実現に向けた

課題 

① 中長期的な貨物取扱量目標の再検討 

② ①で検討した目標値に基づいた整備計画の策定 

③ 貨物航空会社のニーズ把握 

④ 貨物航空会社の誘致に向けた積極的な営業 

⑤ 貨物航空会社の誘致に向けた支援策の整備 

 
 
（２）金融関連産業の振興 
①プロジェクト

の概要 

当面は国内で唯一の「金融業務特別地区（金融特区）」の活用を図るものの、

中南部都市圏における金融関連産業の将来的な振興を図る。 

②沖縄での展開

に向けた基本

的考え方 

① 観光リゾート産業や情報通信産業といったリーディング産業との連携や

沖縄固有の文化資産を活用した新たな金融ビジネスの展開 

② 地理的優位性や金融特区内への創設が予定されているアジア金融センタ

ー（仮称）を活かした東アジア諸国との海外金融ネットワークの強化 

③実現に向けた

課題 

① 高度な専門性を有する金融人材及びコールセンターにおける最低限の金

融知識・ノウハウを有するオペレーターの育成・確保 

② 監査法人や弁護士事務所、会計事務所といった企業支援サービスの誘致

③ 大容量のデータ送信が可能な次世代情報ネットワーク等の整備 
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（３）沖縄空手を活用した文化産業の振興 
①プロジェクト

の概要 

沖縄を発祥とする空手は、日本やアメリカを経由して世界に伝播し、現在、

150 数カ国で約 5,000 万人の愛好者がいると言われている。この世界的に認

知されている沖縄空手を活用することによって、県内の文化産業の振興を図

る。 

②沖縄での展開

に向けた基本

的考え方 

① 空手の技能伝承に加え、文化・教育など広い分野に渡って学術的調査・

研究を行うための人材育成・研究等の拠点形成 

② 沖縄空手を体験できる文化交流型観光拠点の形成 

③ 観光分野と連携したスポーツコンベンション拠点の形成 

④ 学術・医療機関と連携したヘルスケアとしての活用促進 

⑤ 世界・全国大会等の定期的開催による沖縄空手の聖地というブランド強

化 

③実現に向けた

課題 

① 県内における流会派の連携強化 

② 推進中核機関の積極的な活動促進 

③ 既存交流拠点施設（沖縄伝統空手古武道センター）の活用 

 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 都市機能ビジョンに関する検討調査 
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第２章 都市機能ビジョンに関する検討調査 

Ⅰ．都市機能ビジョンに関する検討 

１．中南部都市圏の位置づけ 

１）基本的考え方 

本県における中南部都市圏の位置づけ（担うべき役割）を考えるにあたっては、そのよりどころと

して、県土構造全体を括るコンセプト（政策目標）が必要である。 

全体コンセプトについては、現在、県において沖縄２１世紀ビジョン（仮称）の一環として検討が

進められているところであるが、ここでは全体コンセプトを素案として提示することする。 

その上で、嘉手納以南の大規模基地の返還も見据え、2030 年を目標とした中南部都市圏が担う役

割を検討することとする。 

 

 

図表 2-1 都市機能ビジョンに関する検討の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県土構造ビジョン全体コンセプト

（政策目標） 

中南部都市圏が担う役割 

（位置づけ） 

中南部都市圏の 

都市機能ビジョン 

中南部都市圏の 

現状と展望 

県の「沖縄２１世紀ビジ

ョン（仮称）」 
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２）県土構造全体を括るコンセプト（政策目標） 

２１世紀沖縄の県土構造のあり方を考えるにあたっては、亜熱帯の気候や島しょ等の自然環境の中、

先人・先達が営々と培ってきた県民気質や価値観、社会資本などを再認識した上で、国内はもとより

アジア・太平洋地域のダイナミックな動向を見据えながら将来を展望することが肝要である。 

かつて沖縄は、万国津梁の鐘※に象徴されるように、進取の気性をもってアジアをはじめ世界各地

に雄飛することで、蓬莱※の邦としての活力と平和を享受してきた歴史を有している。島しょ沖縄が

世界の一員として繁栄と平和を持続していくためには、常にアジア・太平洋地域に開かれた県土を再

構築していくことが求められている。このことから、政策目標の柱の１つとして、「アジア・太平洋

地域のなかで人・モノ・情報が行き交う活力と平和に満ちた万国津梁の島（交流・活力・平和）」を

目指していくこととする。 

また、琉球王国時代にアジアに進出した欧米人が見た沖縄の町や村の様子は、多くの記録として残

されており、当時の沖縄の村々の風景の美しさや清楚さ、王都首里においては見事な庭園都市が形成

されていた様子などが、欧米人の絶賛の語りで記されている。現在でも、沖縄の風土を活かした伝統

集落やリゾート空間等が、人々に安らぎと癒しを与えてくれていることからも、恵まれた風土を活か

した風景創出の重要性を再認識するところである。このことから、政策目標の柱の２つめとして、「亜

熱帯の豊かな自然と景観、文化を継承・創造する美ら島（継承・再生・創造）」を目指していくこと

とする。 

さらに、県民生活の観点からは、コミュニティ機能の弱まりの中で、地域の安心・安全が損なわれ

てきたことを注視する必要がある。また、今後迎える高齢化社会においては、高齢者が生きがいを発

揮できる地域社会の復興・再生が課題となっている。このことから、政策目標の柱の３つめとして、

「地域社会のなかで安心と生きがいを生涯持つことのできる世果報※の島（共生・安心・生きがい）」

を目指していくこととする。 

新時代の県土構造の構築にあたっては、上述した３つの柱の趣旨を十分に踏まえ、これらを束ねた

県土構造全体を括るコンセプト（政策目標）として、以下を掲げることとする。 

※万国津梁の鐘（ばんこくしんりょうのかね）：1458 年に尚泰久王の命により鋳造され首里城正殿に掛けられた鐘。

銘文は 15 世紀中葉・尚泰久王治下の海外貿易の隆盛・制海の気概を的確に表現している。 

※蓬莱（ほうらい）：中国の神仙思想で説かれる想像上の仙境。東方の海上にあって、仙人が住む、不老不死の地

と信じられた。 

※世果報（ゆがふ）：豊年万作、世の中が豊かで平和でみんなが幸せであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ルネサンス：仏: Renaissance 直訳すると「再生」。ここでは、戦後沖縄の歴史・文化だけでなく、かつて
の琉球時代の歴史・文化も含めた価値の「復興」「再生」を指す言葉として用いた。＞ 

 

「琉球ルネサンス・2030」 

（平和で活力と安らぎのある美ら島沖縄） 

○アジア・太平洋地域のなかで人・モノ・情報が行き交う活力と平和に満ちた万国津梁の島（交流・活

力・平和） 

○亜熱帯の豊かな自然と景観、文化を継承・創造する美ら島（継承・再生・創造） 

○地域社会のなかで安心と生きがいを生涯持つことのできる世果報の島（共生・安心・生きがい） 
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図表 2-2 琉球王国の対外交易(14 世紀末～16 世紀) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※かつて琉球は広く東アジア・東南アジアとの対外交易を通して、15 世紀中葉には万国津梁の鐘の銘に記されたよ
うな、王国の隆盛期を築いた。 

 

 

資料：「沖縄歴史地図（歴史編）」 
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３）中南部都市圏が担う役割（位置づけ） 

沖縄本島のうるま市、読谷村以南の市町村で構成される中南部都市圏には、県人口の 82％にあた

る約 110 万人が住んでおり、人口の減少がはじまった我が国において、2025 年頃まで人口が増加し

ていく数少ない地域である。 

アジア・太平洋地域を見ると、100 万人以上の都市は数多く分布するが、島しょにおける 100 万規

模の都市は、極めて稀である。 

また、嘉手納飛行場以南の米軍基地の返還が合意されたことにより、本圏域には合計で 1,000ha を

超える大規模で利用可能な県土が生まれてくる。この広大な空間は、２１世紀の県土を再編し、アジ

ア・太平洋地域をはじめ世界に開かれた社会を構築していく上で極めて重要である。 

このような状況を鑑みると、中南部都市圏は、アジア・太平洋地域等との多面的な交流・交易のも

と、今後の沖縄全体の経済・文化等の多様な活動を先導し、牽引していくとともに、沖縄の風土・文

化・技術等を活かして国際貢献・国際協力を発信していく地域としての役割が想起される。 

具体的には、世界に開かれた自由な発想で、21 世紀の分権と自治を先導する機能を有し、広大な

基地跡地を活用した戦略的産業の振興により沖縄経済を牽引していくことが期待される。 

また、地球温暖化等の地球規模での環境問題が拡大する中、亜熱帯の気候や島しょ等の自然環境、

そこで育まれた生活環境等を活かした、持続可能な沖縄らしい新たな環境共生スタイルを構築し、同

様の自然環境や生活環境を有する地域等への多面的な国際貢献を先導していくことが期待される。さ

らに、今後の高齢社会においては、高齢者が生きがいを発揮できる地域社会を各世代が協働して復

興・再生することも重要である。 
これらの施策は、一過性の流行や風潮に流され陳腐に陥ることなく、真に沖縄らしい価値の長期的

な発揮・持続の視点に立ち、着実・段階的に推し進めることにより、時とともに地域の価値を高めて

いくことが重要である。 
上述の観点から、中南部都市圏が担う役割（位置づけ）を以下のように位置づけた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「1000 万人の交流と国際貢献を先導し、時とともに 

価値が高まるアジア・太平洋の 100 万人島しょ都市」 

 

○21 世紀の分権と自治を先導 

○アジア・太平洋地域における国際交流・貢献戦略を先導 

○戦略的産業の振興により沖縄経済を牽引 

○沖縄の風土や文化に根ざした新たな共生スタイルの構築 
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図表 2-3 アジア１００万人都市分布図と沖縄直行便ネットワーク 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※中国本土については、100 万人以上の都市は多いことから、200 万人以上の都市に限って整理した。 
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２．中南部都市圏の現状と展望 

１）現況及び課題 

（１）中南部都市圏の位置 

 
 
 
 
 
 
 

 図表 2-4 中南部都市圏の面積            図表 2-5 中南部都市圏の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   面積(㎢) 

沖縄県に

おける割

合 

沖縄本島

における

割合 

中南部都

市圏にお

ける割合

 那覇市 58.58 2.6% 4.9% 12.3%

 宜野湾市 19.69 0.9% 1.6% 4.1%

 浦添市 19.09 0.8% 1.6% 4.0%

 糸満市 46.63 2.0% 3.9% 9.8%

 沖縄市 49.00 2.2% 4.1% 10.3%

 豊見城市 58.58 2.6% 4.9% 12.3%

 うるま市 86.01 3.8% 7.1% 18.0%

 南城市 49.70 2.2% 4.1% 10.4%

 読谷村 35.17 1.5% 2.9% 7.4%

 嘉手納町 15.04 0.7% 1.2% 3.1%

 北谷町 13.63 0.6% 1.1% 2.9%

 北中城村 11.53 0.5% 1.0% 2.4%

 中城村 15.46 0.7% 1.3% 3.2%

 西原町 15.84 0.7% 1.3% 3.3%

 与那原町 5.02 0.2% 0.4% 1.1%

 南風原町 10.72 0.5% 0.9% 2.2%

 八重瀬町 26.90 1.2% 2.2% 5.6%

 
中南部都

市圏 
478.01 21.0% 39.6% 100.0%

 北部 787.00 34.6%  65.2% -

 周辺離島 191.61 8.4% - -

 宮古 226.41 10.0% - -

 八重山 591.97 26.0% - -

 沖縄本島 1,206.49 53.0% 100.0% -

 沖縄県 2,275.28 100.0% - -

  
資料：「平成 18 年全国都道府県市区町村別面積調」

(国土地理院)

注) 
１．沖縄本島の面積は「平成 14 年全国都道府県市区町村別面積

調」(国土地理院)による。 
 ２．那覇市と豊見城市は境界未定であるので、合計面積を記載。

 
３．うるま市及び緊張の境界部地先海面の埋立地は、境界未定

のため含まない。 

 
４．久米島町の面積には、硫黄鳥島の面積 2.50 ㎢

を含む。 
 

 
５．石垣市の面積には、尖閣諸島の面積 5.56 ㎢を

含む。 
 

 
６．周辺離島は、渡嘉敷村・座間味村・粟国村・渡名喜村・南

大東村・北大東村・伊平屋村・伊是名村・久米島町とした。

構成市町村 

８市 那覇市、うるま市、沖縄市、宜野湾
市、浦添市、豊見城市、糸満市、南城
市 

６町 嘉手納町、北谷町、西原町、八重瀬
町、与那原町、南風原町 

３村 読谷村、北中城村、中城村 

○沖縄本島の中南部、うるま市、読谷村以南の８市６町３村で構成する。 

○面積は約 478 ㎢、県全体の約 21％、本島面積の約 40％を占めている。 
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総人口の推移

 1,273,440
 1,318,220

 1,361,594

1,034,144 1,075,163
1,113,234

 0

 200,000

 400,000

 600,000

 800,000

 1,000,000

 1,200,000

 1,400,000

 1,600,000

平成7年 平成12年 平成17年

（人）

沖縄県 中南部

（２）人口・雇用 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

①総人口の推移 
・平成 17 年の中南部における人口総数は、約 112 万人となっており、沖縄県全体の約 82％を占め
ている。 

・平成７年からの推移をみると、一貫して増加し続けており、平成７年と平成 17 年を比較すると、
約 10 万人増加している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

②年齢階層別人口の推移 
・平成 17 年の中南部における年齢階層別人口をみると、幼年人口が 210,288 人(18.9％)、生産年
齢人口が 734,090 人(65.9％)、老年人口が 168,433 人(15.1％)となっている。 

・平成 12 年と比較すると、老齢人口の伸びが実数及び割合ともに大きくなっている。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○中南部都市圏の人口は約 112 万人で県全体の約 82％を占めている。 

○年齢３区分別の人口動向をみると、中南部圏においても確実に少子高齢化が進行している。 

○中南部都市圏の完全失業率は県平均を上回っており、特に中部において著しい。 

平成7年 平成12年 平成17年

 1,273,440  1,318,220  1,361,594

1,034,144 1,075,163 1,113,234

構成比（％） 81.2% 81.6% 81.8%

沖縄県

中南部

平成12年 平成17年 平成12年 平成17年
264,279 254,203 209,540 210,288

幼年人口割合 20.0% 18.7% 19.5% 18.9%
861,826 888,046 691,092 734,090

生産年齢人口割合 65.4% 65.2% 64.3% 65.9%
182,557 218,897 134,573 168,433

老年人口割合 13.8% 16.1% 12.5% 15.1%

65歳以上

沖縄県 中南部

0～１４歳

15歳～64歳

年齢階層別割合

20.0%

18.7%

19.5%

18.9%

65.4%

65.2%

64.3%

65.9%

13.8%

16.1%

12.5%

15.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成12年

平成17年

平成12年

平成17年

沖
縄

県
中

南
部

幼年人口割合 生産年齢人口割合 老年人口割合

資料：国勢調査

資料：国勢調査

(人)

(人)

図表 2-6 総人口の推移

図表 2-7 年齢階層別人口の推移 

209,540 210,288 254,203

691,092 734,090

888,046

134,573
168,433

218,897

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

平成12年 平成17年 平成17年

（人）

幼年人口 生産年齢人口 老年人口

中南部 沖縄県

年齢階層別総数
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③産業別就業構造の推移 

・平成 17 年の中南部における産業別就業構造をみると、第３次産業従事者が約８割(79.1％)と圧倒
的に多くなっており、次いで第２次産業(16.3%)、第１次産業(3.0％)と続いている。 

・平成 12 年と比較すると、第２次産業が減少し、第３次産業が増加している。また、沖縄県と比較
すると、第１次産業従事者が少なく、第３次産業従事者が多い、 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④将来人口（推計） 
 ・沖縄県の推計によると、中南部都市圏の人口は、2025 年にピークを迎える。 
 
 

 2005 年 2010 年 2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 
2035 年 

(参考) 

全県 1,361,594 1,397,045 1,422,102 1,436,479 1,441,829 1,439,666 1,431,524

北部 127,797 130,590 132,737 134,219 135,051 135,210 134,834

中南部 1,127,730 1,157,918 1,179,283 1,191,634 1,196,167 1,194,048 1,186,471

宮古 54,881 54,545 53,915 52,876 51,640 50,367 49,037

八重山 51,187 53,993 56,167 57,750 58,971 60,042 61,183
注：中南部の値は中部と南部の推計結果を単純に足し合わせたものである。それ以外の値は推計であるので、全県と北部、

中南部、宮古、八重山の合計は必ずしも一致しない。(全県≠北部＋中南部＋宮古＋八重山) 

資料：沖縄県企画部 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成12年 平成17年 平成12年 平成17年

34,156 32,873 14,429 13,499

割合 6.1% 5.9% 3.2% 3.0%

104,221 91,358 82,439 73,170

割合 18.8% 16.3% 18.5% 16.3%

412,355 427,738 344,844 355,045

割合 74.2% 76.3% 77.3% 79.1%

第2次産業

第3次産業

沖縄県 中南部

第1次産業

産業構造別割合

18.8%

16.3%

18.5%

74.2%

76.3%

77.3%

79.1%

6.1%

5.9%

3.2%

3.0%
16.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成12年

平成17年

平成12年

平成17年

沖
縄

県
中

南
部

第1次産業 第2次産業 第3次産業資料：国勢調査

(人)

(人)

 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年(参考)

（人）

全県 北部 中南部 宮古 八重山

図表 2-8 産業別就業構造の推移 

図表 2-9 将来人口(推計)
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 ⑤失業者数の推移 

・平成 17 年の中南部における完全失業者数は 62,965 人(12.3％)となっており、沖縄県の完全失業
者数の８割強(83.5％)を占めている。 

・平成 12 年と比較すると、中南部のみで約 15,000 人の増加となっている。 
 
 
 

平成 12 年 平成 17 年 
  

就業者 完全失業者 完全失業率 就業者 完全失業者 完全失業率

那覇広域 324,380  32,548 9.1% 326,600 43,341  11.7%

中部広域 121,747  15,690 11.4% 122,474 19,624  13.8%

中南部都市圏 446,127  48,238 9.8% 449,074 62,965  12.3%

北部 51,760  5,388 9.4% 52,401 7,245  12.1%

周辺離島 8,516  647 7.1% 8,650 822  8.7%

宮古 26,335  1,607 5.8% 25,322 2,625  9.4%

八重山 22,824  1,560 6.4% 25,030 1,715  6.4%

沖縄県 555,562  57,440 9.4% 560,477 75,372  11.9%

資料：国勢調査 
注)１．那覇広域と中部広域は都市計画区域による（但し、旧知念村、玉城村、具志頭村は那覇広域に含めた）。 

  ２．周辺離島は渡嘉敷村・座間味村・粟国村・渡名喜村・南大東村・北大東村・伊平屋村・伊是名村・久米島町とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

9.1 

11.4 

9.8 9.4 

7.1 

5.8 
6.4 

9.4 

11.7 

13.8 
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8.7 
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11.9 

0.0 

2.0 

4.0 

6.0 

8.0 

10.0 

12.0 

14.0 

16.0 

那覇広域 中部広域 中南部都市圏 北部 周辺離島 宮古 八重山 沖縄県

完全失業率(H12) 完全失業率(H17)

(人)

(％) 

図表 2-10 失業者数の推移 
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（３）都市構造 

  

 

 

 

 

 

 

①都市化の変遷 

＜大正 10 年＞ 
・商都那覇と古都首里の２つの都市核を有し、周辺地域はコンパクトな農村集落の形態となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○車社会を背景に幹線沿線を中心に市街地が連担している。 

○那覇市に経済型、生活・文化型、生活型の都市機能が集中している。 

○移動手段が自動車に大きく依存しており三大都市圏に匹敵する渋滞が発生している。 

○基地の存在が健全な市街地の形成や都市間の連携などを阻害している（道路網、密集市街地、

施設の適正配置、開発適地の不足等） 

那 覇 

首 里 

図表 2-11 都市化の変遷（大正 10 年）
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＜昭和 47 年＞ 

・首里を含んだ県都那覇市と戦後基地の街として発展した普天間、コザ（現沖縄市）の都市核が形成
された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

那 覇 

首 里 

普天間 

コ ザ
（現沖縄市）

図表 2-12 都市化の変遷（昭和 47 年） 
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＜平成 14 年＞ 
・幹線沿道を中心に市街地の連担がさらに進むとともに、西海岸、東海岸の埋立が進行した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中城湾港 
新港地区 

宜野湾市 
西海岸地区 

那覇港湾 
新港地区・浦添地区 

豊見城市 
豊崎地区 

糸満市 
潮崎地区 

マリンタ
ウン東浜

北谷町 
浜川・美浜地区 

市街地の連担が
さらに進行 

図表 2-13 都市化の変遷（平成 14 年） 
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②中南部圏域の高次都市機能概要 

 那覇市に各種の高次都市機能が集積している状況にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：中南部都市圏基本構想・機能導入調査報告書 

＜詳細編２：基本構想調査＞（H15.3） 

注）各機能ごとの指標（人口 10 万人当り事業所数等）を、横並び（都市別）で相対的にみて、立地集積量大＝◎、立地集積量中＝○、立地集積量小＝△、立地
集積無し＝－ 

図表 2-14 中南部圏域の高次都市機能概要 
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③人口流動状況 

平成７年と 17 年の 10 年間をみると、那覇市への中南部地域からの人口流動は豊見城市、糸満市、
南風原町、西原町などからの流動が実数・割合ともに伸びており、宜野湾市、与那原町などからの流
動が実数・割合ともに減っている。 
一方、沖縄市においては、宜野湾市、読谷村からの流動が実数・割合ともに伸びており、北谷町か

らの流動が実数・割合ともに減っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-16 那覇市・沖縄市に従業・通学する人数(平成 17 年) 

図表 2-15 那覇市・沖縄市に従業・通学する人数(平成７年) 
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図表 2-17 那覇市・沖縄市に従業・通学する人数(1,000 人以上) 
平成７年 平成 17 年 平成７年 平成 17 年 

浦添市 
14,708 
22.9% 

浦添市 
15,361
22.9%

豊見城村 
9,953 
15.5% 

豊見城市 
10,919
16.3%

具志川市
5,059
25.3%

うるま市 
8,554
39.2%

宜野湾市 
6,917 
10.7% 

宜野湾市 6,847
10.2%

糸満市 
5,859 
9.1% 

糸満市 
6,142
9.2%

宜野湾市
2,439
12.2%

宜野湾市 
2,524
11.6%

南風原町 
5,023 
7.8% 

南風原町 
5,345
8.0%

西原町 
3,461 
5.4% 

西原町 
3,736
5.6%

北谷町 
1,813
9.1%

北谷町 1,795
8.2%

沖縄市 
3,314 
5.1% 

沖縄市 
3,401
5.1%

東風平町 
2,080 
3.2% 

東風平町 
2,269
3.4%

読谷村 
1,530
7.7%

読谷村 
1,719
7.9%

与那原町 
1,793 
2.8% 

うるま市 
1,842
2.7%

大里村 
1,447 
2.2% 

与那原町 1,747
2.6%

北中城村
1,400
7.0%

北中城村 
1,486
6.8%

佐敷町 
1,188 
1.8% 

大里村 1,406
2.1%

具志川市 
1,153 
1.8% 

佐敷町 1,141
1.7%

那覇市 
1,198
6.0%

那覇市 
1,297
5.9%

北谷町 
1,044 
1.6% 

北谷町 
1,075
1.6%

玉城村 
1,004 
1.6% 

玉城村 
1,012
1.5%

石川市 
1,041
5.2%

浦添市 
1,009
4.6%

那
覇
市 

中南部か
らの流入
合計 

63,506 
98.7% 

中南部か
らの流入
合計 

66,085
98.5%

沖
縄
市

中南部か
らの流入
合計 

19,281
96.6%

中南部か
らの流入
合計 

19,723
90.3%

 
流入人口
合計 
(内県外) 

64,359 
(241) 

流入人口
合計 
(内県外) 

67,092
(410)

流入人口
合計 
(内県外)

19,958
(14)

流入人口
合計 
(内県外) 

21,831
(24)

                                        資料：国勢調査 
注：実数も割合も増えた場合は太文字、減った場合は斜文字とする。合併等による市町村は考慮しない。 

 

図表 2-18 自市町村で従業・通学する人数 
平成７年 平成 17 年 
自市町村で従業・通学 自市町村で従業・通学市町村名 常住する

就業者・通
学者 実数 ％ 

市町村名 常住する
就業者・通
学者 実数 ％ 

沖縄県 640,506 408,118 63.7 沖縄県 647,490 396,396 61.2
中南部広域 517,673 300,557 58.1 中南部広域 522,796 285,427 54.6
那覇市 153,418 121,905 79.5 那覇市 143,218 109,336 76.3
石川市 10,571 5,686 53.8 宜野湾市 42,276 18,016 42.6
具志川市 27,490 14,639 53.3 浦添市 51,601 25,504 49.4
宜野湾市 42,476 19,818 46.7 糸満市 27,314 15,239 55.8
浦添市 49,257 25,652 52.1 沖縄市 56,205 31,618 56.3
糸満市 25,735 15,088 58.6 豊見城市 26,129 9,009 34.5
沖縄市 55,265 34,255 62.0 うるま市 50,529 29,306 58.0
与那城町 6,056 2,934 48.4 読谷村 17,418 8,185 47.0
勝連町 5,898 2,922 49.5 嘉手納町 5,680 2,366 41.7
読谷村 16,194 8,164 50.4 北谷町 12,047 4,902 40.7
嘉手納町 6,361 2,888 45.4 北中城村 7,168 2,048 28.6
北谷町 11,346 4,574 40.3 中城村 8,014 2,352 29.3
北中城村 7,306 2,430 33.3 西原町 17,394 7,423 42.7
中城村 7,286 2,551 35.0 東風平町 9,028 2,908 32.2
西原町 15,156 7,067 46.6 具志頭村 4,356 1,772 40.7
豊見城村 23,489 8,927 38.0 玉城村 5,372 2,065 38.4
東風平町 8,179 3,059 37.4 知念村 2,620 1,135 43.3
具志頭村 3,704 1,614 43.6 佐敷町 5,684 1,794 31.6
玉城村 5,130 2,099 40.9 与那原町 7,535 2,366 31.4
知念村 2,969 1,346 45.3 大里村 6,274 2,027 32.3
佐敷町 5,529 1,869 33.8 南風原町 16,934 6,056 35.8
与那原町 7,532 2,782 36.9
大里村 5,981 2,014 33.7
南風原町 15,345 6,274 40.9

資料：国勢調査 
注：那覇市と沖縄市を除く中南部市町村の平均 46.7％(Ｈ７)、44.7％(Ｈ17)を上回る市町村を太字とする。 
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④市町村の人口フレームと実績値 

・推計値を上回る人口は那覇市に一極集中し、

多の市町村では推計値を下回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤自動車に大きく依存した移動手段 

 ・移動手段が自動車に大きく依存しており、バス利用者は減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ま すま す高ま る 自動車依存

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

全国

沖縄

旅客船 0.5%

航空 0.2%

自家用乗用車 79.7%

 自家用バス 5.9%

営業乗用車 8.1%

 貸切バス 0.8%

旅客船 0.1%

自家用乗用車 63.2%

 自家用バス 2.0%
営業乗用車 3.0%

 貸切バス 0.2%

民鉄 15.6% JR 9.8%

 資料：H11 年度貨物地域流動調査・旅客地域流動調査
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 減少するバス利用者

 資料：沖縄県総合事務局「運輸要覧」 , 地域交通年報

 図　全国、沖縄県のバス輸送人員の減少率

 図　 本島バスの平均乗車密度別系統数（H15.3）
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図表 2-19 市町村の人口フレーム 

 図表 2-21 減少するバス利用者 図表 2-20 ますます高まる自動車依存 
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⑥渋滞による損失状況 

沖縄県は、全国的にみても渋滞の激しい地域であり、道路１km 当たりの渋滞損失時間は全国平均
の２倍以上で、東京都、大阪府等に次いで全国６番目、１km 当たり渋滞損失額は１km 当たり渋滞損
失額となっている。 

図表 2-22 １km 当たり渋滞損失時間        図表 2-23 １km 当たり渋滞損失額 

順位 都道府県 
1km 当たり渋滞損失時間

(千人時間/年・km) 

1 東京都 136.7 

2 大阪府 107.7 

3 神奈川県 76.0 

4 埼玉県 53.5 

5 愛知県 49.2 

6 沖縄県 41.2 

7 千葉県 40.5 

8 宮城県 36.2 

9 静岡県 34.4 

10 京都府 32.1 

 全 国 20.3

資料：「道路交通サンセス」(平成 11 年)        資料：沖縄総合事務局道路部門ポータルサイト 

注)道路延長は平成 11 年度末現在(一般都道府県道以上の集計値) 

 

 

⑦基地による道路ネットワークの歪み 

基地の存在が道路網、施設の適正配置、開発適地の不足など、健全な市街地の形成や都市間の連携

を大きく阻害している。 

図表 2-24 宜野湾市道路網図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

順位 都道府県 
1km あたり渋滞損失額 

(百万円/年間) 

1 東京都 435 

2 大阪府 338 

3 神奈川県 237 

4 埼玉県 171 

5 愛知県 152 

6 千葉県 128 

7 沖縄県 115 

8 静岡県 108 

9 宮城県 104 

10 京都府 95 

 全 国 62 

参考：大規模駐留軍用地跡地に関する

都市計画調査報告書（H17.3） 

キャンプ瑞慶覧 

普天間飛行場 
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（４）生活環境 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①沖縄県法規制状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○中南部圏域の大部分が市街化区域となっており、西海岸に都市型ウォーターフロント、南海岸
に自然海岸を有している。 

○中南部圏域には、世界遺産に登録された琉球王国のグスク及び関連遺産群が集積している。 
○圏域において観光振興地域、経済特区、FTZ、産業高度化地域などが指定されている。 
○公園緑地面積等の緑地量は 13％程度で全国平均を大きく下回っており、望ましいとされる３割
以上の確保には中南部圏域（旧知念村、玉城村、具志頭村を除く）において、新たに約 4,000ha
の緑地量が必要とされている。 

○基地周辺には強制撤去による移転集落が、一部急傾斜地などの危険区域や劣悪な環境の中に立
地しており、密集市街地を形成している。 

○本県の住宅の世帯人員あたり延べ面積は、戸建割合や世帯収入の低さ等の背景もあり全国平均
の 77％に止まっている。 

図表 2-25 沖縄県法規制図 
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②歴史・景観地区等の指定状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

項目 市町村等 

石垣市 
景観行政団体 

浦添市 

竹富町竹富島 重要伝統的建造物

群保存地区 渡名喜村渡名喜島 

玉陵(那覇市) 

園比屋武御嶽石門(那覇市) 

今帰仁城跡(国頭郡今帰仁村) 

座喜味城跡(中頭郡読谷村) 

勝連城跡(うるま市勝連) 

中城城跡(中頭郡中城村・北中城村) 

首里城跡(那覇市) 

識名園(那覇市) 

琉球王国のグスク

及び関連遺産群 

斎場御嶽(南城市) 

図表 2-26 歴史・景観指定地区等
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    ③特区等の指定状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

特区等の指定状況 
項目 対象市町村・地域 

情報通信産業振興
地域 

那覇市、うるま市、宜野湾市、平良市、石垣市、浦添市、名護市、糸満市、沖縄市、本部町、読谷村、嘉手納町、北
谷町、北中城村、中城村、西原町、豊見城市、東風平町、与那原町、南風原町、宜野座村 

情報通信産業特別
地区 

・那覇・浦添地区（那覇市・浦添市） 
・名護・宜野座地区（名護市・宜野座村） 

経済
特区 

金融業務特別地区 名護市全域 
特別自由貿易地域 特別自由貿易地域中城湾新港地区(うるま市字州崎、勝連南風原) 

FTZ 
自由貿易地域 自由貿易地域那覇地区(那覇市鏡水崎原地先) 
中北部地域 うるま市、名護市、沖縄市、金武町、読谷村 
南部地域 那覇市、宜野湾市、浦添市、糸満市、豊見城市、西原町、南風原町 

産
業
高
度
化
地

域 

工場適地 

中城湾港新港地区工業団地(沖縄市、うるま市)、糸満工業団地(糸満市)、赤崎工場適地(うるま市)、昆布工場適地(う
るま市)、塩屋工場適地(うるま市)、読谷工場適地(読谷村)、大山工場適地(宜野湾市)、小那覇工場適地(西原町)、津
波古工場適地(南城市)、豊崎工場適地(豊見城市)、屋部工場適地(名護市)、津嘉山工場適地(南風原町)、金武 I.C.
地区工場適地(金武町)、平宮地区工場適地(うるま市)、東崎工場適地(西原町)、糸満造船団地(糸満市) 

観光振興地域 

海洋博公園地域(本部町)、カヌチャ地域(名護市)、ブセナ地域(名護市)、北谷西海岸地域(北谷町)、前川地域(南城
市)、トゥリバー地域(宮古島市)、宮古島南岸・東平安名リゾート地域(宮古島市)、川平地域(石垣市)、宜野湾西海岸
地域(宜野湾市)、那覇市中心市街地・新都心地域(那覇市)、読谷ニライ・カナイリゾート地域(読谷村)、宜野座サンラ
イズリゾート地域(宜野座村)、久米島イーフリゾート地域(久米島町)、恩納海岸リゾート地域(恩納村)、金武湾海洋性リ
ゾート地域(うるま市)、エアウェイリゾート豊見城地域(豊見城市)、平久保・野底地域(石垣市)、伊是名島・尚円王夢航
海リゾート地域(伊是名村) 

観
光
振
興
地
域 

重点整備地区 総合保養地域整備法(リゾート法)に基づく、「沖縄トロピカルリゾート構想」で位置づけられた 10 の重点整備地区 

図表 2-27 特区等の指定状況図 
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④緑地の変遷 
 

 

＜大正８年＞ 
○森林率 16.8％ 
○戦前までは変化が少ない 
○丘陵・斜面地に多く分布している 
○琉球松が多かった 
 
 
＜昭和 22 年＞ 
○森林率 3.0％ 
○戦前の森林の 77％が沖縄戦により消失した 
○中部でも戦後の資材調達等で減少した 
 
 
＜平成８年＞ 
○森林率 13.8％ 
○嘉手納弾薬庫地域や斜面地、斎場御嶽など一部で 
 森林が回復した 
○しかし、戦後の開発等により森林単位は縮小・分断 
され、ギンネムやススキ原野が多くなった 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「沖縄県広域緑地計画」（H14.3） 

図表 2-28 緑地の変遷図 
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⑤公園緑地面積比較 

 

公園緑地面積等の緑地量は 13％程度で全国平均を大きく下回っており、望ましいとされる３割以上

の確保には中南部圏域（旧知念村、玉城村、具志頭村を除く）において、新たに約 4,000ha の緑地量

が必要とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「沖縄県広域緑地計画」（H14.3） 

都市計画区域 那覇広域 中部広域 

既存・既定の確保量 1,497.2ha 799.8ha 

緑地担保率 13.5% 13.4% 

30％確保目標量 3,946ha 2,064ha 

追加必要量 2,449＋αha 1,264＋αha 

※将来市街地面積に対する緑地の確保目標量について 

・ 「緑の政策大綱（平成６年７月、旧建設省）」では、市街

地における永続性のある緑地の割合を３割以上確保す

ることが望ましいと表されている。  

・この割合は、「人が心地よいと感じる環境は緑が３割以上

あることによる」との研究などによっている。暑さの厳し

い沖縄では特に、このことを実感できるはずである。 

図表 2-29 公園緑地計画
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⑥基地接収による密集市街地 
・急傾斜地など危険区域の小規模敷地に住宅が立地し、密集市街地を形成している。 

図表 2-30 危険区域における密集市街地の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑦住宅の規模・建て方 
・ 沖縄県の住宅の規模を世帯人員あたり延べ面積で見ると平均 26.0 ㎡／人となっており、全

国平均の 33.8 ㎡／人に比べて低くなっている。 
・ その理由として、全国よりも戸建割合が低く共同住宅に住む世帯が多いこと、子どものい

る世帯の収入が低いことなどがあげられる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：「沖縄県住宅基本計画策定基礎調査報告書」（H18.7） 

図表 2-31 住宅の規模・建て方
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（５）商業機能 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①人口の増減 
・那覇市、浦添市、宜野湾市、沖縄市、うるま市を貫く北東－南西の軸状に中南部の人口が集中している。 
・その傾向は平成７年から１７年までの１０年間でより強まっている。 

 
図表2-32 総人口メッシュデータ 

 
＜平成７年国勢調査＞                           ＜平成17年国勢調査＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○既成市街地の空洞化と新市街地への人口集中が進行している。 

○平成７年以降、大規模小売店舗の進出が増加しその立地は郊外に広がっている。人口１人当

りの大規模小売店舗面積は全国水準に接近している。 

○既成市街地では商店数が減少し商店街の衰退・空洞化が進行している。特に中部地域で顕著

な傾向がみられる。 

総人口（人）
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■字別人口の増減（H７～H17） 
・那覇市の中心市街地や沖縄市の中心市街地での空洞化がみられる一方、那覇新都心地区や小禄地
区、美浜地区、泡瀬地区などの新市街地への人口集中が進行している。 

 
図表2-33 字別人口の増減（H７～H17） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 180

 
■１５歳未満人口の増減（H７～H17） 
・国内で最も高い出生率を誇る沖縄県においても、総人口の増加に比べ 15 歳未満人口の増加は低い
水準となっている。 

・15歳未満人口の増加がみられるのは、那覇新都心地区や小禄地区、豊崎地区、美浜地区などの新
市街地と郊外の農村中心集落などであり、既存中心市街地では軒並み年少人口が減少している。 

 
図表2-34 15歳未満人口の増減（H７～H17） 
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■６５歳以上人口の増減（H７～H17） 
・65 歳以上人口の増加は中南部都市圏の全域でみられ、総人口の増加に比べ 65 歳以上人口の増加は
高い水準となっている。 

・特に増加が著しいのが、豊見城市からうるま市にかけての市部であり、今後高齢者に対応した商
業機能・都市構造のあり方が求められている。 

 
図表2-35 65歳以上人口の増減（H７～H17） 
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②大規模小売店舗の進出状況 
・中南部圏においては、平成６年時点で開業していた６店舗から、Ｈ18年時点では26店舗となって
おり、20店舗の増加となっている。 

・その立地は、那覇市及び西海岸から中南部都市圏全体へと広域化している。 
・人口一人当り面積は全国水準に接近している。 

図表2-36 大規模小売店舗の進出状況 

 開業区分  区域  店舗名  所在地  開業年 
 那覇広域  那覇三越 

 マチナトショッピングセンター 
 パレットくもじ 
 イオン那覇ショッピングセンター 

 那覇牧志 
 浦添市字城間 
 那覇市久茂地 
 那覇市金城 

 Ｓ45 
 Ｈ00 
 Ｈ３ 
 Ｈ５ 

 ～Ｈ６ 

 中部広域  ハンビータウン 
 ネーブルカデナ 

 北谷町北前 
 嘉手納町字兼久下原 

 Ｈ２ 
 Ｈ４ 

 那覇広域  イオンタウンとよみ 
 豊見城ウイングシティ 
 天久りうぼう楽市Ｂ棟 
 サンプラザ糸満 
 つかざんシティ 
 ヨナシロ中城モール 
 サンエー那覇メインプレイス 
 沖縄アウトレットモール 
 サンエー西原シティ 
 DFS GALLERIA OKINAWA 
 メイクマン豊見城店 
 イオン南風原ショッピングセンター 
 バークレーＵＳＣ 

 豊見城市字根差部 
 豊見城市字高安 
 那覇市天久 
 糸満市字兼城 
 南風原町字宮平 
 中城村字久場 
 那覇市おもろまち 
 豊見城市字豊崎 
 西原町字嘉手苅 
 那覇市おもろまち 
 豊見城市字田頭田原 
 南風原町字宮平 
 浦添市字西原 

 Ｈ８ 
 Ｈ10 
 Ｈ12 
 Ｈ12 
 Ｈ12 
 Ｈ13 
 Ｈ14 
 Ｈ14 
 Ｈ15 
 Ｈ16 
 Ｈ16 
 Ｈ16 
 Ｈ17 

 Ｈ７～Ｈ17 

 中部広域  コリンザ 
 プラザハウスショッピングセンター 
 美浜プレイス 
 イオン北谷ショッピングセンター 
 具志川メインシティ 
 イオン具志川ショッピングセンター 

 沖縄市中央 
 沖縄市久保田 
 北谷町字美浜 
 北谷町字美浜 
 うるま市江洲 
 うるま市字前原 

 Ｈ９ 
 Ｈ９ 
 Ｈ９ 
 Ｈ10 
 Ｈ11 
 Ｈ12 

 Ｈ18～  那覇広域  しおざきシティ  糸満市潮崎町  Ｈ18 
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図表2-37 中南部都市圏の年間販売額と大規模小売店舗数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表2-38 中部広域都市計画区域の年間販売額と既成市街地の商店街の店舗数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※中部都市計画区域は沖縄市、旧石川市、旧具志川市である。 
 
 

図表2-39 １人あたりの大規模小売店舗面積と大規模小売店舗の届出状況(平成12、18年) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「全国大型小売店総覧、沖縄県観光企画課データ」

出典：「沖縄県商業統計調査、商業統計表（立地環境特性別統計編）」 

出典：「沖縄県の商業、沖縄県統計年鑑、全国大型小売店総覧」
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③年間販売額の推移（Ｈ９年→Ｈ16年） 
・本県小売業の年間販売額が多い地域は本島中南部地域に集中している。 
・中南部地域においては、比較的主要幹線道路沿いの那覇市、浦添市、宜野湾市、沖縄市、うるま市
などで販売額が多く、また、大規模小売店舗が立地している地域で高い傾向にある。 
 
 

図表 2-40 小売業年間販売額(平成９年商業統計) 
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図表2-41 小売業年間販売額(平成16年商業統計) 
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■年間小売販売額の増減（H９～H16） 
・年間販売額の増減をみると、地域によって大きなばらつきがみられる。 
・那覇市や沖縄市の中心市街地での減少がみられる一方で、郊外での大幅な伸びが生じていることか

ら、中心市街地から郊外への商業機能の移動が推測される。 
・特に、那覇新都心地区や豊崎地区、うるま市前原地区などでの伸びが著しく、近年立地した大規模

小売店舗との関連性が考えられる。 
 

図表 2-42 年間小売販売額の増減(H９～H16) 
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２）将来動向・予測 

 （１）米軍再編に伴う基地の大規模な返還 

 

 

 

 

 

①ＳＡＣＯ最終報告及び日米合同委員会による返還合意施設 

図表 2-43 SACO 最終報告及び日米合同委員会による返還合意施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ＳＡＣＯ最終報告及び日米合同委員会による返還合意施設は、キャンプ桑江以南の６施設であ

り、キャンプ瑞慶覧の一部返還を除いては全てが全面返還となっている。 

○返還合意施設の総面積は 1,536.1ha※で、那覇新都心地区の約 7.2 倍、中南部都市圏全体に占

める割合は約 3.2％である。（※1536.1ha は、一部返還であるキャンプ瑞慶覧の総面積を加えた数値である） 

図表 2-44 返還予定施設概要（平成 18 年３月末現在） 
施設名 区分 施設面積（ha） 関係市町村 

キャンプ桑江 全面返還 67.5 北谷町 

キャンプ瑞慶覧 部分返還 642.5 うるま市、沖縄市、北中城村、北谷町、宜野湾市 

普天間飛行場 全面返還 480.5 宜野湾市 

牧港補給地区 全面返還 273.7 浦添市 

那覇港湾施設 全面返還 55.9 那覇市 

陸軍貯油施設 
第１桑江タンクファーム 

全面返還 16.0 北谷町（国説明資料より） 

計  1,536.1  

総面積（参考）  23,667.5  

図表 2-45 所有形態別施設面積（平成 18 年３月末現在） 
施設名 計（ha） 国有 県有 市町村有 民有 

キャンプ桑江 67.5 1.4（2.1%） 0.0（0.0%） 0.4（0.6%） 65.7（97.3%）

キャンプ瑞慶覧 642.5 46.0（7.2%） 2.1（0.3%） 5.1（0.8%） 589.4（91.7%）

普天間飛行場 480.5 35.4（7.4%） 0.0（0.0%） 6.7（1.4%） 438.5（91.3%）

牧港補給地区 273.7 29.2（10.7%） 0.0（0.0%） 0.0（0.0%） 244.5（89.3%）

那覇港湾施設 55.9 21.0（37.6%） 3.5（6.3%） 1.5（2.7%） 29.8（53.3%）

図表 2-46 ＳＡＣＯ最終報告及び日米合同委員会によるキャンプ瑞慶覧の返還計画について 
対象地区名 面積（ha） 関係市町村 

ライカム地区 16 沖縄市 

ロウワープラザ地区 7

アワセゴルフ場地区 46.8

喜舎場ハウジング地区 6

北中城村 

宜野湾市地区 55 宜野湾市 

計 130.8  
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 （２）少子高齢化社会の到来 

 

 

 

 

 

 

 

①年齢３階層別人口動向（推計） 

図表 2-47 年齢３階層別人口動向・推計 

 
2005 年 

(H17) 

2010 年 

(H22) 

2015 年 

(H27) 

2020 年 

(H32) 

2025 年 

(H37) 

2030 年 

(H42) 

2035 年 

(参考) 

254,285  245,905 235,001 221,433 209,308  200,352  193,572 
沖縄県 

18.7% 17.6% 16.5% 15.4% 14.5% 13.9% 13.5%

212,893  205,383 194,899 182,473 172,397  165,147  159,387 

幼
年
人
口 中南部 

18.9% 17.7% 16.5% 15.3% 14.4% 13.8% 13.4%

888,342  908,891 906,661 885,957 869,326  851,952  828,322 
沖縄県 

65.2% 65.1% 63.8% 61.7% 60.3% 59.2% 57.9%

742,858  758,866 757,483 742,130 729,599  713,978  691,420 

労
働
人
口 中南部 

65.9% 65.5% 64.2% 62.3% 61.0% 59.8% 58.3%

218,967  242,249 280,440 329,089 363,195  387,362  409,630 
沖縄県 

16.1% 17.3% 19.7% 22.9% 25.2% 26.9% 28.6%

171,978  193,645 226,864 266,960 294,096  314,859  335,618 

老
年
人
口 中南部 

15.2% 16.7% 19.2% 22.4% 24.6% 26.4% 28.3%

1,361,594  1,397,045 1,422,102 1,436,479 1,441,829  1,439,666  1,431,524 
沖縄県 

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

1,127,730  1,157,918 1,179,283 1,191,634 1,196,167  1,194,048  1,186,471 
総
数 

中南部 
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

注：中南部は中部及び南部の推計値を合算したものである。 

資料：沖縄県企画部 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○沖縄の人口は 2025 年前後にピークを迎え、その後減少に向かうものと見込まれる。 

○2030 年には 144 万人程度、2005 年時点の 136 万人に対し 5.7％増となると予測されている。 

○中南部圏域における 2030 年の年代別構成割合は、年少人口(０～14 歳)が 18.9％→13.8％、生

産年齢人口(15 才～64 歳)65.9％→59.8％、老年人口(65 歳以上)15.2％→26.4％と予測され、よ

り一層の少子高齢化社会が到来する。(ちなみに、全国では老年人口が 20％→32％と推計されて

いる) 
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沖縄県(0-14) 中南部(0-14) 沖縄県(15-64)

中南部(15-64) 沖縄県(65-) 中南部(65-)
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（３）地球温暖化の進展 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①地球温暖化による海岸線変化（1990～2100 年） 

海面水位が 88 ㎝上昇するケースでは、平均潮位の下になる面積（水没してしまう地域）は県土総面積
の 1.5％に相当する 34.23 ㎢と予測される。 

図表 2-48 地球温暖化による海岸線変化（1990～2100 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地球温暖化が進行すると、大洪水や干ばつなどの異常気象の頻度が高まり、感染症による健

康被害、水資源の枯渇、食糧生産の危機的状況などが懸念されている。 

○亜熱帯島しょ地域である沖縄では、特に海面上昇による砂浜の喪失、高潮被害の拡大、海水

温上昇によるサンゴの死滅等の生態系への影響が懸念される。 

○政府は、美しい星へのいざない（Invitation to Cool Earth 50）を発表して、低炭素社会

実現のための多面的な取組を推進している。 

○京都議定書に基づく温室効果ガス排出６％削減目標の達成に向けて、１人１日１㎏の CO2ダ

イエットを推進している。 

資料：沖縄県パンフ「SOS ちゅら島が危ない！沖縄
県における地球温暖化の影響」（平成 17 年３月） 
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出典：地球温暖化対策に関する

内閣総理大臣演説 HP 
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出典：地球温暖化対策に関する

内閣総理大臣演説 HP 
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（４）人・モノ・金・情報のグローバルな流動化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①入域観光客数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○沖縄への入域観光客数は年々増加しており、平成 18 年は 563 万人を超えた。 

○外国人の入域観光客数は国内客に比べて少ないが、直近ではクルーズ船の再開もあって増加

している。 

○県は、概ね 10 年後(平成 28 年)の年間観光客数 1,000 万人を目指した展開を図ることを政策

目標として掲げ、第３次観光振興計画において、平成 23 年の目標値を 720 万人としている。

○外資等による主要ホテルの買収や新規建設が進んでいる。 

○三大都市圏の団塊世代に対する調査では、沖縄への居住意向も見られる。 

○世界のインターネット利用者は、中国、インドを中心としたアジアの途上国の牽引により、

2005 年には 10 億人を越えており、急速に拡大してきた。 

○国内においてはネットサービスの普及が成熟期に移ったことで、新たな産業やサービスが極

めて短い期間で成長できる環境が整いつつある。 

出典：「沖縄県観光要覧」 

図表 2-49 年次別観光客数及び観光収入
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図表 2-50 年次別入域者総数 
入域者 

入域観光客 

県外客 外国客 
県内客 

 
区分 

 
 
年次 
 県外客数 

入域者全
体におけ
る割合 

入域観光
客におけ
る割合 

外国客数 
入域者全
体におけ
る割合 

入域観光
客におけ
る割合 

県内客数 
入域者全
体におけ
る割合 

昭和 47 年 418,052  67.1% 94.2% 25,640 4.1% 5.8% 179,236  28.8%

昭和 48 年 724,509  70.6% 97.6% 18,135 1.8% 2.4% 283,730  27.6%

昭和 49 年 787,722  69.7% 97.8% 17,533 1.6% 2.2% 325,376  28.8%

昭和 50 年 1,523,918  80.3% 97.8% 34,141 1.8% 2.2% 339,923  17.9%

昭和 51 年 820,780  70.0% 98.2% 15,328 1.3% 1.8% 336,308  28.7%

昭和 52 年 1,186,507  78.9% 98.8% 14,649 1.0% 1.2% 303,066  20.1%

昭和 53 年 1,472,842  82.6% 98.0% 29,568 1.7% 2.0% 280,024  15.7%

昭和 54 年 1,770,238  84.2% 97.9% 37,703 1.8% 2.1% 293,531  14.0%

昭和 55 年 1,746,778  83.1% 96.6% 61,258 2.9% 3.4% 293,535  14.0%

昭和 56 年 1,849,745  83.0% 95.8% 80,278 3.6% 4.2% 297,354  13.3%

昭和 57 年 1,802,876  82.2% 95.0% 95,340 4.3% 5.0% 295,204  13.5%

昭和 58 年 1,784,379  83.6% 96.3% 67,615 3.2% 3.7% 282,080  13.2%

昭和 59 年 1,965,900  83.0% 95.7% 87,600 3.7% 4.3% 314,700  13.3%

昭和 60 年 1,999,700  83.0% 96.1% 82,200 3.4% 3.9% 326,400  13.6%

昭和 61 年 1,965,000  83.6% 96.9% 63,800 2.7% 3.1% 322,900  13.7%

昭和 62 年 2,178,800  83.9% 96.8% 71,900 2.8% 3.2% 347,500  13.4%

昭和 63 年 2,316,000  83.6% 96.7% 79,400 2.9% 3.3% 375,700  13.6%

平成元年 2,556,600  83.0% 95.7% 114,500 3.7% 4.3% 409,800  13.3%

平成２年 2,803,900  82.3% 94.8% 154,300 4.5% 5.2% 447,700  13.1%

平成３年 2,822,000  81.5% 93.6% 192,500 5.6% 6.4% 446,600  12.9%

平成４年 2,953,200  82.0% 93.7% 198,700 5.5% 6.3% 450,500  12.5%

平成５年 3,012,900  82.8% 94.5% 173,900 4.8% 5.5% 451,500  12.4%

平成６年 3,028,000  83.5% 95.3% 150,900 4.2% 4.7% 447,100  12.3%

平成７年 3,140,700  84.2% 95.8% 138,200 3.7% 4.2% 449,700  12.1%

平成８年 3,317,600  84.9% 95.9% 141,900 3.6% 4.1% 448,300  11.5%

平成９年 3,675,700  84.8% 95.0% 191,500 4.4% 5.0% 465,400  10.7%

平成 10 年 3,985,800  86.5% 96.6% 140,700 3.1% 3.4% 478,800  10.4%

平成 11 年 4,335,700  85.6% 95.1% 223,000 4.4% 4.9% 504,800  10.0%

平成 12 年 4,323,500  85.9% 95.6% 197,700 3.9% 4.4% 510,000  10.1%

平成 13 年 4,242,000  86.3% 95.7% 191,400 3.9% 4.3% 484,300  9.8%

平成 14 年 4,654,200  86.9% 96.3% 180,300 3.4% 3.7% 519,400  9.7%

平成 15 年 4,984,600  89.0% 98.0% 100,100 1.8% 2.0% 516,800  9.2%

平成 16 年 5,023,700  88.1% 97.5% 129,500 2.3% 2.5% 546,500  9.6%

平成 17 年 5,363,600  87.9% 97.5% 136,500 2.2% 2.5% 599,500  9.8%

平成 18 年 5,544,400 88.7% 98.4% 92,500 1.5% 1.6% 616,600 9.9%

累計 90,537,446  84.2% 96.1% 3,637,688 3.4% 3.9% 13,373,267  12.4%

資料：平成 17 年観光要覧、平成 18 年入域観光客統計概況 

 

図表2-51入域観光客数の推移と目標         図表2-52 旅行目的別の行ってみたい旅行先 

(2005 年調査) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：沖縄県資料 
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②沖縄への移住動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③進む外資等による主要ホテルの買収、新規建設 

イシン・ホテルズ・グループ、ローンスター・グループ等の外資は、沖縄のホテルを魅力的な投資対象として

認識しており、積極的にホテルの買収を行っている。また、近年新たに宿泊施設の建設も手がけるようになっ

てきている。平成 19 年から 3 年間で本島内のホテル客室数は、1.5 倍に増加すると見込まれている。 

 
図表 2-54 最近の主なホテル買収・建設事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：雑誌記事・新聞等の公開資料をもとに野村総研作成

 買収・新規建設企業 売却企業 施　　　設 時　期

 大和土地建物  沖縄不二ホテル 2004年12月

 レーサムリサーチ  サンマリーナホテル 2006年2月

 ジーマ、井筒屋  グランドオーシャン 2006年7月

 ゴールドマン・サックス・グループ  ジャパンホテルアライアンス  ホテル日航アリビラ 2003年3月

 東洋建設  ロワジールホテルオキナワ 2005年9月

 沖縄全日空ホテルズ  沖縄ロイヤルビューホテル 2006年8月

 かりゆしホテルズ  オキナワマリオットリゾート＆スパ 2006年3月

 首里観光  ホテル日航那覇グランドキャッスル 2007年2月

－  チサンイン那覇の建設 2008年予定

 近畿日本鉄道  沖縄観光開発  沖縄都ホテル 2006年9月

 カトープレジャーグループ  リーマンブラザーズグループ  ホテルグランメール 2006年2月

 ホスピタリティーネットワーク、
 ジョイント・コーポレーション

－  インターコンチネンタルホテルの建設 2008年予定

 かりゆしホテルズ －  ザ・ガーデニアヒルズ・オキナワの建設 2010年予定

 ＵＳＥＮ －  新規ホテルの建設(恩納村) －

 ゼファー、大和地所 －  新規ホテルの建設(糸満市) －

 イシン・ホテルズ・グループ

 ローンスター・グループ

図表 2-53 団塊世代の希望する移動先 
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３．中南部都市圏の都市機能ビジョン 

１）基本的考え方 

県土構造全体を括るコンセプトである「琉球ルネサンス・2030」、それを受けて位置づけた中南部

都市圏が担う役割「1000 万人の交流と国際貢献を先導し、時とともに価値を高めるアジア・太平洋

の 100 万人島しょ都市」、さらに中南部都市圏の現状と展望等を踏まえ、以下に中南部都市機能ビジ

ョンを掲げることとする。 

 

２）中南部都市機能ビジョン 

 

 

 

アジア・太平洋地域の一員として共に発展するため、相互の競争も視野に入れつつ、人、モノ、

情報等の各分野で交流と連携を深めるとともに、沖縄の風土と文化を活かした国際交流・貢献拠点

としての機能強化を目指す。 

具体的には、シームレスなアジアの形成とアジア・ゲートウェイ（架け橋）機能の一翼を担うた

め、航空・海運ネットワークの国際的な拠点にふさわしい空港や港湾機能等の拡充を図るとともに、

研究、人材育成、医療を含む災害対策等各面での国際貢献・協力組織等の誘致・育成を図る。 
 

 

 

ヒト、モノ、情報等が、これまでとは比較にならない規模と速度で国境を行き来するボーダレス

社会において、沖縄経済全体をダイナミックに牽引していく戦略的な産業拠点を、国際的な資金、

人材、知恵を取り入れながら形成することを目指す。 

このため、アジア・太平洋地域における沖縄の特性、日本の中の沖縄の特性、さらに沖縄全体の

中での中南部都市圏の立地特性等を見極める必要がある。その上で、基地跡地ごとの特性や周辺地

域の産業動向等を踏まえて、観光・健康・情報・研究・国際物流等に係る戦略的な産業拠点の形成

と、それを支える人材の育成を図る。 

 

 

 

沖縄の持続的発展を図るためには、自然災害への対策を重視しつつ、地域が持つ優位性を最大限

に発揮することが重要であるため、これまで以上に、沖縄の美しい海浜等の自然環境の保全と、緑

地や歴史的遺産等を含むまち並み全体の景観の再生・復元を目指す。 

また、本格的な高齢社会を迎えるなかで、高齢者にやさしいまちづくりや地域コミュニティ・地

域の多様な文化の再生・復興が課題となっていることから、沖縄の多様な風土と伝統文化に根ざし

た新たな共生スタイルの実現を目指す。 

ビジョンⅠ：アジア・太平洋地域の交流・貢献拠点にふさわしい機能の実現

ビジョンⅡ：立地特性を活かした戦略的な産業拠点の形成 

ビジョンⅢ：沖縄の風土と文化に根ざした新たな共生スタイルの実現 
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３）中南部都市圏の目指すべき都市構造ビジョン 

 

 

 

沖縄県の振興を牽引する本島中南部に所在する普天間飛行場・キャンプ瑞慶覧・牧港補給基地等

は、県民の良好な生活環境の確保、均衡ある都市の形成、体系的な道路網の整備等に歪みをもたら

してきたが、嘉手納以南の大規模な返還が日米間で合意されたことから、これまでの基地による県

土構造の歪みを計画的・総合的に解消する機会が訪れている。 

基地に分断される中、これまでの中南部都市圏における産業と都市機能は、那覇都市圏と沖縄市

の二極を核とする構造であったが、近年、那覇都市圏への一極集中の動きが強まっており、これに

伴い交通渋滞や就業機会等の不均衡が生じている。また、那覇都市圏及び沖縄市の両方とも、大規

模集客施設や各種都市機能の郊外立地・移転に伴い、既存中心市街地の空洞化が大きな社会問題と

なっている。 

県土構造の歪みとその下で生じている問題の解決には局所的な対策だけでは限界があることか

ら、今後の大規模な基地返還を見据えた上で、①那覇都市圏から沖縄市・うるま市にかけての都市

軸上に位置する空港・港湾・道路・公共施設等社会資本の利活用と機能拡充、②都市軸上に今後生

まれる大規模な跡地への新たな産業拠点と都市機能拠点の配置、③跡地と周辺の既存市街地とを関

連づけた複数のコンパクトな市街地の形成、④都市軸上の各産業及び都市機能拠点さらには複数の

コンパクトな市街地間の連携・補完を強めるための新たな拠点間公共交通ネットワークの強化等に

加え、環境保全や沖縄らしい景観形成、災害に強いまちづくり等、環境と共生した都市構造の創出

を推し進めることにより、中南部が一体となった広域都市圏の形成を目指す。 

図表 2-55 都市構造概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中南部が一体となった広域都市圏の形成（都市圏中枢軸の骨太化） 

（現 在） 

那覇一局集中に近い二極構造から 

（目指すべき方向） 
○各拠点とコンパクトな市街地が連携した

骨太中枢軸の構造へ 
○環境と共生した都市構造へ 

新たな公共交通の

整備等、拠点間ネッ

トワークの強化

水と緑を活かした

有機的なネットワ

ークの形成

コンパクトな市街地 
（日常的な生活機能を

コンパクトに配置） 

空間的な広がり 

多機能の重層的連携 

空間的な広がり 

基地の立地特性を活かした

新たな産業・都市機能拠点 著しい交通渋滞 

無秩序なスプロ

ールの進行 環境と共生した

都市構造 
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Ⅱ．跡地エリア別のコンセプト構築に向けて 

 

中南部都市圏の都市機能ビジョン実現にむけて跡地が担う役割、すなわち跡地エリア別のコンセ

プト構築にむけた検討を行った。検討の視点として、３つの都市機能ビジョンと３つの重要テーマ

を検討の切り口として、各エリアが有するポテンシャルの評価を試みた。 

 

 

図表 2－56 跡地エリア別のコンセプト構築に向けての検討の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中南部都市圏の 
都市機能ビジョン 

（３つの都市機能ビジョン） 

３つの重要テーマ 

（景観・環境／交通／商業機能） 

跡地エリア別のコンセプト 

構築に向けての検討 

（ポテンシャルの評価） 
 
(1) キャンプ桑江 
(2) キャンプ瑞慶覧 
(3) 普天間飛行場 
(4) 牧港補給地区 
(5) 那覇港湾施設 

 

跡地エリアごとの現在の方向性 
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１．ビジョン実現に向けた重要テーマ別方向性 

中南部都市圏の都市機能ビジョンを実現するにあたっては、空間計画面や経済計画面、推進体制

面など様々な重要テーマが考えられる。ここでは、空間計画面に絞り、その中でも特に景観・環境、

交通、商機能の３分野について、方向性を検討するものである。 

 

１）景観・環境 
（１）現状の問題点 

景観・環境に関する主な既存関連計画等を参考に、中南部都市圏における主な現状の問題点

を整理した。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 戦争や戦後の復興・開発の中で失われつつある沖縄独自の自然景観や自然環境 

豊かな恵みをもたらす一方、台風等による甚大な被害をもたらす亜熱帯の風土において、

島しょ沖縄独自の暮らしを支える基層となり風景の基盤であるイノーの広がる海岸線や、集

落のクサティ森としてミーニシ（北風）から住まいを守り命の湧水を涵養する緑の稜線等の

自然景観や自然環境が、戦争や戦後の急速かつ画一的な復興・開発の中で、法的規制等が十

分でないまま失われてきており、日常生活の中での人々との関わりも疎になってきている。 

② 世界遺産周辺と段丘上の代表的眺望地の保全・活用が不十分 

世界遺産グスク群の多くは丘陵上に立地しており、優れた眺望点なっているだけでなく、

周辺地域から見通せるシンボルやランドマークとなっている。このような世界遺産グスク群

の周辺景観と代表的眺望地の優れた眺望が大規模な建造物等によって阻害される場面が見ら

れるなど保全・活用策が必ずしも十分ではない。 

③ 景観緑三法（景観法・屋外広告物法・都市緑地法）等を活用したまち並み景観向上対策の

弱さ 

都市、農山漁村等の良好な景観と都市環境の形成を図るために、平成 17 年６月に景観緑三

法が全面施行されているが、県内で景観行政団体となって積極的に景観行政を推進している

市町村はまだ少なく、実効性ある景観向上対策は十分でない状況にある。 

④ 都市の安らぎ空間としての公園や河川整備の遅れ 

都市部においては市民の安らぎの空間としての緑豊かな公園やせせらぎのある河川などが

不可欠である。しかしながら、本県の公園緑地面積等の緑地量は 13％程度で全国平均を大き

く下回っており、望ましいとされる３割以上の緑地量の確保や身近な水辺空間の整備が求め

られている。 

 

①戦争や戦後の復興・開発の中で失われつつある沖縄独自の自然景観や自然環境（埋立に

よる海浜景観の変容、東海岸沿い段丘等「緑の稜線」の喪失、法的規制の問題など） 

②世界遺産周辺と段丘上の代表的眺望地の保全・活用が不十分 

③景観緑三法（景観法・屋外広告物法・都市緑地法）等を活用したまち並み景観向上対策

の弱さ 

④都市の安らぎ空間としての公園や河川整備の遅れ 

⑤地球温暖化等の環境問題に対応したまちづくりへの転換問題 

⑥地球温暖化の中で頻発する傾向にある自然災害への備え 
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⑤ 地球温暖化等の環境問題に対応したまちづくりへの転換問題 

政府は、美しい星へのいざないを発表して、低炭素社会実現のための多面的な取組を推進

している。地球温暖化の影響は、特に島しょ地域において高潮被害の拡大や砂浜の喪失、水

資源の確保、サンゴやマングローブ等生態系への問題が懸念される。島しょで構成される本

県においては、環境問題に対応したまちづくりへの転換が強く求められている。 

⑥ 地球温暖化の中で頻発する傾向にある自然災害への備え 

地球温暖化の進行により、大洪水や干ばつなどの異常気象の頻度が高まり、感染症による

健康被害、水資源の枯渇、食糧生産の危機的状況の発生等が懸念される。暴風雨に強い住環

境、高波等に対応できる沿岸災害対策、急傾斜地等での安全確保など、地球温暖化の中で頻

発する傾向にある自然災害への備えが重要課題となっている。 

 

（２）景観形成・環境保全の方向性 

１．軸となる景観・自然環境の保全・育成 

①ウォーターフロント 

・ 亜熱帯島しょ地域特有の風土を代表し、本県観光・リゾートの最大の魅力である「青い

海」に代表されるウォーターフロントについては、人々に親しまれる海岸線としてその

価値をさらに高めるよう、自然景観や自然環境に配慮しつつ保全・再生・整備に努める。

なお、海岸線の埋立については、その必要性や自然環境に与える影響・低減回避策等を

十分検討する必要がある。 

・ また、陸域と海域は、河川、湿地、干潟、サンゴ礁などの多様な生態系が育まれる水域

を通じて連続的、有機的に繋がっていることを考慮し、排水、汚水対策や赤土流出対策

等に十分留意して、陸域から海域までが一体となった環境保全対対策を進めていく必要

がある。 

・ このため、「沖縄県土木施設景観形成技術指針（案）」（技術管理課）や今後策定される「沖

縄県景観計画（仮称）」等の積極的な活用を図る。 

②緑の稜線と世界遺産周辺 

・ 都市部においては特に都市の環境をつくる緑地のまとまりを保全し、骨格緑地のつなが

りを確保する。 

・ また、世界遺産の周辺地域を含む良好な景観と、久高島・首里城など大切な場所への眺

望景観を保全・育成する。 

・ このため、「景観緑三法」や「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」（都市計画・

モノレール課）、「世界遺産の保存・整備・活用に関する基本指針」（文化課）等の積極的

な活用を図る。 
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２．まち並み景観の向上 

・ 地域特性を感じさせるデザインコンテクスト（文脈＝沖縄のデザインＤＮＡ）を回復・

創造するとともに、デザインコンテクストを活かしたランドマークの保全、シンボルと

なる拠点施設の景観形成、市街地景観や集落景観の向上などにより、まち並み景観全体

の質的向上を図る。 

・ このため、「景観緑三法」や「沖縄県公共建築物景観形成マニュアル」（技術管理課）、今

後市町村景観行政団体が策定する「景観計画（仮称）」等の積極的な活用を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

３．豊かな自然環境とふれあえるまち中の安らぎ空間の整備 

・ 緑豊かな都市公園や緑陰のある道路、多自然型の都市河川など、まちの中に自然が感じ

られる安らぎ空間を確保する。 

・ このため、「水と緑のネットワーク基本計画」（河川課）や「沖縄県環境基本計画」（環境

政策課）等の積極的な活用を図る。 

 

 

 

 

 

４．省エネと廃棄物リサイクルシステムの先進機能の整備 

・ 風力・太陽光発電等の自然エネルギー、燃料電池等の新エネルギー導入を推進する。 

・ 建設廃材のリサイクル及び廃棄物の建設資材化など、環境関連ビジネスの企業化を促進

する。 

・ ゴミの回収・資源化・再利用や生ゴミのコンポスト化・農地利用、下水再処理水の散水

利用など、資源の地域内循環システムの確立・運用を推進する。 

・ このため、「沖縄県環境基本計画」（環境政策課）等の積極的な活用を図る。 

 

５．暴風雨・高潮・津波・地滑り等の災害対策 

・ 広域の防災公園の確保や高潮・津波に備える海岸緑地の確保、まちを囲む斜面緑地の保

全、風の道となり防火帯となる河川緑地の形成、緩衝帯となる幹線道路の緑の帯の形成

などに努める。 

・ 地滑りのおそれがある急傾斜地や、これに隣接する区域の造成を行わない。このような

区域に宅地を求めない。 

・ このため、「海岸保全基本計画」（海岸防災課）、「都市計画区域の整備、開発及び保全の

方針」（都市計画・モノレール課）等の積極的な活用を図る。 
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ⅰ）風水思想 
 琉球王府は、「地理」が国策に重要な知識であるとの自覚から、中国にたびたび留
学生を派遣しては風水思想を導入し、国策に生かすようになる。当時の風水政策は、
できるだけ所与の地形を利用して生活の安定と発展を図ることを目的としていた。そ
のため、王府は、まず、風水思想により慎重に自然環境の善し悪しを判断し、環境の
背後にある気の流れ（気脈・龍脈）や、気の運行（方位）に逆らわない政策をとってい
た。 
 1713 年、毛文哲と蔡温が首里城の風水を「首里城の地は俗人にわからないだろう
が、龍の来歴・気脈の集合がまことに良い。国殿の向きも道路の方向も門の配置も、
みな風水の法に適っている。…」（球陽）と評価していると記録されている。 

 
 
 
 
ⅱ）尾根水系による環境単位（やんばる型土地利用等） 
 山－川－低地（水田）－集落－海岸－海へと一つの小さな単位で展開する山原
の地形は、風水でいう龍の姿そのものである。 
 名護市屋部では、屋部寺を龍の口に想定し（雨乞いと火事の伝承がある）、集落
全体を囲むクサティ森と、東屋部川に火山（ヒーザン）を設定している。 
 

※火山（ヒーザン）…悪き気を発するとされるとがった山 

 

 

  

 

 
ⅲ）抱護林 
 典型的な山原の集落には、村落を囲むクサティ森の稜線や目立った丘には松
が植えられ、維持管理がされてきた。この抱護林は、風や潮を防ぐ機能だけでな
く、「気」をため「脈」を保護・造成する意図が込められている。 
 

 

 

 

 

 

 
ⅳ）生態廻廊構想 
 1996 年に開催された持続可能な開発「沖縄モデル」国際ワークショップが開催さ
れた。そこで提案された台湾・東京チームの『生態廻廊－抱き合うくらしとみどり』で
は、やんばる型土地利用や風水思想が生きた提案がされた。 
 

 
 

■環境共生型土地利用に関する参考 



 202

２）交通 
（１）課題の整理 

交通に関する主な既存関連計画等を参考に、中南部都市圏における主要課題を整理した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 那覇空港の狭隘化 

沖縄への入域観光客数は年々増加しており、平成 19 年は約 587 万人であった。沖縄県は、

概ね 10 年後(平成 28 年)の年間観光客数 1,000 万人を目指した展開を図ることを政策目標と

して掲げ、第３次観光振興計画において、平成 23 年の目標値を 720 万人としているが、島し

ょ県沖縄の玄関口である那覇空港は夏場を中心に予約が取れない状況がみられ、国際線ター

ミナルビル・貨物ターミナルの貧弱さなど、那覇空港の狭隘化が顕著である。 

② 港湾機能のさらなる拡充 

那覇港においては、今後、増加の見込まれるクルーズ船寄港に対応する専用バースの整備

等、国際的な交流機能の充実が求められる。また、アジア太平洋における急速な経済発展に

対応した、国際物流関連産業の集積する国際流通港湾機能の拡充が求められる。さらに、県

内離島を結ぶ結節機能の拡充や御物(おもの)グスク跡など歴史的資源を活かしたウォーター

フロントの環境づくりも求められている。中城湾港においては、2003 年にリサイクルポート

として国から指定されており、総合静脈物流拠点としての役割が期待されている。 

③ 基地の所在によってもたらされる中南部広域圏の人流・物流を支える道路網の歪み 

中南部都市圏に所在する広大な基地の存在が、施設の適正配置、開発適地の不足など、健

全な市街地の形成や都市間の連携を大きく阻害しており、特に人流・物流を支える道路網の

歪みとして顕著に現れている。 

④ 環境や高齢者等にやさしい交通システムの未構築 

本県では三大都市圏に匹敵する渋滞が慢性化するなど、自動車に大きく依存した社会とな

っている。今後訪れる高齢社会や求められる低炭素型社会、交流型社会に対応するためにも、

早急に過度の自動車依存からの脱却を図り、環境や高齢者、来訪者等にやさしい交通システ

ムを構築することが大きな課題となっている。 

⑤ 定時・定速でシームレスな公共交通システムが未整備 

本県では沖縄都市モノレール（ゆいレール）が 2003 年８月に開業し、定時・定速の公共交

通として定着しているが、陸海空を含めて総合的にみた場合、シームレスな公共交通システ

ムはまだまだ未整備の状況である。 

 

 

 

①那覇空港の狭隘化 

②港湾機能のさらなる拡充 

③基地の所在によってもたらされる中南部広域圏の人流・物流を支える道路網の歪み 

④環境や高齢者にやさしい交通システムの未構築 

⑤定時・定速でシームレスな公共交通システムの未整備 
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（２）交通体系の方向性 

１．国際交流・貢献拠点にふさわしい空港・港湾機能の拡充 

①那覇空港 

・ 国際物流拠点の形成を図るため、沖合への空港施設の展開等、必要な整備を図るととも

に、24 時間運用など航空会社の就航を促すための条件整備に努め、国際航空物流ネット

ワーク企業の立地を促進する。 

・ 国際線ターミナルビルの整備拡充、貨物ターミナル地区及び旧国内線ターミナル地区の

利用について必要な整備を図る。 

②那覇港 

・ 大水深バースを有する国際コンテナターミナルやロジスティクスセンターなど国際流通

港湾としての機能の充実強化を図る。 

・ 国際クルーズ等に対応した旅客船バース、臨港道路（空港線、浦添線等）等の整備を推

進する。 

③中城湾港 

・ 沖縄経済の自立的発展を図る基盤の一翼を担うためにも、東海岸地域の重要港湾として、

流通機能及び生産機能を合わせ持った新港地区の整備を図るとともに、中城湾港マリン

タウンプロジェクト等を推進する。 

 

２．県内物流の拠点港湾としての機能整備 

 ①那覇港 

・ 国際コンテナターミナルとの連携をはかりつつ、仕分、一時保管、流通加工、配送拠点

など、県内物流の拠点港湾をしての機能整備を図る。 

・ 那覇、泊、新港、浦添の４ふ頭地区の利便性を高めるための機能を再編するとともに、

防災機能の強化、バリアフリー化の推進、産業と生活空間等諸機能の調和を図る。 

・ このため、「那覇港港湾計画」等の推進を図る。 

 ②中城湾港 

・ 総合静脈物流拠点港（リサイクルポート）として、県内では処理できない金属などの循

環資源を県外へ効率的に輸送する静脈物流システムを構築するなど役割拡充を推進する。 

 

３．中南部広域都市軸の一体性を確保するための道路整備 

①沖縄西海岸道路 

・ 沖縄本島の陸上交通の骨格のひとつとなる沖縄西海岸道路の整備を通じて、中南部都市

圏の西海岸ウォーターフロントを構成し、都市型リゾートなどが立地する那覇空港・那

覇港～浦添西海岸～宜野湾西海岸～砂辺・美浜地区の個性ある地域を結び円滑にアプロ

ーチできるよう、都市型ウォーターフロント軸を強化する。 

②中部縦貫道路・中部横断道路 

・ 軸状に集積する現在の社会資本の蓄積を有効活用し、広域交通網の整備を推進するとと

もに、普天間飛行場など駐留軍用地の跡地に新たな都市機能を配置するなど都市機能の

偏在を是正しつつ、軸状都市圏構造のさらなる強化を図り、中南部都市圏の一体性を高

めていくことが重要である。 
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・ このような観点から、中南部都市圏はもとより沖縄全体の活力・魅力・暮らしを高め・

牽引していく中枢軸のひとつとして中部縦貫道路と中部横断道路を整備する。 

③環状道路・ラダー道路 

・ 中南部圏の暮らしを支える道路網として、「環状道路及び放射道路」と「ラダー構造」の

２つの都市ネットワークの強化を図る。 

・ 環状線及び放射道路としては、那覇圏の２環状（中央環状道路／外郭環状道路）、７放

射道路（沖縄西海岸道路／国道 58 号・330 号・329 号・331 号・507 号／沖縄自動車道／

南部東道路）と、中部圏の２環状（沖縄環状線／具志川沖縄線）などが位置づけられる。 

・ ラダー構造ネットワークとしては、浦添西原線、宜野湾横断道路、中部横断道路、沖縄

嘉手納線などが位置づけられる。 

 

これらの中南部広域都市軸の一体性を確保するための道路整備にあたっても、沿道の海浜景

観やまち並み景観などに留意し、「沖縄県土木施設景観形成技術指針（案）」（技術管理課）や「沖

縄県公共建築物景観形成マニュアル」（技術管理課）、今後策定される「沖縄県景観計画（仮称）」

等の積極的な活用を図る。 

 

４．都市交通政策の展開 

①コンパクトで快適な日常生活空間を実現する交通環境の整備 

・ 環境負荷の少ない都市生活や超高齢社会に対応するため、市街地における新たな交通機関

の導入を含めた公共交通システムの拡充や都心部における車の乗り入れ制限の導入等も交え

ながら、安全・安心で緑陰も整備された快適な歩行空間等を確保し、歩いて暮らせる日常生活

空間の基盤を形成する。 

②新たな公共交通の整備等による拠点間ネットワークの強化 

・ 環境負荷の少ない都市生活や超高齢社会、外国人・観光客等との多文化共生社会に対応

しつつ、拠点間のネットワークを強化するため、既存の公共交通機関の拡充とともに、

定時定速性に優れた新たな公共交通システムの導入を検討する。 

・ あわせて、その利用を促進するため交通システム間のシームレスなアクセスを確保する。 

③新たな交通文化の創造 

・ 沖縄の風土と文化に根ざした新たな共生スタイルとして、過度な車への依存から脱却し

た新たな交通文化を創造する。 

・ このため、コンパクトで快適な日常生活空間を実現する交通環境の整備や新たな公共交

通の整備等による拠点間ネットワークの強化を図る一方、ＴＤＭ施策の推進や各種情報

通信技術の活用、県民意識の啓発等を含む新たな交通円滑化の取り組みに積極的に取り

組む。 

・ 特に、今後新たなまちづくりが展開する普天間など基地跡地に係る地域においては、先

進的な技術を取り入れつつ環境に配慮した交通システムの導入を検討する。 

 

これらを実現するため、「沖縄県総合交通体系基本計画」に基づく「ＴＤＭ施策推進アクショ

ンプログラム」の推進を図るとともに、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（H19.5 公

布）」に基づき策定される「沖縄県公共交通総合連携計画」の推進を図る。 
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【シームレスな乗り継ぎイメージ】 

【基幹バスの運行イメージ】 

出典：「沖縄県総合交通体系基本計画」H14.3 

■交通に関する参考イメージ 

出典：「まちづくりと一体となった LRT 導入計画

ガイダンス」H17.10／国交省都市交通調査質 

＜フランス・ストラスブール等での事例＞ 
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出典：地域活性化統合本部会合 HP より 

（環境モデル都市の推進について（案）） 

【車の乗り入れ制限導入等のイメージ】 

＜イギリス・ロンドンでのロードプライシング（課金）の事例＞ 

＜ドイツ・フライブルグでの交通対策の事例＞ 
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○1994 年に A 線（9.8 ㎞）開業後、現在までに B,C,D 線の計４路線（総延長約 25 ㎞）が整備された。 
○既存の道路空間を活用し、中心市街地では幹線道路を中心に導入空間を確保。郊外部では斜線減線や道

路横断構成の見直しを行うことで導入空間を確保した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【ＬＲＴのイメージ】 

＜フランス・ストラスブールでの LRT 導入事例＞ 
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【次世代交通システムのイメージ】 

出典：「沖縄県総合交通体系基本計画」H14.3 
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３）商業機能 
（１）ビジョン構築にむけての課題の整理 

商業機能に関する主な既存関連計画等を参考に、中南部都市圏における主要課題を整理した。 

 

 
 
 
 
 
 

 

①モータリゼーションを背景とする都市機能の無秩序な拡散 

都市を取り巻く状況は、モータリゼーションの進展などを背景として、公共公益施設の郊

外移転や大規模な集客施設の郊外立地が進み、都市機能の無秩序な拡散が進行している。こ

うした中で、中心市街地の衰退、日常的な交通渋滞、土地利用の歪みや自然環境の喪失など

多くの問題が発生している。 

②後追い的なインフラの整備による無駄の発生 

これまでの都市の拡大成長を前提としてきたまちづくりでは、自動車に過度に依存した都

市構造をもたらし、高齢者などの生活利便性の低下、後追い的なインフラの整備・維持管理

コストの増大、各種公共サービスの効率の低下などの様々な問題を引き起こしつつある。 

③本格的な高齢化社会に対応したまちづくりへの再編問題 

本県においても、人口減少・超高齢社会という大きな時代の転換期が今後到来する。高齢

者も含めた多くの人々にとっての暮らしやすさを確保するという観点から、これまでのまち

づくりのあり方を転換し、既存ストックを活用しつつ、都市機能が集積した都市構造を実現

するなど、人口減少・超高齢社会に対応したまちづくりが求められている。 

 

（２）商業機能配置の方向性 

１．既存の社会資本の利活用を重視した大規模集客施設の適正な配置（改正都市計画法に基づ

くガイドラインによる誘導） 

・ 都市機能の適正立地を確保するための土地利用コントロールの機能が十分に発揮される

よう、広域的な都市構造などに影響を与える大規模な集客施設に対する立地制限の強化、

開発許可制度の見直し、広域調整手続の円滑化のための措置など、改正都市計画法に基

づくガイドラインにより誘導を行う。 

 

２．跡地と既存市街地（商業機能）の一体的整備によるコンパクトな市街地の形成 

・ 沖縄県においては、この先 20 数年は人口増加が見込まれるものの長期的には人口減少・

超高齢社会を迎える状況にあり、全国の都市で起きている課題を内在している。 

・ 一方で、大規模な駐留軍用地の返還が今後計画されていることから、跡地と既存市街地

（商業機能）の一体的整備によるコンパクトな市街地の形成を総合的かつ計画的に行う。 

 

 

 

①モータリゼーションを背景とする都市機能の無秩序な拡散 

②後追い的なインフラの整備による無駄の発生 

③本格的な高齢化社会に対応したまちづくりへの再編問題 
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大規模集客施設の立地に係る都市計画ガイドライン（以下、「ガイドライン」という。）は、大規

模集客施設の立地に係る都市計画の決定又は変更にあたっての県としての基本的な考え方をまと

めたものである。なお、県知事が都市計画法（以下、「法」という）に基づく協議（法第 19 条第３

項）に当たっては、ガイドラインに沿って運用を図るものである。 

 

図表 2-57 ガイドラインの位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画法（昭和43年法律第100号）

技術的助言(地方自治法第245条の4に基づく技術的な助言)

都市計画区域マスタープラン
(都市計画区域の整備、開発及び保全の方針)

大規模集客施設の立地に係る都市計画ガイドライン
「大規模集客施設の立地に係る都市計画の決定又は変更における県知事同意にあたっての基本的考え方」

市町村都市計画マスタープラン
(市町村の都市計画に関する基本的な方針)

計画的なまちづくり

都市計画運用指針(平成12年12月28日、建設省都計発第92号)

■大規模集客施設の立地に係る都市計画ガイドラインの概要 

 
○モータリゼーションの進展を背景として、都市機能の拡散が進行しており、高齢者等の生活利便性の低

下、後追い的なインフラの整備。維持管理コストの増大、各種公共サービスの効率の低下等、様々な問題
を引き起こすことが懸念されている。 

○「まちづくり三法（都市計画法、中心市街地活性化法、大規模小売店舗立地法）」の改正が行われてお
り、都市計画法においては、「都市機能の無秩序な拡散を防止し、都市の既存ストックを有効活用したコ
ンパクトシティの実現を目指す」とされている。 

○大規模集客施設の立地については、県が策定した都市計画ガイドラインにおいて、下記が示されている。
・大規模集客施設の立地に係る都市計画の決定又は変更を行う場合は、その内容が上位計画と整合して

いるべきである 
・周辺環境や社会環境への影響を評価し、立地による損失が著しいと判断される場合には、立地に係る都

市計画の決定又は変更を行うべきではない。 
－交通機能による評価 
－自然環境、住居環境などへの悪影響に対する評価 
－無秩序な周辺開発の誘因による公共コストの増加に対する評価 
－地域固有の価値の破壊などに対する評価 
－営農環境に対する評価 

○同ガイドラインにおいては、「広域調整にあたっての留意事項」として、先に示した土地利用の外部性をコ
ントロールする観点から適正な立地を図ることを目的としており、「既存の競合する店舗などとの競争を抑
制するなど需給調整や既得権擁護とならないものとすべきである。」とされている。 
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＜福島県の事例＞ 

○ 「福島県商業まちづくりの推進に関する条例」を制定し、平成 18 年 10 月 1 日より施行している。 

○ 条例では、県の責務、小売り事業者等及び県民の責務を明らかにし、広域の見地から大規模小売商

業施設の立地調整をするための必要事項等を定めている。 

○条例の目的（第１条） 

商業まちづくりの推進に関して、県、小売り事業者等及び県民の責務を明らかにし、基本的な方針

及び特に規模の大きな小売商業施設の立地について広域の見地から調整するために必要な事項等を

定めることにより、商業まちづくりに関する施策を総合的に推進し、もって現在及び将来の県民の健

康で文化的な生活の確保に寄与することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：福島県商業まちづくり推進条例の概要等ＨＰ
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図表 2-58 ビジョン実現に向けた重要テーマ別方向性 

テーマ 現状の問題点 方  向  性 

景観・環境 

①戦争や戦後の復興・開発の中で失われ

つつある沖縄独自の自然景観や自然

環境（埋立による海浜景観の変容、東海岸沿い段

丘等「緑の稜線」の喪失、法的規制の問題など） 

②世界遺産周辺と段丘上の代表的眺望

地の保全・活用が不十分 

③景観緑三法（景観法・屋外広告物法・

都市緑地法）等を活用したまち並み景

観向上対策の弱さ 

④都市の安らぎ空間としての公園や河川

整備の遅れ 

⑤地球温暖化等の環境問題に対応した

まちづくりへの転換問題 

⑥地球温暖化の中で頻発する傾向にある

自然災害への備え など 
 

１．軸となる景観・自然環境の保全育成 
①ウォーターフロント 
②緑の稜線と世界遺産周辺 

２．まち並み景観の向上 
①デザインコンテクスト（文脈＝沖縄のデザイン

ＤＮＡ）の回復・創造 
②ランドマークの保全、拠点施設、市街地景

観、集落景観の形成 
③景観緑三法等の活用 

３．豊かな自然環境とふれあえるまち中の安ら
ぎ空間の整備 
①都市公園 
②都市河川 

４．省エネと廃棄物リサイクルシステムの先進機
能の整備 
①自然エネルギー（風力、太陽光発電など） 
②新エネルギー（燃料電池など） 
③環境関連ビジネスの企業化 
④資源の地域内循環システムの確立・運用 

５．暴風雨・高潮・津波・地滑り等の災害対策 
①広域防災公園、海岸緑地の確保 
②まちを囲む斜面緑地、河川緑地、幹線道路

の緑化 
③建物の立地制限の強化 

交  通 

①那覇空港の狭隘化 

②港湾機能が不十分（国際的な機能、

県内離島との物流機能面での問題点）

③基地の所在によってもたらされる中

南部広域圏の人流・物流を支える道路

網の歪み 

④環境や高齢者にやさしい交通システ

ムの未構築 

⑤定時・定速でシームレスな公共交通

システムの未整備 など 
 

１．国際交流・貢献拠点にふさわしい空港・港湾
機能の拡充 

①那覇空港 
②那覇港 
③中城湾港 

２．県内物流の拠点港湾としての機能整備 
①那覇港 
②中城湾港 

３．中南部広域都市軸の一体性を確保するため
の道路整備 

①沖縄西海岸道路 
②中部縦貫道路・中部横断道路 
③環状線・ラダー道路 

４．都市交通政策の展開 
①コンパクトで快適な日常生活空間を実現
する交通環境の整備 

②新たな公共交通の整備等による拠点間ネ
ットワークの強化 

③新たな交通文化の創造 
 

商業機能 

①モータリゼーションを背景とする都

市機能の無秩序な拡散 

②後追い的なインフラの整備による無

駄の発生 

③本格的な高齢化社会に対応したまち

づくりへの再編問題 など 
 

１．既存の社会資本の利活用を重視した大規模集
客施設の適正な配置（改正都市計画法に基づ
くガイドラインによる誘導） 

 ①立地制限の強化 
 ②開発許可制度の見直し 
 ③広域調整手続きの円滑化のための措置 
２．跡地と既存市街地（商業機能）の一体的整備

によるコンパクトな市街地の形成 
 ①コンパクトな市街地の形成 
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２．跡地エリア別のコンセプト構築に向けて 

１）基地跡地が担う役割 

嘉手納以南の大規模な返還が日米間で合意されたことから、これまでの基地による県土構造の歪み

を計画的・総合的に解消する絶好の機会が訪れている。同時にこの機会は、県民の価値観やライフス

タイルを変化させ、21 世紀にふさわしい新たなまちをつくっていくチャンスとなる。そして、基地

跡地の利用にあたっては、常に都市機能ビジョンの実現を念頭に置く必要がある。 

１つは、ビジョンⅠ「アジア・太平洋地域の交流・貢献拠点にふさわしい機能の実現」のために、

基地跡地を活用してアジア等へ貢献できる「国際公共財」や、日本人も外国人も共生できる国際的な

まちを創り出す空間としての役割がある。 

２つは、ビジョンⅡ「立地特性を活かした戦略的な産業拠点の形成」のために、ますます進行する

ボーダレスな社会を見据え、アジアや日本国内における沖縄の立地特性を最大限に活かして、沖縄の

経済自立につながる優位性のある産業の拠点を創り出す空間としての役割がある。 

３つは、ビジョンⅢ「沖縄の風土と文化に根ざした新たな共生スタイルの実現」のために、基地跡

地を利用することによって基地周辺を含む現在の生活環境や暮らしが良くなっていくことが期待で

きるなど、生活者にやさしく時とともに価値が高まるまちづくり（都市の再生・再構築）を進めてい

く空間としての役割ある。 

以上のビジョンの実現を推進することにより、都市構造ビジョンで示した「中南部が一体となった

広域都市圏の形成（都市圏中枢軸の骨太化）」が現実のものになると考えるものである。 

このようなことを踏まえて、以下に基地跡地が担う役割を整理した。 

 

（１）国際協力・国際貢献を担う新たな都市機能拠点形成の場 

○ ２１世紀の分権と自治を先導し、精神的にも経済的にも自立した沖縄を構築していくためには、

アジア・太平洋地域の一員として、多面的な交流を深め独自の役割を担っていく必要がある。 

○ このために、基地跡地において、国際協力・国際貢献できる新たな国際公共財（国際的な機構

や組織、あるいは施設）」や、日本人も外国人も共生できる国際的なまち（長期滞在・定住可能

な場、子弟の初等・中等教育機関含む）、新たな都市機能拠点を積極的に構築していく。 

 

（２）戦略産業拠点及び新たな公共交通ネットワーク構築の場 

○ ２１世紀沖縄の成長のエンジンとなるような新たな産業拠点が求められており、その拠点形成

の場として、基地跡地空間が必要である。 

○ 跡地ごとに各々の特性を活かせるような機能を重視した産業拠点を適切に配置するとともに、

各産業拠点及び都市機能拠点のシームレスな連携、補完を図るための新たな公共交通の整備等

ネットワークを強化することにより、現状の那覇都市圏一極集中から、均衡のとれた都市構造

へと導いていく必要がある。 

 

（３）時代や将来性を見据えた共生モデル構築の場 

○ 環境の時代とされる２１世紀において、亜熱帯の島々からなる沖縄は、特に環境問題に敏感で

ある必要がある。このため、基地跡地は、これからの共生モデルを構築していく観点から、環

境の犠牲なしに経済発展や生活文化の向上等が達成できる都市再生、自然再生の場として活か
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すことが大切である。 

○ 新たな生活機能を創出する場合には、風力発電や太陽光発電、風土を活かした住宅など、景観

や環境に配慮していることが風景として目に見える形で認識できる必要がある。 

○ また、過度の自動車依存型社会からの脱却等、低炭素社会を先導する持続可能なまちを展開し

ていくためにも、徒歩や自転車等の役割を見直し、積極的に活用していく条件整備を図るとと

もに、水と緑を活用した有機的な歩行者、自転車道のネットワークを基地跡地において形成し

ていく役割が求められている。 

○ さらに、中南部圏域における防災機能確保等の観点からは、基地跡地における大規模公園緑地

の創出など、緑地量３割（中南部都市圏（旧知念村・玉城村・具志頭村を除く）において今後必要な

緑地量が約 4000ha）の確保の起爆剤となる空間でもある。 

 

（４）周辺地域との一体的な整備による安全で安心な潤いある生活環境実現の場 

○ 基地跡地問題は戦後処理の一環であるとの観点から、基地周辺地の既成市街地を含めた総合

的・一体的な整備により、安全で潤いのある質の高い住環境を再構築していく空間としての役

割が求められている。 

○ 基地跡地及び周辺地域においては、日常生活上必要な暮らし機能はできるだけコンパクトに集

積させ、高齢者等にもやさしい職住商近接型のコンパクトなまちを構築または再構築していく

必要がある。 
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２）跡地エリアごとの現在の方向性 

（１）キャンプ桑江 

「キャンプ桑江南側地区まちづくり構想（平成 17 年２月、北谷町）」によると、まちづくりの方

針として、隣接する西海岸地域・キャンプﾟ桑江北部地域との連携・交流、役割・機能分担により、 

○ 便利で機能的な北谷町の中心市街地の形成 

○ 沖縄らしさを実感・継承し、健康・安心生活ができる「まち」の形成 

を推進していくこととしている。 

具体的には、医療・福祉機能、教育機能、住宅機能、商業・業務補完機能を配して、赤瓦などに

よる街並みの統一や、職住近接の環境整備を図り、都市的な利便性と伝統的な沖縄らしさを併せ持

つあたらしい沖縄・北谷生活を提供する都市環境の創出を目指している。 

 

 
 

■キャンプ桑江南側地区まちづくり基本構想 平成 17 年２月 北谷町 
まちづくりの方向性 

○周辺区域との連携・役割分担により創り出す「便利で機能的なまち」 

○安全・安心な居住環境を備え、健康的な生活ができる「沖縄らしいまち」 

まちづくりの方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ま
ち
づ
く
り
基
本
構
想 

ま
ち
の
基
本
的
構
成 

まちづくりテーマからの展開 

①連携と交流による中心市街地の形成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西海岸区域（アメリカン・ビレッジ） 

○都市型リゾート機能 

○商業機能 

○スポーツ・レクリエーション機能 

キャンプ桑江北側区域（桑江伊平） 

○行政機能 

○商業・業務機能 

○職住近接型住宅機能 

キャンプ桑江南側区域 

○医療・福祉機能 

○教育機能 

○住宅機能 

○商業・業務補完機能 

隣接する、西海岸地域・キャンプ桑江北側地域との連携・交流による 

便利で機能的な北谷町の中心市街地の形成 

西海岸地域・キャンプ桑江北側地域との役割・機能分担による 

沖縄らしさを実感・継承し、健康・安心生活ができる「まち」の形成 

都会的な利便性と伝統的な沖縄らしさを合わせ持つ 

あたらしい沖縄・北谷生活を提供する都市環境の創出

跡地エリア別既存資料の整理（概要） 
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②沖縄らしさを実感できる「まち」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ま
ち
づ
く
り
基
本
構
想 

図 まちづくり基本構想図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

沖縄らしさを実感できる「まち」とは… 

特有の都市景観を

もつ「まち」 

健康・長寿 

の「まち」 

交流が 

盛んな「まち」

穏やかな時の流れの中

で暮らせる「まち」

○戸建・堅牢住宅 

○赤瓦の屋根 

○亜熱帯性植物 

○豊富な緑と青い海 

○健康を支える医療・福祉

施設 

○自立的な健康増進・維持

施設 

○高齢者の社会貢献・就業

の場

○盛んな地域活動 

○観光者・来訪者との交流

○アメリカ文化との交流 

○高齢者と子供の交流 

○健常者と障害者の交流 

○ゆとりある都市空間 

○安心できる都市環境 

○余暇時間・活動の充実 

キャンプ桑江南側では… 

○低層低密度住宅 

○赤瓦などによる街並みの

統一 

○沖縄特有の樹種による街

路樹の統一・宅地内の緑

化推進 

○医療施設の配置 

○デイサービスセンターな

ど福祉施設との連携 

○歩道・公園など健康維持

施設の整備 

○伝統・文化の継承・発信

体制の整備 

○市民農園など高齢者が楽

しめる施設の整備 

○地域活動の拠点となる施

設の整備 

○小学校・幼稚園などの配

置 

○デイサービスセンターな

ど福祉施設との連携 

○低層低密度住宅 

○公共・民間施設の緑化推

進 

○安心して人が歩ける環

境・施設の整備 

○余暇時間がより確保でき

る環境の整備（職住近接）

これらを効果的に演出・配置し… 

沖縄らしさを実感できる「まち」を形成 
資 料 ４ 
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（２）キャンプ瑞慶覧 

ＳＡＣＯ合意されたキャンプ瑞慶覧の南東部高台の一部を対象とする「キャンプ瑞慶覧地区跡地

利用基本計画策定調査（平成 16 年３月、宜野湾市）」では、まちづくりのテーマを「水・緑・眺望

を生かしたいやされるまち」と掲げて以下のゾーニングを行っている。 

○ぎのわん多自然型住宅地 

○瑞慶覧ハウジングエリア 

○利便性とゆとりを備えた中層・中高層住宅地 

○居住者のニーズを満足させる商業地 

○普天間宮周辺との連携を図った商業地 

これを受けて、「瑞慶覧地区事業化準備支援業務委託（平成 19 年３月、宜野湾市）」では、各ゾ

ーンコンセプトを整理している。 

 
■瑞慶覧地区 跡地利用基本計画策定調査 平成 16 年３月 宜野湾市 

ま
ち
づ
く
り
計
画
（
案
） 

基
本
理
念 

 
 
 
 
 本地区に存在する、湧水、緑、変化する地形等の「自然資源」、埋蔵文化財等の「歴史文化資源」、眺望を
見渡せる環境、素晴らしい住環境を誇る米軍ハウジング等、現存する環境や資源を十分認識し、まちづくり
に有効なものを積極的に生かしていくとともに、環境負荷の小さいまちづくりを行っていく。 
 
 
 
 まちづくりに有効な環境や資源を生かし、本地区にしか存在しない個性・独自性を創造する。そして、そ
れを拠り所とした確固たるまちづくりを行っていく。 
 
 
 
 あたらしいまちに住む様々な人々が、本地区のまちづくりのテーマでもある「水・緑・眺望を生かした癒
されるまち」を心身ともに体感でき、円滑で持続的なコミュニティ形成が図れるまちづくりの実現を図る。
 

図 まちづくり計画図（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎現在維持又は形成されているあらゆる環境や資源のうち、まちづくりに生かすべきもの

は積極的に生かしていく 

◎個性・独自性（identity）を創造し、それを拠り所とした確固たるまちづくりの実現を図る 

◎住む人や訪れる人が心身ともに癒されるまちづくりの実現を図る 
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※瑞慶覧地区 事業化準備支援業務委託 平成 19 年３月 宜野湾市 

ま
ち
づ
く
り
ル
ー
ル
の
検
討 

図 各ゾーンのコンセプト 
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（３）普天間飛行場 
「普天間飛行場跡地利用基本方針（平成 18 年２月、沖縄県、浦添市）」では、跡地利用の基本方

向と分野別の方針並びに事業実施までの工程と行動計画が位置づけられている。また、基本方針の
概要パンフレットには、以下のイメージがビジュアルなイラストとして示されている。 

○豊かな緑やオーシャンビューが産業創造やリゾートの場をつくる（振興の拠点） 
○伝統的な集落の魅力をとりいれた沖縄らしい住宅地づくり 
○市民の交流の場として賑わう広場（新たしい都市拠点） 
○緑の中をリゾート感覚で通りぬける広域的な幹線道路 
○跡地のイメージを高め、県民の「あしびなー」となる（仮）普天間公園 
○普天間の歴史を後世に伝え、まちの個性を演出する松並木の復元 

 
■普天間飛行場跡地利用基本方針 平成 18 年２月 沖縄県、宜野湾市 

(1)跡地利用
の目標 

① 沖縄県や中南部都市圏の振興  
② 宜野湾市の将来都市像の実現 
③ 地権者意向の実現 
 

(2)跡地利用
の基本姿勢 

① 関係者の参加と協働 
② 環境に対する配慮 
③ 周辺整備との連携 
④ 社会経済動向の反映 
 

跡
地
利
用
の
基
本
方
向 

(3)跡地利用
の促進に向
けた戦略的
な取り組み 

① 広域的な計画との連携による土地利用可能性の拡大 
沖縄県や宜野湾市の振興に寄与し、地権者による土地活用を促進するため、地権者との協働
により広域的な計画を導入し、大規模公園の整備によるイメージアップ、幹線道路網の整備に
よる交通条件の向上、都市拠点形成による集客力の拡大等により、土地利用の可能性を拡大
する。 
② 優れた環境づくりによる跡地の魅力の向上 
跡地の特性を活かして、沖縄の歴史と風土に根ざし、国際的な評価にもたえる、優れた環境づ
くりに取り組むことにより、生産や生活の場としての跡地の魅力を高め、振興の拠点にふさわし
い産業や高次都市機能を導入する環境を整え、土地活用を促進する。 
③ 持続的、段階的な取り組みによる需要動向への対応 
関係者の参加と協働による持続的な体制づくりや段階的な計画づくりに取り組み、時間をかけ
て発生する土地需要の動向とその間の社会経済状況の変化に柔軟かつ的確に対応すること
により、土地活用を促進する。 
 

(1)土地利用
及び機能導
入について 

① 振興の拠点としての産業や高次都市機能の導入  
県の振興策としての位置づけを踏まえて、県内の既存の産業集積、学術研究機関等との連携
や国際交流、人材育成をも視野に入れた新たな産業や高次都市機能を導入し、振興の拠点を
形成する。振興の拠点においては、優れた環境の中で人、物、情報が活発に交流する創造的
な空間づくりをテーマとし、緑につつまれた産業施設、学術研究施設、快適な住環境やレクリエ
ーション施設などが複合した拠点形成を目標とする。  
② これからの時代にふさわしい住宅地づくり  
特色ある自然環境と調和し、景観や地域資源の活用に配慮した住環境の形成を目標とし、歴
史と風土に根ざしたゆとりある住宅地づくりに取り組む。新しい住宅地の暮らしを支えるために、
周辺市街地の既存施設の有効活用にも配慮しつつ、公共・公益施設等を計画的に整備する。
また、住民の交流により暮らしの質を高め、優れた住環境を維持していくために、地域コミュニ
ティの形成やコミュニティのネットワークづくりを推進する。  
③ 宜野湾市の新しい都市拠点としての機能導入  
宜野湾市の中央に位置する地の利を活かして、市民生活の拠り所や交流の場となる新しい都
市拠点形成を目標とし、行政機能や市民サービス機能及び広域的な商業機能等の導入による
まちづくりに取り組む。  
 

跡
地
利
用
に
関
す
る
分
野
別
の
方
針 

(2)都市基盤
整備につい
て 

① 幹線道路の整備  
自然の地形や自然環境との調和を図り、文化財保護に配慮しつつ、広域的な交通体系の確立
を目標として計画されている（仮）中部縦貫道路と（仮）宜野湾横断道路を整備する。また、それ
らとあわせた幹線道路網の再編に取り組む。  
② （仮）普天間公園の整備  
広域における防災性や公園の整備水準を高めるとともに、優れた環境づくりの中核として跡地
の魅力を高め、振興の拠点としての産業、高次都市機能の導入を促進する効果などにも期待
して、大規模な（仮）普天間公園を整備する。  
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③ 公共交通体系の整備  
多くの県民や観光客などを集め、振興の拠点にふさわしい交流活動や（仮）普天間公園の利
用を促進するために、広域的な公共交通体系の整備に取り組む。また、自動車利用による環
境負荷を軽減しつつ、跡地内の移動性を高め、多様な機能が複合するまちづくりの良さを活か
すために、跡地内を対象とした先進的な公共交通システムの整備に取り組む。  
④ 供給処理施設等の整備  
跡地利用計画の具体化とあわせて、環境に配慮した供給処理施設等を整備する。特に、湧水
の量・質への影響等を軽減するための地下浸透方式の雨水対策やゼロエミッションの形成に
向けた施設整備に取り組む。  
⑤ 情報通信基盤の整備  
振興の拠点における活動を支えるとともに、通信手段を活用した多様なコミュニケーションによ
る新しい勤務形態や生活利便を実現するために、高水準の情報通信基盤の整備を促進する。 
 

(3)環境づく
りについて 

① 自然環境や文化財の保全  
環境調査や文化財に関する調査に基づき、自然環境や文化財の保全の必要性について評価
を行い、計画づくりに反映させる。  
② 魅力的な環境づくり  
旧並松街道や旧集落等の再生、琉球石灰岩台地特有の細かな起伏や既存樹林の活用、周辺
地域との連携等、特有の自然資源や文化資源を活用した沖縄らしい街並みや景観の形成に
向けて、個性的かつ先進的な環境づくりに取り組む。また、沖縄の特性である「亜熱帯海洋性
気候」や「島嶼性」に着目して、持続可能な開発を目指した「環境共生」、「ゼロエミッション」、
「地球温暖化防止」に取り組むとともに、これらの先進的な取り組みにより得られた経験や技術
的蓄積を活かして、国際協力の促進や新しい産業の振興等に努める。  
 

(4)周辺市街
地整備との
連携につい
て 

① 跡地利用と連携した周辺市街地の整備  
新しい都市拠点の形成や周辺市街地の環境改善を促進するために、跡地利用と連携して取り
組むべき周辺市街地整備について検討を進め、跡地利用計画づくりに反映させる。 
② 周辺市街地における幹線道路網整備  
跡地利用を進めるためには、既存幹線道路と跡地を結ぶ幹線道路の整備が不可欠であり、周
辺市街地における早期の幹線道路網整備に取り組む。  
③ 周辺市街地の都市機能の活用  
周辺市街地内の生活関連サービス機能を活用した跡地の住宅地づくりは、跡地における住宅
立地を促進する方策の一つとして期待されるため、跡地と周辺市街地にまたがる新たな生活圏
形成に取り組む。  
 

今
後
の
取
り
組
み
に
関
す
る
方
針 
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なお、普天間飛行場においては、以下のような課題があげられている。 

 

＜普天間飛行場＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【鍾乳洞の分布】 
○ 市内全域に７０箇所の鍾乳洞が現存 
○ 内２５箇所が飛行場内で確認 
○ 但し飛行場内の鍾乳洞についてはほと

んどが未調査の状況 
 
【文化財】 
○ 市内全域に１６０箇所の文化財 
○ 内普天間飛行場で９９箇所、キャンプ瑞

慶覧で１１７箇所確認 

【課題】 

○ 普天間飛行場は台地状の地形となっており、台風等の風に対する緩衝帯となるものが少ない 

○ 環境緑地の創出など台風等の自然災害に対応した市街地環境整備が望まれる 

○ また、先人が築き上げてきた集落構造の考え方や集落内への風の入れ方等、自然に対応したまち

づくりの考え方等にも配慮する必要がある 

○ 鍾乳洞やドリーネ、地下水などが広範囲に分布する地域である 

○ 水資源の涵養や防災性の向上等に資する骨格緑地の保全・創出が望まれる 

○ 水辺空間の確保による市街地の憩い、潤い空間の創出を図ることが望まれる 

○ 宜野湾松並街道など、歴史的資源を再生、活用した特色ある「沖縄らしい」「宜野湾らしい」まち

づくりが望まれる 

資料：「大規模駐留軍用地跡地に関する都市計

画調査（平成 17 年 3 月）」 



 222

（４）牧港補給地区 

「牧港補給地区跡地利用計画（平成８年３月、浦添市）」では、空間整備のコンセプトとして、「ア

ジア交流都市の形成」を掲げ、具体的には以下の２つをあげている。 

○国際化時代を担う新都市業務コア並びにアーバンリゾートの形成 

○風水（フンシー）の息づくライフサイクルタウンの形成 

その後の、「牧港補給地区跡地利用計画策定に向けた戦略プラン検討業務（平成 18 年度、浦添市）」

では、土地利用計画図と事業推進プランを示している。 

 
■牧港補給地区 跡地利用計画基礎調査 平成 18 年３月 浦添市 

計
画
条
件 

【広域的な機能を担う場】 

１．本県経済の活性化を担う場 

２．市民レベルの国際交流空間の場 

３．広域幹線ネットワークの充実促進の場 

【浦添市の都市整備課題解決の場】 

４．多様な住空間の形成の場 

５．自然歴史資源を活かした都市環境形成の場 

６．本市の都市機能の強化のための中核の場 

７．本市の経済的発展を担う場 

目
標
・
コ
ン
セ
プ
ト 

<目標> 

●沖縄本島内での連携や相互補完を行いながら、

アジアをはじめ広く世界に開かれた都市空間の

形成を進める。 

●西に広がる海域や市街地を取り囲む緑に象徴さ

れる自然・琉球王府発祥に代表される歴史・文

化都市の形成のベースとなっている浦添の持つ

空間軸を尊重したまちづくりを進める。 

〈空間整備のコンセプト〉 

アジア交流都市の形成 

－国際化時代を担う新都市業務コア並びに 

アーバンリゾートの形成－

－風水(フンシー)の息づくライフサイクルタウンの

形成－

牧
港
補
給
地
区
跡
地
利
用
計
画
（
平
成
８
年
３
月
）
の
概
要 

整
備
方
針 

 

土地利用 整備方針 
１

案

２

案

商業・業務地 

那覇港浦添ふ頭地区の隣接地域では、東アジアを主体に世界各国と日

本との中継基地となる中継貿易機能の充実・強化を図るため、拠点業

務空間並びに関連施設の整備を推進する。今後、浦添ふ頭でも埋立て

が進んでいくことから機能分担を図りながら、整備を進めていくこと

とする。また、既成市街地の商業機能と先の業務機能を結び付ける軸

線上並びに国道58号沿道については、商業・業務ゾーンとし、既成市

街地と一体的整備を図る。 

○ ○

スポーツ施設等

プロ並びにアマチュアスポーツ等の競技大会の開催や、市民及びリゾ

ート・観光客が利用できる参加型のスポーツイベントの提供等スポー

ツを通して交流空間の形成を図る。また、スポーツ選手の診断に対応

できるスポーツ医療機能の充実を図るとともにあわせて健康保養施設

の整備を推進する。さらに、アジアをはじめとする亜熱帯地域の自然

環境をトータルに研究する研究施設と、沖縄の亜熱帯自然にふれて、

感じることのできる環境教育施設の整備を図る。 

○  

住宅地 

台地・段丘域の大半を住宅地とし、台地縁辺部の緑を背景(クサティ森)

にし、概ね２つ(第２案では３つ)の住区を設定し、沖縄型住宅を基調

とした戸建住宅地と集合住宅地を適切に配置し、人口集積を図る。公

園・緑地、ポケットパーク、地域由来のまつり広場等を適宜配置し、

緑豊かな住宅地の形成を進める。 

○ ○

公共施設 
中南部都市圏の行政機能の中核を担う空聞とし広域行政施設の整備を

図る。この他、市民生活を支える各種公共施設の整備を推進する。 
○ ○

公園・緑地 

都市の中で生物生態系を保全し、風の道や水循環の系を創出するため

に、公園・緑地の整備を図る。都市環境区を包み込むように配して、

大きな緑を背にした、即ち、クサティ森のある都市空間づくりを実現

するものである。 

○ ○

道路・交通施設
広域幹線ネットワークの充実を促進していくため、幹線道路の整備を

進めるとともに、公共交通拠点となる交通センターの整備を図る。 
○ ○
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※牧港補給地区 跡地利用計画策定に向けた戦略プラン検討業務委

託調査報告書 
平成 18 年度 浦添市 

土
地
利
用
計
画
図
（
第
２
案
） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事
業
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ラ
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なお、牧港補給地区においては、以下のような課題があげられている。 

＜牧港補給地区＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【課題】 

○ 昭和４８年に廃油類排出、５０年に薬物流出により沿岸一帯が広範囲にわたって汚染され大きな

被害をもたらした 

○ 同施設には、軍事機能を確保するためのあらゆる物資が保管されており、特に危険物資の存在の

有無については、以前から指摘されている 

○ 近年では平成８年に民間建設作業員が目や鼻に刺激を受け気分が悪くなる事故や、平成９年には

有毒ガス発生の危険性のある火災が発生している 

○ 埋め立てを伴う当海域の港湾計画区域内において、評価ランクⅡ（自然環境の保護・保全を図る

区域）が位置しており（「自然環境保全に関する指針（Ｈ10 年２月沖縄県）」）、自然へ十分配慮し

た整備のあり方が求められている 

○ かつての集落地（城間、仲西、小湾）には多くの文化財が分布しており、その保全・活用のあり

方が求められている 

資料：「跡地利用計画基礎調査業務調査報告書 

牧港補給地区（平成 18 年３月）」 
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（５）那覇港湾施設 

「平成７年度那覇軍港跡地利用計画（基本構想）調査報告書（平成８年３月、那覇市）」では、

基本コンセプトを以下のように設定し、引き続き「平成９年度那覇軍港跡地利用計画（基本構想）

調査報告書（平成 10 年３月、那覇市）」において、地権者合意のゾーニング統一案が示されている。 

○国際交流・交易を支援する新拠点づくり 

○歴史的な港の特色を活かした那覇市のゲート空間の形成 

○都市型リゾートの快適な居住空間 

○ウォーターフロントと海洋レクリエーションの形成 

その後「那覇軍港地権者等合意形成活動全体計画策定調査～那覇軍港跡地のまちづくりの進め方

～（平成 19 年３月、那覇市）」において、全体計画における各ステージの目標と活動イメージが検

討されている。 

 
■平成７年度 那覇軍港跡地利用計画（基本構想）調査報告書 平成８年３月 那覇市 

基
本
コ
ン
セ
プ
ト 

①国際交流・交易を支援する新拠点づくり 
 臨空港、臨港という地域の特性を活用し、全国的に推進する国際交流・交易を支援する街づくりを行う。 

②歴史的な港の特色を活かした那覇市のゲート空間の形成 
 御物グスクや屋良座森グスクなど歴史的な遺産を活かし、那覇市のゲートとして特長ある開発を行う。 

③都市型リゾートの快適な居住空間 
 都市型の開発ではあるが、十分な植栽と親水性のある開発方法により、快適な居住空間を実現する。 

④ウォーターフロントと海洋レクリエーションの形成 
 都市型ウォーターフロント開発として、市民が気軽に利用でき、また、多彩な海洋レクリエーションに参加

が出来るような開発を実現する。 

 

基
本
方
針 

①親水空間の創出 
 プロムナード公園、水路、人工ビーチ等の親水空間を創出する。 

②将来的なフリートレードゾーンとの連携の可能性 
 将来的なフリートレードゾーンとの連携の可能性を残しながら単独で成立しうる施設の方向で検討する。 

③漁港の一部の機能の配置 
 御物グスク周辺はマリーナ施設の整備の方向とし、一部漁港の機能を配置する。 

④新交通システムの検討 
 モノレールを含めた新交通システムについて引き続き検討する。 

 

※平成９年度那覇軍港跡地利用計画（基本構想）調査報告書 平成 10 年３月 那覇市 

ゾ
ー
ニ
ン
グ
等
の
見
直
し
検
討 

 

 

図 統一案ゾーニング 
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※那覇軍港地権者等合意形成活動全体計画策定調査 

～那覇軍港跡地のまちづくりの進め方～
平成 19 年３月 那覇市 

全
体
計
画
に
お
け
る
各
ス
テ
ー
ジ
の
目
標
と
活
動
イ
メ
ー
ジ 
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３）跡地エリア別のコンセプトの構築に向けて（ポテンシャルの検討） 

跡地ごとのコンセプトに接近していくために、ここでは跡地エリアごとに立地特性と周辺動向をお

さえ、跡地エリアが有するポテンシャルを検討していく。検討の視点としては、３つのビジョンと３

つの重要テーマの視点から検討を試みる。 

 

（１）キャンプ桑江 

＜立地特性・周辺動向等＞ 

○キャンプ桑江は嘉手納飛行場の南に位置し、国道58号に面した面積約67.5haの地区である。 

○地形は大部分が低地だが、地区の北から東、南部にかけて斜面地が取り巻いている。 

○美浜アメリカンビレッジが地区西隣りに隣接しており、サンセットビーチ等の都市型ウォー

ターフロントや映画館、フィシャリーナなどの商業拠点が一体的に活用できる位置にある。 

○キャンプ桑江北地区が北隣りに位置しており、職住近接型の区画整理事業が進められている。 

○地区西側に位置する国道 58 号において拡幅整備が計画されている。 

○謝苅等移転集落が地区南東部に存在している。 

 

図表 2-59 キャンプ桑江の立地特性・周辺動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キャンプ桑江返還予定地 

桑江伊平地区土地区画整理事業

(キャンプ桑江北地区) 

謝苅移転集落 

北谷町役場

国道 58 号(拡幅計画) 

フィッシャリーナ

整備事業 

美浜アメリカン

ビレッジ 

北谷グスク

安良波ビーチ 

ハンビータウン 
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＜ポテンシャルの検討＞～都市機能ビジョン及び３つのテーマとの関連より～ 

○ キャンプ桑江について都市機能ビジョンとの関係で見ると、以下のようなポテンシャルが考え

られる。 

①交流・貢献面：地域間交流促進のポテンシャル 

②共生面：沖縄らしい住環境形成のポテンシャル 

③産業面：職住近接型の産業形成のポテンシャル 

④都市構造：コンパクトな市街地形成、謝苅地区など住環境改善のポテンシャル 

○ 重要テーマとの関係で見ると、以下のようなポテンシャルが考えられる。 

①環境・景観面：既存斜面緑地や公園・ウォーターフロントを活かした水と緑のネットワーク

形成のポテンシャル 

        環境と共生した住環境の形成・改善のポテンシャル 

②交通面：国道 58 号の拡幅整備に伴う公共交通の充実・自動車過大依存改善のポテンシャル 

県道 24 号線バイパスの整備に伴う東西ラダー構造形成のポテンシャル 

③商業機能：職住近接で地域密着型の商業機能形成のポテンシャル 

○ このようなポテンシャルの観点からすると、キャンプ桑江については、風土を活かした新たな

共生スタイルのモデルづくりを指向し、「キャンプ桑江南側地区まちづくり構想（平成 17 年２

月、北谷町）」に示すように、隣接する西海岸地域・キャンプﾟ桑江北部地域との連携・交流、

役割・機能分担を行うことによって、「便利で機能的な北谷町の中心市街地の形成」と「沖縄ら

しさを実感・継承し、健康・安心生活ができる「まち」の形成」を推進していくことが望まし

いと考えられる。 

 

図表 2-60 キャンプ桑江のポテンシャルの検討 

エリアの方向性 ○ 便利で機能的な北谷町の中心市街地の形成 
○ 沖縄らしさを実感・継承し、健康・安心生活ができる「まち」の形成 

エリアのコア機能  
 
 
 
 
 
 
 

エリアの価値を高

める魅力 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

交流・貢献 

（地域間交流） 

産 業 

（職住近接型産業） 

景観・環境 
○ 既存斜面緑

地や公園・ｳｫ
ｰﾀｰﾌﾛﾝﾄを
活かした水と
緑のﾈｯﾄﾜｰｸ

○ 環境と共生し
た 住 環 境 の
形成・改善 

交 通 
○ 公 共 交 通 の

充実・自動車
過 大 依 存 の
改善(国道 58
号拡幅整備) 

○ 東 西 ラ ダ ー
道路(県道 24
号バイパス) 

商 業 
○ 職 住 近 接 で

地 域 密 着型
の 商 業 機 能
形成 

 

 

共 生 

（沖縄らしい住環境形成）



 229

（２）キャンプ瑞慶覧 

＜立地特性・周辺動向等＞ 

○キャンプ瑞慶覧はキャンプ桑江と普天間飛行場の間に位置し、国道 58 号に面した面積約

642.5ha の広大な地区である（但し、ＳＡＣＯによる返還合意施設はその一部）。 

○地形は北谷町域が概ね低地となっており、北中城村、宜野湾市域においては台地や斜面地が

主体となっている。 

○北谷地区が地区西隣りに隣接しており、安良波ビーチ等の都市型ウォーターフロントやハン

ビータウンなどの商業拠点が一体的に活用できる位置にある。 

○国道 58 号と 330 号が地区の東西両側に隣接する好立地である。国道 58 号は拡幅整備が計画

されている。 

○北谷グスクのある斜面緑地が地区の北隣りに位置しておりランドマークとなっている。 

○普天間等移転集落が地区の南東部高台に存在している。 

○地区周辺から地区を貫く中部縦貫道路、中部横断道路計画が存在している。 

○海軍病院の移設先が地区南側で計画されている。 

 

図表 2-61 キャンプ瑞慶覧の立地特性・周辺動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キャンプ瑞慶覧返還予定地 

(SACO 合意) 

ハンビータウン 

安良波ビーチ

国道 58 号(拡幅計画)

国道 330 号 

謝苅移転集落

普天間移転集落 

新城移転集落 

中部縦貫道路

中部横断道路

北谷グスク

美浜アメリカンビレッジ 
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＜ポテンシャルの検討＞～都市機能ビジョン及び３つのテーマとの関連より～ 

○ キャンプ瑞慶覧について都市機能ビジョンとの関係で見ると、以下のようなポテンシャルが考

えられる。 

①交流・貢献面：広大な跡地と交通利便性を活かした国際交流・貢献促進のポテンシャル 

②共生面：地形の変化を活かした多自然型住環境形成のポテンシャル 

③産業面：中枢となる交通結節機能を活かした新たな産業形成のポテンシャル 

④都市構造：交通結節機能活用型の産業拠点、及び普天間地区など住環境改善のポテンシャル 

○ 重要テーマとの関係で見ると、以下のようなポテンシャルが考えられる。 

①環境・景観面：チュンナーガーなどの湧水・地下水や高台緑地のビューポイント等を活かし

た水と緑のネットワーク形成のポテンシャル 

        地形や風土と共生した多自然型住環境形成のポテンシャル 

②交通面：国道 58 号、330 号に囲まれ、中部縦貫道路と中部横断道路が将来的に交わる、都市

圏中枢軸の中でも重要な交通結節の場としてのポテンシャル 

那覇都市圏と沖縄都市圏を結ぶ新たな公共交通システム導入・自動車過大依存改善

のポテンシャル 

③商業機能：重要な交通結節及び国際交流・貢献の場を活かした商業機能創出のポテンシャル 

○ このようなポテンシャルの観点からすると、キャンプ瑞慶覧については、ＳＡＣＯ合意された

南東部高台の一部エリアのみを対象とするだけでなく、重要な交通結節の場としてのポテンシ

ャルに着目して、北西に続く広大な平地を含めた観点から「水・緑・眺望を活かした癒される

まち（高台部分）」に加え、「交通結節機能を活用した新たな産業拠点形成」の可能性を位置づ

けることが望ましい。 

 

図表 2-62 キャンプ瑞慶覧のポテンシャルの検討 

エリアの方向性 ○ 交通結節機能を活用した新たな産業拠点形成 
○ 水・緑・眺望を活かした癒されるまち（高台部分） 

エリアのコア機能  
 
 
 
 
 
 
 

エリアの価値を高

める魅力 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

交流・貢献 

（国際交流・貢献） 

共 生 

（多自然型住環境形成）

景観・環境 
○ 湧 水 ・ 地 下

水・ﾋﾞｭｰﾎﾟｲﾝ
ﾄを活かした
水と緑のﾈｯﾄ
ﾜｰｸ 

○ 地形や風土
と共生した多
自 然 型 住環
境形成 

交 通 
○ 重要交通結

節の場(中部
縦貫道路・中
部 横 断 道路
が交差) 

○ 新公共交通
ｼｽﾃﾑ導入・
自 動 車 過大
依存の改善 

商 業 
○ 交 通 結 節 の

場 と 国 際 交
流・貢献の場
を活かした商
業 機 能 の 創
出 

 

 

産 業 

（交通結節活用型産業拠点）
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（３）普天間飛行場 

＜立地特性・周辺動向等＞ 

○普天間飛行場は中南部都市圏のちょうど中央部に位置し、国道 330 号が隣接した面積約

480.5ha の広大な地区である。 

○地形は大部分が台地であり、高潮等海岸災害に対して強い。 

○宜野湾市の中心部を占めており、周辺を宜野湾等移転集落や既存市街地が取りまいている。 

○国道 58 号と 330 号が地区の東西両側に隣接しているが、国道 58 号との間は斜面緑地、330

号との間は住宅・商業地となっている。 

○普天間飛行場及びその周辺も含めた琉球石灰岩台地の地下には洞穴や水脈が発達している。 

○中南部都市圏の骨格を成す琉球石灰岩の斜面緑地が地区西側に位置しており、斜面下部では

多くの湧水が見られ利用されている。 

○地区周辺から地区を貫く中部縦貫道路、宜野湾横断道路計画が存在している。 

 

図表 2-63 普天間飛行場の立地特性・周辺動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

普天間飛行場返還予定地

国道 58 号 

国道 330 号 

斜面下では多

くの湧水 

普天間移転集落

新城移転集落

中部縦貫道路宜野湾横断道路

中原移転集落

神山移転集落 

宜野湾移転集落 

佐真下移転集落
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＜ポテンシャルの検討＞～都市機能ビジョン及び３つのテーマとの関連より～ 

○ 普天間飛行場について都市機能ビジョンとの関係で見ると、以下のようなポテンシャルが考え

られる。 

①交流・貢献面：基地問題解決のシンボルとしての拠点創出のポテンシャル 

優れた立地特性と広大な跡地を活かした、国際交流・貢献機能創出のポテン

シャル 

②共生面：地球環境問題改善を先導する循環型社会のモデル形成のポテンシャル 

③産業面：健康・環境産業など新産業研究開発のポテンシャル 

④都市構造：中南部都市圏の中央かつ平坦な高台に位置し、高潮等水害や土砂災害に強い立地

特性を活かした新たな沖縄の行政拠点、新産業研究開発拠点形成のポテンシャル 

宜野湾地区など周辺地区の住環境改善のポテンシャル 

○ 重要テーマとの関係で見ると、以下のようなポテンシャルが考えられる。 

①環境・景観面：高台に位置し、高潮等水害や土砂災害に対して強いポテンシャル 

県民の「あしびなー」となる大規模公園創出のポテンシャル 

        沖縄らしい住宅地形成、普天間松並木復元のポテンシャル 

②交通面：中部縦貫道路の整備に伴う那覇都市圏と沖縄都市圏を結ぶ新たな公共交通システム

導入・自動車過大依存改善のポテンシャル 

宜野湾横断道路の整備に伴う東西ラダー構造形成のポテンシャル 

③商業機能：国際交流・貢献機能、新産業研究開発機能等を活かした商業機能創出のポテンシャル 

○ このようなポテンシャルの観点からすると、普天間飛行場については中南部都市圏の中央部高台に広

大な跡地が位置するという優れた立地特性を活用して新たな振興の拠点を形成し、「アジア・太平洋

地域にふさわしい高次国際交流・貢献拠点機能の導入や地球環境問題改善を先導する循環型社会

モデルの形成」を総合的・計画的に進め、沖縄県や中南部都市圏の振興に寄与することが望まれる。 

 

図表 2-64 普天間飛行場のポテンシャルの検討 

エリアの方向性 ○ アジア・太平洋地域にふさわしい高次国際交流・貢献拠点機能の導入 
○ 地球環境問題改善を先導する循環型社会モデル形成 

エリアのコア機能  
 
 
 
 
 
 
 

エリアの価値を高

める魅力 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

共 生 
（地球環境問題改善を先導

する循環型社会のモデル）

産 業 
（健康・環境産業など新

産業研究開発） 

景観・環境 
○ 湧水・鍾乳洞・

ﾋﾞｭｰﾎﾟｲﾝﾄを
活 か し た 水 と
緑のﾈｯﾄﾜｰｸ 

○ 地球環境問題
改善を先導す
る循環型社会
モデル 

交 通 
○ 中 部 縦 貫 道

路・宜野湾横
断道路 

○ 新公共交通ｼ
ｽﾃﾑ導入・自
動車過大依存
の改善 

商 業 
○ 高次都市機

能を活かした
商 業 機 能形
成 

交流・貢献 
（東アジア・太平洋地域にお
ける高次国際交流・貢献） 
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（４）牧港補給地区 

＜立地特性・周辺動向等＞ 

○牧港補給地区は普天間飛行場と那覇市との中間に位置し、浦添市西海岸に面した面積約

273.7ha の広大な地区である。 

○地形は地区の西側が低地で東側は台地状になっている。 

○国道 58 号と計画中の沖縄西海岸道路が地区の東西両側に位置する好立地である。 

○一部自然海岸を残したウォーターフロントが地区の西側に、既存市街地は国道 58 号を挟んで

地区東側に位置している。 

○国立劇場おきなわ、那覇新都心地区、中央卸売市場などが地区南部に近接している。 

○浦添グスクに連なる石灰岩丘陵と牧港川が地区北側に、小湾川が地区南側に位置しており

水・緑の空間を形成している。 

○沿岸部に那覇港湾浦添ふ頭地区が位置しており、埋立拡張計画が存在している。 

○那覇港湾施設の代替施設（埋立）計画が浦添ふ頭地区沖合に存在している。 

 

図表 2-65 牧港補給地区の立地特性・周辺動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

牧港補給地区返還予定地
沖縄西海岸道路

国道 58 号

牧港川

石灰岩丘陵 
小湾川

中央卸売市場 

那覇港湾施設代替施設計画

那覇港湾浦添ふ頭地区

(既存) 

国立劇場おきなわ

那覇港湾浦添ふ頭地区

埋立計画 



 234

＜ポテンシャルの検討＞～都市機能ビジョン及び３つのテーマとの関連より～ 

○ 牧港補給地区について都市機能ビジョンとの関係で見ると、以下のようなポテンシャルが考え

られる。 

①交流・貢献面：豊かな海岸線の自然環境やオーシャンビュー等の景観資源、国立劇場おきな

わを活かした都市型エンタテイメント・リゾート形成のポテンシャル 

②共生面：地下水脈や史跡の保存・活用、緑地帯による風の道創出を組み合わせた風水（フン

シー）の息づくライフサイクルタウン形成のポテンシャル 

③産業面：沖縄西海岸道路等による都市拠点間直結機能を活かした産業集積のポテンシャル 

④都市構造：機能を拡充する空港・港湾と沖縄西海岸道路により直結し、沖縄最大の拠点であ

る那覇に隣接した都市型エンタテイメント・リゾート拠点、都市拠点間直結機能を活か

した産業集積拠点、及び小湾地区など風水の息づく住環境改善のポテンシャル 

○ 重要テーマとの関係で見ると、以下のようなポテンシャルが考えられる。 

①環境・景観面：水と緑でネットワークされた風水の息づく住空間形成のポテンシャル 

②交通面：沖縄西海岸道路や国道 58 号拡幅整備等に伴う、那覇都市圏と沖縄都市圏を結ぶ新た

な公共交通システム導入・自動車過大依存改善のポテンシャル 

外郭環状道路の整備に伴うラダー構造形成のポテンシャル 

③商業機能：都市型エンタテイメント・リゾート機能を活かした商業機能創出のポテンシャル 

○ このようなポテンシャルの観点からすると、牧港補給地区については、豊富な地域資源と西海

岸に面した広大な立地特性を活かして、「海岸線・オーシャンビューを活かした都市型エンタテ

イメント・リゾート機能の導入や都市拠点間直結機能を活かした産業集積」を総合的かつ計画

的に進め、新たな振興の拠点を形成することが望まれる。 

 

図表 2-66 牧港補給地区のポテンシャルの検討 

エリアの方向性 ○ 海岸線・オーシャンビューを活かした都市型エンタテイメント・リゾートの導入
○ 那覇への近接性や都市拠点間直結機能を活かした産業の集積 

エリアのコア機能  
 
 
 
 
 
 
 
 

エリアの価値を高

める魅力 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

共 生 

(風水の息づくﾗｲﾌｻｲｸﾙﾀｳﾝ） 

景観・環境 
○ 西海岸ｳｫｰﾀ

ｰﾌﾛﾝﾄを活
かした水と緑
のﾈｯﾄﾜｰｸ 

○ 風の道などを
取り入れた風
水の息づくﾗ
ｲﾌｻｲｸﾙﾀｳﾝ

交 通 
○ 沖縄西海岸

道 路 、 国 道
58 号拡幅、
外郭環状線 

○ 新公共交通
ｼｽﾃﾑ導入・
自 動 車 過大
依存の改善 

商 業 
○ 都市型ｴﾝﾀﾃ

ｲﾒﾝﾄ・ﾘｿﾞｰﾄ
機能を活かし
た 商 業 機 能
創出 

 

 

産 業 
 （都市拠点間直結機能を活

かした産業集積） 

交流・貢献 

（都市型ｴﾝﾀﾃｲﾒﾝﾄ・ﾘｿﾞｰﾄ） 
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（５）那覇港湾施設 

＜立地特性・周辺動向等＞ 

○那覇港湾施設は那覇ふ頭に面した面積約 55.9ha の比較的小さな地区である。 

○地形は低地の人工平坦地で、那覇空港及び那覇港湾那覇ふ頭地区が隣接し、前面はウォータ

ーフロントとなっている。 

○那覇ふ頭地区内には三重グスクや御物グスクなどの史跡もあり歴史的港湾としての特徴を有

している。 

○那覇空港沖合展開（埋立）計画が存在している。 

○アジア向け貨物物流拠点整備計画（全日空）が存在している。 

○海上保安庁が共同使用している那覇港湾の機能再編・拡充計画が存在している。 

○南背後に広大な自衛隊基地が位置している。 

 

図表 2-67 那覇港湾施設の立地特性・周辺動向 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

那覇港湾施設返還予定地

那覇空港沖合

展開計画 

那覇空港 
那覇港湾那覇

ふ頭地区 

自衛隊那覇

駐屯地 
御物グスク

三重城

那覇空港自動車道

那覇空港自動車道

(暫定供用区間)

沖縄西海岸道路
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＜ポテンシャルの検討＞～都市機能ビジョン及び３つのテーマとの関連より～ 

○ 那覇港湾施設について都市機能ビジョンとの関係で見ると、以下のようなポテンシャルが考え

られる。 

①交流・貢献面：臨空・臨港、中心市街地への立地優位性を活かしたウォーターフロント型都

市リゾート形成のポテンシャル 

②共生面：水辺や歴史的資源を活かした海洋レクレーション拠点形成のポテンシャル 

③産業面：臨空・臨港型産業機能立地のポテンシャル 

④都市構造：臨空・臨港型の流通・加工・交易産業エリア形成のポテンシャル 

○ 重要テーマとの関係で見ると、以下のようなポテンシャルが考えられる。 

①環境・景観面：歴史的資源（三重グスク跡、御物グスク跡）を活かした水と緑と歴史のウォ

ーターフロントネットワーク形成のポテンシャル 

        沖縄らしい素材・形態等を取り入れたゲート景観形成のポテンシャル 

②交通面：沖縄西海岸道路の整備等に伴う、那覇空港と多拠点を結ぶ新たな公共交通システム

導入・自動車過大依存改善のポテンシャル 

海上交通ネットワークの拠点形成のポテンシャル 

③商業機能：海洋レクレーション、臨空・臨港型産業を補完する商業機能創出のポテンシャル 

○ このようなポテンシャルの観点からすると、那覇港湾施設については、臨空・臨港及び歴史的

ウォーターフロント、中心市街地等を活かして、「水辺や歴史的資源を活かした海洋レクレーシ

ョン拠点の形成や臨空・臨港型産業機能の立地、那覇空港と多拠点を結ぶ利便性の高い公共交

通システムの導入」を総合的かつ計画的に進め、新たな振興の拠点を形成することが望まれる。 

 

図表 2-68 那覇港湾施設のポテンシャルの検討 

エリアの方向性 ○ 水辺や歴史的資源を活かした海洋レクレーション拠点の形成 
○ 臨空・臨港型流通・加工・交易産業機能の立地 
○ 那覇空港と多拠点を結ぶ利便性の高い公共交通システムの導入 

エリアのコア機能  
 
 
 
 
 
 
 

エリアの価値を高

める魅力 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

共 生 
（水辺や歴史的資源を活

かした海洋ﾚｸﾚｰｼｮﾝ機能）

産 業 

（臨空・臨港型産業機能） 

景観・環境 
○ 歴史的資源

を活かした水
と緑と歴史の
ｳｫｰﾀｰﾌﾛﾝﾄ 

○ 沖縄らしい素
材・形態等を
取り入れたゲ
ート景観形成

交 通 
○ 那覇空港・那

覇 港 湾 機能
拡 充 、 沖 縄
西海岸道路 

○ 新公共交通
ｼｽﾃﾑ導入・
自 動 車 過大
依存の改善、
海上交通ﾈｯ

商 業 
○ 臨空・臨港型

の国際交流・
貢 献 拠 点 を
補 完 す る 商
業機能形成 

 

 

交流・貢献 
（ｳｫｰﾀｰﾌﾛﾝﾄ型都市ﾘｿﾞｰﾄ） 
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（６）その他 

＜立地特性・周辺動向等＞ 

○沖縄科学技術大学院大学が恩納村を中心に計画されている。 

○特別自由貿易地域として、うるま市中城湾新港地区が指定されている。 

○IT 津梁パークがうるま市において計画されている。 

○金融業務特別地区（金融特区）として、名護市が指定されている。 

○情報通信産業特別地区（情報特区）として、那覇・浦添地区、名護・宜野座地区が指定され

ている。 

 
図表 2-69 その他の立地特性・周辺動向 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

237



 238

図表 2-70 跡地エリアごとのポテンシャルの検討～４つのビジョン及び３つのテーマとの関連より～ 

３つの都市機能ビジョン 
との関連 

３つの重要テーマとの関連 
エリア 立地特性 

ビジョンⅠ 

（交流） 
ビジョンⅡ

（共生）
ビジョンⅢ

（産業）
環境・景観 交  通 商業機能 

キャンプ
桑江 

○嘉手納飛行場の南

に位置 

○国道 58 号に面する 

○面積 67.5ha の大部

分が低地、地区の東

部を斜面地が取り巻く 

○ ◎ ○ 

○既存斜面緑地
や公園・ウォータ
ーフロントを活か
した水と緑のネッ
トワーク形成のポ
テンシャル 

○環境と共生した
住 環境 の形成・
改善のポテンシ
ャル 

○国道 58 号の拡幅
整備に伴う公共交
通の充実・自動車
過大依存改善のポ
テンシャル 

○県道 24 号線バイ
パスの整備に伴う
東西ラダー構造形
成のポテンシャル 

○ 職 住 近 接
で地域密着
型の商業機
能形成のポ
テンシャル 

 

キャンプ
瑞慶覧 

○キャンプ桑江と普天

間飛行場の間に位置 

○国道 58 号に面する 

○面積 642.5ha の広大

な地区（但し SACO 合

意はその一部） 

○北谷町域が概ね低

地、北中城村、宜野湾

市域においては台地

や斜面地が主体 

○ ○ ◎ 

○チュンナーガー
などの湧水・地下
水や高台緑地の
ビューポイント等
を活かした水と緑
のネットワーク形
成 の ポ テ ン シ ャ
ル 

○地形や風土と共
生した多自然型
住環境形成のポ
テンシャル 

○国道 58 号、330 号
に囲まれ、中部縦
貫道路と中部横断
道路が将来的に交
わる、都市圏中枢
軸の中でも重要な
交通結節の場とし
てのポテンシャル 

○那覇都市圏と沖縄
都市圏を結ぶ新た
な公共交通システ
ム導入・自動車過
大依存改善のポテ
ンシャル 

○ 重 要 な 交
通結節及び
国 際 交 流 ・
貢献の場を
活 か し た 商
業機能創出
の ポ テ ン シ
ャル 

普天間
飛行場 

○中南部都市圏の
中央部に位置 

○大部分が台地域 
○国道 330 号が隣接 
○面積 480.5ha の広
大な地区 

○宜野湾市の中心
部を占め、周辺を宜
野湾等移転集落や
既存市街地が取り
まく 

◎ ○ ○ 

○高台に位置し、
高潮等水害や土
砂災害に対して
強いポテンシャル

○県民の「あしび
なー」となる大規
模公園創出のポ
テンシャル 

○沖縄らしい住宅
地形成、普天間
松並木復元のポ
テンシャル 

○中部縦貫道路の
整備に伴う那覇都
市圏と沖縄都市圏
を結ぶ新たな公共
交通システム導入・
自動車過大依存改
善のポテンシャル 

○宜野湾横断道路
の整備に伴う東西
ラダー構造形成の
ポテンシャル 

○ 新 た な 沖
縄の行政拠
点を含む高
次都市機能
を 活 か し た
商業機能創
出 の ポ テ ン
シャル 

牧港補
給地区 

○普天間飛行場と那
覇中心市街地との
中間に位置 

○西海岸に面する 
○面積 273.7ha の広
大な地区 

○地区西側が低地
で東側は台地状 

○国道 58 号と沖縄
西海岸道路が東西
両側に位置する 

◎ ○ ◎ 

○水と緑でネット
ワークされた風水
の息づく住空間
形成のポテンシ
ャル 

○沖縄西海岸道路
や国道 58 号拡幅整
備等に伴う、那覇都
市圏と沖縄都市圏
を結ぶ新たな公共
交通システム導入・
自動車過大依存改
善のポテンシャル 

○外郭環状道路の
整備に伴うラダー構
造形成のポテンシ
ャル 

○都市型エン
タテイメント・
リゾート機能
を 活 か し た
商業機能創
出 の ポ テ ン
シャル 

那覇港
湾施設 

○那覇ふ頭に面する 
○面積 55.9ha の人
工平坦地 

○那覇空港及び那
覇ふ頭地区が隣接 

○前面はウォーター
フロント 

○那覇ふ頭地区内
には三重グスクや
御物グスクなどの
史跡もある 

◎ ○ ○ 

○歴史的資源（三
重グスク跡、御物
グスク跡）を活か
した水と緑と歴史
のウォーターフロ
ントネットワーク
形成のポテンシ
ャル 

○ 沖 縄 ら し い 素
材・形態等を取り
入 れ た ゲ ー ト景
観形成のポテン
シャル 

○沖縄西海岸道路
の整備等に伴う、那
覇空港と多拠点を
結ぶ新たな公共交
通システム導入・自
動車過大依存改善
のポテンシャル 

○海上交通ネットワ
ークの拠点形成の
ポテンシャル 

○海洋レクレ
ーション、臨
空 ・ 臨 港 型
産業を補完
する商業機
能創出のポ
テンシャル 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３章 跡地エリア別コンセプト及びストラクチャープラン（試案） 
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第３章 跡地エリア別コンセプト及びストラクチャープラン（試案） 

本章の前半においては、２章の跡地エリア別のコンセプト構築に向けての検討（ポテンシャルの

評価）を踏まえながら、「跡地エリア別のコンセプト（試案）」、及び「ストラクチャープラン（試

案）」を策定した。 

後半においては、産業振興ビジョン（第１章）で検討した観点から、今後中南部都市圏で展開が

可能な産業クラスターやゾーンの方向を検討し、跡地エリアにおける産業クラスターの展開可能性

の枠組みを提示した。 

最後に、本基礎調査の今後の推進に関わる課題を整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中南部都市圏が担う役割 
「1000 万人の交流と国際貢献を 
先導し、時とともに価値が高まる 

アジア・太平洋の100万人島しょ都市」

 
県土構造全体を括るコンセプト 
「琉球ルネッサンス・2030」 

 

 

跡地エリア別のコンセプト 

（試案） 

 

ストラクチャープラン 

（試案） 

 

中南部都市 

○機能ビジョン 
 

跡地エリア別の 

産業配置の可能性検討 

今後の課題 

 

跡地エリア別のコンセプト構築に 

向けての検討（ポテンシャルの評価） 
(1) キャンプ桑江 
(2) キャンプ瑞慶覧 
(3) 普天間飛行場 
(4) 牧港補給地区 
(5) 那覇港湾施設 
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Ⅰ．跡地エリア別のコンセプト（試案） 

ここでは、２章の跡地エリア別のコンセプト構築に向けての検討（ポテンシャルの評価）からみた

「跡地エリア別のコンセプト（試案）」、及び「ストラクチャープラン（試案）」を策定した。 

 

１．キャンプ桑江 

■キャンプ桑江跡地利用のコンセプト（試案） 

 

 

 

 

 

 

跡地利用の目標 ○便利で機能的な北谷町の中心市街地の形成 

○沖縄らしさを実感・継承し、健康・安心生活ができる「まち」の形成 

○隣接する商業拠点との有機的連携による産業展開  

 

 

 

 

立地特性 

 

○嘉手納飛行場の南に位置し、国道 58 号に面した面積約 67.5ha の地区 

○大部分が低地だが、地区の北から東、南部にかけて斜面地が取り巻く 

○美浜アメリカンビレッジが隣接しており、サンセットビーチ等の都市型ウォーターフロン

トや映画館、フィシャリーナなどの商業拠点が一体的に活用できる立地 

○北面のキャンプ桑江北地区で職住近接型の区画整理事業が進められている 

○謝苅等移転集落が地区南東部に存在している 

都市機能ビジョン（想定される都市機能） 

○ 北谷町の中心となるコンパクトな市街地形成 

○ 地域行政機能等の立地 

○ 職住近接・地域密着型の商業地形成 

○ 環境と共生した沖縄らしい住宅地形成 

○ 斜面緑地や公園・ウォーターフロントを結ぶ水と緑のネットワーク形成 

○ 国道 58 号拡幅整備や県道 24 号線バイパス整備と連動した公共交通網の充実（自動車過大依存の改善）

○ 隣接する美浜地区の商業・文化・レクレーション機能との親和性・連携のある産業展開 

○ 謝苅地区など近隣密集市街地の一体的住環境改善 

 

 

 

 

沖縄らしさを実感・継承し健康・安心生活ができる職住接近のまち 
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２．キャンプ瑞慶覧 

■キャンプ瑞慶覧跡地利用のコンセプト（試案） 

 

 

 

 

 

 

跡地利用の目標 ○県土構造の再編・適正化を促す中部縦貫道路と宜野湾横断道路の導入 

○交通利便性と広大な跡地を活かした新たな産業拠点形成 

○水・緑・眺望を活かした癒されるまちの形成（高台部分） 

 

 

 

 

立地特性 

 

○キャンプ桑江と普天間飛行場の間に位置し、国道 58 号に面した面積約 642.5ha の地

区（但し、ＳＡＣＯによる返還合意施設はその一部） 

○北谷町域が概ね低地、北中城村、宜野湾市域においては台地や斜面地が主体 

○北谷地区が隣接しており、安良波ビーチ等の都市型ウォーターフロントやハン

ビータウンなどの商業拠点が一体的に活用できる立地 

○普天間等移転集落が地区の南東部高台に存在している 

都市機能ビジョン（想定される都市機能） 

○ 県土構造の再編・適正化を促す中部縦貫道路と中部横断道路の導入 

○ 那覇都市圏と沖縄都市圏を結ぶ新たな公共交通システムの導入（脱自動車社会を先導） 

○ 交通利便性と広大な跡地を活かした新たな産業の展開 

○ 西海岸ウォーターフロントや新たな産業展開の場と連動した商業機能の創出 

○ 地形の変化や風土を活かし利便性とゆとりを備えた多自然型住宅地の形成 

○ チュンナーガーなどの湧水・地下水やウォーターフロント、高台緑地のビューポイント等を活かした水と

緑のネットワーク形成 

○ 普天間地区など近隣密集市街地の一体的な住環境改善 

 

 

 

 

交通結節機能と広大な跡地を活かした新産業都市 
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３．普天間飛行場 

■普天間飛行場跡利利用のコンセプト（試案） 

 

 

 

 

 

 

跡地利用の目標 ○基地問題解決のシンボルとなる高次都市機能の導入（大規模公園、新たな沖縄の行

政機能など） 

○アジア・太平洋地域にふさわしい国際交流・貢献機能、人材育成機能、学術研究

機能等の導入 

○県土構造の再編・適正化を促す中部縦貫道路と宜野湾横断道路の導入 

○地球環境問題改善を先導する循環型社会モデル形成 

 

 

 

立地特性 

 

○中南部都市圏の中央部に位置し、国道 330 号が隣接した面積約 480.5ha の地区

○高台に位置し、高潮等海岸災害に対して強い 

○宜野湾市の中心部を占め、周辺を宜野湾等移転集落や既存市街地が取りまく 

○琉球石灰岩台地の地下には洞穴や水脈が発達しており、斜面下部では多くの湧

水が見られ利用されている 

都市機能ビジョン（想定される都市機能） 

○ 基地問題解決のシンボルとなる高次都市機能の導入（戦後処理のシンボルとなる大規模公園、新たな沖

縄の行政機能の創出など） 

○ 周辺機能との連携と創造的な空間の中で展開する、国際交流・貢献機能、人材育成機能、学術研究機能

等の導入（地球環境問題改善を先導する循環型社会のモデル形成、長期滞在する国際人材子弟のため

の国際教育機能など） 

○ 県土構造の再編・適正化を促す中部縦貫道路と宜野湾横断道路の導入 

○ 那覇都市圏と沖縄都市圏を結ぶ新たな公共交通システムの導入（脱自動車社会を先導） 

○ 健康・環境産業など新産業研究開発の展開 

○ 亜熱帯の風土を活かした沖縄らしい住宅地形成、普天間松並木等の歴史的文化的遺産の再生 

○ 多機能・多交流の都市機能を活かした商業機能の創出 

宜野湾地区など近隣密集市街地の一体的な住環境改善 

 

 

国際的高次都市機能を備えた多機能交流拠点都市 
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４．牧港補給地区 

■牧港補給地区跡利利用のコンセプト（試案） 

 

 

 

 

 

 

跡地利用の目標 ○オーシャンビューや国立劇場等を活かした都市型エンタテイメント・リゾート

の導入 

○風の道創出を組み合わせた風水（フンシー）の息づくライフサイクルタウンの形成 

○那覇への近接性や都市拠点間直結機能を活かした環境・健康・保養・エンタテイメン

ト等の産業集積の展開 

 

 

 

 

立地特性 

 

○普天間飛行場と那覇市との中間に位置する面積約 273.7ha の地区 

○地区西側が低地で東側は台地状となり、国道 58号と計画中の沖縄西海岸道路が地

区の東西両側に位置する好立地 

○国立劇場おきなわ、那覇新都心地区、中央卸売市場などが地区南部に近接 

○西面して那覇港湾浦添ふ頭地区の埋立拡張計画と、その沖合への那覇港湾施設の

代替施設（埋立）計画が存在する 

 

都市機能ビジョン（想定される都市機能） 

○ 豊かな海岸線の自然環境やオーシャンビュー等の景観資源、国立劇場おきなわを活かした都市型エンタ

テイメント・リゾートの形成 

○ 地下水脈や史跡の保全・活用、緑地帯による風の道創出を組み合わせた風水（フンシー）の息づくライフ

サイクルタウンの形成 

○ 沖縄西海岸道路や国道 58 号拡幅整備、外郭環状道路整備による新たな公共交通システムの導入（自動

車過大依存の改善） 

○ 環境・健康・保養・エンタテイメント等の機能を活かした産業集積の展開 

○ 小湾地区など近隣密集市街地の一体的住環境改善 

 

 

 

 

オーシャンビューや歴史文化を活かしたエンタテイメント・リゾート都市 
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５．那覇港湾施設 

■那覇港湾施設跡利利用のコンセプト（試案） 

 

 

 

 

 

 

跡地利用の目標 ○那覇空港と那覇港との近接性やゲート性を活かした国際交流機能の形成 

○水辺や歴史的資源、中心市街地への近接性を活かした都市型ウォーターフロント・リ

ゾートの形成 

○臨空・臨港型流通・加工・交易産業機能の立地 

○那覇空港と多拠点を結ぶ利便性の高い公共交通システムの導入 

 

 

 

立地特性 

 

○那覇ふ頭に面した面積約 55.9ha の比較的小さな地区 

○歴史的港湾として地区内には三重グスクや御物グスクなどの史跡もある 

○南背後に広大な自衛隊基地が位置している 

○那覇港湾の機能再編・拡充計画や那覇空港沖合展開（埋立）計画が存在する 

 

都市機能ビジョン（想定される都市機能） 

○ 那覇空港と那覇港との近接性やゲート性を活かした国際交流機能の形成 

○ 水辺や歴史的資源、中心市街地への近接性を活かした都市型ウォーターフロント・リゾートの形成 

○ 臨空・臨港型の流通・加工・交易産業エリア形成 

○ 海洋レクレーション拠点、海上交通ネットワーク拠点の形成 

○ 那覇空港と多拠点を結ぶ新たな公共交通システム導入（脱自動車社会の推進） 

○ 都市型ウォーターフロント空間を活かした商業・レクレーション機能の展開 

 

 

 

 

沖縄の玄関口にふさわしいウォーターフロントエリア 
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■跡地エリア別のコンセプト（試案）のまとめ 

跡地エリア コンセプト 跡地利用の目標イメージ 

キャンプ桑江 

 

沖縄らしさを実感・継承し健康・安心 

生活ができる職住接近のまち 

 

○便利で機能的な北谷町の中心市街地の形
成 

○沖縄らしさを実感・継承し、健康・安心生活
ができる「まち」の形成 

○隣接する商業拠点との有機的連携による産
業展開 

 

キャンプ瑞慶覧 

 

交通結節機能と広大な跡地を活かした

新産業都市 

 

○県土構造の再編・適正化を促す中部縦貫道
路と宜野湾横断道路の導入 

○交通利便性と広大な跡地を活かした新たな
産業拠点形成 

○水・緑・眺望を活かした癒されるまちの形成
（高台部分） 

 

普天間飛行場 

 

国際的高次都市機能を備えた 

多機能交流拠点都市 

 

○基地問題解決のシンボルとなる高次都市機
能の導入（大規模公園、新たな沖縄の行政
機能など） 

○アジア・太平洋地域にふさわしい国際交流・
貢献機能、人材育成機能、学術研究機能等
の導入 

○県土構造の再編・適正化を促す中部縦貫道
路と宜野湾横断道路の導入 

○地球環境問題改善を先導する循環型社会
モデル形成 

 

牧港補給地区 

 

オーシャンビューや歴史文化を活かした 

エンターテイメント・リゾート都市 

 

○オーシャンビューや国立劇場等を活かした
都市型エンタテイメント・リゾートの導入 

○風の道創出を組み合わせた風水（フンシー）
の息づくライフサイクルタウンの形成 

○那覇への近接性や都市拠点間直結機能を
活かした環境・健康・保養・エンタテイメント
等の産業集積の展開 

 

那覇港湾施設 

 

沖縄の玄関口にふさわしい 

ウォーターフロントエリア 

 

○那覇空港と那覇港との近接性やゲート性を
活かした国際交流機能の形成 

○水辺や歴史的資源、中心市街地への近接
性を活かした都市型ウォーターフロント・リゾ
ートの形成 

○臨空・臨港型流通・加工・交易産業機能の立
地 

○那覇空港と多拠点を結ぶ利便性の高い公共
交通システムの導入 

 

 

 

 



 1
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７．ストラクチャープラン（試案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

沖縄らしさを実感・継承し健康・安

心生活ができる職住接近のまち 
○便利で機能的な町の中心市街地 

○沖縄らしさを実感・継承し、健康・安

心生活ができる「まち」 

○隣接する商業拠点との有機的連携に

よる産業展開 

オーシャンビューや歴史文化を活

かしたエンターテイメント・リゾート

都市 
○都市型エンタテイメント・リゾート 

○風の道創出を組み合わせた風水

の息づくライフサイクルタウン形成 

○那覇への近接性や都市拠点間直

結機能を活かした環境・健康・保

養・エンタテイメント等の産業集積 

沖縄の玄関口にふさわしいウォー

ターフロントエリア 
○空港と港との近接性やゲート性を

活かした国際交流機能形成 

○水辺や歴史的資源、中心市街地

への近接性を活かした都市型ウォ

ーターフロント・リゾート形成 

○臨空・臨港型流通・加工・交易産

業機能の立地 

○那覇空港と多拠点を結ぶ利便性

の高い公共交通システムの導入 

交通結節機能と広大な跡地を活かし

た新産業都市 
○中部縦貫道路と宜野湾横断道路導入 

○交通利便性と広大な跡地を活かした新

たな産業拠点形成 

○水・緑・眺望を活かした癒されるまちの

形成（高台部分） 

国際的高次都市機能を備えた多機能

交流拠点都市 
○基地問題解決のシンボルとなる高次都

市機能の導入 

○高次国際交流・貢献拠点機能、人材育

成機能、学術研究機能等の導入 

○中部縦貫道路と宜野湾横断道路導入 

○循環型社会モデル形成 

都市交通政策の展開 
○コンパクトで快適な日常生活空間を実現する交通環境の整備 

○新たな公共交通の整備等による拠点間ネットワークの強化 

○新たな交通文化の創造 

既存の社会資本の利活用を重視した大規模集客施設の適正な配置 
跡地と既存市街地（商業機能）の一体的整備によるコンパクトな市街地の形成 

まち並み景観の向上、豊かな自然環境とふれあえるまち中の安らぎ空間の整備 

省エネと廃棄物リサイクルシステムの先進機能の整備、暴風雨・高潮・津波・地滑り等の災害対策 など 
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Ⅱ．跡地エリア別の産業配置の可能性検討 

 

１．中南部都市圏で展開可能な産業クラスター／ゾーンの方向 

第１章での中南部都市圏における産業展開の方向、取り組むべき主要プロジェクトの検討結果を

踏まえて、中南部都市圏において展開可能な産業クラスター（類似プロジェクトのまとまり）及び

産業集積ゾーンのイメージを描くと以下のとおりとなる。 

 
（１）医療系産業クラスターの形成 

①創薬開発クラスター（医療系サイエンスパーク） 

○ ゲノムシーケンサーによる創薬推進支援サービスの提供 

・ 県内（うるま市）に導入される次世代シーケンサを用いた高速ゲノムシーケンスサービス

の提供。中長期的には、その次の世代のシーケンサをサイエンスパーク内に導入しサービ

スを提供する。 
○ 創薬ベンチャーの創出 

・ 創薬ベンチャー企業の育成及び集積を促進する。 
○ 高度機能性成分分析機関の立地 

・ 亜熱帯資源を活用した創薬という観点から、中長期的に高機能性成分分析機関の誘致を推

進する。 
○ バイオインフォマティクス DB センターの整備 

・ ゲノムシーケンサーによるゲノム解析機能の充実や、沖縄科学技術大学院大学における生

命科学の研究の進捗に合わせて、バイオインフォマティクス（ゲノム解析等の生物情報学）

のデータベースセンターの整備を検討する。 
○ 理化学機器製造業サービス拠点の立地集積 

・ 創薬ベンチャー等の集積とともに、創薬開発に関わる理化学機器製造業のサービス拠点の

立地集積を誘導していく。 
 

②高度医療サービスクラスター（先進医療特区） 

○ 治験プラットフォームの形成 

・ 創薬開発に不可欠であるとともに、先端医療分野のサービスを提供するという観点から、

アジアからの参加者も想定した治験プラットフォームを構築する。 
○ 先進的医療機関の立地 

・ 治験の中核的役割を担うとともに、先進的な医療サービスを提供する先進的医療機関を立

地誘導する。先進的医療機関の提供するサービスの中には、沖縄の特性を活かした心療内

科、療養（医療×保養）、西洋と東洋の統合医療等を想定する。 
○ 重粒子線治療機関の立地 

・ 重粒子線を使った先進的ながん治療サービスを提供するために、国や放射線医学総合研究

所等の関係機関を事業主体とした重粒子線治療機関の誘致を図る。 
○ リハビリテーションサービスの提供 

・ リゾート環境及び豊富な理学療法士・作業療法士等の存在を活用した、高度なリハビリテ
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ーションサービスを提供する。また、各種スポーツキャンプの誘致（スポーツ・コンベン

ション）と連携したスポーツ・リハビリテーション機能の充実を図る。 
 

 
（２）健康系産業クラスター（リゾート＆ヘルスタウン）の形成 

①健康食品 R&D クラスター（健康系サイエンスパーク） 

○ 健康食品の開発機関の立地 

・ 県内の生物資源等を活用した健康食品の開発を行う研究機関の立地を誘導する。 
○ 健康食品ベンチャーの創出 

・ 健康食品ベンチャー企業の育成及び集積を促進する。 
○ 高度機能性分分析機関の立地 

・ 県内の生物資を活用した健康食品の開発という観点から、中長期的に高機能性成分分析機

関の誘致を推進する（医療系産業クラスターへの立地も可）。 
○ 健康食品開発のための臨床実験フィールドの形成 

・ 特定保健用食品等の新しい健康食品の開発ための臨床実験フィールド（長期滞在者や地元

住民を対象）を形成する。 
 

②健康ケアサービスクラスター 

○ 健康維持・増進プログラム開発 

・ 県内の長期滞在者や高齢者等を対象とした健康維持・増進のプログラム（運動、食品、メ

ンタルケア、リラクゼーションなどの複合化）を開発する機関の立地を誘導する。 
○ ヘルスケアサービスセンター 

・ リラクゼーション、タラソテラピー、温浴（スパ）・岩盤浴等のエステサービスを提供す

る産業・機関を立地誘導する。 
○ 統合医療サービス（針灸マッサージ、カイロプラクティック等） 

・ 針灸マッサージ、柔道整復、カイロプラクティック・整体、リフレクソロジー等の統合医

療サービスを提供する機関を立地誘導する。 
○ 健康プログラム開発のための実験フィールド 

・ リゾートへの長期滞在客等を対象とした、健康プログラムの開発や検証のための実験フィ

ールドを、ユビキタスネットワーク技術等を活用して構築する。 
 

 

（３）アジア・ゲートウエイ・ゾーンの形成 （物流産業、金融産業） 

①国際航空物流センター（仮称） 

・ 那覇空港がアジア域内の国際航空貨物を対象とするハブ空港化していくにあたって必

要となる「小型貨物を効率的に荷捌きする物流センター」を構築する。センターは、物

流企業用地、保税倉庫、航空会社事務所、通関施設等で構成される。 

⇒那覇空港の同一敷地内が最適地であるため、隣接する那覇港湾施設以外の跡地エ

リアでの展開の可能性は低い。 
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②アジア金融ビジネスセンター（仮称） 

・ アジアを視野に入れた、プライベートバンキングビジネス、金融人材育成機能（アジア

金融人材アカデミー構想、金融人材育成講座等）、金融機関向けの BPO ビジネス、沖縄

の文化資産を活用した信託機能活用ビジネスなどの金融ビジネスを集積させる。 

⇒名護市の金融特区（金融業務特別地区）が最適地であるため、中南部都市圏の基

地跡地エリアでの展開の可能性は低い。 

 

 

（４）デスティネーション・リゾートの形成（観光リゾート産業） 

人々が長期休暇を使って休養とレクリエーションのために滞在する場所であり、その場所にいな

がらにして質の高い飲食、宿泊、スポーツ、エンターテイメント、買物等の、休暇滞在者のあらゆ

る欲求に対応できる施設・サービスが提供される空間（＝「デスティネーション・リゾート」）を中

南部都市圏に形成する。 

 
①都市型リゾート産業ゾーン 

○世界水準のグルメ＆ショッピング産業 

・ 欧米ブランド店舗の充実、地域食材を生かした新しい創作料理メニューの開発、世界各国

料理店の充実等により、ショッピング機能・飲食機能を強化する。 

○都市型エンターテイメント産業 

・ 夜間や雨天時、季節を問わず楽しめるショービジネスなどの多様なエンターテイメント空

間づくりの推進。特に、中南部都市圏の文化資源（舞踏、演劇芸能、ミュージック等）を

活用した芸術文化型の産業（劇場、ライブハウス、アーティストインレジデンス、芸術イ

ベント興行等）を育成し振興する。 

 

②リゾートコンベンション産業ゾーン 

○エンターテイメント性の高い“リゾートコンベンションシティ”の形成 

・ コンベンション施設と商業・エンターテイメント施設、さらにはホテルが一体となったエ

リアを形成し、集客力と滞在の魅力を高める。 

○スポーツ・コンベンションの誘致 

・ 年間を通じてフィールドスポーツが可能な地域であることから、野球、サッカーはもとよ

り、プロ・アマを問わないスポーツキャンプ誘致を促進する。 

 

③滞在型リゾート産業ゾーン 

○長期滞在型宿泊産業 

・ デスティネーション・リゾートに不可欠のコンドミニアム、サービスアパートメント、コ

テージといった長期滞在型宿泊施設の供給を促進する。また、国内外からの投資を誘引し、

都市型の高級宿泊施設（ホテル）の供給を促進する。 

○ブルーツーリズム産業の充実 

・ 東・南シナ海をエリアとするクルージング産業を誘致・振興し、クルージングの拠点港を

中南部都市圏に形成する（東洋のマイアミを目指す）。また、海洋レジャー・スポーツに



 254

関連するサービス産業やスクール産業（資格取得、インストラクター養成等）を誘致、育

成する。 

○農業・工芸・平和等をテーマとする体験学習サービス機能の充実 

・ 中南部都市圏に点在している農業・工芸・平和等に関連する産業や施設を活用し、修学旅

行生を主な対象とした、魅力ある体験学習プログラムを地域間・主体間の連携により開発

し集客力を高める。 

 

 
（５）IT コリドー（回廊）の形成 （情報通信産業） 

IT 産業の集積拠点となる「沖縄 IT 津梁パーク（うるま市）」と連携した、情報サービス産業やコ

ンテンツ産業の集積ゾーンを、那覇市から北谷町に至る国道 58 号に沿った回廊地域（コリドー）に

形成する。 

 
①情報サービス産業コリドー 

・ 中南部都市圏で整備の進む GIX や IDC 等の情報通信面での基盤的機能を活用した、情報サ

ービス産業（ASP・SaaS 産業、コンタクトセンター等）の集積を目指す。 
 

②コンテンツ産業コリドー 

・ ASP・SaaS で提供されるモバイルコンテンツの開発、アニメ産業など芸術と IT の融合し

た産業の集積を目指す。 
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２．中南部都市圏で展開可能な産業クラスター／ゾーンの形成条件 

 
中南部都市圏で今後展開可能な産業クラスターやゾーンの形成条件を整理すると、以下の図表のと

おりとなる。 
 

図表  医療系産業クラスターの形成条件 

 想定されるサブクラスター案 形成条件 
■創薬開発クラスター 
（医療系サイエンスパーク） 
 
○ゲノムシーケンサー創薬推進支援 
○創薬ベンチャーの創出 
○高度機能性成分分析機関 
○バイオインフォマティクス DB 
○理科学機器製造業サービス拠点 
 
 

【事業環境】 
○ 沖縄科学技術大学院大学との近接性 

（交流の容易性を考慮して概ね 30 分圏） 
○ 医薬開発系専門人材の確保の容易性 
○ ゲノムシーケンサー（うるま市）との近接性＜当面＞ 

 
【インフラ】 

○ サイエンスパーク用地の確保（10ha 以上） 
○ 密集市街地・住宅地から隔たりのある空間 
○ 安定的な水・電力の供給 
○ 大容量通信回線へのアクセス性 

 
【生活環境】 

○ 研究者・技術者にふさわしい住宅 
（車通勤 15 分圏程度） 

 

 
 
 
 
 
 

医
療
系
産
業
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ラ
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■高度医療サービスクラスター 
（先進医療特区） 
 
○治験プラットフォームの形成 
○先進的医療機関の立地 
○重粒子線治療機関の立地 
 
 
 

【事業環境】 
○ 専門人材の確保の容易性 

（重粒子線装置の技師、医療関係者） 
○ 大規模な医療機関との近接性 

（国立病院、県立病院、大学病院等） 
○ 創薬開発クラスターとの近接性 

（創薬と治験の連携が容易であること） 
 
【インフラ】 

○ 那覇空港へできるだけ近い場所 
（外国人治験者対応） 

○ 幹線道路の結節点に近い場所 
（医療機関への車通院の容易性） 

 
【生活環境】 

○ 長期滞在型の居住施設（治験者向け） 
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図表  健康系産業クラスターの形成条件 

 想定されるサブクラスター案 形成条件 
■健康食品 R&D クラスター 
（健康系サイエンスパーク） 
 
○健康食品の開発機関の立地 
○健康食品ベンチャーの創出 
○高度機能性分分析機関の立地 
○健康食品開発のための臨床実験フィー

ルドの形成 

【事業環境】 
○ 沖縄科学技術大学院大学との近接性 

（交流の容易性を考慮して概ね 30 分圏程度） 
○ 食品開発系専門人材の確保の容易性 
○ ゲノムシーケンサー（うるま市）との近接性 

 
【インフラ】 

○ サイエンスパーク用地の確保（10ha 以上） 
○ 密集市街地・住宅地から隔たりのある空間 
○ 安定的な水・電力の供給 
○ ブロードバンド通信環境が整っている 

 
【生活環境】 

○ 研究者・技術者にふさわしい住宅 
（車通勤 15 分圏程度） 

○ 長期滞在型の居住施設（臨床実験者向け） 
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■健康ケアサービスクラスター 
 
○健康維持・増進プログラム開発 
○ヘルスケアサービスセンター 
○統合医療サービス 
○健康プログラム開発のための実験フィ

ールド 

【事業環境】 
○ 観光リゾート地的環境を持つ 

（中長期滞在型の保養客が多い） 
○ 専門人材の確保の容易性 

（ヘルスケア、統合医療関連の専門人材） 
○ 高度医療サービスクラスターとの近接性 

（健康と医療の連携が容易である） 
○ 健康食品 R&D クラスターとの近接性 

（健康食品開発と実証の連携が容易である） 
 
【インフラ】 

○ 那覇空港からのアクセスの容易性 
（空港から移動 1 時間圏程度） 

○ ユビキタスネットワーク環境が整っている 
（健康実験フィールドに不可欠） 

 
【生活環境】 

○ 長期滞在リゾート型の居住施設 
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図表  デスティネーション・リゾートの形成条件（観光リゾート産業） 

 想定される産業ゾーン案 形成条件 
■都市型リゾート産業ゾーン 
 
○世界水準のグルメ＆ショッピング

産業 
○都市型エンターテイメント産業 

【事業環境】 
○ 大量の交流人口、後背圏人口の存在 

（集客力の高い那覇都市圏、ウオーターフロント空間で

の展開） 
 
【インフラ】 

○ 那覇空港からのアクセスの容易性 
○ 大規模駐車場を確保できるスペース 
○ 広域的なアクセスの容易性 

（大量の発生集中交通に対応できる道路網） 
 

■リゾートコンベンション産業ゾー

ン 
 
○エンターテイメント性の高い“リ

ゾートコンベンションシティ” 
○スポーツ・コンベンション 
 
 
 
 
 
 

【事業環境】 
○ リゾート的自然環境が整っている 

（海に隣接・近接している地域が望ましい） 
○ アフターコンベンション機能の充実 

（那覇市都心部へ近い距離） 
○ 専門人材・サービスの確保の容易性 

（通訳、ケータリングサービス 等） 
 
【インフラ】 

○ 那覇空港からのアクセスの容易性 
（概ね 1 時間以内到達圏） 

○ 広域的なアクセスの容易性 
（大量の発生集中交通に対応できる道路網） 

○ 大規模駐車場やスポーツ施設を確保できるスペース 
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■滞在型リゾート産業ゾーン 
 
○長期滞在型宿泊産業 
○ブルーツーリズム産業 
○農業・工芸・平和等をテーマとす

る体験学習サービス機能 

【事業環境】 
○ リゾート的自然環境が整っている 

（海に隣接・近接している地域が望ましい） 
○ 専門人材の確保の容易性 

（インストラクター等の人材） 
 
【インフラ】 

○ 広域的なアクセスの容易性 
○ 相当規模の宿泊施設の立地可能なスペース 
○ 港湾施設（クルージング船舶用） 
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図表  IT コリドー（回廊）の形成条件（情報通信産業） 

 想定される産業ゾーン案 形成条件 
■情報サービス産業コリドー 
 
○GIX や IDC 等の情報通信面での基

盤的機能を活用した、情報サービス

産業（ASP・SaaS 産業、コンタクト

センター等）の集積 

【事業環境】 
○ IDC、GIX にできるだけ至近距離 

（通信コストの低減のため） 
 
【インフラ】 

○ ブロードバンド基幹回線へのアクセス性 
○ 那覇空港へのアクセスの容易性 
○ 広域的なアクセスの容易性 

（コンタクトセンターの場合、大量の集中交通に対応で

きる道路網） 
○ 大規模でまとまった用地は特に必要なし 

 
【生活環境】 

○ 働く人々にとって良好な生活・自然環境 
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■コンテンツ産業コリドー 
 
○ASP・SaaS で提供されるモバイル

コンテンツの開発、アニメ産業など

芸術と IT の融合した産業の集積 
 
 
 

【事業環境】 
 
 
【インフラ】 

○ ブロードバンド基幹回線へのアクセス性 
○ 那覇空港へのアクセスの容易性 
○ 大規模でまとまった用地は特に必要なし 

 
【生活環境】 

○ 働く人々にとって良好な生活・自然環境 
（創造性を発揮できる環境） 
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３．跡地エリアにおける産業クラスターの展開可能性の整理 
 

前述した中南部都市圏で展開可能な「産業クラスター／ゾーンの形成条件」を、現状における跡地

エリアごとの特性等に照らし整理すると、以下のとおりとなる。 
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図表  跡地エリアにおける産業クラスターの展開可能性の整理（現状の跡地ごとの特性の観点から） 
 キャンプ桑江 キャンプ瑞慶覧 普天間飛行場 牧港補給地区 那覇港湾施設

67.5ha 642.5ha（全体） 480.5ha 273.5ha 55.9ha

■ 創薬開発クラスター
（医療系サイエンスパーク）
○ ゲノムシーケンサー創薬推進支援
○ 創薬ベンチャーの創出
○ 高度機能性成分分析機関
○ 理化学機器製造業サービス拠点

安定的な水・電力の供給 大きな差はない（要検証）
大容量通信回線へのアクセス性 大きな差はない（要検証）
研究者・技術者にふさわしい住宅 ※現状では評価できない

■ 高度医療サービスクラスター 専門人材の確保の容易性 大きな差はない（要検証）
（先進医療特区）
○ 治験プラットフォーム

○ 先進的医療機関 創薬開発クラスターとの近接性 ※現状では評価できない
○ 重粒子線治療機関 那覇空港への近接性 20km圏 15km圏 15km圏 10km圏 5km圏

■ 健康食品Ｒ＆Ｄクラスター
（健康系サイエンスパーク）
○ 健康食品の開発機関
○ 健康食品ベンチャー
○ 高度機能性成分分析機関
○

安定的な水・電力の供給 大きな差はない（要検証）

■ 健康ケアサービスクラスター 観光リゾート地的環境 大きな差はない（要検証）
○ 健康維持・増進プログラム開発 専門人材の確保の容易性 大きな差はない（要検証）
○ ヘルスケアサービスセンター
○ 統合医療サービス
○

那覇空港からのアクセスの容易性 20km圏 15km圏 15km圏 10km圏 5km圏

長期滞在リゾート型の居住施設 ※現状では評価できない

＜想定される産業クラスター＞ ＜展開条件＞

沖縄科学技術大学院大学との近接性

ゲノムシーケンサー（うるま市）との近
接性

医
療
産
業
系
ク
ラ
ス
タ
ー

沖縄科学技術大学院大学との近接性

国道58号で既存市街地と
は分離

規模は小さいが既存市街
地から分離健

康
産
業
系
ク
ラ
ス
タ
ー

20km圏 25km圏

20km圏 20km圏 25km圏 30km圏

密集市街地・住宅地から隔たりのある空
間

規模が小さく既存・計画
市街地に近接

国道58号等で分離 面積が大きく対応可能

ユビキタスネットワーク環境が整ってい
る

大きな差はない（要検証）

密集市街地・住宅地から隔たりのある空
間

規模が小さく既存・計画
市街地に近接

国道58号等で分離 面積が大きく対応可能

国道58号、330号に近接

長期滞在型の居住施設（治験者向け）
※現状では評価できない

国道58号で既存市街地と
は分離

規模は小さいが既存市街
地から分離

国立沖縄病院が3㎞圏
内、琉球大学附属病院が
4㎞圏内

浦添総合病院が3㎞圏内 沖縄協同病院が3㎞圏内大規模な医療機関との近接性

移動の容易性（幹線道路の結節点との近
接性等）

中部徳州会病院が6㎞圏
内

国立沖縄病院が6㎞圏内

国道58号、330号沿線で
沖縄自動車道にも近い

国道58号沿線

35km圏

医薬品開発系専門人材の確保の容易性
大きな差はない（要検証）

20km圏 20km圏 25km圏 30km圏

国道58号、沖縄西海岸道
路沿線

25km圏

サイエンスパーク用地の確保（10ha以
上）

確保可能

10km圏 10km圏 15km圏 20km圏

国道58号、沖縄西海岸道
路に近接

確保可能

ブロードバンド通信環境が整っている

研究者・技術者にふさわしい住宅

35km圏

食品開発系専門人材の確保の容易性
大きな差はない（要検証）

ゲノムシーケンサー（うるま市）との近
接性

10km圏 10km圏 15km圏
健康食品開発の臨床実験フィールド

高度医療サービスクラスターとの近接性
※現状では評価できない

健康食品Ｒ＆Ｄクラスターとの近接性
※現状では評価できない

長期滞在型の居住施設（治験者向け）
※現状では評価できない

※現状では評価できない

大きな差はない（要検証）

サイエンスパーク用地の確保（10ha以
上）

健康プログラム開発の実験フィールド
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図表  跡地エリアにおける産業クラスターの展開可能性の整理（現状の跡地ごとの特性の観点から） 
 
 

キャンプ桑江 キャンプ瑞慶覧 普天間飛行場 牧港補給地区 那覇港湾施設

67.5ha 642.5ha（全体） 480.5ha 273.5ha 55.9ha

■ 都市型リゾート産業ゾーン
○ 世界水準のグルメ＆ショッピング産業
○ 都市型エンターテイメント産業 那覇空港からのアクセスの容易性 20km圏 15km圏 15km圏 10km圏 5km圏

広域的なアクセスの容易性 ※現状では評価できない
■ リゾートコンベンション産業

○ リゾートコンベンションシティ
○ スポーツコンベンション

広域的なアクセスの容易性 ※現状では評価できない

■ 滞在型リゾート産業
○ 長期滞在型宿泊産業
○ ブルーツーリズム産業
○ 専門人材の確保の容易性 大きな差はない（要検証）

広域的なアクセスの容易性 ※現状では評価できない

■ 情報サービス産業コリドー
○

那覇空港へのアクセスの容易性 20km圏 15km圏 15km圏 10km圏 5km圏
広域的なアクセスの容易性 ※現状では評価できない

■ コンテンツ産業コリドー
○

那覇空港へのアクセスの容易性 20km圏 15km圏 15km圏 10km圏 5km圏

ブロードバンド基幹回線へのアクセス性

ＩＤＣ、ＧＩＸにできるだけ至近距離
光ケーブルが埋設されている国道58号沿道にあり、大きな差はない

港湾施設への近接性（クルージング船舶
用）

情
報
通
信
産
業

コ
リ
ド
ー

＜想定される産業クラスター＞ ＜展開条件＞

働く人々にとって良好な生活・自然環境

デ
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・
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ト
農業・工芸・平和等の体験学習サービ
ス機能

大型客船バースを要する
泊ふ頭地区に近接

大型客船バースを要する
泊ふ頭地区に近接

宜野湾マリーナに近接宜野湾マリーナに近接

臨海地域（ただし、那覇
港湾計画に伴う埋立予定
あり）

臨海地域

相当規模の宿泊施設の立地可能なスペー
ス

相対的に面積は小さい 返還面積未確定 返還確定面積最大 返還確定面積は普天間飛
行場に次ぐ

相対的に面積は小さい

リゾート的自然環境が整っている 海岸との間に既存商業
地・国道58号等あり

海岸との間に既存住宅
地・国道58号等あり

海岸との間に既存住宅
地・国道58号等あり

臨海地域

アフターコンベンション機能の充実 北谷美浜地区に近接 北谷ハンビー地区に近接 コンベンションセンター
に近接

那覇市街地に隣接 那覇市街地に隣接

海岸との間に既存商業
地・国道58号等あり

海岸との間に既存住宅
地・国道58号等あり

海岸との間に斜面緑地、
既存住宅地・国道58号等
あり

相対的に面積は小さい 返還面積未確定 返還確定面積最大

臨海地域（ただし、那覇
港湾計画に伴う埋立予定
あり）

返還確定面積は普天間飛
行場に次ぐ

相対的に面積は小さい

リゾート的自然環境が整っている

大規模駐車場やスポーツ施設を確保でき
るスペース

専門人材・サービスの確保の容易性
大きな差はない（要検証）

大規模駐車場を確保できるスペース
※現状では評価できない

大量の交流人口、後背圏人口の存在
大きな差はない（要検証）

大きな差はない（要検証）

大きな差はない（要検証）

光ケーブルが埋設されている国道58号沿道にあり、大きな差はない

ＡＳＰ・ＳａａＳで提供されるモバイ
ルコンテンツの開発、アニメ産業など
芸術ＩＴの融合した産業の集積

光ケーブルが埋設されている国道58号沿道にあり、大きな差はない大きな差はない

大規模でまとまった用地は特に必要なし
大きな差はない（要検証）

働く人々にとって良好な生活・自然環境
大きな差はない（要検証）

ブロードバンド基幹回線へのアクセス性

大規模でまとまった用地は特に必要なし

ＧＩＸやＩＤＣ等の情報通信面での基
盤的機能を活用した、情報サービス産
業（ＡＳＰ・ＳａａＳ産業、コンタク
トセンター等）の集積
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Ⅲ．今後の課題 

基地跡地の有効利用を具体的に展開していくためには多くの課題がある。現時点においては明確

な返還時期も明かでなく、また、跡地によっては面積や範囲も明確ではない。このような状況の中

で、地権者や県民がビジョンづくりに参画できるプロセスを重視し、当該市町村、庁内関係課、国

等とも連携を密にしながら十分な合意形成を図っていく必要がある。そして今後、県民合意にまで

高められたビジョンの実現に向けて、計画的、一体的に跡地利用を推進していく必要がある。この

ことは各部会や全体委員会の中でも指摘された継続的課題である。 

ここでは、今回の基礎調査を深めていく観点から、今後の課題を以下のとおり整理した。 

 

（１）県土全体を括る政策目標等の策定 

○跡地の有効利用ビジョンは、長期的かつ全県的な視野に立った政策目標の下、跡地を有するこ

ととなる中南部都市圏の役割を位置付け、それを踏まえたものであることが重要である。 

○そのため、「沖縄２１世紀ビジョン（仮称）」の策定等を通じて、県土全体を括る政策目標や中

南部都市圏の位置付けについて、県民の合意形成を図ることが必要である。 

 

※沖縄県は、将来あるべき沖縄の姿とその実現に向けた取り組み等の基本方向を明らかにするため「沖

縄２１世紀ビジョン（仮称）」を策定中である。 

 

（２）有効利用ビジョンの更なる検討 

○国際貢献・協力を担う組織や都市機能等の更なる検討が必要である。 

○将来的に創出、誘致が期待される産業分野プロジェクトの更なる検討と、時間軸も組み入れた

絞り込みが必要である。 

○基地跡地での産業振興施策展開に向けたロードマップの検討が必要である。 

○基地跡地ごとの都市機能ビジョンと産業分野との更なる整合性の検討に加え、経済波及効果及

び土地需給予測等の検討が必要である。 
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